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3.2.2.2 陸域の調査結果 

3.2.2.2.1 敷地周辺陸域の地形 

(1) 北上山地南端部 

(2) 石巻平野 

(3) 西部の丘陵 

3.2.2.2.2 敷地周辺陸域の地質層序 

(1) 古生界 

(2) 中生界 

(3) 新生界 

(4) 貫入岩及び変成岩 

3.2.2.2.3 敷地周辺陸域の地質構造 

(1) 概要 

(2) 敷地を中心とする半径約 30km 範囲の断層及び変動地形 

ａ．上品山西断層 

ｂ．加護坊山－箟岳山断層 

ｃ．旭山撓曲・須江断層及び 2003 年宮城県中部の地震の震源断

層 

ｄ． その他の活断層・リニアメント 

(3) 敷地を中心とする半径約 30km 以遠の断層 

 

3.2.2.3 海域の調査結果 

3.2.2.3.1 敷地周辺海域の地形 

3.2.2 陸域の調査結果 

3.2.2.1 敷地周辺陸域の地形 

(1) 北上山地南端部 

(2) 石巻平野 

(3) 西部の丘陵 

3.2.2.2 敷地周辺陸域の地質層序 

(1) 古生界 

(2) 中生界 

(3) 新生界 

(4) 貫入岩及び変成岩 

3.2.2.3 敷地周辺陸域の地質構造 

(1) 概要 

(2) 敷地を中心とする半径約 30km 範囲の断層及び変動地形 

ａ．上品山西断層 

ｂ．加護坊山－箟岳山断層 

ｃ．旭山撓曲・須江断層及び 2003 年宮城県中部の地震の震源断 

層 

ｄ．その他の活断層・リニアメント 

(3) 敷地を中心とする半径約 30km 以遠の断層 

 

3.2.3 海域の調査結果 

3.2.3.1 敷地周辺海域の地形 
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3.2.2.3.2 敷地周辺海域の地質層序 

3.2.2.3.3 敷地周辺海域の地質構造 

(1) 概要 

(2) 敷地を中心とする半径約 30km 範囲の断層 

(3) 敷地を中心とする半径約 30km 以遠の断層 

 

3.2.2.4 宮城県北部から仙台湾海域にかけての断層の同時活動

性の検討 

3.2.2.4.1 地形及び地質・地質構造の特徴に基づく検討 

(1) 地形的特徴に基づく考察 

(2) 地質・地質構造の特徴に基づく考察 

3.2.2.4.2 地震活動の特徴に基づく検討 

3.2.2.4.3 断層間の力学的相互作用の検討 

3.2.2.4.4 同時活動性に関する総合評価 
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3.2.3.2.1 敷地近傍の地形 

3.2.3.2.2 敷地近傍の地質層序 

3.2.3.2.3 敷地近傍の地質構造 

3.2.3.2 敷地周辺海域の地質層序 

3.2.3.3 敷地周辺海域の地質構造 

(1) 概要 

(2) 敷地を中心とする半径約 30km 範囲の断層 

(3) 敷地を中心とする半径約 30km 以遠の断層 

 

3.2.4 北上低地帯から仙台湾海域にかけての震源として考慮す

る活断層の連動可能性の検討 

(1) 連動可能性検討の考え方 

(2) 連動可能性の総合評価 
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(1) 概要 

(2) 敷地近傍の断層 

 

3.2.4 敷地の地質・地質構造 

3.2.4.1 調査内容 

3.2.4.1.1 地表地質調査 

3.2.4.1.2 ボーリング調査 

3.2.4.1.3 試掘坑調査 

3.2.4.1.4 トレンチ調査 

 

3.2.4.2 調査結果 

3.2.4.2.1 敷地の地形 

3.2.4.2.2 敷地の地質 

3.2.4.2.3 敷地の地質構造 

(1) 褶曲構造 

(2) 断層 

(3) 敷地の断層の活動性 

 

 

 

 

 

(1) 概要 

(2) 敷地近傍の断層 

 

3.4 敷地の地質・地質構造 

3.4.1 調査内容 

3.4.1.1 地表地質調査 

3.4.1.2 ボーリング調査 

3.4.1.3 試掘坑調査 

3.4.1.4 トレンチ調査 

 

3.4.2 調査結果 

3.4.2.1 敷地の地形 

3.4.2.2 敷地の地質 

3.4.2.3 敷地の地質構造 

(1) 褶曲構造 

(2) 断層 

 

3.4.2.4 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設設置位置の

地質・地質構造 

(1) 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設設置位置の地質 

(2) 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設設置位置の地質

構造 
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設設置位置の地質・地質構造に関する記載を追加） 
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3.2.5 原子炉施設設置位置の地質・地質構造及び地盤 
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3.2.5.2 調査結果 

3.2.5.2.1 地質 

3.2.5.2.2 地質構造 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.6 地質・地質構造及び地盤の調査結果の評価 

 

3.4.2.5 敷地の断層の活動性 

 

3.5 発電用原子炉施設設置位置の地盤 

3.5.1 調査内容 

3.5.1.1 ボーリング調査 

3.5.1.2 試掘坑調査 

3.5.1.3 岩盤分類 

3.5.1.4 岩石試験 

3.5.1.5 岩盤試験 

3.5.1.6 盛土ほかの試験 

3.5.2 調査結果 

3.5.2.1 岩盤分類 

3.5.2.2 狐崎部層の試験結果 

3.5.2.2.1 岩石試験結果 

3.5.2.2.2 岩盤試験結果 

3.5.2.3 牧の浜部層の試験結果 

3.5.2.3.1 岩石試験結果 

3.5.2.3.2 岩盤試験結果 

3.5.2.4 盛土ほかの試験結果 

 

3.6 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設付近の地盤の安

定性評価 
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3.2.6.1 原子炉建屋基礎地盤等の安定性 

 

 

 

3.2.6.1.1 解析条件 

3.2.6.1.2 解析内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.6.1.3 解析結果 

(1) 支持力に対する安全性 

(2) すべりに対する安全性 

 

(3) 傾斜に対する安全性 

3.6.1 基礎地盤の安定性評価 

3.6.1.1 地震力に対する基礎地盤の安定性評価 

3.6.1.1.1 評価方針 

3.6.1.1.2 評価手法 

3.6.1.1.3 評価条件 

 

(1) 代表施設の選定 

 

(2) 評価断面の選定 

 

(3) 解析用物性値の設定 

 

(4) 解析モデル 

(5) 地下水位 

 

(6) 入力地震動 

 

3.6.1.1.4 評価結果 

 

(1) 基礎地盤のすべり 

(2) 基礎地盤の支持力 

(3) 基礎底面の傾斜 
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評価の変更（施設位置及び周辺地盤の水位設定の記載を追加し記

載を変更） 

評価の変更（基準地震動Ｓｓを２波から７波に変更） 
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3.2.6.2 周辺斜面の安定性評価 

 

3.2.7 地質調査に関する実証性 

3.2.7.1 各種調査・試験の実施会社選定 

3.2.7.2 地質調査の計画 

3.2.7.3 調査，試験工事実施に当たっての管理体制 

3.2.7.4 地質調査結果の評価・とりまとめ 

 

3.2.8 参考文献 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.6.1.2 周辺地盤の変状による重要施設への影響評価 

3.6.1.3 地殻変動による基礎地盤の変形の影響評価 

3.6.1.3.1 評価手法及び条件 

3.6.1.3.2 評価結果 

 

3.6.2 周辺斜面の安定性評価 

 

3.7 地質調査に関する実証性 

3.7.1 各種調査・試験の実施会社選定 

3.7.2 地質調査の計画 

3.7.3 調査，試験工事実施に当たっての管理体制 

3.7.4 地質調査結果の評価・とりまとめ 

 

3.8 参考文献 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価の追加（液状化等に対する設計方針を追加） 

評価の追加（地殻変動による傾斜に対する評価を追加） 
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3. 地  盤 

3.1 地  盤（3.2 に係るものを除く） 

記述は，女川原子力発電所原子炉設置変更許可申請書（1

号，2号及び 3号原子炉施設の変更）（平成 24 年 3 月 27 日付

け，平成 23・03・01 原第 12 号をもって設置変更許可）の添付

書類六「3.地盤」の記載内容に同じ。ただし，3.1～3.6 を

3.1.1～3.1.6 と読み替える。 

 

3.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25 年 12 月 27 日申

請）に係る地盤 

平成 25 年 12 月 27 日付け，女川原子力発電所発電用原子炉設

置変更許可申請書（２号原子炉施設の変更）に係る地盤につい

ては，次のとおりとする。 

 

3.2.1 調査経緯 

女川原子力発電所の地質については，１号，２号及び３号炉

の建設時点で調査を実施し，原子力発電所の適地であることを

確認している。 

今回，地質調査は，敷地からの距離及び調査地域の地形・地質条

件に応じ，文献調査，変動地形学的調査，地表地質調査，地球物

理学的調査等を実施した。特に，敷地近傍においては，より精度

の高い詳細な調査を実施した。 

3. 地  盤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1 調査経緯 

女川原子力発電所の地質については，１号，２号及び３号炉

の建設時点で調査を実施し，原子力発電所の適地であることを

確認している。 

今回，地質調査は，敷地からの距離及び調査地域の地形・地

質条件に応じ，文献調査，変動地形学的調査，地表地質調査，

地球物理学的調査等を実施した。特に，敷地近傍においては，

より精度の高い詳細な調査を実施した。 
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3.2.1.1 敷地周辺の調査 

敷地周辺の地質及び地質構造を把握するため，陸域について

は，文献調査，変動地形学的調査及び地表地質調査を実施し

た。特に西部では，2003 年宮城県中部の地震等に関する多くの

知見が示されていることを踏まえ，反射法地震探査，ボーリン

グ調査を実施し，地質・地質構造の検討を実施した。 

また，海域については，文献調査，海上音波探査，海上ボー

リング調査，既往音波探査記録の再解析等を実施し，地質・地

質構造の検討を実施した。 

 

3.2.1.2 敷地近傍の調査 

敷地近傍の地質及び地質構造を把握するため，敷地近傍につ

いて文献調査，変動地形学的調査，地表地質調査及び海上音波

探査記録の再解析を実施し，地質・地質構造の検討を実施し

た。 

 

3.2.1.3 敷地の調査 

敷地の地質及び地質構造を把握するため，敷地について文献

調査，変動地形学的調査，地表地質調査，ボーリング調査，試

掘坑調査，弾性波探査，トレンチ調査，立坑調査等を実施し，

地質・地質構造の検討を実施した。 

 

3.1.1 敷地周辺の調査 

敷地周辺の地質及び地質構造を把握するため，陸域について

は，文献調査，変動地形学的調査及び地表地質調査等を実施し

た。特に西部では，2003 年宮城県中部の地震等に関する多くの

知見が示されていることを踏まえ，反射法地震探査及びボーリ

ング調査を実施し，地質・地質構造の検討を実施した。 

また，海域については，文献調査，海上音波探査，海上ボー

リング調査，海底地形面調査，既往音波探査記録の再解析等を

実施し，地質・地質構造の検討を実施した。 

 

3.1.2 敷地近傍の調査 

敷地近傍の地質及び地質構造を把握するため，敷地近傍につ

いて文献調査，変動地形学的調査，地表地質調査，海上音波探

査，海底地形面調査及び海上音波探査記録の再解析を実施し，

地質・地質構造の検討を実施した。 

 

3.1.3 敷地の調査 

敷地の地質及び地質構造を把握するため，敷地について文献

調査，変動地形学的調査，地表地質調査，ボーリング調査，試

掘坑調査，弾性波探査，トレンチ調査，立坑調査等を実施し，

地質・地質構造の検討を実施した。 
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3.2.2 敷地周辺の地質・地質構造 

3.2.2.1 調査内容 

3.2.2.1.1 文献調査 

敷地周辺陸域の地質に関する主要な文献としては，通商産業

省工業技術院地質調査所（現・独立行政法人産業技術総合研究

所地質調査総合センター，以下，｢地質調査所｣という。）発行の

｢地域地質研究報告（５万分の１地質図幅）｣のうち｢涌谷
わ く や

｣

（1969）(1)，｢金華山
きんかさん

｣（1974）(2)，｢松島｣（1982）(3)，｢塩竃｣

（1983）(4)，｢石巻｣（1984）(5)，｢寄磯｣（1987）(6)，｢登米
と よ ま

｣

（1990）(7)，｢大須｣（1992）(8)，「20 万分の１地質図－石巻」

（1992）(9)，宮城県発行の「宮城県 20 万分の１地質図」

（1967）(10)，｢５万分の１土地分類基本調査｣のうち｢石巻｣・

｢寄磯｣・｢金華山｣（1981）(11)，｢塩釜｣・｢岩沼｣（1982）(12)，

｢涌谷｣（1989）(13)，｢登米｣・｢大須｣（1990）(14)，長谷地質調査

事務所発行の「北上川流域地質図（二十万分之一）」（1981）

(15)等が，また，周辺海域については，海上保安庁水路部発行の

「沿岸の海の基本図（５万分の１）」のうち「牡鹿半島」

（1983）(16)，「志津川
し づ か わ

湾」（1983）(17)，「海底地質構造図（20 万

分の１）」のうち「釜石沖」（1974）(18)，「金華山沖」（1981）

(19)，地質調査所発行の「海洋地質図（20 万分の１）」のうち

「釜石沖海底地質図」（1983）(20)，「金華山沖海底地質図」

（1990）(21)等があり，これらの地質図等により地質の概要を把

3.2 敷地周辺の地質・地質構造 

3.2.1 調査内容 

3.2.1.1 文献調査 

敷地周辺陸域の地質に関する主要な文献としては，通商産業

省工業技術院地質調査所（現・国立研究開発法人産業技術総合

研究所地質調査総合センター，以下，｢地質調査所｣という。）発

行の｢地域地質研究報告（５万分の１地質図幅）｣のうち｢涌谷
わ く や

｣

（1969）(1)，｢金華山
きんかさん

｣（1974）(2)，｢松島｣（1982）(3)，｢塩竃｣

（1983）(4)，｢石巻｣（1984）(5)，｢寄磯｣（1987）(6)，｢登米
と よ ま

｣

（1990）(7)，｢大須｣（1992）(8)，「20 万分の１地質図－石巻」

（1992）(9)，宮城県発行の「宮城県 20 万分の１地質図」

（1967）(10)，｢５万分の１土地分類基本調査｣のうち｢石巻｣・

｢寄磯｣・｢金華山｣（1981）(11)，｢塩釜｣・｢岩沼｣（1982）(12)，

｢涌谷｣（1989）(13)，｢登米｣・｢大須｣（1990）(14)，長谷地質調査

事務所発行の「北上川流域地質図（二十万分之一）」（1981）

(15)等が，また，周辺海域については，海上保安庁水路部発行の

「沿岸の海の基本図（５万分の１）」のうち「牡鹿半島」

（1983）(16)，「志津川
し づ か わ

湾」（1983）(17)，「海底地質構造図（20 万

分の１）」のうち「釜石沖」（1974）(18)，「金華山沖」（1981）

(19)，地質調査所発行の「海洋地質図（20 万分の１）」のうち

「釜石沖海底地質図」（1983）(20)，「金華山沖海底地質図」

（1990）(21)等があり，これらの地質図等により地質の概要を把
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

握した。 

また，敷地周辺の地質構造に関する主要文献としては，前記

の地質図の他に地質調査所編「日本地質アトラス[第２版]」

（1992）(22)，活断層研究会編「[新編]日本の活断層」（1991）

(23)，地質調査所発行の「50 万分の１活構造図－秋田」（1983）

(24)，「活断層詳細デジタルマップ」（中田・今泉（2002）

(25)），海上保安庁海洋情報部発行の「沿岸海域海底活断層調

査」のうち「仙台湾」（2003）（26），「日本周辺海域中新世最末期

以降の構造発達史」（徳山ほか（2001）(27)）等があり，これら

の文献により地質構造の概要を把握した。 

また，重力異常に関する文献としては，地質調査所発行の

「北上地域重力図」（1996）（28）等が，微小地震に関する文献と

しては，総理府地震調査研究推進本部地震調査委員会（以下，

「地震調査委員会」という。）による「日本の地震活動」

（1999）（29）等がある。 

 

 

 

 

 

これらの文献により，敷地周辺の地質及び地質構造並びに重

力異常及び微小地震の分布について，その概要を把握した。 

握した。 

また，敷地周辺の地質構造に関する主要文献としては，前記

の地質図の他に地質調査所編「日本地質アトラス[第２版]」

（1992）(22)，活断層研究会編「[新編]日本の活断層」（1991）

(23)，地質調査所発行の「50 万分の１活構造図－秋田」（1983）

(24)，「活断層詳細デジタルマップ[新編]」（今泉ほか編

（2018）(25)），海上保安庁海洋情報部発行の「沿岸海域海底活

断層調査」のうち「仙台湾」（2003）（26），「日本周辺海域中新世

最末期以降の構造発達史」（徳山ほか（2001）(27)）等があり，

これらの文献により地質構造の概要を把握した。 

また，重力異常に関する文献としては，地質調査所発行の

「北上地域重力図」（1996）（28），国立研究開発法人産業技術総合

研究所地質調査総合センター（以下，「地質調査総合センター」

という。）編の「日本重力データベース DVD 版」（2013）（29）等

が，磁気異常に関する文献としては，地質調査総合センター編

（2005）の「日本空中磁気データベース」（30），中塚・大熊

（2009）の「日本空中磁気 DB による対地 1,500m 平滑面での磁

気異常分布データの編集」（31）等が，微小地震に関する文献とし

ては，地震調査研究推進本部地震調査委員会による「日本の地

震活動」（2009） (32)，気象庁地震カタログ(33)等がある。 

これらの文献により，敷地周辺の地質及び地質構造並びに重

力異常，磁気異常及び微小地震の分布について，その概要を把
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

 

 

3.2.2.1.2 地質調査 

(1) 陸域 

文献調査の結果を踏まえ，敷地を中心とする半径 30km の範囲

及びその周辺陸域において，変動地形学的調査，地球物理学的

調査及び地質・地質構造調査を実施した。 

変動地形学的調査は，主に国土地理院で撮影された縮尺４万

分の１及び２万分の１の空中写真並びに同院発行の縮尺５万分

の１及び２万５千分の１の地形図を使用して空中写真判読を行

った。空中写真判読に際しては，段丘面等の地形面を抽出・分

類するとともに，それらが活断層や活褶曲に起因して変動した

可能性がある地形（以下，「リニアメント」という。）を抽出し

た。 

地球物理学的調査としては，重力異常及び地震分布に関する

調査を実施した。関連する文献としては，独立行政法人産業技

術総合研究所地質調査総合センター（以下，「地質調査総合セン

ター」という。）編の「日本重力 CD－ROM」（2004）(30)，気象庁

地震カタログ(31)等があり，これらの文献により敷地周辺及び近

傍の重力異常及び地震分布の概要を把握し，地質・地質構造と

の関連について検討した。 

地質・地質構造調査として，変動地形学的調査で抽出された

握した。 

 

3.2.1.2 地質調査 

(1) 陸域 

文献調査の結果を踏まえ，敷地を中心とする半径 30km の範囲

及びその周辺陸域において，変動地形学的調査，地球物理学的

調査及び地質・地質構造調査を実施した。 

変動地形学的調査は，主に国土地理院で撮影された縮尺４万

分の１及び２万分の１の空中写真並びに同院発行の縮尺５万分

の１及び２万５千分の１の地形図を使用して空中写真判読を行

った。空中写真判読に際しては，段丘面等の地形面を抽出・分

類するとともに，活断層や活褶曲に起因して変動した可能性が

ある地形としてリニアメントを抽出した。 

 

地球物理学的調査としては，重力異常，磁気異常及び地震分

布に関する調査を実施した。関連する文献としては，地質調査

総合センター編の「日本重力データベース DVD 版」（2013），「日

本空中磁気データベース」（2005），気象庁地震カタログ等があ

り，これらの文献により敷地周辺及び近傍の重力異常，磁気異

常及び地震分布の概要を把握し，地質・地質構造との関連につ

いて検討した。 

地質・地質構造調査として，変動地形学的調査で抽出された
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

リニアメント，文献に示されている活断層・リニアメントを対

象に地表地質調査を行った。特に西部では，2003 年宮城県中部

の地震に伴い，論文等で多くの新知見が示されたことから，反

射法地震探査とボーリング調査を併せて実施した。これらの調

査結果とこれまでの地表地質調査結果も含めて地質・地質構造

の検討を行った。 

これらの調査結果に基づいて，敷地周辺陸域の地質図，地質

断面図，段丘面分布図，空中写真判読図，地質構造図，重力異

常図及び地震分布図を作成した。 

(2) 海域 

敷地を中心とする半径 30km の範囲及びその周辺海域におい

て，文献調査，音波探査，海上ボーリング調査等を実施すると

ともに，海上保安庁，地質調査所，石油公団（現独立行政法人

石油天然ガス・金属鉱物資源機構）等により音波探査が実施さ

れており，これらの音波探査記録の検討結果も含めて，海底の

地形，地質及び地質構造の検討を実施し，活断層及び断層関連

褶曲（以下，「活断層等」という。）を抽出した。 

 

これまでに実施した海上音波探査は，シングルチャンネル・

アナログ方式とマルチチャンネル・デジタル方式であり，主要

な音波探査は，原則として南北測線７km，東西測線４km の間隔

で配置している。 

リニアメント及び文献に示されている活断層・リニアメントを

対象に地表地質調査を行った。特に西部では，2003 年宮城県中

部の地震に伴い，論文等で多くの新知見が示されたことから，

反射法地震探査とボーリング調査を併せて実施した。これらの

調査結果とこれまでの地表地質調査結果も含めて地質・地質構

造の検討を行った。 

これらの調査結果に基づいて，敷地周辺陸域の地質図，地質

断面図，段丘面分布図，空中写真判読図，地質構造図，重力異

常図，磁気異常図及び地震分布図を作成した。 

(2) 海域 

敷地を中心とする半径 30km の範囲及びその周辺海域におい

て，文献調査，海上音波探査，海上ボーリング調査，海底地形

面調査等を実施するとともに，海上保安庁，地質調査所，石油

公団（現独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構）等に

より海上音波探査が実施されており，これらの海上音波探査記

録の検討結果も含めて，海底の地形，地質及び地質構造の検討

を実施し，活断層及び断層関連褶曲（以下，「活断層等」とい

う。）を抽出した。 

これまでに実施した海上音波探査は，シングルチャンネル・

アナログ方式とマルチチャンネル・デジタル方式であり，主要

な海上音波探査は，原則として南北測線７km，東西測線４km の

間隔で配置している。また，敷地東南東側の海域において，マ
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これらの調査結果に基づいて，原縮尺５万分の１の敷地周辺

海域の海底地形図，地質図及び地質断面図を作成した。 

 

3.2.2.2 陸域の調査結果 

敷地を中心とする半径 30km の範囲及びその周辺陸域における

地形，地質及び地質構造は，文献調査，変動地形学的調査，地

表地質調査，地球物理学的調査等の結果によると，以下のとお

りである。 

 

3.2.2.2.1 敷地周辺陸域の地形 

敷地周辺陸域の地形図を第 3.2.2－1 図に，段丘面分布図を第

3.2.2－2 図に示す。 

敷地周辺陸域の地形は，東部の北上山地南端部並びに西部の

石巻平野及び丘陵地の３つに大きく区分される。敷地は北上山

地南端部の牡鹿半島に位置している。 

(1) 北上山地南端部 

北上山地南端部では，標高 300～500ｍの山頂が，北北西から

南南東へ次第に高度を減じながら連なって牡鹿半島に至る。 

牡鹿半島は，女川町の市街地が位置する東西方向の低地部及

び万石
まんごく

浦
うら

を介して，南南東方向に山頂を連ねて太平洋に突き出

している。これらの各山頂からは北北東方向へ派生する尾根が

ルチビームによる海底地形面調査を約 38km2実施した。 

これらの調査結果に基づいて，原縮尺５万分の１の敷地周辺 

海域の海底地形図，地質図及び地質断面図を作成した。 

 

3.2.2 陸域の調査結果 

敷地を中心とする半径 30km の範囲及びその周辺陸域における

地形，地質及び地質構造は，文献調査，変動地形学的調査，地

表地質調査，地球物理学的調査等の結果によると，以下のとお

りである。 

 

3.2.2.1 敷地周辺陸域の地形 

敷地周辺陸域の地形図を第 3.2－1 図に，段丘面分布図を第

3.2－2 図に示す。 

敷地周辺陸域の地形は，東部の北上山地南端部並びに西部の

石巻平野及び丘陵地の３つに大きく区分される。敷地は北上山

地南端部の牡鹿半島に位置している。 

(1) 北上山地南端部 

北上山地南端部では，標高 300～500m の山頂が，北北西から

南南東へ次第に高度を減じながら連なって牡鹿半島に至る。 

牡鹿半島は，女川町の市街地が位置する東西方向の低地部及

び万石
まんごく

浦
うら

を介して，南南東方向に山頂を連ねて太平洋に突き出

している。これらの各山頂からは北北東方向へ派生する尾根が
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見られる。同地域の海岸線は，岩石が露出する出入りの著しい

リアス海岸で，海岸付近の地形は，比高 10～20ｍの海食崖をも

つ定高性のある丘陵地形が見られる他，複数の段丘が小規模な

がら認められる。 

北上山地南端部は，沖積低地の分布が少なく，追
おっ

波
ぱ

川沿いに

やや広い分布が見られる他は，各小湾沿いに小規模な砂浜が分

布するのみである。 

また，牡鹿半島の周辺には，田代島，網地
あ じ

島，金華山，

江島
えのしま

，足島，笠貝島，出
いず

島等の島しょが点在している。 

(2) 石巻平野 

石巻平野は，北上川，迫
はさま

川，江
え

合
あい

川及び鳴瀬川によって開析

された低地に発達した沖積平野であり，南端は砂丘を伴う弧状

の海岸線で石巻湾に面している。海岸沿いには，海岸線と平行

して複数列の浜堤が内陸５～６km まで分布する。各河川沿いで

は，河成段丘はほとんど発達せず，登米
と め

市旧米山町の迫川沿い

等に局所的に分布する程度である。 

北上川は，1927～1929 年にかけての河川改修工事により，登

米市旧津山町柳津
やないづ

から石巻市旧河北町飯野川にかけて南下し，

飯野川から東方向へ流路を変え追波湾に注いでいる。しかし，

それ以前は，柳津から登米市旧豊里町，石巻市旧桃生
も の う

町を経て

主に石巻湾に注いでいた。迫川は，石巻市旧桃生町新田付近

で，江合川は石巻市旧河南町和渕付近でそれぞれ旧北上川に合

見られる。同地域の海岸線は，岩石が露出する出入りの著しい

リアス海岸で，海岸付近の地形は，比高 10～20m の海食崖をも

つ定高性のある丘陵地形が見られる他，複数の段丘が小規模な

がら認められる。 

北上山地南端部は，沖積低地の分布が少なく，追
おっ

波
ぱ

川沿いに

やや広い分布が見られる他は，各小湾沿いに小規模な砂浜が分

布するのみである。 

また，牡鹿半島の周辺には，田代島，網地
あ じ

島，金華山，

江島
えのしま

，足島，笠貝島，出
いず

島等の島しょが点在している。 

(2) 石巻平野 

石巻平野は，北上川，迫
はさま

川，江
え

合
あい

川及び鳴瀬川によって開析

された低地に発達した沖積平野であり，南端は砂丘を伴う弧状

の海岸線で石巻湾に面している。海岸沿いには，海岸線と平行

して複数列の浜堤が内陸５～６km まで分布する。各河川沿いで

は，河成段丘はほとんど発達せず，登米
と め

市米山町の迫川沿い等

に局所的に分布する程度である。 

北上川は，1927～1929 年にかけての河川改修工事により，登

米市津山町柳津
やないづ

から石巻市飯野川にかけて南下し，飯野川から

東方向へ流路を変え追波湾に注いでいる。しかし，それ以前

は，柳津から登米市豊里町，石巻市桃生
も の う

町を経て主に石巻湾に

注いでいた。迫川は，石巻市桃生町新田付近で，江合川は石巻

市和渕付近でそれぞれ旧北上川に合流する支川である。一方，
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流する支川である。一方，鳴瀬川は，石巻平野の西端部で石巻

湾に注いでいる。石巻市旧河南町須江
す え

及び石巻市街地付近には

丘陵地が島状に点在する。 

(3) 西部の丘陵 

石巻平野の西側には，旭山付近から南北にのびる丘陵と，そ

の北方の箟
のの

岳山
だけやま

を中心とする丘陵が分布する。旭山付近から南

北に延びる丘陵は一般に標高 50～100ｍであるが，旭山を中心

とした地域はその中でも標高が高い。また，箟岳山周辺は標高

170～240ｍ程度の低い山地状の地形を呈し，山頂一帯は緩傾斜

地形をなしている。 

 

3.2.2.2.2 敷地周辺陸域の地質層序 

敷地を中心とする半径 30km の範囲及びその周辺陸域における

地質層序表を第 3.2.2－1 表及び第 3.2.2－2 表に，地質図を第

3.2.2－3 図に，地質断面図を第 3.2.2－4 図に示す。 

敷地周辺陸域は，地質構造上東北日本外帯の南部北上帯に属

する。 

北上山地南端部は，地質の分布から，敷地の位置する牡鹿半

島地区・金華山，女川・雄勝
お が つ

地区，水沼・橋浦・志津川地区及

び登米・豊里地区に区分され，中・古生界の砂岩及び頁岩を主

とする堆積岩類等が，概ね北西から南東にむかって年代が新し

くなるように広く分布する。古生界及び中生界三畳系は主に登

鳴瀬川は，石巻平野の西端部で石巻湾に注いでいる。石巻市

須江
す え

及び石巻市街地付近には丘陵地が島状に点在する。 

 

(3) 西部の丘陵 

石巻平野の西側には，旭山付近から南北にのびる丘陵と，そ

の北方の箟
のの

岳山
だけやま

を中心とする丘陵が分布する。旭山付近から南

北に延びる丘陵は一般に標高 50～100m であるが，旭山を中心と

した地域はその中でも標高が高い。また，箟岳山周辺は標高

170～240m 程度の低い山地状の地形を呈し，山頂一帯は緩傾斜

地形をなしている。 

 

3.2.2.2 敷地周辺陸域の地質層序 

敷地を中心とする半径 30km の範囲及びその周辺陸域における

地質層序表を第 3.2－1 表及び第 3.2－2 表に，地質図を第 3.2

－3 図に，地質断面図を第 3.2－4 図に示す。 

敷地周辺陸域は，地質構造上東北日本外帯の南部北上帯に属

する。 

北上山地南端部は，地質の分布から，敷地の位置する牡鹿半

島地区・金華山，女川・雄勝
お が つ

地区，水沼・橋浦・志津川地区及

び登米・豊里地区に区分され，中・古生界の砂岩及び頁岩を主

とする堆積岩類等が，概ね北西から南東に向かって年代が新し

くなるように広く分布する。古生界及び中生界三畳系は主に登
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米・豊里地区に分布し，中生界ジュラ系及び白亜系は主に牡鹿

半島地区・金華山に分布するが，Ｎ－Ｓ～ＮＮＥ－ＳＳＷ方向

に延びる褶曲構造に対応し，比較的大規模な背斜構造が認めら

れる女川・雄勝地区では古生界及び中生界三畳系が分布し，向

斜構造が認められる水沼・橋浦・志津川地区では中生界ジュラ

系及び白亜系が分布する。 

石巻平野及び丘陵地は，箟岳山周辺地区，旭山～須江地区及

び宮戸
み や と

島～小野地区に区分される。石巻平野には，浜堤堆積物

を含む沖積層が広く分布する。丘陵地には，新第三系の凝灰

岩，シルト岩，砂岩を主とする堆積岩類等が分布する。 

(1) 古生界 

古生界は最も下位の地層で，登米市周辺の山地及び石巻市旧

雄勝町周辺に分布し，粘板岩からなる登米層を主体とする。旧

雄勝町周辺及び旧登米町北方には，登米層より下位の砂岩，礫

岩及び石灰岩からなる錦織
にしこおり

層，天神ノ木層及び大八景
お お や け

島
じま

層が分

布する。滝沢ほか（1990）(7)等によれば，これらの地層は二畳

系とされている。 

(2) 中生界 

中生界は，三畳系，ジュラ系及び白亜系が広く分布する。こ

れらの地層は，稲井層群，志津川層群，橋浦層群，牡鹿層群，

十三浜層群及び山鳥累層に区分される。 

稲井層群は，頁岩及び砂岩を主体とし，下位の登米層を不整

米・豊里地区に分布し，中生界ジュラ系及び白亜系は主に牡鹿

半島地区・金華山に分布するが，Ｎ－Ｓ～ＮＮＥ－ＳＳＷ方向

に延びる褶曲構造に対応し，比較的大規模な背斜構造が認めら

れる女川・雄勝地区では古生界及び中生界三畳系が分布し，向

斜構造が認められる水沼・橋浦・志津川地区では中生界ジュラ

系及び白亜系が分布する。 

石巻平野及び丘陵地は，箟岳山周辺地区，旭山～須江地区及

び宮戸
み や と

島～小野地区に区分される。石巻平野には，浜堤堆積物

を含む沖積層が広く分布する。丘陵地には，新第三系の凝灰

岩，シルト岩，砂岩を主とする堆積岩類等が分布する。 

(1) 古生界 

古生界は最も下位の地層で，登米市周辺の山地及び石巻市雄

勝町周辺に分布し，粘板岩からなる登米
と よ ま

層を主体とする。雄勝

町周辺及び登米市北方には，登米層より下位の砂岩，礫岩及び

石灰岩からなる錦織
にしこおり

層，天神ノ木層及び大八景
お お や け

島
じま

層が分布す

る。滝沢ほか（1990）等によれば，これらの地層は二畳系とさ

れている。 

(2) 中生界 

中生界は，三畳系，ジュラ系及び白亜系が広く分布する。こ

れらの地層は，稲井層群，志津川層群，橋浦層群，牡鹿層群，

十三浜層群及び山鳥累層に区分される。 

稲井層群は，頁岩及び砂岩を主体とし，下位の登米層を不整

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（表現の統一） 

記載の適正化（表現の統一） 

記載の適正化（表現の統一） 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

合に覆って広く分布する。本層群は，敷地周辺陸域では最も分

布面積が広い。滝沢ほか（1990）等によれば，本層群は中・下

部三畳系とされている。 

志津川層群及び橋浦層群は，主に頁岩及び砂岩からなり，下

位の稲井層群を不整合に覆って石巻市旧北上町周辺及び石巻市

水沼周辺に分布する。また，志津川層群と橋浦層群は不整合の

関係にある。滝沢ほか（1984）(5)等によれば，志津川層群は下

部ジュラ系，橋浦層群は中・上部ジュラ系とされている。 

牡鹿層群は，主に砂岩，頁岩及び砂岩頁岩互層からなり，下

位の稲井層群を不整合に覆って牡鹿半島，網地島及び田代島に

分布する。本層群は，下位より，月の浦累層，荻
おぎ

の浜累層及び

鮎川累層に区分される。滝沢ほか（1984）等によれば，月の浦

累層は中部ジュラ系，荻の浜累層は上部ジュラ系，鮎川累層は

上部ジュラ系～下部白亜系とされている。 

十三浜層群は主に砂岩からなり，下位の橋浦層群を不整合に

覆って石巻市旧北上町十三浜付近に分布する。加瀬（1979）(32)

等によれば，本層群は下部白亜系とされている。 

山鳥累層は主に安山岩質火砕岩及び玄武岩からなり，下位の

牡鹿層群を不整合に覆って牡鹿半島南部に分布する。滝沢ほか

（1984）等によれば，本累層は下部白亜系とされている。 

(3) 新生界 

新生界は，新第三系中新統及び鮮新統が西部の丘陵地を中心

合に覆って広く分布する。本層群は，敷地周辺陸域では最も分

布面積が広い。滝沢ほか（1990）等によれば，本層群は中・下

部三畳系とされている。 

志津川層群及び橋浦層群は，主に頁岩及び砂岩からなり，下

位の稲井層群を不整合に覆って石巻市北上町周辺及び石巻市水

沼周辺に分布する。また，志津川層群と橋浦層群は不整合の関

係にある。滝沢ほか（1984）等によれば，志津川層群は下部ジ

ュラ系，橋浦層群は中・上部ジュラ系とされている。 

牡鹿層群は，主に砂岩，頁岩及び砂岩頁岩互層からなり，下

位の稲井層群を不整合に覆って牡鹿半島，網地島及び田代島に

分布する。本層群は，下位より，月の浦累層，荻
おぎ

の浜累層及び

鮎川累層に区分される。滝沢ほか（1984）等によれば，月の浦

累層は中部ジュラ系，荻の浜累層は上部ジュラ系，鮎川累層は

上部ジュラ系～下部白亜系とされている。 

十三浜層群は主に砂岩からなり，下位の橋浦層群を不整合に

覆って石巻市北上町十三浜付近に分布する。加瀬（1979）(34)等

によれば，本層群は下部白亜系とされている。 

山鳥累層は主に安山岩質火砕岩及び玄武岩からなり，下位の

牡鹿層群を不整合に覆って牡鹿半島南部に分布する。滝沢ほか

（1984）等によれば，本累層は下部白亜系とされている。 

(3) 新生界 

新生界は，新第三系中新統及び鮮新統が西部の丘陵地を中心
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

に分布し，第四系更新統が各所に点在し，第四系完新統が石巻

平野に広く分布する。 

ａ．新第三系中新統 

中新統は，主に凝灰岩，凝灰質シルト岩，砂岩及び火砕岩か

らなり，鳴瀬町宮戸島から旭山及び箟岳山にかけての地域，須

江及び日和山に分布し，岩相及び層序関係から，松島湾層群，

追
おい

戸
ど

層，志田
し だ

層群及び黄金
こ が ね

迫
はざま

層に区分される。石井・柳沢

（1984）(33)によれば，松島湾層群及び追戸層は中・下部中新

統，志田層群及び黄金迫層は中部中新統とされている。 

ｂ．新第三系鮮新統 

鮮新統は，主に礫岩，砂岩，シルト岩及び凝灰岩からなり，

丘陵地の周縁部，北上山地西縁の一部及び牡鹿半島南端部に分

布し，岩相，分布位置及び層序関係から，亀岡層，竜
たつ

の口
くち

層，

御番所
ごばんしょ

山層，表沢
おもてざわ

層，大貫層及び俵庭
たわらにわ

層及び未区分鮮新統に

区分される。石井ほか（1982）(3)によれば，亀岡層，竜の口

層，表沢層及び俵庭層は鮮新統とされている。高橋・松野

（1969）(1)によれば，大貫層は鮮新統と推定されている。滝沢

ほか（1974）(2)によれば，御番所山層は鮮新統の竜の口層相当

層とされている。また，北上山地西縁の一部及び牡鹿半島にか

けての中・古生界分布域には，しばしばシルト岩及び砂岩を伴

う礫岩からなる未区分鮮新統が小規模に点在している。 

 

に分布し，第四系更新統が各所に点在し，第四系完新統が石巻

平野に広く分布する。 

ａ．新第三系中新統 

中新統は，主に凝灰岩，凝灰質シルト岩，砂岩及び火砕岩か

らなり，鳴瀬町宮戸島から旭山及び箟岳山にかけての地域，須

江及び日和山に分布し，岩相及び層序関係から，松島湾層群，

追
おい

戸
ど

層，志田
し だ

層群及び黄金
こ が ね

迫
はざま

層に区分される。石井・柳沢

（1984）(35)によれば，松島湾層群及び追戸層は中・下部中新

統，志田層群及び黄金迫層は中部中新統とされている。 

ｂ．新第三系鮮新統 

鮮新統は，主に礫岩，砂岩，シルト岩及び凝灰岩からなり，

丘陵地の周縁部，北上山地西縁の一部及び牡鹿半島南端部に分

布し，岩相，分布位置及び層序関係から，亀岡層，竜
たつ

の口
くち

層，

御番所
ごばんしょ

山層，表沢
おもてざわ

層，大貫層，俵庭
たわらにわ

層及び未区分鮮新統に区

分される。石井ほか（1982）によれば，亀岡層，竜の口層，表

沢層及び俵庭層は鮮新統とされている。高橋・松野（1969）に

よれば，大貫層は鮮新統と推定されている。滝沢ほか（1974）

によれば，御番所山層は鮮新統の竜の口層相当層とされてい

る。また，北上山地西縁の一部及び牡鹿半島にかけての中・古

生界分布域には，しばしばシルト岩及び砂岩を伴う礫岩からな

る未区分鮮新統が小規模に点在している。 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

ｃ．第四系更新統 

第四系更新統は，高清水層，段丘堆積物及び古砂丘砂層に区

分される。 

高清水層は，主に礫層，砂層，シルト層等からなり，箟岳山

の北方に分布する。宮城県発行の５万分の１土地分類基本調査

「涌谷」（1989）によれば，高清水層は下部更新統とされてい

る。 

段丘堆積物は，空中写真で判読された段丘面の位置において

ほとんどの場合認められず，表土の直下に基盤岩が分布する

か，上部斜面からの崩落土砂に覆われていることが多いが，内

陸部の加
か

護
ご

坊
ぼう

山
やま

～箟岳山周辺地域，中津山周辺地域，旭山丘陵

付近，日和山付近等や，東部海岸地域の網地島，牡鹿半島の一

部等において，小規模に分布している。これらの堆積物は,主に

砂礫からなり，旧迫川中流域付近の段丘については，堆積物の

特徴，堆積状況等から河成段丘の堆積物と考えられる。 

古砂丘砂層は，網地島北部に分布する砂層である。 

ｄ．第四系完新統 

第四系完新統は，石巻平野及び中小河川沿いに分布し，砂，

泥及び礫からなる沖積層，沢筋，緩斜面等に分布し主に岩屑か

らなる岩屑堆積物，石巻平野の海岸部に分布する砂丘砂層並び

に石巻湾の海岸から内陸に５～６km の範囲に分布する浜堤堆積

物に区分される。 

ｃ．第四系更新統 

第四系更新統は，高清水層，段丘堆積物及び古砂丘砂層に区

分される。 

高清水層は，主に礫層，砂層，シルト層等からなり，箟岳山

の北方に分布する。宮城県発行の５万分の１土地分類基本調査

「涌谷」（1989）によれば，高清水層は下部更新統とされてい

る。 

段丘堆積物は，空中写真で判読された段丘面の位置において

ほとんどの場合認められず，表土の直下に基盤岩が分布する

か，上部斜面からの崩落土砂に覆われていることが多いが，内

陸部の加
か

護
ご

坊
ぼう

山
やま

～箟岳山周辺地域，中津山周辺地域，旭山丘陵

付近，日和山付近等や，東部海岸地域の網地島，牡鹿半島の一

部等において，小規模に分布している。これらの堆積物は,主に

砂礫からなり，旧迫川中流域付近の段丘については，堆積物の

特徴，堆積状況等から河成段丘の堆積物と考えられる。 

古砂丘砂層は，網地島北部に分布する砂層である。 

ｄ．第四系完新統 

第四系完新統は，石巻平野及び中小河川沿いに分布し，砂，

泥及び礫からなる沖積層，沢筋，緩斜面等に分布し主に岩屑か

らなる岩屑堆積物，石巻平野の海岸部に分布する砂丘砂層並び

に石巻湾の海岸から内陸に５～６km の範囲に分布する浜堤堆積

物に区分される。 
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ｅ．段丘面の特徴及び形成年代 

敷地周辺陸域においては，前述のとおりほとんどの場合堆積

物を伴わないものの，北上山地南端部の海岸線に沿って，きわ

めて小規模ではあるが複数の海成段丘面が認められる。一方，

内陸部の河川沿いでは，河成段丘の発達はきわめて悪く，山地

丘陵の縁辺部に断片的に小規模な段丘面が認められる。西部の

丘陵のうち，北方の箟岳山付近から北側には，丘陵縁辺部に小

規模な扇状地面が分布する。 

段丘面は，面の開析度，標高，河床からの比高等に基づき，

高位より，Ｈ１面，Ｈ２面，Ｈ３面，Ｈ４面，Ｍ１面，Ｍ２面，Ｌ１

面，Ｌ２面，Ｌ３面及びＬ４面に区分した。 

(a) 太平洋側海岸地域 

東部の太平洋側の海岸地域においては，高位の段丘面は,海岸

線沿いの尾根や小丘の頂部付近に散点的に分布している。Ｈ１

面は，主に志津川湾の南岸沿い及び網地島に分布し，比較的標

高の高い小丘の頂部に認められる狭小な面からなる。Ｈ１面

は，本地域では最高位の段丘面であり，分布高度は標高 100ｍ

程度である。Ｈ２面及びＨ３面は，東部の海岸地域全域に分布

し，海岸線沿いの尾根上に認められ，やや起伏の認められる狭

小な緩斜面をなしている。Ｈ２面の分布高度は標高 55～90ｍ程

度，Ｈ３面は標高 35～60ｍ程度である。Ｈ４面は，主に志津川湾

や女川湾の湾奥部等に分布し,なだらかな小丘の尾根付近に認め

ｅ．段丘面の特徴及び形成年代 

敷地周辺陸域においては，前述のとおりほとんどの場合堆積

物を伴わないものの，北上山地南端部の海岸線に沿って，きわ

めて小規模ではあるが複数の海成段丘面が認められる。一方，

内陸部の河川沿いでは，河成段丘の発達は極めて悪く，山地丘

陵の縁辺部に断片的に小規模な段丘面が認められる。西部の丘

陵のうち，北方の箟岳山付近から北側には，丘陵縁辺部に小規

模な扇状地面が分布する。 

段丘面は，面の開析度，標高，河床からの比高等に基づき，

高位より，Ｈ１面，Ｈ２面，Ｈ３面，Ｈ４面，Ｍ１面，Ｍ２面，Ｌ１

面，Ｌ２面，Ｌ３面及びＬ４面に区分した。 

(a) 太平洋側海岸地域 

東部の太平洋側の海岸地域においては，高位の段丘面は,海岸

線沿いの尾根や小丘の頂部付近に散点的に分布している。Ｈ１

面は，主に志津川湾の南岸沿い及び網地島に分布し，比較的標

高の高い小丘の頂部に認められる狭小な面からなる。Ｈ１面

は，本地域では最高位の段丘面であり，分布高度は標高 100m 程

度である。Ｈ２面及びＨ３面は，東部の海岸地域全域に分布し，

海岸線沿いの尾根上に認められ，やや起伏の認められる狭小な

緩斜面をなしている。Ｈ２面の分布高度は標高 55～90m 程度，

Ｈ３面は標高 35～60m 程度である。Ｈ４面は，主に志津川湾や女

川湾の湾奥部等に分布し,なだらかな小丘の尾根付近に認めら

 

 

 

 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和元年 9月 27 日 

女川原子力発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更） 添付六の内「３．地盤」前後対比表（対平成 25 年 12 月申請）    東北電力株式会社 

添六(３．地盤) 22 / 239 

 

申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

られ，頂部に平坦性を有する狭小な面からなる。Ｈ４面の分布

高度は標高 35～40ｍ程度である。 

中位のＭ１面及びＭ２面は，志津川湾沿岸のほか，東部の海岸

地域全域にわたって散点的に分布し，海に向かって張り出す尾

根の先端付近及び山麓部に認められ，小規模ながらも頂部に平

坦性のある面からなる。Ｍ１面の分布高度は標高 20～35ｍ程

度，Ｍ２面はＭ１面の少し低位に認められ，標高 15～25ｍ程度で

ある。 

低位のＬ１面，Ｌ２面，Ｌ３面及びＬ４面は，小河川の河口付近

に散点的に分布し，傾斜を有する小規模な面からなる。 

(b) 石巻平野周辺地域 

内陸地域の石巻平野周辺においては，高位の段丘面は,迫川及

び旧迫川の流域に比較的多く分布する。 

石巻平野の北部地域においては，Ｈ１面は，箟岳山東方に認

められ，分布高度は標高 80ｍ程度である。加護坊山～箟岳山周

辺地域,中津山周辺地域,迫川地域等では，Ｈ２面及びＨ３面は,

主に丘陵頂面に認められ，起伏を伴う平坦面からなり，開析さ

れて分離することが多い。Ｈ２面の分布高度は標高 20～35ｍ程

度，Ｈ３面は標高 15～20ｍ程度に認められる。中津山地域に

は，段丘面の保存状況が比較的良好なＨ４面が集中して認めら

れる。Ｈ４面の分布高度は，標高 10～15ｍ程度である。これら

の高位の段丘面は，分布の位置，高度，形態等の特徴から河成

れ，頂部に平坦性を有する狭小な面からなる。Ｈ４面の分布高

度は標高 35～40m 程度である。 

中位のＭ１面及びＭ２面は，志津川湾沿岸のほか，東部の海岸

地域全域にわたって散点的に分布し，海に向かって張り出す尾

根の先端付近及び山麓部に認められ，小規模ながらも頂部に平

坦性のある面からなる。Ｍ１面の分布高度は標高 20～35m 程

度，Ｍ２面はＭ１面の少し低位に認められ，標高 15～25m 程度で

ある。 

低位のＬ１面，Ｌ２面，Ｌ３面及びＬ４面は，小河川の河口付近

に散点的に分布し，傾斜を有する小規模な面からなる。 

(b) 石巻平野周辺地域 

内陸地域の石巻平野周辺においては，高位の段丘面は,迫川及

び旧迫川の流域に比較的多く分布する。 

石巻平野の北部地域においては，Ｈ１面は，箟岳山東方に認

められ，分布高度は標高 80m 程度である。加護坊山～箟岳山周

辺地域,中津山周辺地域,迫川地域等では，Ｈ２面及びＨ３面は,

主に丘陵頂面に認められ，起伏を伴う平坦面からなり，開析さ

れて分離することが多い。Ｈ２面の分布高度は標高 20～35m 程

度，Ｈ３面は標高 15～20m 程度に認められる。中津山地域に

は，段丘面の保存状況が比較的良好なＨ４面が集中して認めら

れる。Ｈ４面の分布高度は，標高 10～15m 程度である。これら

の高位の段丘面は，分布の位置，高度，形態等の特徴から河成
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段丘面であると考えられる。 

また，石巻平野南東部の日和山地域には，Ｈ１面が標高 55ｍ

付近に小規模に点在するほか，Ｈ２面は標高 35～45ｍ程度に比

較的広く認められるが，分布の位置，高度，形態等の特徴から

海成段丘面であると考えられる。 

一方，中位の段丘面は，旭山丘陵付近，須江丘陵付近，河北

地区等の丘陵の裾部において,起伏の少ない平坦面として認めら

れる。Ｍ１面の分布高度は概ね標高 15～30ｍ程度，Ｍ２面は標高

10～20ｍ程度に認められる。 

中位面の下位には，低位のＬ１面，Ｌ２面及びＬ３面が丘陵の

裾部や平野の小河川沿いに局部的に分布するほか，Ｌ４面が一

部浜堤の東端に隣接する位置に分布する。 

(c) 段丘面の形成年代 

敷地周辺では，段丘面の時代決定に有用な資料は得られてい

ないが，小池・町田編（2001）｢日本の海成段丘アトラス｣(34)に

示される段丘面との対比では，概ね，Ｈ２面は MIS９，Ｈ３面及

びＨ４面は MIS７，Ｍ１面及びＭ２面は MIS５e に対応している。 

 

また，Ｈ1面はＨ２面より高位に分布することから MIS11 に，

Ｌ１面，Ｌ２面及びＬ３面は中位面より低位に分布することから

MIS４～２に対応するものと考えられる。一方，Ｌ４面は浜堤と

高度差が小さいことから完新世の段丘と考えられる。 

段丘面であると考えられる。 

また，石巻平野南東部の日和山地域には，Ｈ１面が標高 55m

付近に小規模に点在するほか，Ｈ２面は標高 35～45m 程度に比

較的広く認められるが，分布の位置，高度，形態等の特徴から

海成段丘面であると考えられる。 

一方，中位の段丘面は，旭山丘陵付近，須江丘陵付近，河北

地区等の丘陵の裾部において,起伏の少ない平坦面として認めら

れる。Ｍ１面の分布高度は概ね標高 15～30ｍ程度，Ｍ２面は標高

10～20m 程度に認められる。 

中位面の下位には，低位のＬ１面，Ｌ２面及びＬ３面が丘陵の

裾部や平野の小河川沿いに局部的に分布するほか，Ｌ４面が一

部浜堤の東端に隣接する位置に分布する。 

(c) 段丘面の形成年代 

敷地周辺では，段丘面の時代決定に有用な資料は得られてい

ないが，小池・町田編（2001）｢日本の海成段丘アトラス｣(36)に

示される段丘面との対比では，概ね，Ｈ２面はＭＩＳ９，Ｈ３面

及びＨ４面はＭＩＳ７，Ｍ１面及びＭ２面はＭＩＳ５ｅに対応し

ている。 

また，Ｈ1面はＨ２面より高位に分布することからＭＩＳ11

に，Ｌ１面，Ｌ２面及びＬ３面は中位面より低位に分布すること

からＭＩＳ４～２に対応するものと考えられる。一方，Ｌ４面

は浜堤と高度差が小さいことから完新世の段丘と考えられる。 
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(4) 貫入岩及び変成岩 

中・古生界は多くの貫入岩を伴う。貫入岩の周辺の中・古生

界は，しばしばホルンフェルス化している。主な貫入岩体は，

登米市旧津山町翁倉
おきなぐら

山北方，石巻市旧北上町十三浜付近，石巻

市沼津付近，女川町針浜付近，石巻市旧牡鹿町大草山付近，金

華山，足島等に分布し，閃緑岩，花崗閃緑岩，石英閃緑岩，ひ

ん岩及びはんれい岩に分類される。滝沢ほか（1984）等によれ

ば，これらの貫入岩類は K－Ar 法による放射性年代測定結果等

から，白亜紀前期に貫入したものとされている。 

 

 

 

 

 

 

一方，これらの形成年代は大局的な年代観であるが，段丘面

高度分布はばらつきが大きく，前述のとおりほとんどの場合各

段丘面に段丘堆積物は残存していないため，風化侵食により原

面が保持されていない可能性が考えられる。したがって，リニ

アメント・断層の活動性評価における変動地形学的な検討にあ

たり，変位基準面としての段丘面高度分布は信頼性を考慮しな

がら適切に取り扱う必要がある。 

(4) 貫入岩及び変成岩 

中・古生界は多くの貫入岩を伴う。貫入岩の周辺の中・古生

界は，しばしばホルンフェルス化している。主な貫入岩体は，

登米市津山町横山の翁倉
おきなぐら

山北方，石巻市北上町十三浜付近，石

巻市沼津付近，女川町針浜付近，石巻市大原浜の大草山付近，

金華山，足島等に分布し，閃緑岩，花崗閃緑岩，石英閃緑岩，

ひん岩及びはんれい岩に分類される。滝沢ほか（1984）等によ

れば，これらの貫入岩類は K－Ar 法による放射性年代測定結果

等から，白亜紀前期に貫入したものとされている。河野・植田

（1965）（37）は北上山地の花崗岩類の K－Ar 年代を測定してお

り，大草山付近及び金華山の石英閃緑岩及び花崗閃緑岩の試料

から 109～120Ma の年代値を報告している。また，土谷ほか

（2015）（38）はジルコンの U－Pb 法による放射性年代を測定して

おり，沼津付近及び金華山のモンゾ閃緑岩，花崗閃緑岩及びト

ーナル岩の試料から 121～128Ma の年代値を報告している。 

記載の充実（年代の不確実性に関する記載を充実） 
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記載の適正化（表現の統一） 

 

 

 

記載の充実（貫入岩類の年代に関する説明を充実），文献の追加 
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また，金華山の西海岸及び足島には，片状石英閃緑岩，片

岩，超塩基性岩等が分布する。 

 

3.2.2.2.3 敷地周辺陸域の地質構造 

(1) 概要 

敷地周辺陸域の地質構造を第 3.2.2－5 図に示す。 

敷地周辺陸域の地質構造は，中・古生界，新第三系及び第四

系の各地質区分ごとにそれぞれの特徴を有している。 

中・古生界の地質構造は，Ｎ－Ｓ～ＮＮＥ－ＳＳＷ方向に延

びる褶曲構造と，これとほぼ平行する断層及び大きく斜交する

断層によって特徴づけられる。褶曲構造としては，比較的規模

の大きい２つの向斜構造（以下，これらを｢Ｓ－１向斜｣及び｢Ｓ

－２向斜｣という。）と，２つの背斜構造（以下，これらを｢Ａ－

１背斜｣及び｢Ａ－２背斜｣という。）が認められる。向斜構造の

一部は，複数の向斜構造の集合からなる複向斜構造を示す。向

斜軸及び背斜軸は，いずれも南へプランジしている。 

Ｓ－１向斜は，志津川湾南岸から石巻市水沼付近を経て，旧

北上川河口付近へと連続する。さらに，これに連なる向斜構造

は，調査範囲北方の志津川湾北岸にも延長するものと考えられ

る。 

Ｓ－２向斜は，石巻市旧雄勝町大須付近から出島付近を経

て，牡鹿半島の中央部をＮＮＥ－ＳＳＷ方向で横断し，田代島

また，金華山の西海岸及び足島には，片状石英閃緑岩，片

岩，超塩基性岩等が分布する。 

 

3.2.2.3 敷地周辺陸域の地質構造 

(1) 概要 

敷地周辺陸域の地質構造図を第 3.2－5 図に示す。 

敷地周辺陸域の地質構造は，中・古生界，新第三系及び第四

系の各地質区分ごとにそれぞれの特徴を有している。 

中・古生界の地質構造は，Ｎ－Ｓ～ＮＮＥ-ＳＳＷ方向に延び

る褶曲構造と，これとほぼ平行する断層及び大きく斜交する断

層によって特徴づけられる。褶曲構造としては，比較的規模の

大きい２つの向斜構造（以下，これらを｢Ｓ－１向斜｣及び｢Ｓ－

２向斜｣という。）と，２つの背斜構造（以下，これらを｢Ａ－１

背斜｣及び｢Ａ－２背斜｣という。）が認められる。向斜構造の一

部は，複数の向斜構造の集合からなる複向斜構造を示す。向斜

軸及び背斜軸は，いずれも南へプランジしている。 

Ｓ－１向斜は，志津川湾南岸から石巻市水沼付近を経て，旧

北上川河口付近へと連続する。さらに，これに連なる向斜構造

は，調査範囲北方の志津川湾北岸にも延長するものと考えられ

る。 

Ｓ－２向斜は，石巻市雄勝町大須付近から出島付近を経て，

牡鹿半島の中央部をＮＮＥ－ＳＳＷ方向で横断し，田代島に連
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に連なる。 

前述した２つの向斜構造に挟まれて，Ａ－１背斜が石巻市旧

雄勝町付近から石巻市小出島付近にかけて認められる。また，

Ｓ－２向斜の東側には，出島東方から女川町前網付近を経て，

牡鹿半島をＮＮＥ－ＳＳＷ方向で横断し，石巻市旧牡鹿町牧ノ

崎及び網地島に連なるＡ－２背斜が認められる。 

以上の比較的規模の大きな褶曲構造の間に，小褶曲構造が多

数存在する。これらの褶曲構造は，露頭で観察できる波長数ｍ

～10 数ｍのスケールのものから，数 100ｍ程度以上のスケール

のものまであり，いずれもＮＮＥ－ＳＳＷ方向，あるいはこれ

に近い方向を示しており，比較的規模の大きな褶曲構造とほぼ

平行である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新第三系の地質構造は，部分的に緩い褶曲が認められるが，

なる。 

前述した２つの向斜構造に挟まれて，Ａ－１背斜が石巻市雄

勝町付近から石巻市小出島付近にかけて認められる。また，Ｓ

－２向斜の東側には，出島東方から石巻市前網付近を経て，牡

鹿半島をＮＮＥ－ＳＳＷ方向で横断し，石巻市小渕浜牧ノ崎及

び網地島に連なるＡ－２背斜が認められる。 

以上の比較的規模の大きな褶曲構造の間に，小褶曲構造が多

数存在する。これらの褶曲構造は，露頭で観察できる波長数 m

～10 数 m のスケールのものから，数 100m 程度以上のスケール

のものまであり，いずれもＮＮＥ－ＳＳＷ方向，あるいはこれ

に近い方向を示しており，比較的規模の大きな褶曲構造とほぼ

平行である。 

一方，南部北上山地牡鹿半島の中・古生界にはスレートへき

開が認められるが，石井（1985）（39），滝沢ほか（1987），鎌田・

滝沢（1992）等によれば，スレートへき開の方向は褶曲軸の方

向に対し，時計回りに約 20～30°回転した方向に斜交している

こと等から，牡鹿半島の中・古生界中の褶曲構造は，褶曲構造

の主形成時期の座屈（buckling）と，スレートへき開を形成す

る押しつぶし（flattening）の２段階の過程によって形成さ

れ，その応力場については主圧縮軸方向が時計回りに約 20～

30°回転するような変化があったとされている。 

新第三系の地質構造は，部分的に緩い褶曲が認められるが，

 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

 

 

 

 

 

記載の充実（圧縮軸方向の変化に関する説明を充実），文献の追

加 
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全体的には緩傾斜構造を呈している。 

宮戸島付近から松島湾にかけての地域には，中・下部中新統

を変形させているＮＷ－ＳＥ方向の複褶曲構造及びこれに調和

的な断層が認められる。 

石巻平野西縁部の旭山丘陵付近及び箟岳山～加護坊山付近に

は，それぞれＮ－Ｓ方向及びＮＷ－ＳＥ方向の褶曲構造が認め

られ，中新統から鮮新統の一部までを変形させている。 

第四系は，下位の地層群を不整合に覆い，ほぼ水平に堆積し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体的には緩傾斜構造を呈している。 

宮戸島付近から松島湾にかけての地域には，中・下部中新統

を変形させているＮＷ－ＳＥ方向の複褶曲構造及びこれに調和

的な断層が認められる。 

石巻平野西縁部の旭山丘陵付近及び箟岳山～加護坊山付近に

は，それぞれＮ－Ｓ方向及びＮＷ－ＳＥ方向の褶曲構造が認め

られ，中新統から鮮新統の一部までを変形させている。 

第四系は，下位の地層群を不整合に覆い，ほぼ水平に堆積し

ている。 

また，敷地周辺地域について，主として他機関実施の既往の

データに基づいて，重力異常，磁気異常及び地震分布に関する

検討を実施した。 

敷地周辺地域の重力異常については，主として地質調査総合

センター編（2013）の「日本重力データベース DVD 版」をもと

に検討を行った。敷地を中心とする 30km の範囲を対象とした重

力異常図（ブーゲー異常図）を第 3.2－6 図に示す。重力異常と

地質・地質構造の対応関係をみると，大局的には中・古生界が

分布する北上山地南端部に対応して高重力領域が広がり，新生

界が分布する石巻平野より西方に対応して低重力領域が分布し

ている。敷地周辺地域の重力異常は，分布する地下の地質の構

成の違い及び分布傾向と対応しているものと考えられる。 

高重力領域と低重力領域の境界には，概ねＮＮＷ－ＳＳＥ方

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（記載箇所の変更），図表番号の変更，文献番号の

変更），記載の充実（磁気異常に関する記載を充実），文献の更新 
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向に連なる西側へ向かって低下する重力異常急勾配域が認めら

れ，特に須江丘陵～海岸線付近及びその北方の迫川下流沿いに

おいては重力急変帯をなしており，北上山地南端部の中・古生

界と石巻平野及び大崎平野以西の新第三系の境界付近の地下構

造の変化に概ね対応しているものと考えられる。一方，この境

界付近の重力異常急勾配域は，海岸線付近から南方で大きく方

向を変え，宮戸島付近に至るまでＥＮＥ－ＷＳＷ方向となって

おり，この付近で地下構造が大きく変化していることが示唆さ

れる。 

敷地周辺地域の磁気異常については，主として中塚・大熊

（2005，2009）をもとに検討を行った。中塚・大熊（2009）に

よる東北地方の磁気異常図を第 3.2－7 図に，敷地を中心とする

30km の範囲を対象とした中塚・大熊（2005）による敷地周辺の

磁気異常図を第 3.2－8 図に示す。 

中塚・大熊（2009）の広域的な磁気異常図によれば，敷地東

方の太平洋海域には北海道から東北にかけて南北に伸びる顕著

な正の磁気異常帯がみられ，敷地南東方海域まで連続してい

る。牧野ほか（1992）（40），長崎（1997）（41）等によれば，この磁

気異常帯は「石狩－北上ベルト」，「苫小牧リッジ」と対応して

おり，北上花崗岩類及び塩基性岩の存在によるものとされてい

る。 

敷地周辺の磁気異常と地質・地質構造の対応関係について
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は，中・古生界分布域における正の磁気異常分布域は主に中生

界白亜系の花崗岩類，塩基性岩類，玄武岩と火山砕屑岩の複合

岩体である山鳥累層の分布に良く対応しており，敷地南東方の

太平洋海域における正の磁気異常帯が花崗岩類等によるものと

されていることと調和的である。また，陸域の北上山地から金

華山にかけての中・古生界分布域の磁気異常パターンには，Ｎ

Ｅ－ＳＷ方向の振幅の小さい短波長パターンが認められるが，

中・古生界の褶曲構造の延びの方向と比較的良く対応してい

る。新第三系分布域においては，石巻平野西部から北西部にか

けてみられる正の磁気異常は，一部で中新統追戸層の安山岩類

及び火砕岩類の分布域と対応している。 

敷地周辺地域の地震について，気象庁地震カタログをもとに

検討を実施した。2003 年宮城県中部の地震が発生した年以前，

それ以降平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震（以下，

「2011 年東北地方太平洋沖地震」という。）前及び 2011 年東北

地方太平洋沖地震後に分けて検討した。第 3.2－9 図に敷地を中

心とする半径約 30km の範囲の地震分布図を示す。 

2003 年宮城県中部の地震が発生した年以前では，敷地を中心

とする半径約 30km 範囲より北西方に地震の集中が見られる他，

箟岳山付近にもやや集中して発生している。前者は，概ねＮＥ

－ＳＷ～ＥＮＥ－ＷＳＷ方向で 40°程度西傾斜を示す分布の集

中（クラスタ）を形成しており，1962 年に発生した宮城県北部
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地震の震源域に対応していることから，河野ほか（1993）(42)が

指摘するように，この地震の余震活動と考えられる。後者は，

2002 年９月に発生したＭ４前後の地震とその余震に対応してい

るが，特に顕著な面状をなすクラスタは認められない。また，

敷地を中心とする半径約 30km 範囲の西端付近では，翌年に

2003 年宮城県中部の地震が発生するが，深度 10～15km に微小

地震がやや集中する傾向が見られるものの明瞭ではない。 

2003 年宮城県中部の地震発生から 2011 年東北地方太平洋沖

地震前においては，前述の 2003 年宮城県中部の地震，2008 年

岩手・宮城内陸地震及び 1962 年宮城県北部地震の余震活動が顕

著にみられる。 

2011 年東北地方太平洋沖地震後についてみると，2003 年宮城

県中部の地震の余震活動の静穏化が認められる。また，敷地東

方海域において 2011 年東北地方太平洋沖地震の余震活動が認め

られる他，金華山付近において深度 20km 付近で比較的集中して

地震が発生しているものの，この震源分布は限定的で顕著な面

的配列を示しておらず，それ以外に地殻内浅部の地震の顕著な

活動は認められない。 

以上のとおり，女川原子力発電所周辺の地震発生状況につい

ては，敷地東方海域の一部で 2011 年東北地方太平洋沖地震の発

生に伴う余震活動が認められるものの，特定の断層との対応を

明確に示唆するような顕著な地震活動の変化は認められない。 
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(2) 敷地を中心とする半径約 30km 範囲の断層及び変動地形 

敷地周辺には，数多くの先第四紀の古い断層が認められる。 

中・古生界の中に認められる断層は，大別すると，前述の褶

曲構造にほぼ平行あるいは少し斜交する断層と，これと大きく

斜交する断層とに分けられる。 

前者の断層は，滝沢ほか（1984）によれば，走向・傾斜から

３つに分類されており，断層の形成は褶曲の形成と関連づけら

れている。この中で，特に褶曲軸より 20～30°東にふれたＮＥ

－ＳＷ走向をもつ中～急傾斜のタイプの逆断層については，褶

曲作用後期に形成されたとされている。 

後者の断層は，一般に褶曲構造を切断するが，部分的に周囲

の地層に引きずりを与えていることが認められる。このため，

なお，2011 年東北地方太平洋沖地震に伴い，東北地方におい

て顕著な地殻変動が認められたが，山中ほか（2011）（43）によれ

ば，陸域観測技術衛星「だいち」（ＡＬＯＳ）に搭載されたＬバ

ンド合成開口レーダー（ＰＡＬＳＡＲ）の観測データ（第 3.2

－10 図）等から，この広域的な地殻変動に対応する干渉縞のパ

ターンが認められる。一方，福島県いわき市付近には，2011 年

4 月 11 日に発生したＭj7.0 の福島県浜通りの地震の地表地震断

層等に対応して局所的な干渉縞の乱れを示すパターンが認めら

れるが，敷地周辺の陸域には，このような局所的な断層活動を

示唆するパターンは認められない。 

(2) 敷地を中心とする半径約 30km 範囲の断層及び変動地形 

敷地周辺には，数多くの先第四紀の古い断層が認められる。 

中・古生界の中に認められる断層は，大別すると，前述の褶

曲構造にほぼ平行あるいは少し斜交する断層と，これと大きく

斜交する断層とに分けられる。 

前者の断層は，滝沢ほか（1984）によれば，走向・傾斜から

３つに分類されており，断層の形成は褶曲の形成と関連づけら

れている。この中で，特に褶曲軸より 20～30°東にふれたＮＥ

－ＳＷ走向をもつ中～急傾斜のタイプの逆断層については，褶

曲作用後期に形成されたとされている。 

後者の断層は，一般に褶曲構造を切断するが，部分的に周囲

の地層に引きずりを与えていることが認められる。このため，
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滝沢ほか（1984）によれば，これらの断層は，褶曲形成後それ

程時代の隔たりをもたない白亜紀のものであるかもしれないと

されている。 

また，小貫ほか（1981）(15)によれば，敷地周辺を含む北上山

地の中・古生界のうち，下部白亜系山鳥累層と同年代の大島層

群等の地層とその上位の地層群の地質構造の差に着目し，大島

層群等の地層がその上位の地層群に比較して著しく褶曲してい

ることから，この褶曲をもたらした構造運動を大島造山運動と

称し，それは断層運動及び花崗岩類の貫入をも含むものとされ

ている。このことから，大島造山運動に伴う褶曲構造及び断層

形成は，大島層群等の地層の上位層堆積前，すなわち前期白亜

紀中には終了したものと考えられる。 

 

 

 

 

 

以上のことから，敷地周辺における中・古生界の褶曲構造及

び断層は，前期白亜紀中に収束した大島造山運動によって形成

されたものであり，その後は褶曲・断層運動を生じさせるよう

な大きな変動はなかったものと考えられる。 

 

滝沢ほか（1984）によれば，これらの断層は，褶曲形成後それ

程時代の隔たりをもたない白亜紀のものであるかもしれないと

されている。 

大槻ほか（2011）（44），永広・越谷（2012）（45），蟹澤ほか編

（2006）（46）等によれば，敷地周辺を含む北上山地の中・古生界

の地質構造発達史について，前期白亜紀には北部北上帯のジュ

ラ紀付加体と南部北上帯の中・古生界の両者を貫いて大量の花

崗岩が貫入し，激しい構造運動により下部白亜系以下の地層は

強く褶曲し，断層も数多く現れたとされている。また，特に日

詰－気仙沼断層や畑川断層帯，双葉断層帯，棚倉破砕帯等に代

表されるＮＮＷ－ＳＳＥ方向の左横ずれ断層が顕著で，この運

動により南部北上帯は数 100km 北上したとされている。 

一方，前期白亜紀後期や後期白亜紀には浅海成～河川成の宮

古層群や久慈層群が，激しく褶曲した下部白亜系以下の地層や

前期白亜紀の花崗岩類を不整合に覆って堆積しており，この激

しい構造運動以降は，北上山地は比較的静穏な状態を保ってい

るとされている。 

以上のことから，敷地周辺における中・古生界の褶曲構造及

び断層は，前期白亜紀中に収束した火成活動，褶曲構造の形成

及び断層活動を伴う大規模な地殻変動によって形成されたもの

であり，その後は褶曲・断層運動を生じさせるような大きな変

動はなかったものと考えられる。 
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新第三系の中にも断層や撓曲構造が認められる。これらの断

層等は，その走向が周辺の新第三系の褶曲構造の褶曲軸，ある

いは地層の走向と調和的であること等から，新第三系の中に認

められる断層は褶曲構造の形成に密接に関連して形成されたも

のと考えられる。石井ほか（1982）は，宮戸島から松島付近に

かけての地域に認められるＮＷ－ＳＥ方向の褶曲構造及び断層

は，中新統松島湾層群堆積後，中新統志田層群堆積前に形成さ

れたとしている。 

敷地を中心とする半径 30km の範囲及びその周辺陸域につい

て，活断層の可能性のある地形を抽出することを目的として，

空中写真判読を行った。判読に当たっては，段丘面等の区分を

実施するとともに，井上ほか（2002）(35)に示される判読基準を

もとに，敷地周辺の地質・地質構造を考慮した変位地形判読基

準を作成し，変動地形学的視点により変位地形の可能性のある

地形要素を抽出した。また，リニアメントは，変位地形である

可能性が高いものから，ＬＡ（変位地形である可能性が高いも

の），ＬＢ（変位地形である可能性があるもの），ＬＣ（変位地形

である可能性が低いもの）及びＬＤ（変位地形である可能性が

非常に低いもの）の４ランクに区分した。空中写真判読基準を

第 3.2.2－3 表に，敷地周辺陸域の空中写真判読結果を第 3.2.2

－6 図に示す。 

空中写真判読の結果によれば，主に加護坊山，箟岳山及び旭

新第三系の中にも断層や撓曲構造が認められる。これらの断

層等は，その走向が周辺の新第三系の褶曲構造の褶曲軸，ある

いは地層の走向と調和的であること等から，新第三系の中に認

められる断層は褶曲構造の形成に密接に関連して形成されたも

のと考えられる。石井ほか（1982）は，宮戸島から松島付近に

かけての地域に認められるＮＷ－ＳＥ方向の褶曲構造及び断層

は，中新統松島湾層群堆積後，中新統志田層群堆積前に形成さ

れたとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（記載箇所の変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和元年 9月 27 日 

女川原子力発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更） 添付六の内「３．地盤」前後対比表（対平成 25 年 12 月申請）    東北電力株式会社 

添六(３．地盤) 34 / 239 

 

申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

山付近にＬＢ及びＬＣが認められる他，北上山地地域には,

上品山
じょうぼうさん

付近にＬＣが 1本,その他はＬＤが散点的に認められる。

なお，空中写真判読により認められる太平洋側の海岸地域の段

丘面の高度分布については，第 3.2.2－7 図に示すように，各面

にばらつきがあるものの，傾向としては，少なくとも地域によ

る顕著な系統的変化は認められない。 

敷地周辺陸域における活構造を示す主要な文献としては，「50

万分の 1活構造図－秋田」（1983），「日本地質アトラス［第 2

版］」（1992），｢［新編］日本の活断層｣（1991），｢活断層詳細デ

ジタルマップ｣（2002）等がある。 

これらのうち，「50 万分の１活構造図－秋田」（1983）並びに

「日本地質アトラス［第 2版］」（1992）の「日本活構造図（300

万分の１）」及び「日本地質構造図（300 万分の１）」には，敷

地周辺陸域に活断層及び活構造は記載されていない。 

一方，｢［新編］日本の活断層｣（1991）によれば，活断層で

あると推定されるもの（確実度Ⅱ）及び活断層の疑いのあるリ

ニアメント（確実度Ⅲ）が記載されており，｢活断層詳細デジタ

ルマップ｣（2002）によれば，加護坊山，箟岳山付近及び旭山付

近で活断層及び推定活断層が示されている。文献に示される断

層等を第 3.2.2－8 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

敷地周辺陸域における活構造を示す主要な文献としては，「50

万分の１活構造図－秋田」（1983），「日本地質アトラス［第２

版］」（1992），｢［新編］日本の活断層｣（1991），｢活断層詳細デ

ジタルマップ［新編］｣（2018）等がある。 

これらのうち，「50 万分の１活構造図－秋田」（1983）並びに

「日本地質アトラス［第２版］」（1992）の「日本活構造図（300

万分の１）」及び「日本地質構造図（300 万分の１）」には，敷

地周辺陸域に活断層及び活構造は記載されていない。 

一方，｢［新編］日本の活断層｣（1991）によれば，活断層で

あると推定されるもの（確実度Ⅱ）及び活断層の疑いのあるリ

ニアメント（確実度Ⅲ）が記載されており，｢活断層詳細デジタ

ルマップ［新編］｣（2018）によれば，加護坊山，箟岳山付近か

ら旭山付近にかけて活断層及び推定活断層からなる活断層帯が

示されている。文献に示される断層等を第 3.2－11 図に示す。 

敷地を中心とする半径 30km の範囲及びその周辺陸域につい

て，活断層の可能性のある地形を抽出することを目的として，
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文献の更新，記載の充実（｢活断層詳細デジタルマップ［新編］｣
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記載の適正化（図表番号の変更） 
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判読されたリニアメントは，｢［新編］日本の活断層｣

（1991）に記載されている加護坊山－箟岳山断層及び旭山撓曲

の位置付近に対応してＬＢ，ＬＣ及びＬＤが判読され，上品山西

断層に対応してＬＤ及び一部ＬＣが判読されるほか，南三陸町旧

志津川町折立西方付近，石巻市旧北上町小滝付近，石巻市旧雄

勝町荒付近及び桑浜付近の活断層の疑いのあるリニアメント

（確実度Ⅲ）の位置付近に対応してＬＤが判読される。 

 

 

 

 

空中写真判読を行った。判読に当たっては，段丘面等の区分を

実施するとともに，井上ほか（2002）(47)に示される判読基準を

もとに，敷地周辺の地質・地質構造を考慮した変位地形判読基

準を作成し，変動地形学的視点により変位地形の可能性のある

地形要素を抽出した。また，リニアメントは，変位地形である

可能性が高いものから，ＬＡ（変位地形である可能性が高いも

の），ＬＢ（変位地形である可能性があるもの），ＬＣ（変位地形

である可能性が低いもの）及びＬＤ（変位地形である可能性が

非常に低いもの）の４ランクに区分した。空中写真判読基準を

第 3.2－3 表に，敷地周辺陸域の空中写真判読結果を第 3.2－12

図に示す。 

空中写真判読の結果によれば，主に｢［新編］日本の活断層｣

（1991）に記載されている加護坊山-箟岳山断層及び旭山撓曲の

位置付近に対応してＬＢ，ＬＣ及びＬＤランクのリニアメント

が，上品山
じょうぼうさん

西断層に対応してＬＤ及び一部ＬＣランクのリニア

メントが，南三陸町志津川町折立西方付近，石巻市北上町小滝

付近，石巻市雄勝町荒付近及び桑浜付近の活断層の疑いのある

リニアメント（確実度Ⅲ）の位置付近に対応してＬＤランクの

リニアメントが判読される。また，北上山地地域にはこれら以

外にもＬＤランクのリニアメントが散点的に認められる。 

なお，空中写真判読により認められる太平洋側の海岸地域の

段丘面の高度分布については，第 3.2－13 図に示すように，各
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また，敷地周辺地域について，主として他機関実施の既往の

データに基づいて，重力異常及び地震分布に関する検討を実施

した。 

敷地周辺地域の重力異常については，主として地質調査総合

センター（2004）をもとに検討を行った。敷地を中心とする

30km の範囲を対象とした重力異常図（ブーゲー異常図）を第

3.2.2－9 図に示す。重力異常と地質・地質構造の対応関係をみ

ると，大局的には中・古生界が分布する北上山地南端部に対応

して高重力領域が広がり，新生界が分布する石巻平野より西方

に対応して低重力領域が分布している。敷地周辺地域の重力異

常は，分布する地下の地質の構成の違い及び分布傾向と対応し

ているものと考えられる。 

高重力領域と低重力領域の境界には，概ねＮＮＷ－ＳＳＥ方

向に連なる西側へ向かって低下する重力異常急勾配域が認めら

れ，特に須江丘陵～海岸線付近及びその北方の迫川下流沿いに

おいては重力急変帯をなしており，北上山地南端部の中・古生

界と石巻平野及び大崎平野以西の新第三系の境界付近の地下構

造の変化に概ね対応しているものと考えられる。一方，この境

界付近の重力異常急勾配域は，海岸線付近から南方で大きく方

向を変え，宮戸島付近に至るまでＥＮＥ－ＷＳＷ方向となって

面にばらつきがあるものの，傾向としては，少なくとも地域に

よる顕著な系統的変化は認められない。 
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おり，この付近で地下構造が大きく変化していることが示唆さ

れる。 

敷地周辺地域の地震について，気象庁地震カタログをもとに

検討を実施した。2003 年宮城県中部の地震が発生した年以前，

それ以降平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震（以下，

「2011 年東北地方太平洋沖地震」という。）前及び 2011 年東北

地方太平洋沖地震後に分けて検討した。第 3.2.2－10 図に敷地

を中心とする半径約 30km の範囲の地震分布図を示す。 

2003 年宮城県中部の地震が発生した年以前では，敷地を中心

とする半径約 30km 範囲より北西方に地震の集中が見られる他，

箟岳山付近にもやや集中して発生している。前者は，概ねＮＥ

－ＳＷ～ＥＮＥ－ＷＳＷ方向で 40°程度西傾斜を示す分布の集

中（以下，「クラスタ」という。）を形成しており，1962 年に発

生した宮城県北部地震の震源域に対応していることから，河野

ほか（1993）(36)が指摘するように，この地震の余震活動と考え

られる。後者は，2002 年９月に発生したＭ４前後の地震とその

余震に対応しているが，特に顕著な面状をなすクラスタは認め

られない。また，敷地を中心とする半径約 30km 範囲の西端付近

では，翌年に 2003 年宮城県中部の地震が発生するが，深度 10

～15km に微小地震がやや集中する傾向が見られるものの明瞭で

はない。 

2003 年宮城県中部の地震発生から 2011 年東北地方太平洋沖
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地震前においては，前述の 2003 年宮城県中部の地震，2008 年

岩手・宮城内陸地震及び 1962 年宮城県北部地震の余震活動が顕

著にみられる。 

2011 年東北地方太平洋沖地震後についてみると，2003 年宮城

県中部の地震の余震活動の静穏化が認められる。また，敷地東

方海域において 2011 年東北地方太平洋沖地震の余震活動が認め

られる他，金華山付近において深度 20km 付近で比較的集中して

地震が発生しているものの，この震源分布の拡がりは限定的で

あり，それ以外に地殻内浅部の地震の顕著な活動は認められな

い。 

以上のとおり，女川原子力発電所周辺の地震発生状況につい

ては，敷地東方海域の一部で 2011 年東北地方太平洋沖地震の発

生に伴う余震活動がみられるものの，特定の断層との対応を明

確に示唆するような顕著な地震活動の変化は認められない。 

なお，2011 年東北地方太平洋沖地震に伴い，東北地方におい

て顕著な地殻変動が認められたが，山中ほか（2011）（37）によれ

ば，陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS）に搭載された Lバンド

合成開口レーダー（PALSAR）の観測データ（第 3.2.2－11 図）

等から耐震設計上考慮する活断層の評価には影響がないことを

確認している。 
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ａ．上品山西断層 

(a) 文献調査結果 

上品山西断層は，「［新編］日本の活断層」（1991）において長

さ４km，確実度Ⅲ（活断層の疑いのあるリニアメント）と記載

されている。 

滝沢ほか（1984）では，概ね「［新編］日本の活断層」

（1991）が断層を指摘している位置に沿うように断層が図示さ

れているが，本断層については，活断層の証拠はないとされ，

リニアメントの成因として，白亜紀に形成されたであろう既存

断層が，その両側の岩質の差異と相まって，地形的鞍部として

現出しているものとされている。 

なお，「活断層詳細デジタルマップ｣（2002）においては，本

調査地域付近には活断層及び推定活断層ともに図示されていな

い。 

(b) 空中写真判読結果 

空中写真から判読した断層推定位置周辺における地形面とリ

ニアメント分布を第 3.2.2－12 図に示す。 

調査地域付近には，段丘面としてＭ１面，Ｌ４面が認められる

が，いずれも山地裾部に小規模に点在しているに過ぎない。 

リニアメントは，石巻市旧河北町三輪田付近から持領
もちりょう

付近を

経て，蒜沢
ひるさわ

付近にかけての約 5km 間にわたって，ＬＣ～ＬＤラン

クのリニアメントが，ほぼＮＮＥ－ＳＳＷ～ＮＥ－ＳＷ方向に

ａ．上品山西断層 

(a) 文献調査結果 

上品山西断層は，「［新編］日本の活断層」（1991）において長

さ４km，確実度Ⅲ（活断層の疑いのあるリニアメント）と記載

されている。 

滝沢ほか（1984）では，概ね「［新編］日本の活断層」

（1991）が断層を指摘している位置に沿うように断層が図示さ

れているが，本断層については，活断層の証拠はないとされ，

リニアメントの成因として，白亜紀に形成されたであろう既存

断層が，その両側の岩質の差異と相まって，地形的鞍部として

現出しているものとされている。 

なお，「活断層詳細デジタルマップ［新編］｣（2018）におい

ては，本調査地域付近には活断層及び推定活断層ともに図示さ

れていない。 

(b) 空中写真判読結果 

空中写真から判読した断層推定位置周辺における地形面とリ

ニアメント分布を第 3.2－14 図に示す。 

調査地域付近には，段丘面としてＭ１面，Ｌ１面が認められる

が，いずれも山地裾部に小規模に点在しているに過ぎない。 

リニアメントは，石巻市三輪田付近から持領
もちりょう

付近を経て，

蒜沢
ひるさわ

付近にかけての約５km 間にわたって，ＬＣ～ＬＤランクのリ

ニアメントが，ほぼＮＮＥ－ＳＳＷ～ＮＥ－ＳＷ方向に断続し
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断続して判読される。 

持領付近から三輪田付近にかけての約 1km の区間では，山稜

高度の変換点として判読され，高度差が明瞭でないことからＬ

Ｄランクとして判読される。なお，この区間は「[新編]日本の

活断層」（1991）には記載されていない。 

持領付近から蒜沢付近にかけての約 4km の区間では，「[新編]

日本の活断層」（1991）の断層推定位置付近あるいはそれより概

ね 100～200ｍ西側に判読され，比較的緩やかな山稜高度に概ね

一様の西側落ちの高度差が認められること，一地点ではある

が，延長上に分布する段丘面外縁が直線状低崖をなし，その方

向と高度差が同方向を示すことから，ＬＣランクとして判読さ

れる。 

(c) 地表地質調査結果 

「[新編]日本の活断層」（1991）の断層推定位置周辺の地質平

面図を第 3.2.2－13 図に，地質断面図を第 3.2.2－14 図に，地

質構造図を第 3.2.2－15 図に示す。 

上品山西断層の推定位置周辺を構成する主な地層は，中生界

三畳系稲井層群の大沢層，伊里前
いさとまえ

層及び風
ふっ

越
こし

層の砂質頁岩，砂

岩等で，局所的に第四系の岩屑堆積物及び沖積層が分布する。

中生界三畳系各層の分布は，全体として，西側の沖積低地に面

した相対的に低い丘陵性山地に主に風越層砂岩及び大沢層砂

岩・頁岩互層が，東側の背後をなす相対的に高い山地に伊里前

て判読される。 

持領付近から三輪田付近にかけての約１km の区間では，山稜

高度の変換点として判読され，高度差が明瞭でないことからＬ

Ｄランクとして判読される。なお，この区間は「[新編]日本の

活断層」（1991）には記載されていない。 

持領付近から蒜沢付近にかけての約４km の区間では，「[新

編]日本の活断層」（1991）の断層推定位置付近あるいはそれよ

り概ね 100～200m 西側に判読され，比較的緩やかな山稜高度に

概ね一様の西側落ちの高度差が認められること，一地点ではあ

るが，延長上に分布する段丘面外縁が直線状低崖を呈し，その

方向と高度差が同方向を示すことから，ＬＣランクとして判読

される。 

(c) 地表地質調査結果 

「[新編]日本の活断層」（1991）の断層推定位置周辺の地質平

面図を第 3.2－15 図に，地質断面図を第 3.2－16 図に，地質構

造図を第 3.2－17 図に示す。 

上品山西断層の推定位置周辺を構成する主な地層は，中生界

三畳系稲井層群の大沢層，伊里前
いさとまえ

層及び風
ふっ

越
こし

層の砂質頁岩，砂

岩等で，局所的に第四系の岩屑堆積物及び沖積層が分布する。

中生界三畳系各層の分布は，全体として，西側の沖積低地に面

した相対的に低い丘陵性山地に主に風越層砂岩及び大沢層砂

岩・頁岩互層が，東側の背後をなす相対的に高い山地に伊里前
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

層砂質頁岩が分布する。 

中生界三畳系の地質構造は，Ｎ－Ｓ～ＮＮＥ－ＳＳＷ方向の

複褶曲構造で特徴づけられる。地層の走向はＮ－Ｓ～ＮＮＥ－

ＳＳＷを示し，層理面の走向とほぼ平行する節理，へき開が発

達する。 

判読されたリニアメントは，三輪田－持領間付近では，伊里

前層砂質頁岩と風越層砂岩との境界より約 100ｍ東側の伊里前

層中にあたる。また，持領－谷津間付近では，伊里前層と風越

層との境界にほぼ沿っている。 

 

 

リニアメントが判読される谷津付近の露頭においては，伊里

前層砂質頁岩と風越層砂岩が整合関係にある。地層は約 80°前

後東傾斜と極めて急傾斜を示し，伊里前層砂質頁岩にはへき開

が著しいが，断層は認められない（第 3.2.2－16 図）。なお，境

界付近の風越層の一部には，地層の走向と同方向のひん岩の貫

入が認められる。 

大森－東福田間付近では，判読されたリニアメントは，伊里

前層と風越層との境界から 100～200ｍ西側の風越層中にあた

り，倉
くら

ノ
の

迫
はさま

－蒜沢間付近では，伊里前層中，伊里前層と風越層

との境界あるいは崖錐ないし扇状地堆積物先端に位置する。こ

れらのリニアメントは，伊里前層砂質頁岩及び風越層砂岩の層

層砂質頁岩が分布する。 

中生界三畳系の地質構造は，Ｎ－Ｓ～ＮＮＥ－ＳＳＷ方向の

複褶曲構造で特徴づけられる。地層の走向はＮ－Ｓ～ＮＮＥ－

ＳＳＷを示し，層理面の走向とほぼ平行する節理，へき開が発

達する。 

三輪田－持領間付近では，判読されたリニアメントは，伊里

前層砂質頁岩と風越層砂岩との境界より約 100ｍ東側の伊里前

層中にあたる。リニアメント北端部付近の引浪前においては，

リニアメントに対応する断層は認められない。伊里前層の砂質

頁岩の層理面はほぼリニアメントの方向に調和的である。 

持領－谷津間付近では，判読されたリニアメントは，伊里前

層と風越層との境界にほぼ沿っている。リニアメント直下に対

応する谷津付近の露頭においては，伊里前層砂質頁岩と風越層

砂岩が整合関係にある。地層は約 80°前後東傾斜と極めて急傾

斜を示し，伊里前層砂質頁岩にはへき開が著しいが，断層は認

められない（第 3.2－18 図）。なお，境界付近の風越層の一部に

は，地層の走向と同方向のひん岩の貫入が認められる。 

大森－東福田間付近では，判読されたリニアメントは，伊里

前層と風越層との境界から 100～200m 西側の風越層中にあたる

が，大土東方ではリニアメント直下付近の露頭において断層は

認められない。風越層砂岩の層理面はリニアメントの方向に調

和的であり，また同方向のへき開が発達している。 
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記載の充実（リニアメント北端部付近に関する記載を充実） 

 

 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

 

 

記載の適正化（図表番号の変更） 

 

 

記載の充実（リニアメント中央部付近に関する記載を充実） 

 

 

 



令和元年 9月 27 日 

女川原子力発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更） 添付六の内「３．地盤」前後対比表（対平成 25 年 12 月申請）    東北電力株式会社 

添六(３．地盤) 42 / 239 

 

申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

理面あるいは節理面・へき開面の走向とほぼ一致している。 

 

 

 

 

 

なお，風越層砂岩は，伊里前層砂質頁岩に比べ，風化が進

み，相対的に低い丘陵性山地を形成している。これは，風化変

質しやすい炭酸塩鉱物及び重鉱物が，伊里前層砂質頁岩では粒

子として含まれているのに対して，風越層砂岩では結晶・粒子

を埋める基質（膠結物）として含まれているため，風越層砂岩

では基質（膠結物）の炭酸塩鉱物及び重鉱物の分解がより進

み，粒子間の結合力が弱まり岩石組織が分解しやすく，伊里前

層砂質頁岩に比べ風化に対する抵抗性が劣ることに起因してい

るものと考えられる。 

(d) 上品山西断層の評価 

空中写真判読の結果，文献で指摘された上品山西断層付近に

対応して，ＬＣ～ＬＤランクのリニアメントが判読されたが，地

表地質調査の結果，リニアメント近傍には断層は確認されなか

った。判読されたリニアメントは，伊里前層砂質頁岩と風越層

砂岩の境界にほぼ沿っているか，あるいは地層中に発達する節

理・へき開の走向と調和的であることから，変動地形ではな

 

倉
くら

ノ
の

迫
はさま

東方－蒜沢間付近では，判読されたリニアメントは，

主に伊里前層と風越層との境界の岩屑堆積物の分布に対応して

いる。これらのリニアメントは，周辺に分布する伊里前層砂質

頁岩及び風越層砂岩の層理面あるいは節理面・へき開面の走向

とほぼ一致している。 

なお，風越層砂岩は，伊里前層砂質頁岩に比べ，風化が進

み，相対的に低い丘陵性山地を形成している。伊里前層砂質頁

岩では，風化変質しやすい炭酸塩鉱物及び重鉱物が，粒子とし

て含まれているのに対して，風越層砂岩では結晶・粒子を埋め

る基質（膠結物）として含まれている。そのため，風越層砂岩

では基質（膠結物）の炭酸塩鉱物及び重鉱物の分解が伊里前層

砂質頁岩よりも進行し，粒子間の結合力が弱まり岩石組織が分

解しやすくなることにより，風化に対する抵抗性が劣ることに

起因しているものと考えられる。 

(d) 上品山西断層の評価 

空中写真判読の結果，文献で指摘された上品山西断層付近よ

り西側あるいは東側に数 100m ずれた位置に，ＬＣ～ＬＤランク

のリニアメントが判読されたが，地表地質調査の結果，リニア

メント直下の近傍には断層は確認されなかったことから，震源

として考慮する活断層には該当しないと判断される。判読され

たリニアメントは，伊里前層砂質頁岩と風越層砂岩の境界にほ
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

く，分布する岩石の侵食に対する抵抗性の差又は層理と平行す

る節理等に沿う局所的な岩盤の劣化を反映して形成された地形

であると考えられる。 

 

 

ｂ．加護坊山－箟岳山断層 

(a) 文献調査結果 

加護坊山－箟岳山断層は，「［新編］日本の活断層」（1991）に

おいて長さ 12km，確実度Ⅲ（活断層の疑いのあるリニアメン

ト）と記載されている（第 3.2.2－17 図）。 

「活断層詳細デジタルマップ｣（2002）は，「［新編］日本の活

断層」（1991）とほぼ同位置に推定活断層を記載するとともに，

その北側の丘陵裾部に活断層及び推定活断層を新たに記載して

いる。 

 

 

 

 

 

 

高橋･松野（1969）によれば，対応する位置に断層は図示され

ておらず，加護坊山から箟岳山にかけての丘陵には，ＷＮＷ－

ぼ沿っているか，あるいは地層中に発達する節理・へき開の走

向と調和的であることから，変動地形ではなく，分布する岩石

の侵食に対する抵抗性の差，又は層理と平行する節理等に沿う

局所的な岩盤の劣化を反映して形成された地形であると考えら

れる。 

ｂ．加護坊山－箟岳山断層 

(a) 文献調査結果 

加護坊山－箟岳山断層は，「［新編］日本の活断層」（1991）に

おいて長さ 12km，確実度Ⅲ（活断層の疑いのあるリニアメン

ト）と記載されている（第 3.2－19 図）。 

「活断層詳細デジタルマップ［新編］｣（2018）は，後述する

旭山撓曲に対応する推定活断層と合わせて「加護坊山－旭山断

層帯」とし，長さ約 20km の東西方向から南北方向に大きく湾曲

する南及び西側隆起の逆断層帯としている。加護坊山北麓で

は，山麓線及び山麓扇状地に数条の断層変位地形が確認されて

おり，「［新編］日本の活断層」（1991）とほぼ同位置に推定活断

層を記載するとともに，その北側の丘陵裾部に活断層及び推定

活断層を記載している。また，1900 年に加護坊山付近で地震が

発生したとしているが，本断層帯の平均上下変位速度や活動履

歴は不明であるとしている。 

高橋･松野（1969）によれば，対応する位置に断層は図示され

ておらず，加護坊山から箟岳山にかけての丘陵には，ＷＮＷ－

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（図番号の変更） 

文献の更新，記載の充実（｢活断層詳細デジタルマップ［新編］｣

（2018）の評価内容に関する記載を充実） 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

ＥＳＥ方向に延びる「加護坊山・箟岳山ドーム」（以下，「ドー

ム」という。）が存在し，周辺に同方向の褶曲を伴うとされてい

る。 

武村（2005）（38）は，1900 年に発生した宮城県北部地震（Ｍ

7.0）について再検討を行い，地震規模について，震源近傍の被

害の広がりから 2003 年宮城県中部の地震と同じくらいの規模で

あるとしてＭ6.5 程度に見直しており，震源の位置について

は，震度６弱以上の分布状況から大崎市小牛田付近に見直した

上で，加護坊山－箟岳山断層の活動との関連の可能性について

示唆している。 

(b) 空中写真判読結果 

加護坊山－箟岳山丘陵及び周辺地域の空中写真から判読した

リニアメント及び地形面分布を第 3.2.2－18 図に示す。 

加護坊山－箟岳山丘陵周辺地域には，段丘面Ｈ１面，Ｈ２面，

Ｈ３面，Ｈ４面，Ｍ１面，Ｍ２面，Ｌ１面，Ｌ２面，Ｌ３面及び扇状

地・土石流平坦面である fⅡ面，fⅢ面，fⅣ面，fⅤ面が認めら

れ，主に丘陵周縁の低丘陵部に分布している。 

リニアメントは，「［新編］日本の活断層」（1991）が記載する

位置にほぼ対応して，大崎市旧田尻町の加護坊山北麓の北小塩

付近から涌谷町の箟岳山北麓付近を経て，箟岳山東麓の笠石付

近に至る約 13 ㎞の区間にわたって，ＬＣ～ＬＤランクのリニア

メントが断続して判読される。また，その北側の丘陵裾部には

ＥＳＥ方向に延びる「加護坊山・箟岳山ドーム」が存在し，周

辺に同方向の褶曲を伴うとされている。 

 

武村（2005）（48）は，1900 年に発生した宮城県北部地震（Ｍ

7.0）について再検討を行い，地震規模について，震源近傍の被

害の広がりから 2003 年宮城県中部の地震と同じくらいの規模で

あるとしてＭ6.5 程度に見直している。また，震源の位置につ

いては，震度６弱以上の分布状況から大崎市小牛田付近に見直

した上で，加護坊山－箟岳山断層の活動との関連の可能性を示

唆している。 

(b) 空中写真判読結果 

加護坊山－箟岳山丘陵及び周辺地域の空中写真から判読した

リニアメント及び地形面分布を第 3.2－20 図に示す。 

加護坊山－箟岳山丘陵周辺地域には，段丘面Ｈ１面，Ｈ２面，

Ｈ３面，Ｈ４面，Ｍ１面，Ｍ２面，Ｌ１面，Ｌ２面，Ｌ３面及び扇状

地・土石流平坦面である fⅡ面，fⅢ面，fⅣ面，fⅤ面が認めら

れ，主に丘陵周縁の低丘陵部に分布している。 

リニアメントは，「［新編］日本の活断層」（1991）が記載する

位置にほぼ対応して，加護坊山北麓の大崎市田尻北小塩付近か

ら箟岳山北麓の涌谷町脇付近を経て，箟岳山東麓の笠石付近に

至る約 13 ㎞の区間にわたって，ＬＣ～ＬＤランクのリニアメン

トが断続して判読される。また，その北側の丘陵裾部には平行
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

平行して，「活断層詳細デジタルマップ｣（2002）が記載する位

置にほぼ対応して，大崎市旧田尻町大貫西方付近から涌谷町松

崎付近に至る約 4.5km の区間及び涌谷町産
さん

仮
かり

小
ご

屋
や

から猪岡南方

に至る約 3.5km の区間に，それぞれＬＢ～ＬＣランク及びＬＣ～

ＬＤランクのリニアメントが判読される。 

判読されたリニアメントは，加護坊山の北麓の大崎市旧田尻

町北小塩付近から涌谷町小里西方付近に至る約 6㎞の区間で

は，走向Ｅ－Ｗ～ＮＷ－ＳＥ方向で，小起伏･低丘陵の北縁を限

る比高 50ｍ～80ｍの北側低下の急崖からなり，北側の小扇状地

面，土石流状平坦分布域との地形境界をなしている。一部で小

扇状地面（fⅢ面）上に比高 2ｍ～3ｍの北側低下の低崖が認めら

れる。リニアメントは，連続性の良い急崖からなり，小扇状地

面上に低崖が認められる地点をＬＣランクとし，トレースがや

や凹凸する地点をＬＤランクとした。本リニアメントは，「［新

編］日本の活断層」（1991）の加護坊山－箟岳山断層（確実度

Ⅲ）の一部に，また「活断層詳細デジタルマップ｣（2002）の推

定活断層の一部に，ほぼ対応している。 

涌谷町小里付近から同町山太田付近に至る 3.5 ㎞の区間で

は，走向Ｅ－Ｗ～ＮＷ－ＳＥ方向で，小起伏状の丘陵の北縁を

限る北側低下の急崖，鞍部からなる地形として判読され，比高

の大きい急崖からなるものの，崖面の傾斜がやや緩くかつ開析

が進んでいることからＬＤランクとした。本リニアメントは，

して，「活断層詳細デジタルマップ［新編］｣（2018）が記載す

る位置にほぼ対応して，大崎市田尻大貫西方付近から涌谷町松

崎付近に至る約 4.5km の区間及び涌谷町産
さん

仮
かり

小
ご

屋
や

から猪岡南方

に至る約 3.5km の区間に，それぞれＬＢ～ＬＣランク及びＬＣ～

ＬＤランクのリニアメントが判読される。 

判読されたリニアメントは，加護坊山の北麓の大崎市田尻北

小塩付近から涌谷町小里西方付近に至る約６㎞の区間では，走

向Ｅ－Ｗ～ＮＷ－ＳＥ方向で，小起伏･低丘陵の北縁を限る比高

50m～80m の北側低下の急崖からなり，北側の小扇状地面，土石

流状平坦分布域との地形境界をなしている。一部で小扇状地面

（fⅢ面）上に比高２m～３mの北側低下の低崖が認められる。リ

ニアメントは，連続性の良い急崖からなり，小扇状地面上に低

崖が認められる地点をＬＣランクとし，トレースがやや凹凸す

る地点をＬＤランクとした。本リニアメントは，「［新編］日本

の活断層」（1991）の加護坊山－箟岳山断層（確実度Ⅲ）の一部

に，また「活断層詳細デジタルマップ［新編］｣（2018）の推定

活断層の一部に，ほぼ対応している。 

涌谷町小里付近から同町山太田付近に至る 3.5 ㎞の区間で

は，走向Ｅ－Ｗ～ＮＷ－ＳＥ方向で，小起伏状の丘陵の北縁を

限る北側低下の急崖，鞍部からなる地形として判読され，比高

の大きい急崖からなるものの，崖面の傾斜がやや緩くかつ開析

が進んでいることからＬＤランクとした。本リニアメントは，
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

「［新編］日本の活断層」（1991）の加護坊山－箟岳山断層（確

実度Ⅲ）の一部に，また「活断層詳細デジタルマップ｣（2002）

の推定活断層の一部に，ほぼ対応している。 

前述のリニアメントの北側に概ね平行する，大崎市旧田尻町

大貫西方付近から涌谷町松崎付近に至る約 4.5 ㎞の区間では，

走向Ｅ－Ｗ～ＮＷ－ＳＥ方向で，扇状地面末端付近の低崖，撓

みからなる地形として判読される。扇状地面 fⅡ面に 20ｍ～30

ｍ，fⅢ面に 10ｍ～20ｍ，fⅣ面に 5ｍ前後の北ないし北東側低下

の高度差が認められ，古い時代に形成された扇状地面ほど比高

が大きいことから，変位が累積しているものと考えられる。し

たがって，扇状地末端の低崖の連続性がよくかつ急傾斜する崖

面及び撓みからなる区間をＬＢランク，やや緩い傾斜の崖面及

び撓みからなる区間をＬＣランクとした。本リニアメントは，

「活断層詳細デジタルマップ｣（2002）の活断層にほぼ対応する

が，「［新編］日本の活断層」（1991）には示されていない。 

涌谷町箟岳北方から東麓の同町笠石に至る約 4㎞の区間で

は，Ｎ－Ｓ方向で，小起伏を示す丘陵斜面に認められる約 80～

100ｍの東側低下の急崖からなる地形として判読される。リニア

メントは，比高が大きく，連続性が良い顕著な東側低下の急崖

からなるが，崖面はやや開析されていることから，ＬＣランク

とした。本リニアメントは，「［新編］日本の活断層」（1991）の

加護坊山－箟岳山断層（確実度Ⅲ）の南東端部付近に概ね対応

「［新編］日本の活断層」（1991）の加護坊山－箟岳山断層（確

実度Ⅲ）の一部に，また「活断層詳細デジタルマップ［新編］｣

（2018）の推定活断層の一部に，ほぼ対応している。 

前述のリニアメントの北側に概ね平行する，大崎市田尻大貫

西方付近から涌谷町松崎付近に至る約 4.5 ㎞の区間では，走向

Ｅ－Ｗ～ＮＷ－ＳＥ方向で，扇状地面末端付近の低崖，撓みか

らなる地形として判読される。扇状地面 fⅡ面に 20m～30m，fⅢ

面に 10m～20m，fⅣ面に５m前後の北ないし北東側低下の高度差

が認められ，古い時代に形成された扇状地面ほど比高が大きい

ことから，変位が累積しているものと考えられる。したがっ

て，扇状地末端の低崖の連続性が良く，かつ急傾斜する崖面及

び撓みからなる区間をＬＢランク，やや緩い傾斜の崖面及び撓

みからなる区間をＬＣランクとした。本リニアメントは，「活断

層詳細デジタルマップ［新編］｣（2018）の活断層にほぼ対応す

るが，「［新編］日本の活断層」（1991）には示されていない。 

涌谷町箟岳北方から東麓の同町笠石に至る約 4㎞の区間で

は，Ｎ－Ｓ方向で，小起伏を示す丘陵斜面に認められる約 80～

100m の東側低下の急崖からなる地形として判読される。リニア

メントは，比高が大きく，連続性が良い顕著な東側低下の急崖

からなるが，崖面はやや開析されていることから，ＬＣランク

とした。本リニアメントは，「［新編］日本の活断層」（1991）の

加護坊山－箟岳山断層（確実度Ⅲ）の南東端部付近に概ね対応
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

するが，「活断層詳細デジタルマップ｣（2002）には示されてい

ない。 

前述のリニアメントの東側に概ね平行する，涌谷町産仮小屋

から猪岡南方に至る約 3.5km の区間では，走向Ｎ－Ｓ方向のリ

ニアメントが判読される。北半部では２条に分岐し，東側のリ

ニアメントは沖積低地側に向かって張り出すように分布し，西

側のリニアメントは，高位段丘面及び段丘状平坦面外縁の崖及

び撓み並びに低位段丘（Ｌ１面）の低崖及び撓みからなり，比

較的連続性が良い。高位段丘面の崖及び撓みは東側に 20～30ｍ

低下し，低位段丘面の低崖及び撓みは東側に 5ｍ前後低下して

いる。崖，低崖及び撓みは，連続性が良いことから全体として

ＬＣランクとし，一部で崖面が小規模で，谷によって開析され

ている区間は，ＬＤランクとした。東側のリニアメントは，扇

状地面 fⅣ面，fⅤ面にみられる比高 5ｍ前後の東側低下の低崖及

び撓みからなり，一部で中位段丘面（Ｍ２面）にみられる比高 5

ｍ前後の西側低下の逆向き低崖が認められる。これらの低崖及

び撓みは比高が小さく，またＭ２面に認められる逆向き低崖も

きわめて局所的であり，いずれも人工改変等の崖と区別が難し

いことからＬＤランクとした。本リニアメントは，「活断層詳細

デジタルマップ｣（2002）の推定活断層の一部とほぼ対応してい

るが，「［新編］日本の活断層」（1991）には示されていない。 

 

するが，「活断層詳細デジタルマップ［新編］｣（2018）には示

されていない。 

前述のリニアメントの東側に概ね平行する，涌谷町産仮小屋

から猪岡南方に至る約 3.5km の区間では，走向Ｎ－Ｓ方向のリ

ニアメントが判読される。北半部では２条に分岐し，東側のリ

ニアメントは沖積低地側に向かって張り出すように分布し，西

側のリニアメントは，高位段丘面及び段丘状平坦面外縁の崖及

び撓み並びに低位段丘（Ｌ１面）の低崖及び撓みからなり，比

較的連続性が良い。高位段丘面の崖及び撓みは東側に 20～30m

低下し，低位段丘面の低崖及び撓みは東側に５m前後低下して

いる。崖，低崖及び撓みは，連続性が良いことから全体として

ＬＣランクとし，一部で崖面が小規模で，谷によって開析され

ている区間は，ＬＤランクとした。東側のリニアメントは，扇

状地面 fⅣ面，fⅤ面にみられる比高５m前後の東側低下の低崖及

び撓みからなり，一部で中位段丘面（Ｍ２面）にみられる比高

５m前後の西側低下の逆向き低崖が認められる。これらの低崖

及び撓みは比高が小さく，またＭ２面に認められる逆向き低崖

も極めて局所的であり，いずれも人工改変等の崖と区別が難し

いことからＬＤランクとした。本リニアメントは，「活断層詳細

デジタルマップ［新編］｣（2018）の推定活断層の一部とほぼ対

応しているが，「［新編］日本の活断層」（1991）には示されてい

ない。 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

(c) 地表地質調査結果 

加護坊山－箟岳山丘陵及び周辺地域の地質平面図を第 3.2.2

－19 図に，地質断面図を第 3.2.2－20 図に，地質構造図を第

3.2.2－21 図に示す。 

本丘陵を構成する主な地層は，新第三系中新統追戸層の火砕

岩類，砂岩等，鮮新統亀岡層，竜の口層及び大貫層のやや軟質

な砂岩，礫岩，シルト岩，凝灰岩等並びに第四系の高清水層，

古期及び新期扇状地堆積物，岩屑堆積物及び沖積層である。 

中新統は，加護坊山から箟岳山にかけての丘陵を構成し，鮮

新統はそれらを不整合に覆い，丘陵の縁辺部を取り囲むように

分布する。第四系は，本丘陵の裾部の中新統及び鮮新統あるい

は周辺地域の鮮新統を不整合に覆い分布する。 

中新統及び鮮新統の地層構造は，緩やかなドーム及び褶曲構

造によって特徴づけられる。ドームは，丘陵の中央よりやや北

部に認められ，丘陵の延長方向と調和的にＷＮＷ－ＥＳＥ方向

に延びている。 

丘陵の南西側には，長楕円状の背斜構造をなすドームに対応

して，ほぼ同方向の緩やかな向斜構造が認められる。また，丘

陵の北東側の涌谷町産仮小屋付近には，局所的な向斜構造が認

められる。一方，加護坊山北麓付近から箟岳山北麓付近及び東

麓付近においては，鮮新統が急傾斜を示し，一部で逆転構造を

示しており，撓曲あるいは断層の存在が推定される。 

(c) 地表地質調査結果 

加護坊山－箟岳山丘陵及び周辺地域の地質平面図を第 3.2－

21 図に，地質断面図を第 3.2－22 図に，地質構造図を第 3.2－

23 図に示す。 

本丘陵を構成する主な地層は，新第三系中新統追戸層の火砕

岩類，砂岩等，鮮新統亀岡層，竜の口層及び大貫層のやや軟質

な砂岩，礫岩，シルト岩，凝灰岩等並びに第四系の高清水層，

古期及び新期扇状地堆積物，岩屑堆積物及び沖積層である。 

中新統は，加護坊山から箟岳山にかけての丘陵を構成し，鮮

新統はそれらを不整合に覆い，丘陵の縁辺部を取り囲むように

分布する。第四系は，本丘陵の裾部の中新統及び鮮新統あるい

は周辺地域の鮮新統を不整合に覆い分布する。 

中新統及び鮮新統の地層構造は，緩やかなドーム状構造及び

褶曲構造によって特徴づけられる。ドーム状構造は，丘陵の中

央よりやや北部に認められ，丘陵の延長方向と調和的にＷＮＷ

－ＥＳＥ方向に延びている。 

丘陵の南西側には，長楕円状の背斜構造をなすドーム状構造

に対応して，ほぼ同方向の緩やかな向斜構造が認められる。ま

た，丘陵の北東側の涌谷町産仮小屋付近には，局所的な向斜構

造が認められる。一方，加護坊山北麓付近から箟岳山北麓付近

及び東麓付近においては，鮮新統が急傾斜を示し，一部で逆転

構造を示しており，撓曲あるいは断層の存在が推定される。 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

丘陵北西の大崎市旧田尻町宿付近においては，新第三系中新

統追戸層箟岳火砕岩部層を覆う鮮新統の大貫層が，北東に急傾

斜あるいは南西傾斜に逆転しており（第 3.2.2－22 図），その変

形に伴う小断層が認められる（第 3.2.2－23 図）。この南側（沢

上流）に分布する鮮新統竜の口層は北傾斜であることから，鮮

新統の大貫層と竜の口層との境界付近には南西傾斜の逆断層が

推定される。大貫層の逆転層は下流側で第四系更新統の古期扇

状地堆積物にほぼ水平に不整合に覆われている（第 3.2.2－24

図）。 

涌谷町松崎付近では，新第三系中新統を覆う鮮新統の大貫層

が北東に急傾斜している（第 3.2.2－25 図）。西側では，部分的

に鮮新統竜の口層が欠如することから，鮮新統と中新統との境

界付近に断層が推定され，東側の断面位置付近において大貫層

の急傾斜等から断層あるいは撓曲構造が推定される（第 3.2.2

－26 図及び第 3.2.2－27 図）。 

丘陵中央北の涌谷町小里付近では，後述の地下地質構造調査

により，山麓側のリニアメント直下に高角度断層が，また丘陵

裾部のリニアメント延長位置付近に低角逆断層が想定された

（第 3.2.2－28 図）。山麓側のリニアメント近傍の中新統追戸層

砂岩部層中には，想定される高角度断層に調和的な南西傾斜の

高角度の断層が認められる（第 3.2.2－29 図）。 

箟岳山東麓付近の涌谷町不動沢付近に認められるリニアメン

丘陵北西の大崎市田尻大貫宿付近においては，新第三系中新

統追戸層箟岳火砕岩部層を覆う鮮新統の大貫層が，北東に急傾

斜あるいは南西傾斜に逆転しており（第 3.2－24 図），その変形

に伴う小断層が認められる（第 3.2－25 図）。この南側（沢上

流）に分布する鮮新統竜の口層は北傾斜であることから，鮮新

統の大貫層と竜の口層との境界付近には南西傾斜の逆断層が推

定される。大貫層の逆転層は下流側で第四系更新統の古期扇状

地堆積物にほぼ水平に不整合に覆われている（第 3.2－26 図）。 

 

涌谷町松崎付近では，新第三系中新統を覆う鮮新統の大貫層

が北東に急傾斜している（第 3.2－27 図）。西側では，部分的に

鮮新統竜の口層が欠如することから，鮮新統と中新統との境界

付近に断層が推定され，東側の断面位置付近において大貫層の

急傾斜等から断層あるいは撓曲構造が推定される（第 3.2－28

図及び第 3.2－29 図）。 

丘陵中央北の涌谷町小里付近では，後述の地下地質構造調査

により，山麓側のリニアメント直下に高角度断層が，また丘陵

裾部のリニアメント延長位置付近に低角逆断層が想定された

（第 3.2－30 図）。山麓側のリニアメント近傍の中新統追戸層砂

岩部層中には，想定される高角度断層に調和的な南西傾斜の高

角度の断層が認められる（第 3.2－31 図）。 

箟岳山東麓付近の涌谷町不動沢付近に認められるリニアメン
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トの直近では，中新統と鮮新統の境界が直線的で，鮮新統が南

西に傾斜していることから断層が推定される（第 3.2.2－30

図）。また，その北東側において地層は北東に傾斜して小規模な

背斜をなしており，変位量の小さい北東傾斜の逆断層が認めら

れる（第 3.2.2－31 図）。 

一方，加護坊山～箟岳山の丘陵の北側に続く大貫付近の低丘

陵頂部には，第四系更新統の高清水層の礫層～粗粒砂層が，大

貫層の砂礫層を不整合に覆って，ほぼ水平に堆積している。大

貫層の急傾斜部に近い涌谷町脇付近においては，高清水層の礫

層～粗粒砂層が傾斜した大貫層の砂礫層を不整合に覆って，ほ

ぼ水平に堆積している（第 3.2.2－32 図）。 

以上の地点では，山麓部の中新統及び鮮新統の境界付近に認

められる鮮新統の急傾斜帯は，丘陵の外側（北東側あるいは北

側）へ向けて急激に緩やかになるが，丘陵裾部のリニアメント

直下あるいは近傍においては，後述の地下地質構造調査によ

り，緩い南西傾斜の逆断層が想定された。この断層は，前述の

急傾斜断層と比べて傾斜が緩く，変位量も小さいこと，より新

しい時代の地形を変形させていると考えられることから，逆断

層の成長過程に伴い前面側に分岐した低角の断層と考えられ

る。 

(d) 地下地質構造調査結果 

加護坊山－箟岳山断層周辺の地下地質構造を解明するため，

トの直近では，中新統と鮮新統の境界が直線的で，鮮新統が南

西に傾斜していることから断層が推定される（第 3.2－32 図）。

また，その北東側において地層は北東に傾斜して小規模な背斜

をなしており，変位量の小さい北東傾斜の逆断層が認められる

（第 3.2－33 図）。 

一方，加護坊山～箟岳山の丘陵の北側に続く大貫付近の低丘

陵頂部には，第四系更新統の高清水層の礫層～粗粒砂層が，大

貫層の砂礫層を不整合に覆って，ほぼ水平に堆積している。大

貫層の急傾斜部に近い涌谷町脇付近においては，高清水層の礫

層～粗粒砂層が傾斜した大貫層の砂礫層を不整合に覆って，ほ

ぼ水平に堆積している（第 3.2－34 図）。 

以上の地点では，山麓部の中新統及び鮮新統の境界付近に認

められる鮮新統の急傾斜帯は，丘陵の外側（北東側あるいは北

側）へ向けて急激に緩やかになるが，丘陵裾部のリニアメント

直下あるいは近傍においては，後述の地下地質構造調査によ

り，緩い南西傾斜の逆断層が想定された。この断層は，前述の

急傾斜断層と比べて傾斜が緩く，変位量も小さいこと，より新

しい時代の地形を変形させていると考えられることから，逆断

層の成長過程に伴い前面側に分岐した低角の断層と考えられ

る。 

(d) 地下地質構造調査結果 

加護坊山－箟岳山断層周辺の地下地質構造を解明するため，
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地下地質構造調査として，反射法地震探査及びボーリング調査

を実施した。反射法地震探査は，地下浅部を対象としたＫ－１

－１測線・Ｋ－１－２測線，Ｋ－２－１測線・Ｋ－２－２測

線，Ｋ－３測線及びＫ－４測線並びに地下深部を対象としたＫ

－ｂ測線及びＳ－ｂ測線において実施した（第 3.2.2－33 図）。

なお，Ｋ－３測線はＫ－ｂ測線の中央部分に一致している。ま

た，ボーリング調査は，主として反射法地震探査で得られた地

下構造に対応した地質層序を確認するため，Ｋ－３測線・Ｋ－

ｂ測線沿いにおいて３箇所で実施した。 

ａ) Ｋ－１－１測線・Ｋ－１－２測線沿いの地質構造 

Ｋ－１－１測線・Ｋ－１－２測線の反射断面及び地質解析断

面図を第 3.2.2－34 図に示す。 

本測線は，浅部構造を対象とし，加護坊山－箟岳山丘陵北麓

における，大崎市旧田尻町大貫付近に認められる山麓部及び丘

陵裾部の２系列のリニアメント群の西側延長を横断する南北方

向の測線として展開している。 

本測線では，一部の沖積層が厚い箇所で音波散乱層状を呈し

て下位層の構造が不明瞭になっているものの，中新統及び鮮新

統の内部の反射面が，断続的ながらも比較的良好に追跡でき，

やや南に傾斜する極めて緩やかな構造で累重している状況が認

められ，断層による変位を示唆するような著しい高度差は認め

られない。以上のことから，少なくとも，加護坊山－箟岳山断

地下地質構造調査として，反射法地震探査及びボーリング調査

を実施した。反射法地震探査は，地下浅部を対象としたＫ－１

－１測線・Ｋ－１－２測線，Ｋ－２－１測線・Ｋ－２－２測

線，Ｋ－３測線及びＫ－４測線並びに地下深部を対象としたＫ

－ｂ測線及びＳ－ｂ測線において実施した（第 3.2－35 図）。な

お，Ｋ－３測線はＫ－ｂ測線の中央部分に一致している。ま

た，ボーリング調査は，主として反射法地震探査で得られた地

下構造に対応した地質層序を確認するため，Ｋ－３測線・Ｋ－

ｂ測線沿いにおいて３箇所で実施した。 

ⅰ．Ｋ－１－１測線・Ｋ－１－２測線沿いの地質構造 

Ｋ－１－１測線・Ｋ－１－２測線の反射断面及び地質解析断

面図を第 3.2－36 図に示す。 

本測線は，浅部構造を対象とし，加護坊山－箟岳山丘陵北麓

における，大崎市田尻大貫付近に認められる山麓部及び丘陵裾

部の２系列のリニアメント群の西側延長を横断する南北方向の

測線として展開している。 

本測線では，一部の沖積層が厚い箇所で音波散乱層状を呈し

て下位層の構造が不明瞭になっているものの，中新統及び鮮新

統の内部の反射面が，断続的ながらも比較的良好に追跡でき，

やや南に傾斜する極めて緩やかな構造で累重している状況が認

められ，断層による変位を示唆するような著しい高度差は認め

られない。 
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層に伴う断層あるいは撓曲構造は，本測線までは及んでいない

と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

ｂ) Ｋ－２－１測線・Ｋ－２－２測線沿いの地質構造 

Ｋ－２－１測線・Ｋ－２－２測線の反射断面及び地質解析断

面図を第 3.2.2－35 図に示す。 

本測線は，浅部構造を対象とし，加護坊山－箟岳山丘陵北麓

における，大崎市旧田尻町大貫付近に認められる山麓部及び丘

陵裾部の２系列のリニアメントを横断して展開している。 

Ｋ－２－１測線においては，前面側の丘陵裾部のリニアメン

トが判読される位置のほぼ直下に，比較的低角度の南傾斜の断

層が認められ，変位及び変形が地表付近まで及んでいる。 

Ｋ－２－２測線においては，２箇所に断層が認められる。南

側の断層は南傾斜の高角度の断層であり，背面側の山麓部に判

読されるリニアメントのほぼ直下に対応している。一方，北側

の断層は南傾斜の比較的低角度の断層であり，前面側の丘陵裾

部に判読されるリニアメントのほぼ直下に対応している。後者

一方，加護坊山北西麓の大崎市田尻北小塩付近より西方では

地層は緩傾斜となり，撓曲構造は発散する傾向がみられるこ

と，中新統追戸層の背斜構造は西へ緩やかな傾斜にてプランジ

し，沖積層下に沈み込む形態を示すこと等から，周辺の地質構

造と本測線における解釈は調和的である。 

以上のことから，少なくとも，加護坊山－箟岳山断層に伴う

断層あるいは撓曲構造は，本測線までは及んでいないと考えら

れる。 

ⅱ．Ｋ－２－１測線・Ｋ－２－２測線沿いの地質構造 

Ｋ－２－１測線・Ｋ－２－２測線の反射断面及び地質解析断

面図を第 3.2－37 図に示す。 

本測線は，浅部構造を対象とし，加護坊山－箟岳山丘陵北麓

における，大崎市田尻大貫付近に認められる山麓部及び丘陵裾

部の２系列のリニアメントを横断して展開している。 

Ｋ－２－１測線においては，前面側の丘陵裾部のリニアメン

トが判読される位置のほぼ直下に，比較的低角度の南傾斜の断

層が認められ，変位及び変形が地表付近まで及んでいる。 

Ｋ－２－２測線においては，２箇所に断層が認められる。南

側の断層は南傾斜の高角度の断層であり，背面側の山麓部に判

読されるリニアメントのほぼ直下に対応している。一方，北側

の断層は南傾斜の比較的低角度の断層であり，前面側の丘陵裾

部に判読されるリニアメントのほぼ直下に対応している。後者

記載の充実（加護坊山北西麓の地質構造に関する記載を追加） 
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の断層は，落差は 25ｍ程度で，変形は沖積層に及んでいる可能

性がある。また，この断層には北傾斜のバックスラストが認め

られ，空中写真により判読された逆低断層崖付近に延びてい

る。 

また，Ｋ－２－２測線を含む位置付近において実施した極浅

層を対象とした反射法地震探査（P－1測線・P－2測線及び P－

3測線）の結果，断層による変位及び変形は地表付近まで達し

ており，沖積層に変形が及んでいると考えられる（第 3.2.2－

36 図）。 

ｃ) Ｋ－ｂ測線及びＫ－３測線沿いの地質構造 

Ｋ－ｂ測線及びＫ－３測線の反射断面図及び地質解析断面図

をそれぞれ第 3.2.2－37 図及び第 3.2.2－38 図に示す。 

Ｋ－ｂ測線は深部構造を対象として，加護坊山－箟岳山丘陵

の南麓裾部から丘陵部を経て，丘陵北麓における涌谷町小里付

近に認められる山麓部のリニアメント，丘陵裾部のリニアメン

ト延長部及び中津山丘陵南端付近を横断して展開している。Ｋ

－３測線は浅部構造を対象として，加護坊山－箟岳山丘陵か

ら，涌谷町小里を経て旧迫川付近に至る区間において，Ｋ－ｂ

測線の一部に一致して展開している。 

Ｋ－ｂ測線のＰ波反射断面の地質解析結果によれば，背面側

の山麓部に判読されるリニアメント群の直下付近に，概ね 70°

程度の南西傾斜の高角度断層が認められる。また，前面側の丘

の断層は，落差は 25m 程度で，変形は沖積層に及んでいる可能

性がある。また，この断層には北傾斜のバックスラストが認め

られ，空中写真により判読された逆低断層崖付近に延びてい

る。 

また，Ｋ－２－２測線を含む位置付近において実施した極浅

層を対象とした反射法地震探査（Ｐ－１測線・Ｐ－２測線及び

Ｐ－３測線）の結果，断層による変位及び変形は地表付近まで

達しており，沖積層に変形が及んでいると考えられる（第 3.2

－38 図）。 

ⅲ．Ｋ－ｂ測線及びＫ－３測線沿いの地質構造 

Ｋ－ｂ測線及びＫ－３測線の反射断面図及び地質解析断面図

をそれぞれ第 3.2－39 図及び第 3.2－40 図に示す。 

Ｋ－ｂ測線は深部構造を対象として，加護坊山－箟岳山丘陵

の南麓裾部から丘陵部を経て，丘陵北麓における涌谷町小里付

近に認められる山麓部のリニアメント，丘陵裾部のリニアメン

ト延長部及び中津山丘陵南端付近を横断して展開している。Ｋ

－３測線は浅部構造を対象として，加護坊山－箟岳山丘陵か

ら，涌谷町小里を経て旧迫川付近に至る区間において，Ｋ－ｂ

測線の一部に一致して展開している。 

Ｋ－ｂ測線のＰ波反射断面の地質解析結果によれば，背面側

の山麓部に判読されるリニアメント群の直下付近に，概ね 70°

程度の南西傾斜の高角度断層が認められる。また，前面側の丘
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陵裾部のリニアメント延長部付近のほぼ直下に，中新統と鮮新

統を変位させる南傾斜の逆断層が認められる。この断層は，浅

部で約 30°，深部に向けて 40～50°程度とやや高角度になり，

前述の高角度断層に合流するものと考えられることから，分岐

断層と解釈される。 

また，浅部構造を対象としたＫ－３測線のＳ波反射断面の地

質解析結果においても，両断層は認められる。ボーリング調査

の結果と合わせると，前面側の丘陵裾部のリニアメント延長部

付近直下の断層は，鮮新統基底で約 100ｍの変位量が推定され

る。断層は，沖積層基底付近まで延びているが，沖積層基底は

変位がないように見える。断層の北側では，鮮新統が中新統を

覆い，ほぼ水平に厚く堆積しており，断層は認められない。 

ｄ) Ｋ－４測線沿いの地質構造 

Ｋ－４測線の反射断面及び地質解析断面図を第 3.2.2－39 図

に示す。 

Ｋ－４測線は浅部構造を対象とし，箟岳山東麓付近における

涌谷町産仮小屋付近に認められる山麓部及び丘陵裾部の２系列

のリニアメントを横断して展開している。 

Ｋ－４測線においては，２箇所に断層が認められる。西側の

断層は南西傾斜の高角度の断層であり，背面側の山麓部に判読

されるリニアメントのほぼ直下に対応している。また，東側の

断層は北東傾斜の比較的低角度の断層であり，前面側の丘陵裾

陵裾部のリニアメント延長部付近のほぼ直下に，中新統と鮮新

統を変位させる南傾斜の逆断層が認められる。この断層は，浅

部で約 30°，深部に向けて 40～50°程度とやや高角度になり，

前述の高角度断層に合流するものと考えられることから，分岐

断層と解釈される。 

また，浅部構造を対象としたＫ－３測線のＳ波反射断面の地

質解析結果においても，両断層は認められる。ボーリング調査

の結果と合わせると，前面側の丘陵裾部のリニアメント延長部

付近直下の断層は，鮮新統基底で約 100m の変位量が推定され

る。断層は，沖積層基底付近まで延びているが，沖積層基底は

変位がないように見える。断層の北側では，鮮新統が中新統を

覆い，ほぼ水平に厚く堆積しており，断層は認められない。 

ⅳ．Ｋ－４測線沿いの地質構造 

Ｋ－４測線の反射断面及び地質解析断面図を第 3.2－41 図に

示す。 

Ｋ－４測線は浅部構造を対象とし，箟岳山東麓付近における

涌谷町産仮小屋付近に認められる山麓部及び丘陵裾部の２系列

のリニアメントを横断して展開している。 

Ｋ－４測線においては，２箇所に断層が認められる。西側の

断層は南西傾斜の高角度の断層であり，背面側の山麓部に判読

されるリニアメントのほぼ直下に対応している。また，東側の

断層は北東傾斜の比較的低角度の断層であり，前面側の丘陵裾
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部に判読されるリニアメントのうち逆向低断層崖のほぼ直下に

対応している。後者の断層は，その形態からＫ－２－２測線に

おいて認められたものと同様，バックスラストに相当すると考

えられることから，本測線においても，前面側の南西傾斜の比

較的低角度の逆断層の存在が推定される。 

ｅ) 産業技術総合研究所涌谷－河南測線沿いの地質構造 

産業技術総合研究所が実施した涌谷－河南測線の反射断面を

第 3.2.2－40 図に示す。産業技術総合研究所（2007）（39）は，こ

の測線は表層の軟弱な沖積層に起因するノイズと広く分布する

新第三紀の火砕岩（成層構造を示さない）のために反射記録の

確定的解釈が難しいとして３パターンの解釈を示しているが，

いずれの解釈においても CMP250 付近に断層を認めている。この

断層の位置は，加護坊山－箟岳山断層のうち山麓側の断層の延

長部と概ね一致している。なお，産業技術総合研究所（2007）

は，同測線の記録は断層末端部付近の構造と関連している可能

性についても示唆している。 

ｆ) Ｓ－ｂ測線沿いの地質構造 

Ｓ－ｂ測線の反射断面及び地質構造解析図を第 3.2.2－41 図

に示す。 

Ｓ－ｂ測線は深部構造を対象として，大貫丘陵と中津山丘陵

間の平野から迫川を経て豊里町市街北方付近まで，Ｅ－Ｗ方向

に横断して展開している。 

部に判読されるリニアメントのうち逆向低断層崖のほぼ直下に

対応している。後者の断層は，その形態からＫ－２－２測線に

おいて認められたものと同様，バックスラストに相当すると考

えられることから，本測線においても，前面側の南西傾斜の比

較的低角度の逆断層の存在が推定される。 

ⅴ．産業技術総合研究所涌谷－河南測線沿いの地質構造 

産業技術総合研究所が実施した涌谷－河南測線の反射断面を

第 3.2－42 図に示す。産業技術総合研究所（2007）（49）は，この

測線は表層の軟弱な沖積層に起因するノイズと広く分布する新

第三紀の火砕岩（成層構造を示さない）のために反射記録の確

定的解釈が難しいとして３パターンの解釈を示しているが，い

ずれの解釈においてもＣＭＰ250 付近に断層を認めている。こ

の断層の位置は，加護坊山－箟岳山断層のうち山麓側の断層の

延長部と概ね一致している。なお，産業技術総合研究所

（2007）は，同測線の記録は断層末端部付近の構造と関連して

いる可能性についても示唆している。 

ⅵ．Ｓ－ｂ測線沿いの地質構造 

Ｓ－ｂ測線の反射断面及び地質構造解析図を第 3.2－43 図に

示す。 

Ｓ－ｂ測線は深部構造を対象として，大貫丘陵と中津山丘陵

間の平野から迫川を経て豊里町市街北方付近まで，Ｅ－Ｗ方向

に横断して展開している。 
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本測線では，先第三系が東端付近から迫川近傍まで極めて浅

くに分布しており，迫川付近の CDP700 付近から西方に緩やかに

深度を増している。CDP850 付近より西方では，先第三系を不整

合に覆って，中新統追戸層と考えられる地層が厚く堆積してい

る。また，これらの地層を不整合に覆って鮮新統が堆積してい

る。 

(e) 加護坊山－箟岳山断層の評価 

空中写真判読の結果，大崎市旧田尻町の加護坊山北麓付近か

ら涌谷町の箟岳山北麓付近を経て，箟岳山東麓付近に至る約 12

㎞の区間にわたって，丘陵の麓部及び裾部に２系列のリニアメ

ントが認められる。このうち前面側の裾部に認められるリニア

メントは，比較的新しいと考えられる地形面に撓み及び低崖が

認められる。 

地表地質調査及び地下地質構造調査の結果によれば，加護坊

山－箟岳山丘陵の北～北東縁には，判読されたリニアメントに

対応して，主要な２系列の南西傾斜の逆断層が存在する。 

丘陵の麓部付近には，概ねＥＳＥ－ＷＮＷ走向，約 70～80°

南傾斜の逆断層が想定される。本断層付近では，鮮新統が急傾

斜ないし逆転構造を示しており，箟岳山付近においては鮮新統

の基底を 200ｍ程度変位させていると推測される。また，本断

層の比較的近くに分布する高清水層や古期扇状地堆積物には，

ほとんど変動を与えていないとみられることから，少なくとも

本測線では，先第三系が東端付近から迫川近傍まで極めて浅

くに分布しており，迫川付近のＣＤＰ700 前後から西方に緩や

かに深度を増している。ＣＤＰ850 付近より西方では，先第三

系を不整合に覆って，中新統追戸層と考えられる地層が厚く堆

積している。また，これらの地層を不整合に覆って鮮新統が堆

積している。 

(e) 加護坊山－箟岳山断層の評価 

空中写真判読の結果，加護坊山北麓の大崎市田尻北小塩付近

から箟岳山北麓の涌谷町脇付近を経て，箟岳山東麓の涌谷町笠

石付近に至る約 12 ㎞の区間にわたって，丘陵の麓部及び裾部に

２系列のリニアメントが認められる。このうち前面側の裾部に

認められるリニアメントは，比較的新しいと考えられる地形面

に撓み及び低崖が認められる。 

地表地質調査及び地下地質構造調査の結果によれば，加護坊

山－箟岳山丘陵の北～北東縁には，判読されたリニアメントに

対応して，主要な２系列の南西傾斜の逆断層が存在する。 

丘陵の麓部付近には，概ねＥＳＥ－ＷＮＷ走向，約 70～80°

南傾斜の逆断層が想定される。本断層付近では，鮮新統が急傾

斜ないし逆転構造を示しており，箟岳山付近においては鮮新統

の基底を 200m 程度変位させていると推測される。また，本断層

の比較的近くに分布する高清水層や古期扇状地堆積物には，ほ

とんど変動を与えていないとみられることから，少なくとも最
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最近の時代の活動を示唆する現象は認められない。 

一方，前述の断層より北側の丘陵裾部付近には，概ねＥＳＥ

－ＷＮＷ走向，約 30～50°南傾斜の逆断層が想定される。本断

層は，深部に向けてやや傾斜が急になり，前述の丘陵麓部付近

の高角度の断層に合流すると推定され，逆断層の成長過程に伴

い前面側に分岐した低角の逆断層と位置付けられる（フロント

マイグレーション）。この分岐断層の落差は鮮新統基底で，ほぼ

中央部付近の小里北付近（Ｋ－ｂ測線)において約 100ｍ，西方

の宿付近（Ｋ－２－２測線)では 25ｍ程度となっている。本断

層は，宿付近で沖積層を変位あるいは変形させている可能性が

あることから，後期更新世以降の活動性があるものと考えられ

る。 

また，武村（2005）によれば，1900 年宮城県北部地震はＭ

6.5 程度の地震であり，震源は大崎市小牛田付近とされ，加護

坊山－箟岳山断層の活動との関連性について言及しており，歴

史地震と対応している可能性がある。 

したがって，加護坊山－箟岳山断層は，丘陵麓部付近に認め

られる鮮新統を変位・変形させる逆断層と，フロントマイグレ

ーションに伴い前面側に派生した丘陵裾部に認められる低角度

の逆断層からなり，最近の活動は前面側の逆断層によるものと

考えられる。その活動性は後期更新世以降に及んでいるものと

考えられ，大崎市旧田尻町のＫ－１－１測線付近から，須江断

近の時代の活動を示唆する現象は認められない。 

一方，前述の断層より北側の丘陵裾部付近には，概ねＥＳＥ

－ＷＮＷ走向，約 30～50°南傾斜の逆断層が想定される。本断

層は，深部に向けてやや傾斜が急になり，前述の丘陵麓部付近

の高角度の断層に合流すると推定され，逆断層の成長過程に伴

い前面側に分岐した低角の逆断層と位置付けられる（フロント

マイグレーション）。この分岐断層の落差は鮮新統基底で，ほぼ

中央部付近の小里北付近（Ｋ－ｂ測線)において約 100m，西方

の宿付近（Ｋ－２－２測線)では 25m 程度となっている。本断層

は，宿付近で沖積層を変位あるいは変形させている可能性があ

ることから，後期更新世以降の活動性があるものと考えられ

る。 

また，武村（2005）によれば，1900 年宮城県北部地震はＭ

6.5 程度の地震であり，震源は大崎市小牛田付近とされ，加護

坊山－箟岳山断層の活動との関連性について言及しており，歴

史地震と対応している可能性がある。 

したがって，加護坊山－箟岳山断層は，丘陵麓部付近に認め

られる鮮新統を変位・変形させる逆断層と，フロントマイグレ

ーションに伴い前面側に派生した丘陵裾部に認められる低角度

の逆断層からなり，最近の活動は前面側の逆断層によるものと

考えられる。その活動性は後期更新世以降に及んでいるものと

考えられ，大崎市田尻駅付近のＫ－１－１測線付近から，須江
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層北方延長部が 2003 年宮城県中部の地震の際に余震分布の北限

付近となっており，中新統追戸層の火山砕屑岩類が分布する位

置付近までの約 17km の区間の活動性を考慮する。 

 

また，断層の傾斜については，反射法地震探査結果から，背

面側の高角度の逆断層が地下深部においては支配的な構造であ

ると考えられることから，概ね 70°南西傾斜として評価する。 

判読されたリニアメントは，背面側の丘陵の麓部に判読され

るものについては，地質境界に対応しており，更新統高清水層

堆積以降の活動性を積極的に示す現象が認められないことか

ら，変動地形ではない可能性が高い一方，前面側の丘陵裾部に

判読されるものについては，比較的新しいと考えられる地形面

に撓み及び低崖が認められること，リニアメントに対応して断

層が認められ，沖積層を変位又は変形させている可能性が否定

できないこと等から，南西傾斜の逆断層の活動に伴う変動地形

であると判断される。 

ｃ．旭山撓曲・須江断層及び 2003 年宮城県中部の地震の震源断  

層 

(a) 文献調査結果 

ａ) 旭山撓曲 

旭山撓曲は，石井ほか（1982）が指摘・命名したもので，石

巻市旧河南町箱清水東方から東松島市旧矢本町上前柳に至る，

断層北方延長部が 2003 年宮城県中部の地震の際に余震分布の北

限付近となっており，中新統追戸層の火山砕屑岩類が分布する

位置付近までの約 17km の区間の活動性を考慮し，震源として考

慮する活断層として評価する。 

また，断層の傾斜については，反射法地震探査結果から，背

面側の高角度の逆断層が地下深部においては支配的な構造であ

ると考えられることから，概ね 70°南西傾斜として評価する。 

判読されたリニアメントは，背面側の丘陵の麓部に判読され

るものについては，地質境界に対応しており，更新統高清水層

堆積以降の活動性を積極的に示す現象が認められないことか

ら，変動地形ではない可能性が高い一方，前面側の丘陵裾部に

判読されるものについては，比較的新しいと考えられる地形面

に撓み及び低崖が認められること，リニアメントに対応して断

層が認められ，沖積層を変位又は変形させている可能性が否定

できないこと等から，南西傾斜の逆断層の活動に伴う変動地形

であると判断される。 

ｃ．旭山撓曲・須江断層及び 2003 年宮城県中部の地震の震源断

層 

(a) 文献調査結果 

ⅰ．旭山撓曲 

旭山撓曲は，石井ほか（1982）が指摘・命名したもので，石

巻市北村箱清水東方から東松島市小松上前柳に至る，ほぼＮ－
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

ほぼＮ－Ｓ方向の中新統及び鮮新統を調和的に変形させている

活構造として記載されている。石井ほか（1982）は，旭山撓曲

を挟んで，中位段丘形成時より古い時代に形成された定高性を

示す丘陵地形に 20ｍの高度差を生じているとし，変位速度がＣ

級あるいはかろうじてＢ級に達する程度であるとしている（第

3.2.2－42 図）。また，旭山撓曲を含む中部中新統志田層群及び

鮮新統を変形させるほぼＮ－Ｓ方向の軸をもつ緩い褶曲構造

は，ＮＮＷ－ＳＳＥ方向の褶曲構造で特徴付けられる下部中新

統の松島層群を支配する地質構造と異なるとしている。 

本撓曲は，「［新編］日本の活断層」（1991）によれば，旭山東

麓付近から東松島市旧矢本町五台付近に至る長さ約８km の区間

において，Ｎ－Ｓ方向に延びる確実度Ⅱ（活断層であると推定

されるもの），活動度Ｂ～Ｃ，またさらにその北方及び南方延長

において確実度Ⅲ（活断層の疑いのあるリニアメント）と記載

されている（第 3.2.2－42 図）。確実度Ⅱの部分については，中

新統と鮮新統との境界に沿って発達する西上がりの活構造と

し，活動度は，この撓曲を挟んで下末吉海進期前後と推定され

る中位段丘面形成時より古い時期に形成された定高性を示す丘

陵地形に 20ｍ前後の高度差（西側隆起）を生じていることか

ら，Ｂ～Ｃとしている。なお，旭山撓曲の南端部は丘陵東縁の

急斜面に沿って，北端部はＮ－Ｓ方向に延びる沢地形に沿って

図示されており，石井ほか（1982）の位置とは異なっている。 

Ｓ方向の中新統及び鮮新統を調和的に変形させている活構造と

して記載されている。石井ほか（1982）は，旭山撓曲を挟ん

で，中位段丘形成時より古い時代に形成された定高性を示す丘

陵地形に 20m の高度差を生じているとし，変位速度がＣ級ある

いはかろうじてＢ級に達する程度であるとしている（第 3.2－

44 図）。また，旭山撓曲を含む中部中新統志田層群及び鮮新統

を変形させるほぼＮ－Ｓ方向の軸をもつ緩い褶曲構造は，ＮＮ

Ｗ－ＳＳＥ方向の褶曲構造で特徴づけられる下部中新統の松島

層群を支配する地質構造と異なるとしている。 

本撓曲は，「［新編］日本の活断層」（1991）によれば，旭山東

麓付近から東松島市大塩五台付近に至る長さ約８km の区間にお

いて，Ｎ－Ｓ方向に延びる確実度Ⅱ（活断層であると推定され

るもの），活動度Ｂ～Ｃ，またさらにその北方及び南方延長にお

いて確実度Ⅲ（活断層の疑いのあるリニアメント）と記載され

ている（第 3.2－44 図）。確実度Ⅱの部分については，中新統と

鮮新統との境界に沿って発達する西上がりの活構造とし，活動

度は，この撓曲を挟んで下末吉海進期前後と推定される中位段

丘面形成時より古い時期に形成された定高性を示す丘陵地形に

20m 前後の高度差（西側隆起）を生じていることから，Ｂ～Ｃ

としている。なお，旭山撓曲の南端部は丘陵東縁の急斜面に沿

って，北端部はＮ－Ｓ方向に延びる沢地形に沿って図示されて

おり，石井ほか（1982）の位置とは異なっている。 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

「活断層詳細デジタルマップ」（2002）によれば，本撓曲は，

「［新編］日本の活断層」（1991）に記載されている旭山撓曲の

北半部に概ね対応して，石巻市旧河南町箱清水北方付近から青

木南方付近に至る長さ約 6km の区間において，Ｎ－Ｓ方向に延

びる推定活断層として記載されている（第 3.2.2－42 図）。 

 

 

 

 

 

 

 

一方，旭山丘陵周辺の石巻平野部には，後述の 2003 年宮城県

中部の地震の震源に直接対応する変位地形は指摘されていない

が，宍倉ほか（2008）（40）は，石巻平野に分布する浜堤について

ジオスライサーによる掘削調査を実施し，前浜堆積物の高度と

年代の測定結果から，旭山丘陵直下の伏在断層による，2003 年

宮城県中部の地震の際の地殻上下変動の傾向と同様の変動が過

去にも存在した可能性を指摘している。 

ｂ) 2003 年宮城県中部の地震 

2003 年宮城県中部の地震(Ｍｊ6.4)は，2003 年 7 月 26 日に旭

山丘陵付近の直下を震源として発生した。 

「活断層詳細デジタルマップ［新編］｣（2018）は，前述の加

護坊山－箟岳山断層に対応する活断層及び推定活断層と合わせ

て「加護坊山－旭山断層帯」とし，長さ約 20km の東西方向から

南北方向に大きく湾曲する南及び西側隆起の逆断層帯としてい

る。旭山東麓沿いの後期更新世の地形面の変位は不明瞭とさ

れ，「［新編］日本の活断層」（1991）に記載されている旭山撓曲

の北半部に概ね対応して，石巻市北村箱清水北方付近から青木

南方付近に至る長さ約６km の区間において，Ｎ－Ｓ方向に延び

る推定活断層として記載されている（第 3.2－44 図）。また，旭

山の直下では，2003 年宮城県中部地震が発生したとしている

が，本断層帯の平均上下変位速度や活動履歴は不明であるとし

ている。 

一方，旭山丘陵周辺の石巻平野部には，後述の 2003 年宮城県

中部の地震の震源に直接対応する変位地形は指摘されていない

が，宍倉ほか（2008）（50）は，石巻平野に分布する浜堤について

ジオスライサーによる掘削調査を実施し，前浜堆積物の高度と

年代の測定結果から，旭山丘陵直下の伏在断層による，2003 年

宮城県中部の地震の際の地殻上下変動の傾向と同様の変動が過

去にも存在した可能性を指摘している。 

ⅱ．2003 年宮城県中部の地震 

2003 年宮城県中部の地震(Ｍｊ6.4)は，2003 年７月 26 日に旭

山丘陵付近の直下を震源として発生した。 

文献の更新，記載の充実（｢活断層詳細デジタルマップ［新編］｣

（2018）の評価内容に関する記載を充実） 
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記載の適正化（図表番号の変更），記載の充実（｢活断層詳細デジ

タルマップ［新編］｣（2018）の評価内容に関する記載を充実） 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

海野ほか（2004）（41）によれば，前震，本震及び最大余震の発

震機構は，いずれも逆断層型のメカニズム解を示すが，それぞ

れ主圧力軸の方向に相違がみられるとしている（第 3.2.2－43

図）。 

また，余震分布に基づき，北緯 38.44 度付近を境に北側領域

ではほぼ西側に約 50°傾斜した面，南側領域でほぼ北西方向に

約 40°で傾斜した面が認められるとしている（第 3.2.2－44

図）。 

さらに，余震の分布とメカニズム解の対応関係から，震源域

の南側では北西－南東方向の主圧力軸でＮＥ－ＳＷ方向の走向

を持つ北西傾斜の面をなし，中央部では東西方向の主圧力軸で

Ｎ－Ｓ方向の走向を持つ西傾斜の面をなし，北側ではＮＥ－Ｓ

Ｗ方向の主圧力軸でＮＷ－ＳＥ方向の走向をもつ南西傾斜の面

をなす傾向が示されている。Hikima and Koketsu（2004）（42）

は，波形インバージョンにより震源過程を求めており，上記の

面と同様な３方向の断層面を推定している（第 3.2.2－45 図）。 

一方，余震分布に基づく推定震源断層を浅部に延長した場

合，旭山撓曲より東方約 5km に位置する石巻湾断層（中村

（1992）（43））の位置付近と交差するものの，地下の速度構造を

考慮して補正した場合，震源深さは系統的に２km 程度浅くな

り，旭山撓曲と石巻湾断層の中間に延長されるとしている。 

 

海野ほか（2004）（51）によれば，前震，本震及び最大余震の発

震機構は，いずれも逆断層型のメカニズム解を示すが，それぞ

れ主圧力軸の方向に相違がみられるとしている（第 3.2－45

図）。 

また，余震分布に基づき，北緯 38.44 度付近を境に北側領域

ではほぼ西側に約 50°傾斜した面，南側領域でほぼ北西方向に

約 40°で傾斜した面が認められるとしている（第 3.2－46

図）。 

さらに，余震の分布とメカニズム解の対応関係から，震源域

の南側では北西－南東方向の主圧力軸でＮＥ－ＳＷ方向の走向

を持つ北西傾斜の面をなし，中央部では東西方向の主圧力軸で

Ｎ－Ｓ方向の走向を持つ西傾斜の面をなし，北側ではＮＥ－Ｓ

Ｗ方向の主圧力軸でＮＷ－ＳＥ方向の走向をもつ南西傾斜の面

をなす傾向が示されている。Hikima and Koketsu（2004）（52）

は，波形インバージョンにより震源過程を求めており，上記の

面と同様な３方向の断層面を推定している（第 3.2－47 図）。 

一方，余震分布を用いた推定震源断層を浅部に延長した場

合，旭山撓曲より東方約 5km に位置する石巻湾断層（中村

（1992）（53））の位置付近と交差するものの，地下の速度構造を

考慮して補正した場合，震源深さは系統的に２km 程度浅くな

り，旭山撓曲と石巻湾断層の中間に延長されるとしている。 
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ｃ) 須江断層 

2003 年宮城県中部の地震の震源断層と地質構造との関係を検

討することを目的として，旭山丘陵から須江丘陵を包含する地

域にかけて，東京大学地震研究所及び産業技術総合研究所によ

り反射法地震探査による地下構造調査が実施され（第 3.2.2－

46 図），旭山丘陵の直下及びその東方約 5km の須江丘陵東縁に

西傾斜の断層が示された。 

Kato et al.（2004，2006）(44)(45)等によれば，これらの断層

のうち，前者は旭山撓曲に対応する断層であり，後者について

は石巻湾断層の北方延長に相当するとされ，須江断層と称して

いる。また，須江断層は，断層面の深部への延長が 2003 年宮城

県中部の地震の余震分布から想定される震源断層にほぼ一致す

ることから，震源断層の地表延長部に相当する可能性が高いと

している（第 3.2.2－47 図）。須江断層は，先第三系が西側低下

の正断層の変位を示すのに対して，鮮新統が西側隆起の逆断層

の変位を示すことから，インバージョン（反転）テクトニクス

を想定し，新期の時代における西側隆起の逆断層運動が推定さ

れるとしている。須江断層は，重力異常の急変帯と概ね対応し

ていることから，急変帯の伸びの方向より，この断層の走向は

ＮＮＷ－ＳＳＥ方向をなすと考えられるとしている。 

産業技術総合研究所（2004）(46)によれば，Kato et al.

（2004，2006）等とほぼ同様に，旭山撓曲に対応する２本の断

ⅲ．須江断層 

2003 年宮城県中部の地震の震源断層と地質構造との関係を検

討することを目的として，旭山丘陵から須江丘陵を包含する地

域にかけて，東京大学地震研究所及び産業技術総合研究所によ

り反射法地震探査による地下構造調査が実施され（第 3.2－48

図），旭山丘陵の直下及びその東方約５km の須江丘陵東縁に西

傾斜の断層が示された。 

Kato et al.（2004，2006）(54)(55)等によれば，これらの断層

のうち，前者は旭山撓曲に対応する断層であり，後者について

は石巻湾断層の北方延長に相当するとされ，須江断層と称して

いる。また，須江断層は，断層面の深部への延長が 2003 年宮城

県中部の地震の余震分布から想定される震源断層にほぼ一致す

ることから，震源断層の地表延長部に相当する可能性が高いと

している（第 3.2－49 図）。須江断層は，先第三系が西側低下の

正断層の変位を示すのに対して，鮮新統が西側隆起の逆断層の

変位を示すことから，インバージョン（反転）テクトニクスを

想定し，新期の時代における西側隆起の逆断層運動が推定され

るとしている。須江断層は，重力異常の急変帯と概ね対応して

いることから，急変帯の伸びの方向より，この断層の走向はＮ

ＮＷ－ＳＳＥ方向をなすと考えられるとしている。 

産業技術総合研究所（2004）(56)によれば，Kato et al.

（2004，2006）等とほぼ同様に，旭山撓曲に対応する２本の断
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層と，須江丘陵東縁の南方延長地下に伏在する須江断層を示し

ている（第 3.2.2－48 図）。また，各反射面に対応する地質の検

討を行った上で，インバージョンの開始時期，須江断層の活動

開始時期等について論じている。 

 

 

 

 

 

(b) 空中写真判読結果 

旭山丘陵及び周辺地域の丘陵において，空中写真から判読し

た地形面区分とリニアメントを第 3.2.2－49 図に示す。 

旭山丘陵及び周辺地域の丘陵には，Ｈ１面，Ｈ２面，Ｈ３面，

Ｍ１面，Ｍ２面，Ｌ１面,Ｌ３面及びＬ４面の段丘面並びに fⅢ面，f

Ⅳ面及び fⅤ面の扇状地・土石流平坦面が認められ，いずれも主

に丘陵裾部に小規模に散在している。丘陵に囲まれた平野に

は，浜堤Ⅰ～浜堤Ⅴが列をなし，その中に部分的に段丘面Ｌ４

面が分布している。 

リニアメントは，「［新編］日本の活断層」（1991）が記載する

旭山撓曲の位置にほぼ対応して，石巻市旧河南町箱清水付近か

ら東松島市旧矢本町上前柳南方の丘陵東縁沿いに至る約 12 ㎞の

区間にわたって，ＬＣ～ＬＤランクのリニアメントが断続して判

層と，須江丘陵東縁の南方延長地下に伏在する須江断層を示し

ている（第 3.2－50 図）。また，各反射面に対応する地質の検討

を行った上で，インバージョンの開始時期，須江断層の活動開

始時期等について論じている。 

Okuma and Kanaya（2005）（57）は，２次元断面における磁気構

造モデル計算のケーススタディとして石巻東方の曽波
そ ば

之神
の か み

深成

岩体について考察しており，この中で旭山撓曲及び須江断層に

相当する石巻湾断層を含む地下構造モデルを示している（第

3.2－51 図）。 

(b) 空中写真判読結果 

旭山丘陵及び周辺地域の丘陵において，空中写真から判読し

た地形面区分とリニアメントを第 3.2－52 図に示す。 

旭山丘陵及び周辺地域の丘陵には，Ｈ１面，Ｈ２面，Ｈ３面，

Ｍ１面，Ｍ２面，Ｌ１面,Ｌ３面及びＬ４面の段丘面並びに fⅢ面，f

Ⅳ面及び fⅤ面の扇状地・土石流平坦面が認められ，いずれも主

に丘陵裾部に小規模に散在している。丘陵に囲まれた平野に

は，浜堤Ⅰ～浜堤Ⅴが列をなし，その中に部分的に段丘面Ｌ４

面が分布している。 

リニアメントは，「［新編］日本の活断層」（1991）が記載する

旭山撓曲の位置にほぼ対応して，石巻市北村箱清水付近から東

松島市小松上前柳南方の丘陵東縁沿いに至る約 12 ㎞の区間にわ

たって，ＬＣ～ＬＤランクのリニアメントが断続して判読され
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読される。一方，文献により須江断層が指摘されている付近に

は，沖積面が広く分布し，リニアメントは判読されないが，須

江丘陵の頂部に認められる比較的平坦な地形は緩やかに西傾斜

を示しており，末端部付近において一部で西側への地形の撓み

が認められる。 

判読されたリニアメントは，旭山北東麓付近の石巻市旧河南

町箱清水北方から東松島市旧矢本町別当に至る約 8.4 ㎞区間で

は，走向がほぼＮ－Ｓ方向で，小起伏を示す丘陵内に認められ

る，東側低下の急崖，直線状の谷，鞍部の連続からなる。 

石巻市旧河南町箱清水の東側においては，扇状地面 fⅣ面に比

高 5ｍ前後の東側低下が認められ，青木川以北では，丘陵内の

崖の比高が 50～80ｍと大きい区間が認められたことから，これ

らの区間をＬＣランクとした。また，旭山東麓以北の一部で，

崖基部が凹凸する区間をＬＤランクとした。 

青木川から南方の東松島市旧矢本町上前柳付近に至る区間で

は，丘陵内の崖の比高が 10～20ｍと小さくなり，崖面も凹凸し

直線状の谷，鞍部等も不明瞭であることから，ＬＤランクとし

た。 

東松島市旧矢本町の上前柳付近から南方の別当に至る区間で

は，西側の丘陵と東側の沖積面分布域との地形境界をなす急崖

からなる。崖のトレースは，一部で沖積面が丘陵内に入り込ん

でおり，侵食崖となっているものの，その他の区間では，比較

る。一方，文献により須江断層が指摘されている付近には，沖

積面が広く分布し，リニアメントは判読されないが，須江丘陵

の頂部に認められる比較的平坦な地形は緩やかに西傾斜を示し

ており，末端部付近において一部で西側への地形の撓みが認め

られる。 

判読されたリニアメントは，旭山北東麓付近の石巻市北村箱

清水北方から東松島市牛網別当に至る約 8.4 ㎞区間では，走向

がほぼＮ－Ｓ方向で，小起伏を示す丘陵内に認められる，東側

低下の急崖，直線状の谷，鞍部の連続からなる。 

石巻市北村箱清水の東側においては，扇状地面 fⅣ面に比高５

m前後の東側低下が認められ，青木川以北では，丘陵内の崖の

比高が 50～80m と大きい区間が認められたことから，これらの

区間をＬＣランクとした。また，旭山東麓以北の一部で，崖基

部が凹凸する区間をＬＤランクとした。 

青木川から南方の東松島市小松上前柳付近に至る区間では，

丘陵内の崖の比高が 10～20m と小さくなり，崖面も凹凸し直線

状の谷，鞍部等も不明瞭であることから，ＬＤランクとした。 

 

東松島市小松上前柳付近から南方の別当に至る区間では，西

側の丘陵と東側の沖積面分布域との地形境界をなす急崖からな

る。崖のトレースは，一部で沖積面が丘陵内に入り込んでお

り，侵食崖となっているものの，その他の区間では，比較的直
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的直線状に続くことから，ＬＤランクとした。 

(c) 地表地質調査結果 

旭山丘陵及び周辺地域の地質平面図を第 3.2.2－50 図に，地

質断面図を第 3.2.2－51 図に，地質構造図を第 3.2.2－52 図に

示す。 

旭山丘陵を構成する主な地層は，新第三系中新統の火砕岩，

シルト岩，砂岩及び凝灰岩，鮮新統のやや軟質なシルト岩，砂

岩及び凝灰岩並びに第四系の段丘堆積物及び崖錐堆積物であ

る。 

中新統は，主に旭山丘陵の西側に分布し，鮮新統は中新統を

不整合に覆って，主に丘陵の東側に分布している。さらに，第

四系が中新統及び鮮新統を不整合に覆っているが，丘陵地にお

ける分布はわずかである。 

一方，須江丘陵を構成する主な地層は，新第三系中新統の礫

岩，砂岩，鮮新統のやや軟質なシルト岩，砂岩及び凝灰岩並び

に第四系の段丘堆積物及び崖錐堆積物である。 

中新統は，須江丘陵のほぼ全域に分布し，鮮新統は中新統を

不整合に覆って，主に丘陵の中～南部に分布している。第四系

は，旭山丘陵と同様，丘陵地における分布はわずかである。 

旭山丘陵における中新統及び鮮新統の地質構造は，ほぼ南北

に延びる軸をもつ緩やかな褶曲構造によって特徴づけられる。

丘陵内部には大塩背斜が連続し，丘陵東側の沖積低地部には広

線状に続くことから，ＬＤランクとした。 

(c) 地表地質調査結果 

旭山丘陵及び周辺地域の地質平面図を第 3.2－53 図に，地質

断面図を第 3.2－54 図に，地質構造図を第 3.2－55 図に示す。 

 

旭山丘陵を構成する主な地層は，新第三系中新統の火砕岩，

シルト岩，砂岩及び凝灰岩，鮮新統のやや軟質なシルト岩，砂

岩及び凝灰岩並びに第四系の段丘堆積物及び崖錐堆積物であ

る。 

中新統は，主に旭山丘陵の西側に分布し，鮮新統は中新統を

不整合に覆って，主に丘陵の東側に分布している。さらに，第

四系が中新統及び鮮新統を不整合に覆っているが，丘陵地にお

ける分布はわずかである。 

一方，須江丘陵を構成する主な地層は，新第三系中新統の礫

岩，砂岩，鮮新統のやや軟質なシルト岩，砂岩及び凝灰岩並び

に第四系の段丘堆積物及び崖錐堆積物である。 

中新統は，須江丘陵のほぼ全域に分布し，鮮新統は中新統を

不整合に覆って，主に丘陵の中～南部に分布している。第四系

は，旭山丘陵と同様，丘陵地における分布はわずかである。 

旭山丘陵における中新統及び鮮新統の地質構造は，ほぼ南北

に延びる軸をもつ緩やかな褶曲構造によって特徴づけられる。

丘陵内部には大塩背斜が連続し，丘陵東側の沖積低地部には広
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渕向斜が推定される。 

一方，須江丘陵における中新統及び鮮新統の地質構造は，走

向がほぼＮＮＷ－ＳＳＥ～Ｎ－Ｓ方向で，西に傾斜する同斜構

造で特徴づけられ，前述の広渕向斜の東翼を構成している。ま

た，須江丘陵北西の和渕山丘陵における中新統及び鮮新統の地

質構造は，走向がほぼＮＷ－ＳＥ方向で，南西に傾斜する同斜

構造で広渕向斜の北縁を構成している。 

旭山丘陵中央部の中新統三ツ谷層分布域と鮮新統亀岡層，竜

の口層あるいは表沢層分布域の境界付近では，地層は東側に概

ね 15～40°程度の傾斜を呈し，一部で 90°ないし逆転構造を示

すのに対し，その両側では 10°以下の東傾斜と穏やかとなって

いる。地層の傾斜が 15°以上の急傾斜部の幅は概ね 300ｍ以下

であり，北側へ向かうに従って幅は小さくなる。旭山撓曲はこ

の急傾斜部付近に位置している。 

旭山撓曲の付近には，撓曲の形成に伴って生じたと考えられ

る断層が確認される。旭山の東麓及び高寺付近では，旭山撓曲

の位置に，鮮新統を変位させている連続性の乏しい逆断層が認

められる（第 3.2.2－53 図～55 図）。 

旭山撓曲の東側に分布する表沢層より上位の鮮新統俵庭層

は，極めて緩やかな東傾斜ないしほぼ水平に堆積しており，旭

山撓曲の変形の影響をほとんど受けていないと考えられる。 

旭山撓曲北部の箱清水付近では，中新統との境界付近で東側

淵向斜が推定される。 

一方，須江丘陵における中新統及び鮮新統の地質構造は，走

向がほぼＮＮＷ－ＳＳＥ～Ｎ－Ｓ方向で，西に傾斜する同斜構

造で特徴づけられ，前述の広淵向斜の東翼を構成している。ま

た，須江丘陵北西の和渕山丘陵における中新統及び鮮新統の地

質構造は，走向がほぼＮＷ－ＳＥ方向で，南西に傾斜する同斜

構造で広淵向斜の北縁を構成している。 

旭山丘陵中央部の中新統三ツ谷層分布域と鮮新統亀岡層，竜

の口層あるいは表沢層分布域の境界付近では，地層は東側に概

ね 15～40°程度の傾斜を呈し，一部で 90°ないし逆転構造を示

すのに対し，その両側では 10°以下の東傾斜と穏やかになって

いる。地層の傾斜が 15°以上の急傾斜部の幅は概ね 300m 以下

であり，北側へ向かうに従って幅は小さくなる。旭山撓曲はこ

の急傾斜部付近に位置している。 

旭山撓曲の付近には，撓曲の形成に伴って生じたと考えられ

る断層が確認される。旭山の東麓及び高寺付近では，旭山撓曲

の位置に，鮮新統を変位させている連続性の乏しい逆断層が認

められる（第 3.2－56 図～58 図）。 

旭山撓曲の東側に分布する表沢層より上位の鮮新統俵庭層

は，極めて緩やかな東傾斜ないしほぼ水平に堆積しており，旭

山撓曲の変形の影響をほとんど受けていないと考えられる。 

旭山撓曲北部の箱清水付近では，中新統との境界付近で東側
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に 20～40°傾斜した鮮新統表沢層が分布しており，本撓曲は旭

山東麓に沿ってこの付近までほぼＮ－Ｓ方向に連続していると

考えられる。また，この付近では，ほぼ水平な砂礫層からなる

中位段丘堆積物が，旭山撓曲により変形を受けている鮮新統表

沢層を不整合に覆って分布する（第 3.2.2－56 図及び第 3.2.2

－57 図）。 

旭山撓曲は，南部においては南方ほど傾斜が緩くなり，幅が

広くなる傾向が認められる。旭山撓曲の南方延長にあたる上前

柳南方約 500ｍの沖積平野下では，中新統と鮮新統がともに東

側に非常に緩く傾斜しており，撓曲構造は認められない（第

3.2.2－58 図及び第 3.2.2－59 図）。なお，この付近に分布する

第四系基底の平坦面は埋没段丘面と考えられるが，この面には

段差が認められず，平坦である。 

判読されたリニアメントは，中新統と鮮新統又は中新統と崖

錐堆積物との地層境界あるいは鮮新統内の地質境界にほぼ一致

しており，旭山撓曲の位置に対応している。 

一方，東松島市旧矢本町前里北方付近には，旭山撓曲を分布

形態の上で右横ずれに変位あるいは変形させているＮＥ－ＳＷ

走向の断層が雁行状に複数認められる。旭山撓曲の西側を並走

する大塩背斜は，主部ではＮ－Ｓ走向であるが，この付近から

走向をＮＮＥ－ＳＳＷ方向に転じている。また，この付近の南

方に当たる上前柳南方の平野部においては，前述のとおり撓曲

に 20～40°傾斜した鮮新統表沢層が分布しており，本撓曲は旭

山東麓に沿ってこの付近までほぼＮ－Ｓ方向に連続していると

考えられる。また，この付近では，ほぼ水平な砂礫層からなる

中位段丘堆積物が，旭山撓曲により変形を受けている鮮新統表

沢層を不整合に覆って分布する（第 3.2－59 図及び第 3.2－60

図）。 

旭山撓曲は，南部においては南方ほど傾斜が緩くなり，幅が

広くなる傾向が認められる。旭山撓曲の南方延長にあたる上前

柳南方約 500m の沖積平野下では，中新統と鮮新統がともに東側

に非常に緩く傾斜しており，撓曲構造は認められない（第 3.2

－61 図及び第 3.2－62 図）。なお，この付近に分布する第四系

基底の平坦面は埋没段丘面と考えられるが，この面には段差が

認められず，平坦である。 

判読されたリニアメントは，中新統と鮮新統又は中新統と崖

錐堆積物との地層境界あるいは鮮新統内の地質境界にほぼ一致

しており，旭山撓曲の位置に対応している。 

一方，東松島市小松前里北方付近には，旭山撓曲を分布形態

の上で右横ずれに変位あるいは変形させているＮＥ－ＳＷ走向

の断層が雁行状に複数認められる。旭山撓曲の西側を並走する

大塩背斜は，主部ではＮ－Ｓ走向であるが，この付近から走向

をＮＮＥ－ＳＳＷ方向に転じている。また，この付近の南方に

当たる上前柳南方の平野部においては，前述のとおり撓曲構造
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構造がほどけて解消していく傾向が推定される。さらに石巻湾

付近では，重力異常の急変部がＥＮＥ－ＷＳＷ方向に変化して

おり，南東側に基盤の高まりが想定される。 

(d) 地下地質構造調査結果 

旭山丘陵及び周辺地域の地下地質構造を解明するため，地下

地質構造調査として，反射法地震探査及びボーリング調査を実

施した。反射法地震探査は，地下浅部を対象としたＡ－１測線

及びＡ－２測線並びに地下深部を対象としたＡ－ｂ測線におい

て実施した。なお，Ａ－１測線はＡ－ｂ測線の中西部に一致し

ている。また，ボーリング調査は，主として反射法地震探査で

得られた地下構造に対応した地質層序を確認するため，Ａ－１

測線・Ａ－ｂ測線沿いにおいて２箇所，Ａ－２測線沿いにおい

て１箇所で実施した。 

一方，既往の地下構造調査結果として，前述の Kato et al.

（2004,2006），産業技術総合研究所（2004）の結果を合わせて

検討するとともに，石油資源開発による反射法地震探査の結

果，既往の温泉ボーリングデータ等も合わせて検討を実施し

た。 

ａ) Ａ－ｂ測線及びＡ－１測線沿いの地質構造 

Ａ－ｂ測線及びＡ－１測線の反射断面及び地質解析断面図を

第 3.2.2－60 図及び第 3.2.2－61 図に示す。 

Ａ－ｂ測線は，石巻湾海岸線沿いの野蒜
の び る

から鳴瀬川河口，石

がほどけて解消していく傾向が推定される。さらに石巻湾付近

では，重力異常の急変部がＥＮＥ－ＷＳＷ方向に変化してお

り，南東側に基盤の高まりが想定される。 

(d) 地下地質構造調査結果 

旭山丘陵及び周辺地域の地下地質構造を解明するため，地下

地質構造調査として，反射法地震探査及びボーリング調査を実

施した。反射法地震探査は，地下浅部を対象としたＡ－１測線

及びＡ－２測線並びに地下深部を対象としたＡ－ｂ測線におい

て実施した。なお，Ａ－１測線はＡ－ｂ測線の中西部に一致し

ている。また，ボーリング調査は，主として反射法地震探査で

得られた地下構造に対応した地質層序を確認するため，Ａ－１

測線・Ａ－ｂ測線沿いにおいて２箇所，Ａ－２測線沿いにおい

て１箇所で実施した。 

一方，既往の地下構造調査結果として，前述の Kato et al.

（2004,2006），産業技術総合研究所（2004）の結果を合わせて

検討するとともに，石油資源開発（株）による反射法地震探査

の結果，既往の温泉ボーリングデータ等も合わせて検討を実施

した。 

ⅰ．Ａ－ｂ測線及びＡ－１測線沿いの地質構造 

Ａ－ｂ測線及びＡ－１測線の反射断面及び地質解析断面図を

第 3.2－63 図及び第 3.2－64 図に示す。 

Ａ－ｂ測線は，石巻湾海岸線沿いの野蒜
の び る

から鳴瀬川河口，石
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巻新港を経て旧北上川河口東方に至る間に展開している。Ａ－

１測線は，鳴瀬川河口から東松島市海浜緑地公園内の区間にお

いて，Ａ－ｂ測線の一部に一致して展開している。また，Ａ－

１測線は，産業技術総合研究所の Line‐2 に概ね一致してい

る。 

Ａ－ｂ測線・Ａ－１測線沿いの２箇所において，ボーリング

調査Ａ－１－１孔（深度 100ｍ），Ａ－１－２孔（深度 400ｍ）

を実施したほか，既往の温泉ボーリングデータを参考とし，検

討を行った。 

Ａ－ｂ測線については，主要な反射面が４面認められ，ボー

リングデータ及び速度解析結果との対比から，上位より志田層

群上面，松島湾層群上面，追戸層上面，先第三系上面に対応す

ると考えられる。Ｐ波速度について，鮮新統は 1.9～2.1km/s，

志田層群は 2.1～3.2km/s，松島湾層群は 3.2km/s，追戸層は

3.2～4.3km/s，先第三系は 5.3km/s 程度である。 

Ａ－ｂ測線においては，測線西部の CDP2100 付近において新

第三系中新統に背斜構造の東翼をなす最大傾斜 50°程度の撓曲

構造が認められた。この構造は，山口ほか（2004）（47）の産業技

術総合研究所 Line－２の反射断面においても認められている。

撓曲構造の深部では西傾斜の逆断層が推定され，先第三系から

中新統まで変位又は変形している。鮮新統は，下部においては

中新統の撓曲構造の変形の影響が及んでいる可能性があるが，

巻新港を経て旧北上川河口東方に至る区間に展開している。Ａ

－１測線は，鳴瀬川河口から東松島市海浜緑地公園内の区間に

おいて，Ａ－ｂ測線の一部に一致して展開している。また，Ａ

－１測線は，産業技術総合研究所の Line－２に概ね一致してい

る。 

Ａ－ｂ測線・Ａ－１測線沿いの２箇所において，ボーリング

調査Ａ－１－１孔（深度 100m），Ａ－１－２孔（深度 400m）を

実施したほか，既往の温泉ボーリングデータを参考とし，検討

を行った。 

Ａ－ｂ測線については，主要な反射面が４面認められ，ボー

リングデータ及び速度解析結果との対比から，上位より志田層

群上面，松島湾層群上面，追戸層上面，先第三系上面に対応す

ると考えられる。Ｐ波速度について，鮮新統は 1.9～2.1km/s，

志田層群は 2.1～3.2km/s，松島湾層群は 3.2km/s，追戸層は

3.2～4.3km/s，先第三系は 5.3km/s 程度である。 

Ａ－ｂ測線においては，測線西部のＣＤＰ2100 付近において

新第三系中新統に背斜構造の東翼をなす最大傾斜 50°程度の撓

曲構造が認められた。この構造は，山口ほか（2004）（58）の産業

技術総合研究所 Line－２の反射断面においても認められてい

る。撓曲構造の深部では西傾斜の逆断層が推定され，先第三系

から中新統まで変位又は変形している。鮮新統は，下部におい

ては中新統の撓曲構造の変形の影響が及んでいる可能性がある
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上部では中新統にほぼ水平にアバットして堆積している。ま

た，Ａ－１測線においては，これらの中新統及び鮮新統を第四

系が不整合にほぼ水平に覆っている。 

また，重力異常急変帯の分布等から須江断層の南方延長に相

当する構造が対応していると想定される，Ａ－ｂ測線の石巻新

港付近の CDP700 付近においては，基盤をなす先第三系が浅部ま

で分布しており，断層は認められない。 

ｂ) Ａ－２測線沿いの地質構造 

Ａ－２測線の位置は，産業技術総合研究所(2004)の Line－３

に相当する。Line－３は旭山撓曲の想定延長付近に位置する

が，ボーリングデータを参考に検討した結果，撓曲構造の延長

に相当すると考えられる位置の地下深部には，中新統にややキ

ンク状の変形が認められるが，浅部においては極めて緩やかな

東傾斜となっており，この構造は不明瞭となっている(第 3.2.2

－62 図)。 

Ａ－２測線の反射断面及びボーリング柱状図・地質解析断面

図を第 3.2.2－63 図に示す。Ａ－２測線のＳ波反射断面の地質

解析結果によれば，新第三系の上限面は深度 15ｍ前後から 20ｍ

であり，小さな凹凸がみられるものの，全体としてはほぼ平坦

であり，第四系が不整合に埋積している。新第三系の上限面及

び第四系には，撓曲あるいは断層を示唆するような系統的な変

位や変形は認められない。 

が，上部では中新統にほぼ水平にアバットして堆積している。

また，Ａ－１測線においては，これらの中新統及び鮮新統を第

四系が不整合にほぼ水平に覆っている。 

また，重力異常急変帯の分布等から須江断層の南方延長に相

当する構造が延長していると想定される，Ａ－ｂ測線の石巻新

港付近のＣＤＰ700 前後においては，基盤をなす先第三系が浅

部まで分布しており，断層は認められない。 

ⅱ．Ａ－２測線沿いの地質構造 

Ａ－２測線の位置は，産業技術総合研究所(2004)の Line－３

に相当する。Line－３は旭山撓曲の想定延長付近に位置する

が，ボーリングデータを参考に検討した結果，撓曲構造の延長

に相当すると考えられる位置の地下深部には，中新統にややキ

ンク状の変形が認められるが，浅部においては極めて緩やかな

東傾斜となっており，この構造は不明瞭となっている(第 3.2－

65 図)。 

Ａ－２測線の反射断面及びボーリング柱状図・地質解析断面

図を第 3.2－66 図に示す。Ａ－２測線のＳ波反射断面の地質解

析結果によれば，新第三系の上限面は深度 15m 前後から 20m で

あり，小さな凹凸がみられるものの，全体としてはほぼ平坦で

あり，第四系が不整合に埋積している。新第三系の上限面及び

第四系には，撓曲あるいは断層を示唆するような系統的な変位

や変形は認められない。 
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ｃ) 石油資源開発㈱Line－87－A 測線及び Line－87－７測線沿い

の地質構造 

旭山丘陵部の Line－87－A 測線反射断面の再解析結果によれ

ば，Kato et al.（2004，2006），産業技術総合研究所(2004)等

と同様に，丘陵軸部に大塩背斜が認められ，地表で旭山撓曲が

確認された位置付近においては，背斜東翼部の概ね 300ｍ以深

に断層が認められ，浅部においては撓曲構造をなしている(第

3.2.2－64 図）。 

一方，Ａ－２測線の北側に至る，石油資源開発㈱の Line－87

－７測線反射断面の再解析結果によれば，丘陵軸部付近に大塩

背斜が認められるものの，その東翼部の旭山撓曲延長位置付近

には，少なくとも断層あるいは撓曲構造は認められない。 

以上の地下地質構造調査結果から，旭山撓曲は，地表で撓曲

構造が確認される旭山付近から東松島市旧矢本町上前柳付近ま

で，断層及び撓曲構造が認められるが，それより南方の Line－

３付近では撓曲構造はほぼ消滅していると考えられる。 

一方，須江断層は，Kato et al.（2004，2006）によれば，上

部中新統及び第四系まで影響を与えている反射法地震探査結果

に対する解釈断面が示されており，須江丘陵の東縁沿いに伏在

しているとされ，重力異常急変帯との位置的整合性から，先第

三系の分布が急激に西側に深度を増すゾーンに沿って石巻新港

付近に延長すると考えられるが，Ａ－ｂ測線断面に断層が認め

ⅲ．石油資源開発（株）Line－87－Ａ測線及び Line－87－７測線

沿いの地質構造 

旭山丘陵部の Line－87－Ａ測線反射断面の再解析結果によれ

ば，Kato et al.（2004，2006），産業技術総合研究所(2004)等

と同様に，丘陵軸部に大塩背斜が認められ，地表で旭山撓曲が

確認された位置付近においては，背斜東翼部の概ね 300m 以深に

断層が認められ，浅部においては撓曲構造をなしている(第 3.2

－67 図）。 

一方，Ａ－２測線の北側に至る，石油資源開発（株）の Line

－87－７測線反射断面の再解析結果によれば，丘陵軸部付近に

大塩背斜が認められるものの，その東翼部の旭山撓曲延長位置

付近には，少なくとも断層あるいは撓曲構造は認められない。 

以上の地下地質構造調査結果から，旭山撓曲は，地表で撓曲

構造が確認される旭山付近から東松島市小松上前柳付近まで，

断層及び撓曲構造が認められるが，それより南方の Line－３付

近では撓曲構造はほぼ消滅していると考えられる。 

一方，須江断層は，Kato et al.（2004，2006）によれば，上

部中新統及び第四系まで影響を与えている反射法地震探査結果

に対する解釈断面が示されており，須江丘陵の東縁沿いに伏在

しているとされ，重力異常急変帯との位置的整合性から，先第

三系の分布が急激に西側に深度を増すゾーンに沿って石巻新港

付近に延長すると考えられるが，Ａ－ｂ測線断面に断層が認め
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られないことから，少なくとも，海岸付近までは延長していな

いと判断される。 

(e) 2003 年宮城県中部の地震の震源断層と地質構造の関連性 

海野ほか（2004），Hikima and Koketsu（2004）等から想定さ

れる 2003 年宮城県中部の地震に関連する３方向の震源断層モデ

ルのうち，本震に対応するＮ－Ｓ走向，西傾斜をなす断層面

は，Kato et al.（2004，2006），産業技術総合研究所（2004）

等が示すように，地表地質調査結果及び地下構造調査結果から

想定される旭山撓曲・須江断層と調和的な位置関係にある。 

一方，震源域南側のＮＥ－ＳＷ走向，北西傾斜をなす前震の

震源断層面に対応するような断層あるいは撓曲構造は，地表付

近では確認されていない。 

しかしながら，前述のとおり地表地質調査等の結果，旭山撓

曲の南部では旭山撓曲を変位あるいは変形させているＮＥ－Ｓ

Ｗ走向の右横ずれ断層が複数認められ，並走する大塩背斜がこ

の付近で走向をＮ－Ｓ方向からＮＮＥ－ＳＳＷ方向に転じてお

り，また，南方の平野部では撓曲構造がほどけて解消していく

傾向が認められる。さらに石巻湾付近では，重力異常の急変部

がＥＮＥ－ＷＳＷ方向に変化しており，南東側に基盤の高まり

が想定される。 

以上の地質構造の変化は，震源域南側のＮＥ－ＳＷ走向，北

西傾斜をなす前震の震源断層が，北西側の上盤が上昇する逆断

られないことから，少なくとも，海岸付近までは延長していな

いと判断される。 

(e) 2003 年宮城県中部の地震の震源断層と地質構造の関連性 

海野ほか（2004），Hikima and Koketsu（2004）等から想定さ

れる 2003 年宮城県中部の地震に関連する３方向の震源断層モデ

ルのうち，本震に対応するＮ－Ｓ走向，西傾斜をなす断層面

は，Kato et al.（2004，2006），産業技術総合研究所（2004）

等が示すように，地表地質調査結果及び地下構造調査結果から

想定される旭山撓曲・須江断層と調和的な位置関係にある。 

一方，震源域南側のＮＥ－ＳＷ走向，北西傾斜をなす前震の

震源断層面に対応するような断層あるいは撓曲構造は，地表付

近では確認されていない。 

しかしながら，前述のとおり地表地質調査等の結果，旭山撓

曲の南部では旭山撓曲を変位あるいは変形させているＮＥ－Ｓ

Ｗ走向の右横ずれ断層が複数認められ，並走する大塩背斜がこ

の付近で走向をＮ－Ｓ方向からＮＮＥ－ＳＳＷ方向に転じてい

る。また，南方の平野部では撓曲構造がほどけて解消していく

傾向が認められる。さらに石巻湾付近では，重力異常の急変部

がＥＮＥ－ＷＳＷ方向に変化しており，南東側に基盤の高まり

が想定される。 

以上の地質構造の変化は，震源域南側のＮＥ－ＳＷ走向，北

西傾斜をなす前震の震源断層が，北西側の上盤が上昇する逆断
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層として活動していたとすると調和的であり，この断層が累積

的に活動してきた可能性を示唆しているものと推測される。こ

の地震記録から想定され，地質構造上の特徴とも調和的な断層

を，「2003 年宮城県中部の地震南部セグメント断層」と称す

る。 

一方，旭山撓曲・須江断層及び 2003 年宮城県中部の地震南部

セグメント断層の北方には，ｂ．で述べた加護坊山－箟岳山断

層が存在し，さらにその北方には 1962 年宮城県北部地震

（Mj6.5）の震源域が分布する。また，武村（2005）は 1900 年

宮城県北部地震について加護坊山－箟岳山断層との関連性を示

唆している。調査結果に基づく加護坊山－箟岳山断層，旭山撓

曲・須江断層の位置並びに Hikima and Koketsu（2004）により

想定される 2003 年宮城県中部の地震の震源断層モデル及び佐藤

ほか（1989）(48)により想定される 1962 年宮城県北部地震の震

源断層モデルの位置の関係を第 3.2.2－65 図に示す。それぞれ

の断層の長さは概ね 15km 程度であり，またマグニチュード 6.5

前後～7程度の地震との対応関係が認められることから，各断

層の規模，最近の地震活動の規模等の特徴を示唆しているもの

と推測される。なお，これらの断層あるいは想定される震源断

層の位置及び走向については，周辺地域の丘陵地形の分布の位

置，形態及び長軸方向と調和的である。これらの構造は，北上

低地地域の主要構造である概ねＮ－Ｓ方向の断層と，それを斜

層として活動していたとすると調和的であり，この断層が累積

的に活動してきた可能性を示唆しているものと推測される。こ

の地震記録から想定され，地質構造上の特徴とも調和的な断層

を，「2003 年宮城県中部の地震南部セグメント断層」と称す

る。 

一方，旭山撓曲・須江断層及び 2003 年宮城県中部の地震南部

セグメント断層の北方には，「ｂ．加護坊山－箟岳山断層」で述

べた加護坊山－箟岳山断層が存在し，さらにその北方には 1962

年宮城県北部地震（Ｍｊ6.5）の震源域が分布する。また，武村

（2005）は 1900 年宮城県北部地震について加護坊山－箟岳山断

層との関連性を示唆している。調査結果に基づく加護坊山－箟

岳山断層，旭山撓曲・須江断層の位置並びに Hikima and 

Koketsu（2004）により想定される 2003 年宮城県中部の地震の

震源断層モデル及び佐藤ほか（1989）(59)により想定される 1962

年宮城県北部地震の震源断層モデルの位置の関係を第 3.2－68

図に示す。それぞれの断層の長さは概ね 15km 程度であり，また

Ｍ6.5 前後～Ｍ７程度の地震との対応関係が認められることか

ら，各断層の規模，最近の地震活動の規模等の特徴を示唆して

いるものと推測される。なお，これらの断層あるいは想定され

る震源断層の位置及び走向については，周辺地域の丘陵地形の

分布の位置，形態及び長軸方向と調和的である。これらの構造

は，北上低地地域の主要構造である概ねＮ－Ｓ方向の断層と，

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（表現の統一） 

 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

 

 

記載の適正化（文献番号の変更） 

記載の適正化（図表番号の変更） 

 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

 

 

 



令和元年 9月 27 日 

女川原子力発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更） 添付六の内「３．地盤」前後対比表（対平成 25 年 12 月申請）    東北電力株式会社 

添六(３．地盤) 74 / 239 

 

申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

めに横断する方向の断層の組合せとして理解することができ，

反転テクトニクスに伴い現在の圧縮応力場に対応する逆断層と

して活動しているものと考えられる。 

(f) 旭山撓曲及び須江断層の評価 

旭山撓曲は，石巻市旧河南町箱清水北方付近から東松島市旧

矢本町上前柳付近にわたって，中新統分布域と鮮新統分布域の

境界付近における，撓曲構造と深部の断層として認められ，少

なくとも中新統及び鮮新統に変位及び変形を与えている。旭山

撓曲北端部付近の石巻市旧河南町箱清水付近においては，撓曲

構造により東側に傾斜した鮮新統表沢層を中位段丘堆積物と考

えられる砂礫層が水平に覆っており，後期更新世以降の活動を

示す明確な現象は認められない。 

須江断層は，文献が指摘している位置付近の沖積面には空中

写真判読でリニアメントが認められず，地表地質調査によって

も断層変位は現れていないが，反射法地震探査結果等から，第

四系に影響を与えている可能性があり，地表付近における断層

トレースとしては，Kato et al.(2004,2006)，産業技術総合研

究所(2004)等に基づく断層位置，重力異常の急変部の分布等か

ら，Ｎ－Ｓ～ＮＮＷ－ＳＳＥ方向で，須江丘陵の東縁付近から

石巻新港付近に至る区間に追跡されると推測される。 

一方，反射法地震探査結果及び 2003 年宮城県中部の地震の余

震分布から，須江断層の地下深部延長部は旭山撓曲の西方にま

それを斜めに横断する方向の断層の組合せとして理解すること

ができ，反転テクトニクスに伴い現在の圧縮応力場に対応する

逆断層として活動しているものと考えられる。 

(f) 旭山撓曲及び須江断層の評価 

旭山撓曲は，石巻市北村箱清水北方付近から東松島市小松上

前柳付近にわたって，中新統分布域と鮮新統分布域の境界付近

における，撓曲構造と深部の断層として認められ，少なくとも

中新統及び鮮新統に変位及び変形を与えている。旭山撓曲北端

部付近の石巻市北村箱清水付近においては，撓曲構造により東

側に傾斜した鮮新統表沢層を中位段丘堆積物と考えられる砂礫

層が水平に覆っており，後期更新世以降の活動を示す明確な現

象は認められない。 

須江断層は，文献が指摘している位置付近の沖積面には空中

写真判読でリニアメントが認められず，地表地質調査によって

も断層変位は現れていないが，反射法地震探査結果等から，第

四系に影響を与えている可能性があり，地表付近における断層

トレースとしては，Kato et al.(2004,2006)，産業技術総合研

究所(2004)等に基づく断層位置，重力異常の急変部の分布等か

ら，Ｎ－Ｓ～ＮＮＷ－ＳＳＥ方向で，須江丘陵の東縁付近から

石巻新港付近に至る区間に追跡されると推測される。 

一方，反射法地震探査結果及び 2003 年宮城県中部の地震の余

震分布から，須江断層の地下深部延長部は旭山撓曲の西方にま
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で達していると考えられ，旭山撓曲に対応する高角度の逆断層

の延長はこの位置と大きくずれないことから，地下深部におい

ては，両断層は同一のものと考えられ，大局的な地質構造の観

点から，大塩背斜，旭山撓曲，広淵向斜及び須江断層は，１つ

の断層関連褶曲と見なすことができる。 

以上のことから，地表では緩やかな褶曲構造として表現され

る地質構造の根源として，須江断層及び旭山撓曲を一連として

考えることとする。本断層の深部延長部について，須江断層が

2003 年宮城県中部の地震の震源断層に連続すると判断されるこ

と等から，後期更新世以降の活動性を考慮する。 

旭山撓曲及び須江断層の南限は，須江断層が重力異常の急変

部に沿って石巻新港付近まで延びると想定されるが，2003 年宮

城県中部の地震における本震に対応した，中央部の東西方向の

主圧力軸でＮ－Ｓ方向の走向を持つ西傾斜の面をなす余震分布

の南限とほぼ対応していることを踏まえ，Ａ－ｂ測線に明瞭な

断層が解析されないことから，その直前までとして評価する。

一方，断層の北限は，重力異常の急変部に沿って和渕丘陵の東

側付近まで延びると想定されるが，想定断層面が前述の余震分

布の北限を包含すること，重力異常の急変部がＮＷ－ＳＥ方向

に屈曲すること等から，和渕山丘陵北東付近までとして評価す

る。以上から，須江断層は長さ約 16km として評価する。 

 

で達していると考えられ，旭山撓曲に対応する高角度の逆断層

の延長はこの位置と大きくずれないことから，地下深部におい

ては，両断層は同一のものと考えられ，大局的な地質構造の観

点から，大塩背斜，旭山撓曲，広淵向斜及び須江断層は，１つ

の断層関連褶曲と見なすことができる。 

以上のことから，地表では緩やかな褶曲構造として表現され

る地質構造の根源として，須江断層及び旭山撓曲を一連として

考えることとする。本断層の深部延長部について，須江断層が

2003 年宮城県中部の地震の震源断層に連続すると判断されるこ

と等から，後期更新世以降の活動性を考慮する。 

旭山撓曲及び須江断層の南限は，須江断層が重力異常の急変

部に沿って石巻新港付近まで延びると想定されるが，2003 年宮

城県中部の地震における本震に対応した，中央部の東西方向の

主圧力軸でＮ－Ｓ方向の走向を持つ西傾斜の面をなす余震分布

の南限とほぼ対応していることを踏まえ，Ａ－ｂ測線に明瞭な

断層が解析されないことから，その直前までとして評価する。

一方，断層の北限は，重力異常の急変部に沿って和渕丘陵の東

側付近まで延びると想定されるが，想定断層面が前述の余震分

布の北限を包含すること，重力異常の急変部がＮＷ－ＳＥ方向

に屈曲すること等から，和渕山丘陵北東付近までとして評価す

る。以上から，旭山撓曲・須江断層を長さ約 16km の震源として

考慮する活断層として評価する。 
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また，断層の傾斜については，反射法地震探査結果によれば

50～60°西傾斜であり，2003 年宮城県中部の地震の余震分布の

面状クラスタは概ね 50°の西傾斜を示しており，本震のメカニ

ズム解からは概ね 45°の西傾斜と考えられることから，概ね 45

～60°西傾斜として評価する。 

一方，2003 年宮城県中部の地震記録から想定される 2003 年

宮城県中部の地震南部セグメント断層については，概ね石巻湾

の海岸線に沿って，ＮＥ－ＳＷ走向，北西傾斜をなす断層とし

て想定される。2003 年宮城県中部の地震における，震源域南側

の前震に対応していること，地表地質調査の結果，断層の活動

による影響と考えると調和的な地質現象がみられること等か

ら，後期更新世以降の活動性を考慮する。断層の長さについて

は，2003 年宮城県中部の地震の前震のメカニズム解，余震分布

等から，石巻新港付近から宮戸島沖付近までの約 12km として評

価する。傾斜については，2003 年宮城県中部の地震の余震分布

の面状クラスタは概ね 40°の北西傾斜を示しており，前震のメ

カニズム解からは 43°の北西傾斜と考えられることから，概ね

40～45°の北西傾斜として評価する。 

 

d. その他の活断層・リニアメント 

敷地を中心とする半径約 30km の範囲には，前項以外にも，

中・古生界が分布する北上山地南端部を中心に複数の箇所にリ

また，断層の傾斜については，反射法地震探査結果によれば

50～60°西傾斜であり，2003 年宮城県中部の地震の余震分布の

面状クラスタは概ね 50°の西傾斜を示しており，本震のメカニ

ズム解からは概ね 45°の西傾斜と考えられることから，概ね 45

～60°西傾斜として評価する。 

一方，2003 年宮城県中部の地震記録から想定される 2003 年

宮城県中部の地震南部セグメント断層については，概ね石巻湾

の海岸線に沿って，ＮＥ－ＳＷ走向，北西傾斜をなす断層とし

て想定される。2003 年宮城県中部の地震における，震源域南側

の前震に対応していること，地表地質調査の結果，断層の活動

による影響と考えると調和的な地質現象がみられること等か

ら，後期更新世以降の活動性を考慮し，震源として考慮する活

断層として評価する。断層の長さについては，2003 年宮城県中

部の地震の前震のメカニズム解，余震分布等から，石巻新港付

近から宮戸島沖付近までの約 12km として評価する。傾斜につい

ては，2003 年宮城県中部の地震の余震分布の面状クラスタは概

ね 40°の北西傾斜を示しており，前震のメカニズム解からは

43°の北西傾斜と考えられることから，概ね 40～45°の北西傾

斜として評価する。 

ｄ．その他の活断層・リニアメント 

敷地を中心とする半径約 30km の範囲には，前項以外にも，

中・古生界が分布する北上山地南端部を中心に複数の箇所にリ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（表現の統一） 
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ニアメントが判読された。これらのリニアメントのうち４条

は，「［新編］日本の活断層」（1991）に確実度Ⅲ（活断層の疑い

のあるリニアメント）と対応する位置付近に認められる。 

地表地質調査の結果によれば，これらの判読されたリニアメ

ントの付近には，いずれも同方向の断層が認められないか，一

部に中・古生界中の断層が認められるものの，これらの断層は

前述のとおり前期白亜紀中の大島造山運動によって形成された

断層であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニアメントが判読された。これらのリニアメントのうち４条

は，「［新編］日本の活断層」（1991）に確実度Ⅲ（活断層の疑い

のあるリニアメント）と対応する位置付近に認められる。 

地表地質調査の結果によれば，これらの判読されたリニアメ

ントのうち，寺浜～大指周辺のリニアメントについては，判読

されたＬＤランクのリニアメント沿い付近には，地質構造を規

制するような顕著な断層は認められない。一方，判読されたリ

ニアメント北端部付近の寺浜において，リニアメント近傍に断

層露頭が認められる。断層は層理面と平行であり，褶曲構造形

成時のフレキシュラル・スリップによる層面すべり断層と考え

られること等から，地質構造を規制するような断層ではないと

考えられる。また，断層は西上がりの逆断層センスを示すのに

対して，判読されたリニアメントは西側低下であることから，

リニアメントは断層が活動したことによって形成されたもので

はないと判断される。以上のことから，寺浜～大指周辺のリニ

アメントは震源として考慮する活断層には該当しないと判断さ

れる。 

保呂羽山北東～楯火峠西方周辺のリニアメントについては，

判読されたＬＤランクのリニアメント沿い付近の複数箇所にお

いて断層露頭が認められる。リニアメント北部付近の断層露頭

については，断層破砕部は軟質部を伴わず固結しており，露頭

間でも追跡できない連続性の乏しい小規模な断層であることか

 

 

 

 

記載の充実（「寺浜～大指周辺のリニアメント」についての記載

を充実） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の充実（「保呂羽山北東～楯火峠西方周辺のリニアメント」

についての記載を充実） 
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判読されたリニアメントは，主として地層境界を反映した岩

質の差に起因する侵食地形，岩盤中に発達する節理，へき開の

ら，地質構造を規制するような断層ではないと判断される。リ

ニアメント南部の２箇所で認められる断層露頭については，ほ

ぼ同一線上に位置し，いずれもＮＮＷ－ＳＳＥ走向 60～70°西

傾斜の断層であること，リニアメント南端部付近では三畳系伊

里前層とジュラ系中原層を境する断層であること等から，連続

性を有する地質構造を規制する断層と考えられる。リニアメン

ト南端部付近の露頭において断層は西傾斜の逆断層であるが，

断層破砕部から採取したブロック試料の分析の結果から，最新

面沿いの断層の変位センスは西側低下の正断層を示し，東側低

下を示すリニアメントとは異なることから，リニアメントは断

層が活動したことによって形成されたものではないと判断され

る。以上のことから，保呂羽山北東～楯火峠西方周辺のリニア

メントは震源として考慮する活断層には該当しないと判断され

る。 

これら以外のリニアメントについては，いずれも判読された

リニアメント直下付近の露頭において断層は認められないこと

等から，リニアメントに対応するような断層は存在しないと判

断される。 

以上のことから，その他のリニアメントについては，いずれ

も震源として考慮する活断層には該当しないと判断される。 

判読されたリニアメントは，主として地層境界を反映した岩

質の差に起因する侵食地形，岩盤中に発達する節理，へき開の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の充実（寺浜～大指周辺，保呂羽山北東～楯火峠西方周辺の

リニアメント以外のリニアメントについての記載を充実） 

 

 

記載の充実（「その他のリニアメント」についての評価に関する

説明を充実） 
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構造を反映した侵食地形，熱水変質による軟質化を反映した侵

食地形，一部で見られる断層破砕帯の脆弱部等を反映した侵食

地形，浜堤形成時の海食崖，扇状地面の末端に低崖が判読され

たもの等と考えられることから，変動地形ではないもの判断さ

れる。 

(3) 敷地を中心とする半径約 30km 以遠の断層 

「[新編] 日本の活断層」（1991），「活断層詳細デジタルマッ

プ｣（2002），「50 万分の１活構造図－秋田」（1983）等の文献調

査結果によると，第 3.2.2－66 図に示すように，敷地を中心と

する半径約 30km 以遠の陸域には，長町
ながまち

－利府
り ふ

構造線，双葉断

層，福島盆地西縁断層帯，山形盆地断層帯，北上低地西縁断層

帯，横手盆地東縁断層帯等が記載されている。地震調査研究推

進本部（2006）(49)によれば，長町－利府構造線に対応する長町

－利府線断層帯は長さ 21～40km，双葉断層は長さ 16～40km，福

島盆地西縁断層帯は長さ 57km，山形盆地断層帯は長さ 60km，北

上低地西縁断層帯は長さ 62km，横手盆地東縁断層帯は長さ 56km

として記載されている。 

 

 

 

 

 

構造を反映した侵食地形，熱水変質による軟質化を反映した侵

食地形，一部で見られる断層破砕帯の脆弱部等を反映した侵食

地形，浜堤形成時の海食崖，扇状地面の末端に低崖が判読され

たもの等と考えられることから，変動地形ではないもの判断さ

れる。 

(3) 敷地を中心とする半径約 30km 以遠の断層 

「[新編] 日本の活断層」（1991），「活断層詳細デジタルマッ

プ［新編］｣（2018），「50 万分の１活構造図－秋田」（1983）等

の文献調査結果によると，第 3.2－69 図に示すように，敷地を

中心とする半径約 30km 以遠の陸域には，長町
ながまち

－利府
り ふ

線，双葉断

層，福島盆地西縁断層帯，山形盆地断層帯，北上低地西縁断層

帯，横手盆地東縁断層帯等が記載されている。 

地震調査研究推進本部（2006）(60)によれば，長町－利府線に

対応する長町－利府線断層帯は長さ 21～40km，双葉断層は長さ

16～40km，福島盆地西縁断層帯は長さ 57km，山形盆地断層帯は

長さ 60km，北上低地西縁断層帯は長さ 62km，横手盆地東縁断層

帯は長さ 56km として記載されている。 

楮原ほか（2016）(61)によれば，長さ約 30km の活構造とし

て，北上低地西縁断層帯の南端部付近から東側に雁行状に分布

する一関－石越撓曲が示されている。「活断層詳細デジタルマッ

プ［新編］｣（2018）は，地震調査研究推進本部（2006）による

北上低地西縁断層帯から，楮原ほか（2016）の一関－石越撓曲

 

 

 

 

 

 

 

文献の更新 

記載の適正化（図表番号の変更） 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

記載の適正化（文献番号の変更，表現の統一） 

 

 

 

 

記載の充実（楮原ほか（2016），「活断層詳細デジタルマップ［新

編］｣（2018）による評価に関する説明を充実），文献の追加，文

献の更新 
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一方，主な歴史地震から想定される震源断層と地質構造との

関連性については，2003 年宮城県中部の地震のほかに，1962 年

宮城県北部地震，2008 年岩手・宮城内陸地震等から想定される

断層が余震震源分布域の地下深部に存在するものと考えられる

（第 3.2.2－66 図）。 

これらの断層以外にもいくつかの活断層が記載されている

が，長さと敷地からの距離を考慮すると，いずれもこれらの断

層による影響を下回るものと判断される。 

 

3.2.2.3 海域の調査結果 

敷地を中心とする半径 30km の範囲及びその周辺海域における

地形，地質及び地質構造は，文献調査，他機関により実施され

た音波探査記録の再解析，敷地周辺海域で実施した海上音波探

査，海上ボーリング，柱状採泥調査等の結果によると，以下の

とおりである。音波探査測線図を第 3.2.2－67 図に示す。 

 

 

を含めて，北上低地西縁断層帯として再定義し，長さ約 100km

としている。また，「活断層詳細デジタルマップ［新編］｣

（2018）は，双葉断層に対応する双葉断層帯は長さ約 110km，

福島盆地西縁断層帯に対応する白石―福島断層帯は長さ約 70km

としている。 

一方，主な歴史地震から想定される震源断層と地質構造との

関連性については，2003 年宮城県中部の地震のほかに，1962 年

宮城県北部地震，2008 年岩手・宮城内陸地震等から想定される

断層が余震震源分布域の地下深部に存在するものと考えられる

（第 3.2－69 図）。 

これらの断層以外にもいくつかの活断層が記載されている

が，長さと敷地からの距離を考慮すると，いずれもこれらの断

層による影響を下回るものと判断される。 

 

3.2.3 海域の調査結果 

敷地を中心とする半径 30km の範囲及びその周辺海域における

地形，地質及び地質構造は，文献調査，他機関により実施され

た海上音波探査記録の再解析，敷地周辺海域で実施した海上音

波探査，海上ボーリング，柱状採泥調査，海底地形面調査等の

結果によると，以下のとおりである。海上音波探査測線図を第

3.2－70 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（図表番号の変更） 

 

 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し） 

 

 

記載の適正化（表現の統一） 

記載の充実（追加調査実施に伴う記載の充実） 

記載の適正化（表現の統一，図表番号の変更） 
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3.2.2.3.1 敷地周辺海域の地形 

敷地周辺海域は，海域のほぼ中央部に位置する牡鹿半島の南

端部から概ね南方に延長した線を境として，その東側の太平洋

海域と，その西側の仙台湾海域とに分けられる。文献調査及び

音波探査結果によれば，敷地周辺海域の海底地形は，勾配の非

常に緩やかな大陸棚及びやや急な大陸斜面に区分される。敷地

周辺海域の海底地形図を第 3.2.2－68 図に示す。 

(1) 太平洋海域の海底地形 

太平洋海域は金華山をはじめとする多数の島しょを伴い，そ

の海岸線はリアス海岸となっている。海岸から沖合方向約 20km

までは，水深 150～180ｍ以浅の大陸棚となっているが，その幅

は南方に向かってやや狭くなっている。大陸斜面上部は大陸棚

の外縁に接し，沖合に向かって７/1,000 程度の勾配で傾斜して

いる。 

(2) 仙台湾海域の海底地形 

仙台湾海域は，松島湾付近で島しょを伴い変化に富む海岸線

を呈しているが，その他では単調な海岸線となっている。海岸

から沖合方向にかけては，3/1,000 程度の勾配を有する大陸棚

となっている。 

 

3.2.2.3.2 敷地周辺海域の地質層序 

敷地周辺海域の地質は，当社が実施した海上ボーリング調

3.2.3.1 敷地周辺海域の地形 

敷地周辺海域は，海域のほぼ中央部に位置する牡鹿半島の南

端部から概ね南方に延長した線を境として，その東側の太平洋

海域と，その西側の仙台湾海域とに分けられる。文献調査及び

海上音波探査結果によれば，敷地周辺海域の海底地形は，勾配

の非常に緩やかな大陸棚及びやや急な大陸斜面に区分される。

敷地周辺海域の海底地形図を第 3.2－71 図に示す。 

(1) 太平洋海域の海底地形 

太平洋海域は金華山をはじめとする多数の島しょを伴い，そ

の海岸線はリアス海岸となっている。海岸から沖合方向約 20km

までは，水深 150～180m 以浅の大陸棚となっているが，その幅

は南方に向かってやや狭くなっている。大陸斜面上部は大陸棚

の外縁に接し，沖合に向かって７/1,000 程度の勾配で傾斜して

いる。 

(2) 仙台湾海域の海底地形 

仙台湾海域は，松島湾付近で島しょを伴い変化に富む海岸線

を呈しているが，その他では単調な海岸線となっている。海岸

から沖合方向にかけては，3/1,000 程度の勾配を有する大陸棚

となっている。 

 

3.2.3.2 敷地周辺海域の地質層序 

敷地周辺海域の地質は，当社が実施した海上ボーリング調
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査，海上音波探査等並びに既往文献及び陸域の地質資料との対

応を考慮して，第 3.2.2－4 表及び第 3.2.2－5 表に示すよう

に，上位からＡ層，Ｂ層，Ｃ層，Ｄ層及びＥ層の５層に分類さ

れる。 

調査結果に基づく敷地周辺海域の海底地質図を第 3.2.2－69

図に，地質断面図を第 3.2.2－70 図，仙台湾海域の音波探査記

録を第 3.2.2－71 図,太平洋海域の音波探査記録を第 3.2.2－72

図に示す。 

敷地周辺海域の層序区分と地質調査所発行「海洋地質図（20

万分の１）」の「釜石沖海底地質図」（1983）の層序区分は，Ｂ

層とＡ２層，Ｃ層とＡ３層の地層厚がよく一致していること，Ｄ

層とＣ１層の層理の傾斜の程度が類似していること，Ｅ層とＢ

Ｏ層・ＢＴ層の上面の形態がほぼ一致することから，当社のＢ

層，Ｃ層，Ｄ層及びＥ層は，それぞれ「釜石沖海底地質図」

（1983）のＡ２層，Ａ３層，Ｃ１層及びＢＯ層・ＢＴ層と対応す

るものと考えられる。 

Ａ層は，海域の最上位に分布すること，海底面にはほぼ平行

に堆積していること，底質調査による産出微化石の分析結果，

Hattori（1967）(50)による貝化石の 14Ｃ年代等から，概ね完新統

と考えられる。 

Ｂ層は，島しょ周辺部及び網地島南方海域を除く海域に広く

分布している。また，水深約 150ｍ以浅では，大部分がＡ層に

査，海上音波探査等並びに既往文献及び陸域の地質資料との対

応を考慮して，第 3.2－4 表及び第 3.2－5 表に示すように，上

位からＡ層，Ｂ層，Ｃ層，Ｄ層及びＥ層の５層に分類される。 

 

調査結果に基づく敷地周辺海域の海底地質図を第 3.2－72 図

に，地質断面図を第 3.2－73 図，仙台湾海域の海上音波探査記

録を第 3.2－74 図,太平洋海域の海上音波探査記録を第 3.2－75

図，仙台湾海上ボーリング結果を第 3.2－76 図に示す。 

敷地周辺海域の層序区分と地質調査所発行「海洋地質図（20

万分の１）」の「釜石沖海底地質図」（1983）の層序区分は，Ｂ

層とＡ２層，Ｃ層とＡ３層の地層厚がよく一致していること，Ｄ

層とＣ１層の層理の傾斜の程度が類似していること，Ｅ層とＢ

Ｏ層・ＢＴ層の上面の形態がほぼ一致することから，当社のＢ

層，Ｃ層，Ｄ層及びＥ層は，それぞれ「釜石沖海底地質図」

（1983）のＡ２層，Ａ３層，Ｃ１層及びＢＯ層・ＢＴ層と対応す

るものと考えられる。 

Ａ層は，海域の最上位に分布すること，海底面にはほぼ平行

に堆積していること，底質調査による産出微化石の分析結果，

Hattori（1967）(62)による貝化石の 14Ｃ年代等から，概ね完新統

と考えられる。 

Ｂ層は，島しょ周辺部及び網地島南方海域を除く海域に広く

分布している。また，水深約 150ｍ以浅では，大部分がＡ層に
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覆われる。本層は，やや固結した堆積物からなり，層厚は厚い

ところでも 60ｍ程度で，下位層を不整合に覆って海底面にほぼ

平行に堆積している。また，仙台湾海域においては局所的に，

旧河川の流路と考えられる凹状の堆積構造，緩やかな斜層理が

発達している箇所が認められる。 

Ｂ層は，広範囲にわたって連続して認められる層内不整合を

境に，上部（以下，「Ｂ１層」という。）及び下部（以下，「Ｂ２

層」という。）に分けられる。このＢ１層とＢ２層には地質構造

的な差はなく，両層とも海底面にほぼ平行な層理面を有する。 

Ｂ層は，対比される「釜石沖海底地質図」（1983）のＡ２層が

第四系とされていること，上位層及び下位層との層序関係，底

質調査による産出微化石の分析結果，産出した貝化石の 14Ｃ年

代等から，概ね更新統と考えられる。 

仙台湾海域において実施した海上ボーリング及び底質調査の

結果によれば，海上音波探査記録のＢ層に対応してやや締まっ

たシルト～砂層が採取された。本層から産出した微化石の分析

結果によれば，NPD10 帯（更新世以降）の珪藻化石が得られて

いる。 

 

 

 

 

覆われる。本層は，やや固結した堆積物からなり，層厚は厚い

ところでも 60m 程度で，下位層を不整合に覆って海底面にほぼ

平行に堆積している。また，仙台湾海域においては局所的に，

旧河川の流路と考えられる凹状の堆積構造や，緩やかな斜層理

が発達している箇所が認められる。 

Ｂ層は，広範囲にわたって連続して認められる層内不整合を

境に，上部のＢ１層及び下部のＢ２層に分けられる。このＢ１層

とＢ２層には地質構造的な差はなく，両層とも海底面にほぼ平

行な層理面を有する。 

Ｂ層は，対比される「釜石沖海底地質図」（1983）のＡ２層が

第四系とされていること，上位層及び下位層との層序関係，底

質調査による産出微化石の分析結果，産出した貝化石の 14Ｃ年

代等から，概ね更新統と考えられる。 

仙台湾海域において実施した海上ボーリングの結果によれ

ば，海上音波探査記録のＢ層に対応して深度 5.17～36.40m にや

や締まったシルト～砂層が採取された(第 3.2－77 図)。ボーリ

ングコア試料を対象に実施した詳細火山灰分析の結果(第 3.2－

77 図及び第 3.2－6 表)によれば，深度 10.9m から阿多－鳥浜火

山灰（約 24 万年前）及び鬼首－池月火山灰（約 24～27 万年

前），深度 15.9m から加久藤火山灰（約 33～34 万年前），深度

16.9m からＴＥ－５火山灰（約 35 万年前）並びに深度 30.8m か

ら Hap－2 火山灰（約 2.3Ma）と考えられる火山灰が検出され
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Ｃ層は，島しょ周辺部を除く海域の海底面下 10～70ｍ以深に

広く分布している。本層は，泥岩，砂岩及びそれらの互層から

なると推定され，下位層を不整合に覆う。本層上面は平坦で，

沖合方向に緩やかに傾斜しているが，沿岸部では，侵食による

谷状又は段丘状の起伏を伴うことがある。 

Ｃ層に対比される「釜石沖海底地質図」（1983）のＡ３層は，

産出される珪藻化石から鮮新統とされている。 

仙台湾海域において実施した海上ボーリング及び底質調査の

結果によれば，海上音波探査記録のＣ層に対応して採取された

砂質泥岩は，陸域の仙台付近に分布する鮮新統の仙台層群大年

寺層に酷似している。本層から産出した微化石の分析結果によ

れば，NPD８帯（後期鮮新世前期）の珪藻化石，CN12a 帯（概ね

後期鮮新世前期）の石灰質ナンノ化石が得られている。 

 

 

た。また，珪藻化石分析の結果(第 3.2－77 図及び第 3.2－7 表)

によれば，深度 33.8ｍの試料については，Neodeticula 

koizumii，N. seminae及び Thalassiosira convexaが産出する

ことから，ＮＰＤ９帯上部（約 2.2Ma 前後）と考えられる。一

方，海上ボーリングで確認したＢ層については，複数の測線の

海上音波探査記録により太平洋側海域に連続することを確認し

ている。 

Ｃ層は，島しょ周辺部を除く海域の海底面下 10～70m 以深に

広く分布している。本層は，泥岩，砂岩及びそれらの互層から

なると推定され，下位層を不整合に覆う。本層上面は平坦で，

沖合方向に緩やかに傾斜しているが，沿岸部では，侵食による

谷状又は段丘状の起伏を伴うことがある。 

Ｃ層に対比される「釜石沖海底地質図」（1983）のＡ３層は，

産出される珪藻化石から鮮新統とされている。 

仙台湾海域において実施した海上ボーリングの結果によれ

ば，海上音波探査記録のＣ層に対応して深度 36.40～78.75m に

シルト岩～砂岩及び凝灰岩が採取され(第 3.2－77 図)，仙台湾

南部海域のＣ層分布域において実施した底質調査の結果によれ

ば，砂質泥岩等が採取されたが，これらの試料は，陸域の仙台

付近に分布する鮮新統の仙台層群大年寺層に酷似している。ボ

ーリングコア試料を対象に実施した珪藻化石分析の結果(第 3.2

－77 図及び第 3.2－7 表)によれば，深度 53.15m 及び 56.55m の
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る記載を充実，図表の追加） 
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Ｄ層は，海岸から 10～15ｋｍ以遠では，下位層をとりまくよ

うに水深 300～400ｍ以深に分布するが，松島湾付近では水深

170ｍ程度の浅所まで分布する。本層は，泥岩，砂岩及びそれら

の互層からなると推定され，下位層を不整合に覆う。本層上面

は緩やかな起伏を伴い，全体として沖合方向に傾斜している。

層理は局地的に緩やかな褶曲構造を伴いながら，沖合方向に傾

斜している。 

Ｄ層は，緩やかな褶曲構造を呈している松島湾付近の中新統

との地質構造の類似性から，陸域の中新統にほぼ連続するもの

と考えられる。Ｄ層に対比される「釜石沖海底地質図」（1983）

のＣ１層は，産出する珪藻化石から中・下部中新統とされてい

る。 

Ｅ層は，Ａ層～Ｄ層に覆われ最下位に分布しているが，牡鹿

半島及び島しょ周辺では海底に露出している。本層上面は起伏

に富んだ形状を呈している。 

試料については，N. kamtschatica，N. koizumii及び

Stephanopyxis dimorphaが産出することから，後期鮮新世に対

応するＮＰＤ８帯上部の約 300 万年前頃とされているＤ85 層準

（Yanagisawa and Akiba (1998)(63)）付近に対応すると考えら

れる。また，底質試料を対象に実施した珪藻化石の分析結果等

についても，概ねＮＰＤ８帯上部付近の後期鮮新世に対応する

と判断される。 

Ｄ層は，海岸から 10～15km 以遠では，下位層をとりまくよう

に水深 300～400m 以深に分布するが，松島湾付近では水深 170m

程度の浅所まで分布する。本層は，泥岩，砂岩及びそれらの互

層からなると推定され，下位層を不整合に覆う。本層上面は緩

やかな起伏を伴い，全体として沖合方向に傾斜している。層理

は局地的に緩やかな褶曲構造を伴いながら，沖合方向に傾斜し

ている。 

Ｄ層は，緩やかな褶曲構造を呈している松島湾付近の中新統

との地質構造の類似性から，陸域の中新統にほぼ連続するもの

と考えられる。Ｄ層に対比される「釜石沖海底地質図」（1983）

のＣ１層は，産出する珪藻化石から中・下部中新統とされてい

る。 

Ｅ層は，Ａ層～Ｄ層に覆われ最下位に分布しているが，牡鹿

半島及び島しょ周辺では海底に露出している。本層上面は起伏

に富んだ形状を呈している。 
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Ｅ層は，音波探査記録では内部構造が明らかにならず，堅硬

な岩石から構成されるとみられることから，陸域及び島しょに

分布する中・古生界及び貫入岩に連続するものと考えられる。

Ｅ層に対比される「釜石沖海底地質図」（1983）の音響基盤（Ｂ

Ｏ層・ＢＴ層）については，音響基盤が海底に露出する点から

採取された岩片が，北上山地に広く分布する中・古生界の黒色

頁岩と酷似しているとされている。 

 

3.2.2.3.3 敷地周辺海域の地質構造 

(1) 概要 

敷地周辺海域の地質構造は，海底地形と同様に太平洋海域と

仙台湾海域に分けられる。 

太平洋海域では，Ｅ層の上面は起伏を伴いながら全体として

沖合方向に傾斜している。Ｄ層は緩やかな褶曲構造を呈してい

るが，その上位のＣ層，Ｂ層及びＡ層は海底面にほぼ平行に堆

積している。 

仙台湾海域では，Ｅ層はＮＷ－ＳＥ方向に延びる顕著な起伏

を示し，Ｄ層及び一部のＣ層は緩やかな褶曲構造を呈するが，

大部分のＣ層並びにその上位のＢ層及びＡ層は海底面にほぼ平

行に堆積している。 

(2) 敷地を中心とする半径約 30km 範囲の断層 

敷地周辺海域の断層一覧表を第 3.2.2－6 表に，断層等分布図

Ｅ層は，海上音波探査記録では内部構造が明らかにならず，

堅硬な岩石から構成されるとみられることから，陸域及び島し

ょに分布する中・古生界及び貫入岩に連続するものと考えられ

る。Ｅ層に対比される「釜石沖海底地質図」（1983）の音響基盤

（ＢＯ層・ＢＴ層）については，音響基盤が海底に露出する点

から採取された岩片が，北上山地に広く分布する中・古生界の

黒色頁岩と酷似しているとされている。 

 

3.2.3.3 敷地周辺海域の地質構造 

(1) 概要 

敷地周辺海域の地質構造は，海底地形と同様に太平洋海域と

仙台湾海域に分けられる。 

太平洋海域では，Ｅ層の上面は起伏を伴いながら全体として

沖合方向に傾斜している。Ｄ層は緩やかな褶曲構造を呈してい

るが，その上位のＣ層，Ｂ層及びＡ層は海底面にほぼ平行に堆

積している。 

仙台湾海域では，Ｅ層はＮＷ－ＳＥ方向に延びる顕著な起伏

を示し，Ｄ層及び一部のＣ層は緩やかな褶曲構造を呈するが，

大部分のＣ層並びにその上位のＢ層及びＡ層は海底面にほぼ平

行に堆積している。 

(2) 敷地を中心とする半径約 30km 範囲の断層 

敷地周辺海域の断層一覧表を第 3.2－8 表に，断層等分布図を
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を第 3.2.2－73 図に，評価対象断層等分布図を第 3.2.2－74 図

に示す。 

敷地周辺海域で認められる断層はＮＷ－ＳＥ方向のものが卓

越しており，他にＮＥ－ＳＷ方向のものとＮ－Ｓ方向のものが

分布する。 

敷地近傍を含む牡鹿半島を取り巻く沿岸部海域では，海底面

下浅部にＥ層が分布しており，Ｄ層及びＣ層が分布しないか，

Ｃ層が非常に薄く分布するだけである。この海域においては，

新第三系の堆積盆が形成されていないことから，少なくとも新

第三紀以降の顕著な地殻変動・造構運動はなかったものと考え

られ，陸域の北上山地を構成する中・古生界と同一の地塊をな

すものと考えられる。この海域には長さの短い断層や１測線の

みで認められ連続性が不明な断層が認められるが，敷地周辺陸

域の中・古生界に認められる断層と同様に，いずれも約１億年

前の大島造山運動によって形成された古い断層であると考えら

れる。 

 

 

 

海上保安庁水路部発行「沿岸の海の基本図（5万分の 1）」の

「志津川湾」（1983）及び「牡鹿半島」（1983）においては，調

査範囲内に断層が記載されている。このうち，調査結果により

第 3.2－78 図に，震源として考慮する活断層等分布図を第 3.2

－79 図に示す。 

敷地周辺海域で認められる断層はＮＷ－ＳＥ方向のものが卓

越しており，他にＮＥ－ＳＷ方向のものとＮ－Ｓ方向のものが

分布する。 

敷地近傍を含む牡鹿半島を取り巻く沿岸部海域では，海底面

下浅部にＥ層が分布しており，Ｄ層及びＣ層が分布しないか，

Ｃ層が非常に薄く分布するだけである。敷地周辺の重力異常図

（第 3.2-6 図）によれば，高重力異常域は陸域の中・古生界分

布域と合わせて概ねＥ層分布域に対応している。この海域にお

いては，新第三系の堆積盆が形成されていないことから，少な

くとも新第三紀以降の顕著な地殻変動・造構運動はなかったも

のと考えられ，陸域の北上山地を構成する中・古生界と同一の

地塊をなすものと考えられる。この海域には長さの短い断層や

１測線のみで認められ連続性が不明な断層が認められるが，敷

地周辺陸域の中・古生界に認められる断層と同様に，いずれも

前期白亜紀の火成活動，褶曲構造の形成及び断層活動を伴う大

規模な地殻変動によって形成された古い断層であると考えられ

る。 

海上保安庁水路部発行「沿岸の海の基本図（５万分の１）」の

「志津川湾」（1983）及び「牡鹿半島」（1983）においては，調

査範囲内に断層が記載されている。このうち，調査結果により
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認められた断層にほぼ一致する断層については，後述のとおり

である。これ以外の断層については，特に第四系との関係に着

目したところ，第四系に乱れは認められず，仮に断層が存在し

たとしても後期更新世以降の活動性を考慮すべき断層ではない

ものと判断される。また，本文献の解析断面図に示されている

断層は，いずれも第三系まで変位させているものの，第四系を

変位させていないとされている。 

地質調査所編「日本地質アトラス［第 2版］」（1992）の「日

本地質構造図（300 万分の 1）」においては，敷地周辺海域の石

巻湾南方にＮＷ−ＳＥ方向の２本の第四紀の断層が記載されてい

る。また，同発行の「金華山沖海底地質図（20 万分の 1）」

（1990）は石巻湾南方のこれらの断層に該当すると考えられる

位置に半地溝群とそれに伴う断層群の存在を指摘しており，陸

域の旭山撓曲を含めこれらの構造は反転テクトニクスにより形

成されたとしている。海上音波探査等の結果によれば，上記２

本の断層のうち，東側の石巻湾断層はＦ－12，Ｆ－13 及びＦ－

14 断層に相当しており，西側の嵯
さ

峨
が

渓
けい

逆断層群はＦ－15・Ｆ－

16 断層に相当し，Ｆ－17 断層にも近接している。これらの構造

の活動性については，後述のとおりである。 

 

 

 

認められた断層にほぼ一致する断層については，後述のとおり

である。これ以外の断層については，特に第四系との関係に着

目したところ，第四系に乱れは認められず，仮に断層が存在し

たとしても後期更新世以降の活動性を考慮すべき断層ではない

ものと判断される。また，本文献の解析断面図に示されている

断層は，いずれも第三系まで変位させているものの，第四系を

変位させていないとされている。 

地質調査所編「日本地質アトラス［第２版］」（1992）の「日

本地質構造図（300 万分の 1）」においては，敷地周辺海域の石

巻湾南方にＮＷ－ＳＥ方向の２本の第四紀の断層が記載されて

いる。また，同発行の「金華山沖海底地質図（20 万分の１）」

（1990）は石巻湾南方のこれらの断層に該当すると考えられる

位置に半地溝群とそれに伴う断層群の存在を指摘しており，陸

域の旭山撓曲を含めこれらの構造は反転テクトニクスにより形

成されたとしている。海上音波探査等の結果によれば，上記２

本の断層のうち，東側の石巻湾断層はＦ－12，Ｆ－13 及びＦ－

14 断層に相当しており，西側の嵯
さ

峨
が

渓
けい

逆断層群はＦ－15・Ｆ－

16 断層に相当し，Ｆ－17 断層にも近接している。敷地周辺の重

力異常図（第 3.2－6 図）によれば，Ｆ－12 断層～Ｆ－14 断層

およびＦ－15・Ｆ－16 断層は高重力異常域の南西側の縁に対応

している。これらの構造の活動性については，後述のとおりで

ある。 
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一方，仙台湾において 2007 年 4 月 5 日に発生した地震（Ｍ

j4.5）の震源は，Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層の西方近傍の深さ

12km に位置しており，メカニズム解もＦ－15 断層・Ｆ－16 断

層の走向，傾斜及びセンスと類似しており，位置関係から，両

者は関連している可能性がある。 

ａ．太平洋海域 

太平洋海域で認められる断層はＮＷ－ＳＥ方向及びＮＥ－Ｓ

Ｗ方向のものが卓越しており，他にＮ－Ｓ方向のものが分布す

る。太平洋海域には，Ｆ－１断層，Ｆ－２断層・Ｆ－４断層，

Ｆ－３断層，Ｆ－５断層～Ｆ－11 断層，ｆ－１断層～ｆ－25 断

層のほか，１測線のみで認められた断層等が分布する。 

これら断層のうち，Ｆ－３断層，Ｆ－10 断層，Ｆ－11 断層，

ｆ－１断層～ｆ－10 断層及びｆ－16 断層～ｆ－25 断層は，Ｃ

層まで変位又は変形が及んでいるが，Ｂ層以上に変位及び変形

は及んでいないことから，少なくとも後期更新世以降の活動は

ないものと判断される。 

Ｆ－１断層は，５測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

層の層理の不連続として認められ，長さは最大約 11.0km であ

る。断層はＣ層まで変位及び変形を与えており，１測線におい

てＢ１層に変形が及んでいるが，断層はＤ層内の深部には連続

していないことから，この変形は構造性の断層活動に起因する

ものではないと考えられる（第 3.2.2－75 図及び第 3.2.2－76

一方，仙台湾において 2007 年４月５日に発生した地震（Ｍ

j4.5）の震源は，Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層の西方近傍の深さ

12km に位置しており，メカニズム解もＦ－15 断層・Ｆ－16 断

層の走向，傾斜及びセンスと類似しており，位置関係から，両

者は関連している可能性がある。 

ａ．太平洋海域 

太平洋海域で認められる断層はＮＷ－ＳＥ方向及びＮＥ－Ｓ

Ｗ方向のものが卓越しており，他にＮ－Ｓ方向のものが分布す

る。太平洋海域には，Ｆ－１断層，Ｆ－２断層・Ｆ－４断層，

Ｆ－３断層，Ｆ－５断層～Ｆ－11 断層及びｆ－１断層～ｆ－25

断層のほか，１測線のみで認められた断層等が分布する。 

これら断層のうち，Ｆ－３断層，Ｆ－10 断層，Ｆ－11 断層，

ｆ－１断層～ｆ－10 断層及びｆ－16 断層～ｆ－25 断層は，Ｃ

層まで変位又は変形が及んでいるが，Ｂ層以上に変位及び変形

は及んでいないことから，震源として考慮する活断層には該当

しないと判断される。 

Ｆ－１断層は，５測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

層の層理の不連続として認められ，長さは最大約 11.0km であ

る。断層はＣ層まで変位及び変形を与えており，１測線におい

てＢ１層下部に変形が及んでいるが，断層はＤ層内の深部には

連続していないことから，この変形は構造性の断層活動に起因

するものではないと考えられる。したがって，Ｆ－１断層は震
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図）。 

 

一方，活動が後期更新世に及んでいる可能性のある断層は，

Ｆ－２断層・Ｆ－４断層，Ｆ－５断層，Ｆ－６断層，Ｆ－７断

層，Ｆ－８断層・ｆ－12 断層，Ｆ－９断層，ｆ－13 断層，ｆ－

14 断層及びｆ－15 断層の９本あり，それらの性状は以下のとお

りである。 

Ｆ－２断層・Ｆ－４断層は，15 測線において主にＣ層基底面

の変位及びＣ層下部の層理の不連続として認められ，長さは最

大約 27.8km である。本断層は，従来Ｆ－２断層とＦ－４断層の

２本の断層として評価していたものであるが，各断層延長部に

おける微かな地層の変形の有無に着目し連続性を再評価したも

のである。断層はＣ層下部まで変位を与えているが，Ｃ層上部

以上には変位を与えていない。また，変形は１測線においてＢ

１層下部まで及んでいることが否定できないが，Ｂ１層上部には

及んでいない。 

Ｆ－５断層は，５測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

層の層理の傾斜の変化として認められ，長さは最大約 11.2km で

ある。断層はＣ層下部まで変位を与えているが，Ｃ層上部以上

には変位を与えていない。また，変形はＢ１層下部まで及んで

いるが，Ｂ１層上部には及んでいない。 

Ｆ－６断層は，８測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

源として考慮する活断層には該当しないと判断される（第 3.2

－80 図及び第 3.2－81 図）。 

一方，活動が後期更新世に及んでいる可能性のある断層は，

Ｆ－２断層・Ｆ－４断層，Ｆ－５断層，Ｆ－６断層，Ｆ－７断

層，Ｆ－８断層・ｆ－12 断層，Ｆ－９断層，ｆ－13 断層，ｆ－

14 断層及びｆ－15 断層の９本あり，それらの性状は以下のとお

りである。 

Ｆ－２断層・Ｆ－４断層は，18 測線において主にＣ層基底面

の変位及びＣ層下部の層理の不連続として認められ，長さは最

大約 27.8km である。断層はＣ層下部まで変位を与えているが，

Ｃ層上部以上には変位を与えていない。また，変形は１測線に

おいてＢ１層下部まで及んでいることが否定できないが，Ｂ１層

上部には及んでいない。 

 

 

 

Ｆ－５断層は，５測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

層の層理の傾斜の変化として認められ，長さは最大約 11.2km で

ある。断層はＣ層下部まで変位を与えているが，Ｃ層上部以上

には変位を与えていない。また，変形はＢ１層下部まで及んで

いるが，Ｂ１層上部には及んでいない。 

Ｆ－６断層は，18 測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ
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層下部の層理の不連続として認められ，長さは最大約 8.4km で

ある。断層はＣ層下部まで変位を与えているが，Ｃ層上部以上

には変位を与えていない。また，変形はＢ２層まで及んでいる

が，Ｂ１層には及んでいない（第 3.2.2－77 図及び第 3.2.2－78

図(1)～(7）)。 

 

Ｆ－７断層は，15 測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

層の層理の不連続として認められ，長さは最大約 11.4km であ

る。断層は１測線においてＢ２層基底面まで変位を与えている

が，全測線においてＢ２層上部以上には変位を与えていない。

また，変形はＢ２層までに及んでいるが，Ｂ１層以上には及んで

いない（第 3.2.2－79 図及び第 3.2.2－80 図）。 

Ｆ－８断層・ｆ－12 断層は，12 測線においてＣ層基底面の変

位及びＣ層下部の層理の不連続として認められ，長さは最大約

9.0km である。本断層は，各断層延長部における微かな地層の

変形の有無に着目し今回連続性を再評価したものである。断層

はＣ層下部まで変位を与えているが，Ｃ層上部以上には変位を

与えていない。また，変形は１測線においてはＢ１層下部まで

及んでいるが，Ｂ１層上部以上には及んでいない（第 3.2.2－79

図並びに第 3.2.2－80 図(2)～(4)及び(6)～(10)）。 

Ｆ－９断層は，14 測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

層の層理の不連続として認められ，長さは最大約 8.9km であ

層下部の層理の不連続として認められ，長さは最大約 8.8km で

ある。断層はＢ２層まで変形が及んでいる（第 3.2－82 図及び

第 3.2－83 図(5)～(12))。なお，Ｆ－６断層北西端より北西側

の延長方向については，海底地形面調査の結果，断層を示唆す

る変動地形は認められず，また陸域の寄磯にも断層延長想定地

付近には断層は認められない。 

Ｆ－７断層は，21 測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

層の層理の不連続として認められ，長さは最大約 10.6km であ

る。断層はＢ１層あるいはＢ２層まで変形が及んでいる（第 3.2

－82 図及び第 3.2－83 図(12)～(17)）。 

 

 

Ｆ－８断層・ｆ－12 断層は，24 測線においてＣ層基底面の変

位及びＣ層下部の層理の不連続として認められ，長さは最大約

14.6km である。断層はＢ１層あるいはＢ２層まで変形が及んでい

る。本断層は，北西側のＦ－８断層・ｆ－12ａ断層と南東側の

Ｆ－８断層・ｆ－12ｂ断層に区分しているが，離隔が短く，こ

れらの断層の走向がほぼ一致していることから，一連の断層と

して評価する（第 3.2－82 図並びに第 3.2－83 図(15)～(19)及

び(21)～(24)）。 

Ｆ－９断層は，18 測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

層の層理の不連続として認められ，長さは最大約８km である。

 

 

 

 

 

 

評価の変更（追加調査実施に伴う変更，図表番号の変更） 

 

 

 

 

 

評価の変更（追加調査実施に伴う変更，図表番号の変更） 

 

 

 

 

 

 

 

評価の変更（追加調査実施に伴う変更，図表番号の変更） 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

る。断層は１測線においてＢ２層下部まで変位を与えている

が，全測線においてＢ２層上部以上には変位を与えていない。

また，変形は４測線においてＢ１層下部まで及んでいるが，全

測線においてＢ１層上部以上には及んでいない（第 3.2.2－77

図及び第 3.2.2－78 図(8)～(15)）。 

前述のＦ－６断層，Ｆ－７断層，Ｆ－８断層・ｆ－12 断層及

びＦ－９断層については，5km 未満の離隔で近接しており，ほ

ぼ同一の走向を有し，センスが同じであることから，一つの断

層群である可能性がある。これらの中にあって，Ｆ－６断層と

Ｆ－９断層は，Ｆ－６断層の北西延長部付近に位置する１測線

のみで認められる断層を含めて，同一線上に位置しており，離

隔が小さいことから，22km の区間について，一連の断層として

同時に活動する可能性を考慮するものとする。これらの断層

は，海上音波探査記録から読み取れる範囲では，傾斜は 90°な

いし高角度であり，相対的に北東側落下を示す。 

 

 

 

 

 

 

ｆ－13 断層は，３測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

断層はＢ１層あるいはＢ２層まで変形が及んでいる（第 3.2－82

図及び第 3.2－83 図(15)～(18)）。 

 

 

 

前述のＦ－６断層，Ｆ－７断層，Ｆ－８断層・ｆ－12 断層及

びＦ－９断層については，近接しており，ほぼ同一の走向を有

し，センスが同じであることから，一つの断層群である可能性

があることを踏まえ，23.7km の区間について，Ｆ－６断層～Ｆ

－９断層を一連の断層群として評価するものとする。これらの

断層は，海上音波探査記録から読み取れる範囲では，傾斜は

90°ないし高角度であり，相対的に北東側落下を示す。 

 

 

 

なお，「3.2.2.3 敷地周辺陸域の地質構造」で述べたとおり，

2011 年東北地方太平洋沖地震後に金華山付近において深度 20km

付近で比較的集中して地震が発生しているが，地震分布は概ね

15～22km の深さに集中し 12km 以浅には認められず，地震発生

層の概ね下半部のみに分布している傾向が見られ，位置的には

Ｆ－６断層～Ｆ－９断層との直接的な対応は見られない。 

ｆ－13 断層は，３測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

 

 

 

 

 

評価の変更（追加調査実施に伴う変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の充実（Ｆ－６断層～Ｆ－９断層と金華山付近の地震との関

係について追記） 

 

 

 

 

 



令和元年 9月 27 日 

女川原子力発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更） 添付六の内「３．地盤」前後対比表（対平成 25 年 12 月申請）    東北電力株式会社 

添六(３．地盤) 93 / 239 

 

申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

層の層理の不連続として認められ，長さは最大約 3.3km であ

る。断層はＣ層下部まで変位を与えているが，Ｃ層上部以上に

は変位を与えていない。また，変形はＢ２層まで及んでいる

が，Ｂ１層以上には及んでいない。 

ｆ－14 断層は，４測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

層の層理の傾斜の変化として認められ，長さは最大約 5.1km で

ある。断層はＣ層下部まで変位を与えているが，Ｃ層上部以上

には変位を与えていない。また，変形はＢ２層まで及んでいる

が，Ｂ１層以上には及んでいない。 

ｆ－15 断層は，３測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

層の層理の不連続として認められ，長さは最大約 3.7km であ

る。断層はＣ層下部まで変位を与えているが，Ｃ層上部以上に

は変位を与えていない。また，変形はＢ２層まで及んでいる

が，Ｂ１層以上には及んでいない。 

以上のように，９本の断層による地層の変位及び変形は，Ｂ

１層上部まで及んでいないが，Ｂ層内部の詳細な年代が特定さ

れないことから，後期更新世以降も活動している可能性がある

ものと評価した。 

 

 

 

 

層の層理の不連続として認められ，長さは最大約 3.3km であ

る。断層はＣ層下部まで変位を与えているが，Ｃ層上部以上に

は変位を与えていない。また，変形はＢ２層まで及んでいる

が，Ｂ１層以上には及んでいない。 

ｆ－14 断層は，４測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

層の層理の傾斜の変化として認められ，長さは最大約 5.1km で

ある。断層はＣ層下部まで変位を与えているが，Ｃ層上部以上

には変位を与えていない。また，変形はＢ２層まで及んでいる

が，Ｂ１層以上には及んでいない。 

ｆ－15 断層は，３測線において主にＣ層基底面の変位及びＣ

層の層理の不連続として認められ，長さは最大約 3.7km であ

る。断層はＣ層下部まで変位を与えているが，Ｃ層上部以上に

は変位を与えていない。また，変形はＢ２層まで及んでいる

が，Ｂ１層以上には及んでいない。 

以上のように，太平洋海域においては，Ｆ－２断層・Ｆ－４

断層，Ｆ－５断層，Ｆ－６断層，Ｆ－７断層，Ｆ－８断層・ｆ

－12 断層，Ｆ－９断層，ｆ－13 断層，ｆ－14 断層及びｆ－15

断層の９本の断層による地層の変形は，Ｂ２層或いはＢ１層まで

及んでおり，Ｂ層内部の詳細な年代が特定されないことから，

後期更新世以降も活動している可能性が否定できないと考え，

震源として考慮する活断層として評価するとともに，これらの

うちＦ－６断層～Ｆ－９断層については一連の断層群として評

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の充実（９本の断層の評価に関する記載を充実） 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

 

ｂ．仙台湾海域 

仙台湾海域で認められる断層はＮＷ－ＳＥ方向のものが卓越

している。仙台湾海域には，Ｆ－12 断層～Ｆ－14 断層，Ｆ－15

断層・Ｆ－16 断層及びＦ－17 断層が分布する。これらのうち，

Ｆ－17 断層は，Ｃ層まで変位又は変形が及んでいるが，Ｂ層以

上に変位・変形は及んでいないことから，少なくとも後期更新

世以降の活動はないものと判断される。一方，活動が後期更新

世に及んでいる可能性のある断層は，Ｆ－12 断層～Ｆ－14 断層

及びＦ－15 断層・Ｆ－16 断層であり，それらの性状は以下のと

おりである。 

Ｆ－12 断層～Ｆ－14 断層は，34 測線において主にＣ層基底

面及び下部の変位並びにＣ層の層理の傾斜の変化として認めら

れ，長さは最大 24.2km である。本断層は，Ｃ層までを変形させ

ている非対称の背斜構造の東翼部に位置する。断層はＣ層下部

まで変位を与えているが，Ｃ層上部以上には変位を与えていな

い。また，変形は主としてＣ層上部まで及んでおり，Ｆ－12 断

層及びＦ－13 断層においては，ほとんどの測線においてＢ２層

まで変形は及んではいないものの，一部の測線でＢ２層まで変

形が及んでいる可能性が否定できない。また，Ｆ－14 断層にお

いてはＢ２層が欠如しているが，全測線においてＡ層には変形

が及んでいない（第 3.2.2－81 図及び第 3.2.2－82 図）。 

価した。 

ｂ．仙台湾海域 

仙台湾海域で認められる断層はＮＷ－ＳＥ方向のものが卓越

している。仙台湾海域には，Ｆ－12 断層～Ｆ－14 断層，Ｆ－15

断層・Ｆ－16 断層及びＦ－17 断層が分布する。これらのうち，

Ｆ－17 断層は，Ｃ層まで変位又は変形が及んでいるが，Ｂ層以

上に変位・変形は及んでいないことから，少なくとも後期更新

世以降の活動はないものと判断される。一方，活動が後期更新

世に及んでいる可能性のある断層は，Ｆ－12 断層～Ｆ－14 断層

及びＦ－15 断層・Ｆ－16 断層であり，それらの性状は以下のと

おりである。 

Ｆ－12 断層～Ｆ－14 断層は，35 測線において主にＣ層基底

面及び下部の変位並びにＣ層の層理の傾斜の変化として認めら

れ，長さは最大 24.2km である。本断層は，Ｃ層までを変形させ

ている非対称の背斜構造の東翼部に位置する。断層はＣ層下部

まで変位を与えているが，Ｃ層上部以上には変位を与えていな

い。また，変形は主としてＣ層上部まで及んでおり，Ｆ－12 断

層及びＦ－13 断層においては，ほとんどの測線においてＢ２層

まで変形は及んではいないものの，一部の測線でＢ２層まで変

形が及んでいる可能性が否定できない。また，Ｆ－14 断層にお

いてはＢ２層が欠如しているが，全測線においてＡ層には変形

が及んでいない（第 3.2－84 図及び第 3.2－85 図）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（対象測線の見直し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（図表番号の変更） 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

本断層の変位量あるいは変形量は比較的小さく，後述のＦ－

15 断層・Ｆ－16 断層と比較して反転テクトニクスに伴う西上が

りの変位量・変形量も小さい。また，Ｃ層上面には，ほぼ水平

な侵食面が存在し，上位のＢ２層はこの面を不整合に覆い概ね

水平に堆積していることから，少なくとも後期更新世の活動性

は非常に低いものと考えられる。本断層周辺のＢ２層基底面に

は局所的に凹凸が見られ，またＢ２層内にも部分的に傾斜した

層理が認められるが，これらの構造は，分布状況等から，侵食

作用の痕跡や堆積構造であると考えられる。しかしながら，こ

れらの構造の一部については，断層の直上に位置し，断層に付

随する西上がりの撓曲構造の変形形態と似た傾斜を示すこと

（第 3.2.2－82 図(3)，(4)）から，断層活動に伴う変形の可能

性も否定できないため，活動性を考慮することとする。 

 

Ｆ－12 断層～Ｆ－14 断層は，ほぼ同一線上に位置しており，

断層の離隔距離が 5km 未満であること，同一走向，同一センス

であることから，これらを一連の断層として評価し，全体の長

さは，Ｆ－12 断層の北方延長部において断層が認められないＭ

3測線を北端とし，Ｆ－14 断層の南方延長部において断層が認

められない 126 測線までの約 24.2km と評価した。これらの断層

は，海上音波探査記録から読み取れる範囲では，90°ないし高

角度で相対的に南西側上昇を示すと判読されるが，背斜構造及

本断層の変位量あるいは変形量は比較的小さく，後述のＦ－

15 断層・Ｆ－16 断層と比較して反転テクトニクスに伴う西上が

りの変位量・変形量も小さい。また，Ｃ層上面には，ほぼ水平

な侵食面が存在し，上位のＢ２層はこの面を不整合に覆い概ね

水平に堆積していることから，少なくとも後期更新世の活動性

は非常に低いものと考えられる。本断層周辺のＢ２層基底面に

は局所的に凹凸が見られ，またＢ２層内にも部分的に傾斜した

層理が認められるが，これらの構造は，分布状況等から，侵食

作用の痕跡や堆積構造であると考えられる。しかしながら，こ

れらの構造の一部については，断層の直上に位置し，断層に付

随する西上がりの撓曲構造の変形形態と似た傾斜を示すこと

（第 3.2－85 図(3)，(4)）から，断層活動に伴う変形の可能性

も否定できないため，震源として考慮する活断層として評価す

る。 

Ｆ－12 断層～Ｆ－14 断層は，ほぼ同一線上に位置しており，

断層の離隔距離が５km 未満であること，同一走向，同一センス

であることから，これらを一連の断層として評価する。全体の

長さは，Ｆ－12 断層の北方延長部において断層が認められない

Ｍ３測線を北端とし，Ｆ－14 断層の南方延長部において断層が

認められない 126 測線までの約 24.2km と評価した。これらの断

層は，海上音波探査記録から読み取れる範囲では，90°ないし

高角度で相対的に南西側上昇を示すと判読されるが，背斜構造

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（図表番号の変更） 

記載の適正化（表現の統一） 
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び撓曲構造を伴う等の地質構造上の特徴，反転テクトニクスと

して理解される地質構造発達史等から，傾斜については後述の

Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層と同様の傾向を有する西傾斜の逆断層

であると推定される。 

Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層は，74 測線において主にＣ層基底

面及び層理の変位並びにＣ層の層理の傾斜の変化として認めら

れ，長さは最大 38.7km である。本断層は，各断層延長部におけ

る微かな地層の変形の有無に着目し，今回一連の構造として再

評価したものである。断層はＣ層まで変位を与えているが，Ｂ

２層以上には変位を与えていない。また，変形はＢ２層に及んで

いるが，全測線においてＡ層には及んでいない（第 3.2.2－83

図及び第 3.2.2－84 図）。 

Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層は，Ａ層に変位及び変形が及んでい

ないもののＢ２層まで変形しており，Ｂ１層が欠如していること

から，安全評価上その活動が後期更新世に及んだ可能性が否定

できないものとして評価する。Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層の傾斜

は，海上音波探査結果等によれば概ね 75～80°の西傾斜である

こと，前述の 2007 年 4 月 5 日の地震（Ｍj4.5）のメカニズム解

が概ね 40°の西傾斜の逆断層であること，またこの地震の震源

と海底面付近の断層位置から幾何学的に概ね 60°の西傾斜が想

定されること等から，40～80°の西傾斜として評価する。 

 

及び撓曲構造を伴う等の地質構造上の特徴，反転テクトニクス

として理解される地質構造発達史等から，傾斜については後述

のＦ－15 断層・Ｆ－16 断層と同様の傾向を有する西傾斜の逆断

層であると推定される。 

Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層は，74 測線において主にＣ層基底

面及び層理の変位並びにＣ層の層理の傾斜の変化として認めら

れ，長さは最大 38.7km である。本断層は，各断層延長部におけ

る微かな地層の変形の有無に着目し，一連の構造として再評価

したものである。断層はＣ層まで変位を与えているが，Ｂ２層

以上には変位を与えていない。また，変形はＢ２層に及んでい

るが，全測線においてＡ層には及んでいない（第 3.2－86 図及

び第 3.2－87 図）。 

Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層は，Ａ層に変位及び変形が及んでい

ないもののＢ２層まで変形しており，Ｂ１層が欠如していること

から，安全評価上その活動が後期更新世に及んだ可能性が否定

できないと考え，震源として考慮する活断層として評価する。

Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層の傾斜は，海上音波探査結果等によれ

ば概ね 75～80°の西傾斜であること，前述の 2007 年４月５日

の地震（Ｍj4.5）のメカニズム解が概ね 40°の西傾斜の逆断層

であること，またこの地震の震源と海底面付近の断層位置から

幾何学的に概ね 60°の西傾斜が想定されること等から，40～

80°の西傾斜として評価する。 
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記載の適正化（図表番号の変更） 
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Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層は，中央部付近ではＤ層及びＣ層の

変形幅が狭い範囲で断層化しており，変位量も大きい。一方，

南部及び北部付近では，変位量・変形量を減じ，分岐しながら

変形幅が広がり褶曲化・撓曲化している。 

Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層の北方には陸域に旭山撓曲が認めら

れる。一方，海岸付近の反射法地震探査の結果によれば，中新

統中に断層及び撓曲構造が認められるものの，この測線の北方

の石巻平野部では撓曲構造が一旦は解消している傾向が認めら

れる。また，Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層と旭山撓曲の間には，

「3.2.2.2.3(2)c 旭山撓曲・須江断層及び 2003 年宮城県中部

の地震の震源断層」で述べたとおり，海岸線沿いに 2003 年宮城

県中部の地震の南部セグメント断層の存在が推定される。した

がって，旭山撓曲及びＦ－15 断層・Ｆ－16 断層は，地下深部の

構造としては連続している可能性があるものの，最近の活動性

については 2003 年宮城県中部の地震の南部セグメント断層の存

在により分断されていると考えられる。 

以上のことから，Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層は１つの活動セグ

メントをなしていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層の北方には陸域に旭山撓曲が

認められるが，Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層は，中央部付近ではＤ

層及びＣ層の変形幅が狭い範囲で断層化しており，変位量も大

きいことに対して，南部及び北部付近では，変位量・変形量を

減じ，分岐しながら変形幅が広がり褶曲化・撓曲化している。

一方，海岸付近の反射法地震探査の結果によれば，旭山撓曲は

中新統中に断層及び撓曲構造が認められるものの，この測線の

北方の石巻平野部では撓曲構造が一旦は解消している傾向が認

められる。また，Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層と旭山撓曲の間に

は，「3.2.2.3(2)c 旭山撓曲・須江断層及び 2003 年宮城県中部

の地震の震源断層」で述べたとおり，海岸線沿いに 2003 年宮城

県中部の地震の南部セグメント断層の存在が推定される。した

がって，旭山撓曲及びＦ－15 断層・Ｆ－16 断層は，地下深部の

構造としては連続している可能性があるものの，最近の活動性

については 2003 年宮城県中部の地震の南部セグメント断層の存

在により分断されていると考えられることから，Ｆ－15 断層・

Ｆ－16 断層は１つの活動セグメントをなしていると考えられ

る。 

記載の適正化（記載箇所の変更） 

 

 

 

記載の適正化（表現の統一，記載箇所の変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し） 
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(3) 敷地を中心とする半径約 30km 以遠の断層 

敷地を中心とする半径約 30km 以遠の海域の地質及び地質構造

に関する文献としては，海上保安庁水路部発行の「海底地質構

造図（20 万分の 1）」，「沿岸の海の基本図（5万分の 1）」，活断

層研究会編の「[新編]日本の活断層」（1991），地質調査所編の

「日本地質アトラス[第２版]」（1992），「日本周辺海域中新世最

末期以降の構造発達史」（2001）等が公刊されているが，これら

においては活断層等が記載されている（第 3.2.2－85 図）。これ

らの文献に記載されている活断層等については，長さと敷地か

らの距離を考慮すると，いずれも影響は小さいものと判断され

る。 

 

3.2.2.4 宮城県北部から仙台湾海域にかけての断層の同時活動

性の検討 

宮城県北部から仙台湾海域にかけては，「1962 年宮城県北部

地震の震源断層」，「加護坊山－箟岳山断層」，「旭山撓曲・須江

断層」，「2003 年宮城県中部の地震南部セグメント断層」及び

「Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層」が，大局的には南北方向に近接し

て分布するいずれも西側上がりの逆断層であること（第 3.2.2

以上のように，仙台湾海域においてはＦ－12 断層～Ｆ－14 断

層及びＦ－15 断層・Ｆ－16 断層について，震源として考慮する

活断層として評価する。 

(3) 敷地を中心とする半径約 30km 以遠の断層 

敷地を中心とする半径約 30km 以遠の海域の地質及び地質構造

に関する文献としては，海上保安庁水路部発行の「海底地質構

造図（20 万分の１）」，「沿岸の海の基本図（５万分の１）」，活

断層研究会編の「[新編]日本の活断層」（1991），地質調査所編

の「日本地質アトラス[第２版]」（1992），「日本周辺海域中新世

最末期以降の構造発達史」（2001）等が公刊されており，これら

においては活断層等が記載されている（第 3.2－88 図）。これら

の文献に記載されている活断層等については，長さと敷地から

の距離を考慮すると，いずれも影響は小さいものと判断され

る。 

 

3.2.4 北上低地帯から仙台湾海域にかけての震源として考慮す

る活断層の連動可能性の検討 

敷地周辺の震源として考慮する活断層（第 3.2－89 図）のう

ち，北上低地帯から仙台湾海域にかけて分布する「北上低地西

縁断層帯」，「一関－石越撓曲」，「1962 年宮城県北部地震の震源

断層」，「加護坊山－箟岳山断層」，「旭山撓曲・須江断層」，

「2003 年宮城県中部の地震南部セグメント断層」，「Ｆ－12 断層

記載の充実（Ｆ－12 断層～Ｆ－14 断層及びＦ－15 断層・Ｆ－16

断層の評価についての説明を充実） 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（表現の統一） 

記載の適正化（図表番号の変更） 

 

 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し，表現の統一），評価方針の変更

（連動可能性に関する評価方針の変更） 

記載の充実（連動可能性検討対象断層拡張についての記載を追

加，図表の追加） 
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－86 図）から，これらが同時に活動する可能性について検討し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～Ｆ－14 断層」及び「Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層」は，いずれ

も大局的には西傾斜・西側上がりの逆断層であり，現在の東西

圧縮応力場で活動しやすいという共通性を有していること，各

断層間の離隔が小さいこと，断層端部の評価に不確かさを含む

こと等から，これらの断層が連動する可能性について検討した

（第 3.2－90 図）。 

なお，仙台湾北部の地質構造については，Ｆ－12 断層～Ｆ－

14 断層と須江断層の間の海域には，少なくとも断層の存在は認

められていないものの，音波散乱層が存在すること等から地質

構造把握の観点で不確実性が存在すると考えられる。中村

（1990）は，Ｆ－12 断層～Ｆ－14 断層から須江断層に対応する

位置に，一連の連続する断層として石巻湾断層を記載している

が，石巻湾海域においては，断層は直線的ではなく西側に大き

く湾曲する形状の断層として記載している。重力異常データ及

び海上音波探査結果によれば，石巻湾断層が湾曲している領域

に対応して，地下深部構造としてＥＮＥ－ＷＳＷ方向の基盤の

高まりの存在が想定される。この基盤の高まりの北縁に沿って

は，2003 年宮城県中部の地震の前震及び関連する余震が発生し

ており，2003 年宮城県中部の地震南部セグメント断層として評

価している。こうした状況を踏まえて，連動の可能性検討にあ

たっては，この重力異常データから想定される基盤の高まりの

南縁にも，地震を引き起こす断層が存在する可能性を考慮し，
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この位置に 2003 年宮城県中部の地震南部セグメント断層と基盤

の高まりを挟んで対称となるようなＷＮＷ－ＥＳＥ走向・南傾

斜の仮想震源断層を設定することとする（第 3.2-91 図）。 

一方北上低地西縁断層帯については，「活断層詳細デジタルマ

ップ［新編］｣（2018）が，地震調査研究推進本部（2006）によ

る北上低地西縁断層帯（62km）及び楮原ほか（2016）による一

関－石越撓曲（約 30km）を合わせた区間に概ね対応して，新た

に「北上低地西縁断層帯」として再定義していることから，「活

断層詳細デジタルマップ［新編］｣（2018）を踏襲し，両断層帯

を合わせて北上低地西縁断層帯（約 100km）として取り扱うこ

ととする。 

(1) 連動可能性検討の考え方 

北方より①～②北上低地西縁断層帯（約 100km），③1962 年宮

城県北部地震震源断層（12km／Ｍ6.5），④加護坊山－箟岳山断

層（17km），⑤旭山撓曲・須江断層（16km），⑥2003 年宮城県中

部の地震南部セグメント断層（12km），⑦仙台湾北部の南傾斜の

仮想震源断層（約 20km），⑧Ｆ－12 断層～Ｆ－14 断層

（24.2km）及び⑨Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層（38.7km）の８断層

を活断層セグメントと考え，これらの断層の個別の活動を基本

とし，地震を引き起こす際の基本的なユニットと考える（第

3.2-92 図）。 

これらの断層について，既往文献の連動評価の状況，過去の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の充実（連動可能性検討の考え方についての説明を充実） 
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地震の発生状況及び断層分布の幾何学的配置状況を踏まえ，連

動しやすいグループについて検討を行なった。 

ａ．既往文献の連動評価状況 

既往文献において，連動の観点から一連の断層帯として評価

されている断層組合せについては，連動しやすいグループとし

ての評価が必要と考えられる。 

前述のとおり，「活断層詳細デジタルマップ［新編］｣

（2018）は①北上低地西縁断層帯及び②一関－石越撓曲を一連

の活断層帯として「北上低地西縁断層帯」（約 100km）としてい

ることから，両断層帯は連動しやすいグループに該当すると考

えられるが，評価にあたり北上低地西縁断層帯については「活

断層詳細デジタルマップ［新編］｣（2018）の再定義を踏襲す

る。 

一方，「活断層詳細デジタルマップ［新編］｣（2018）は④加

護坊山－箟岳山断層と⑤旭山撓曲・須江断層について，加護坊

山－箟岳山断層と旭山撓曲の一部を合わせて「加護坊山－旭山

断層帯」とし，長さ約 20km としていることから，連動しやすい

グループとして評価が必要と考えられる。 

ｂ．過去の地震の発生状況 

実際に発生した過去の地震において，短い時間差で近接した

場所で地震活動が認められた断層組合せについては，連動しや

すいグループとしての評価が必要と考えられる。 

 

 

記載の充実（既往文献の連動評価状況による検討についての説明

を充実） 
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⑥2003 年宮城県中部の地震南部セグメント断層，⑤旭山撓

曲・須江断層及び④加護坊山－箟岳山断層の３断層について

は，2003 年宮城県中部の地震の前震，本震及び最大余震が各々

数時間程度の時間差で発生した状況を考慮し，連動しやすいグ

ループとして評価すべき断層群と考えられる。 

c. 断層分布の幾何学的配置状況 

断層分布の幾何学的配置状況から，ほぼ同一線上の位置関係

にある断層の組合せや，弧状配列等の断層面の傾斜方向が互い

に接するような方向・配列の断層組合せについては，連動しや

すいグループとして評価が必要と考えられる。 

①北上低地西縁断層帯と②一関－石越撓曲については，ほぼ

同一線上の位置関係にあることから，連動しやすいグループと

して評価が必要と考えられる。 

②一関－石越撓曲及び③1962 年宮城県北部地震震源断層につ

いては，ほぼ同一線上の位置関係にあるとともに，弧状に配列

しており断層面が互いに接するような方向・配置の位置関係に

あることから，連動しやすいグループとして評価が必要と考え

られる。 

④加護坊山－箟岳山断層，⑤旭山撓曲・須江断層及び⑥2003

年宮城県中部の地震南部セグメント断層については，弧状に配

列しており断層面が互いに接するような方向・配置の位置関係

にあることから，連動しやすいグループとして評価が必要と考

 

 

 

 

 

記載の充実（断層分布の幾何学的配置状況についての説明を充

実） 
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えられる。 

⑦仙台湾北部の南傾斜の仮想震源断層，⑧Ｆ－12 断層～Ｆ－

14 断層及び⑨Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層については，⑦仙台湾

北部の南傾斜の仮想震源断層が他の２断層と断層面が接するよ

うな位置関係にあることから連動しやすいグループとしての評

価が必要と考えられる。 

一方，断層面の傾斜方向が互いに反対方向で，断層面が離れ

ていくような配置の断層については，連動しにくい関係の断層

組合せと考えられる。３つの連動しやすいグループ間の境界を

なす断層組合せである③1962 年宮城県北部地震震源断層及び④

加護坊山－箟岳山断層並びに⑥2003 年宮城県中部の地震南部セ

グメント断層及び⑦仙台湾北部の南傾斜の仮想震源断層につい

ては，断層面の傾斜方向が概ね反対方向であることから，各々

連動しにくい関係の断層組合せと考えられる。 

(2) 連動可能性の総合評価 

既往文献の連動評価の状況，過去の地震の発生状況及び断層

分布の幾何学的配置状況の検討結果を踏まえ，連動しやすいグ

ループとして，①北上低地西縁断層帯（②一関－石越撓曲を含

む）及び③1962 年宮城県北部地震震源断層からなる「北上低地

帯～宮城県北部の断層群」（約 112km），④加護坊山－箟岳山断

層，⑤旭山撓曲・須江断層及び⑥2003 年宮城県中部の地震南部

セグメント断層からなる「石巻平野周辺の断層群」（約 35km）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価の変更（総合評価の変更） 
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3.2.2.4.1 地形及び地質・地質構造の特徴に基づく検討 

(1) 地形的特徴に基づく考察 

本地域には，ＮＷ－ＳＥの長軸方向を有する加護坊山－箟岳

山丘陵並びにＮ－Ｓ～ＮＮＷ－ＳＳＥの長軸方向を有する須江

丘陵及び旭山丘陵が分布するが，それぞれ加護坊山－箟岳山断

層及び旭山撓曲・須江断層の走向・長さと概ね調和的な方向

性・規模を有する丘陵地形を形成している（第 3.2.2－1 図及び

第 3.2.2－5 図）。また，旭山丘陵は南部では，丘陵の延びの方

向をＳＷ方向に変化させており，2003 年宮城県中部の地震南部

セグメント断層の分布位置，走向及び規模と調和的であると考

えられる。これらのことから，本地域の断層が，それぞれの規

模ごとに逆断層として活動した結果，特徴的な地形配置を形成

してきたことが示唆される。 

本地域の変動地形については，加護坊山－箟岳山断層の一部

にＬＢランクのリニアメントが認められるものの，全般に顕著

な地形面の変形が認められず，断層の活動度は非常に低い地域

であると考えられる。このことから，この地域においては，地

表に変位・変形を及ぼすような比較的規模の大きい地震の発生

並びに⑦仙台湾北部の南傾斜の仮想震源断層，⑧Ｆ－12 断層～

Ｆ－14 断層及び⑨Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層からなる「仙台湾

の断層群」（約 40km）の３グループについて，各々連動を考慮

することとする（第 3.2－92 図）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

削除（記載内容の変更に伴う削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和元年 9月 27 日 

女川原子力発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更） 添付六の内「３．地盤」前後対比表（対平成 25 年 12 月申請）    東北電力株式会社 

添六(３．地盤) 105 / 239 

 

申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

は低調であったことが示唆される。 

また，加護坊山－箟岳山丘陵，旭山丘陵・須江丘陵には，主

としてそれぞれ南西側及び西側が隆起傾向を示すリニアメント

が認められるものの，河川の屈曲等の横ずれの要素は認められ

ない。 

このことから，加護坊山－箟岳山断層及び旭山撓曲・須江断

層は，横ずれ成分をほとんど伴わない逆断層として活動してき

たことが示唆される。 

(2) 地質・地質構造の特徴に基づく考察 

既述のとおり，地質構造発達史の観点から，本地域の基盤の

構造については，中新世のリフト期に大規模な西傾斜の半地溝

状正断層が形成されたと考えられている。これらの半地溝状正

断層は，大局的には南北方向に配列しながら，北上山地を構成

する中・古生界と西側に分布する新第三系を境する，Ｎ－Ｓ走

向の断層群で構成されるが，一部で斜交するＮＥ－ＳＷ走向あ

るいはＮＷ－ＳＥ走向の断層が，これらの断層を連結するよう

な配置をなして分布している。これらの断層の一部は現在の圧

縮応力場において，反転テクトニクスにより逆断層として再活

動しているものと解釈されている。 

旭山撓曲・須江断層及びＦ－15 断層・Ｆ－16 断層は，前述の

概ねＮ－Ｓ走向の断層と考えられ，1962 年宮城県北部地震の震

源断層，加護坊山－箟岳山断層及び 2003 年宮城県中部の地震南
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部セグメント断層は，斜交する走向の断層と考えられる。ま

た，これらの中にあって，特に，1962 年宮城県北部地震の震源

断層と加護坊山－箟岳山断層の関係及び 2003 年宮城県中部の地

震南部セグメント断層とＦ－15 断層・Ｆ－16 断層の関係は，そ

れぞれ走向が直交方向に近いほど異なり，傾斜方向が逆向きで

あることから断層面が離れていく方向にあるため，地下深部で

断層面は接することがない位置関係にある。 

深度数 km 以浅における基盤岩及びその上位層に対応し，この

深度の地質・地質構造を反映していると考えられる短波長成分

の重力異常分布（第 3.2.2－87 図）によれば，加護坊山－箟岳

山断層，旭山撓曲・須江断層，2003 年宮城県中部の地震南部セ

グメント断層及びＦ－15 断層・Ｆ－16 断層は，それぞれ走向を

異にしながら，この地域の重力異常の急変部と調和的な位置に

分布している。 

また，1962 年宮城県北部地震の震源断層は，概ね低重力域の

北西側に位置している。この低重力域は，加護坊山－箟岳山断

層の北東側にも相当している。反射法地震探査結果，地表地質

調査結果，既存のボーリングデータ等によれば，この低重力域

には鮮新統が厚く堆積していることが想定される（第 3.2.2－

65 図）。このことは，1962 年宮城県北部地震の震源断層の下盤

側であり，加護坊山－箟岳山断層の下盤側でもある同地域にお

いて，断層の活動にともなって，凹地状地域が形成されて厚い
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堆積物が形成されたと考えると，重力異常分布と調和的である

と考えられる。 

以上のことから，1962 年宮城県北部地震の震源断層，加護坊

山－箟岳山断層，旭山撓曲・須江断層，2003 年宮城県中部の地

震南部セグメント断層及びＦ－15 断層・Ｆ－16 断層は，中新世

のリフト期に形成された半地溝状正断層が反転テクトニクスに

より再活動した構造であると考えられ，それぞれ走向を異にし

て，10 数 km 程度の長さでブロック化している構造であること

が示唆される。 

 

3.2.2.4.2 地震活動の特徴に基づく検討 

2003 年宮城県中部の地震では，前震，本震，最大余震のメカ

ニズム解等の解析結果から，前震，本震及び最大余震はすべり

量の大きな領域が互いに重複せず，それぞれ固有の逆断層とし

て，数時間以上の間隔をおいて活動したことが示されている。

これは震源過程に対する断層面の幾何学的配置の影響が強いた

めであることが示されている（第 3.2.2－45 図）。 

また，本地域では，Ｍ6.5 クラスの地震が，2003 年宮城県中

部の地震に加えて 1900 年及び 1962 年に，概ね南北に並んで発

生している。このうち，2003 年の宮城県中部の地震は須江断層

に対応する地震とされており，また 1900 年の宮城県北部地震は

加護坊山－箟岳山断層に対応しているとする見解（武村
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（2005））もある。1962 年宮城県北部地震，2003 年宮城県中部

の地震の前震及び最大余震も含めて，本地域では，発生した歴

史地震の規模と地形・地質構造の規模とが概ね調和的であると

考えられる（第 3.2.2－88 図）。 

一方，「3.2.2.2.3(2)c 旭山撓曲・須江断層及び 2003 年宮城

県中部の地震の震源断層」で述べたとおり，2003 年宮城県中部

の地震では，前震，本震，最大余震及びこれらの地震の余震

は，いずれも横ずれ成分がほとんど認められない逆断層である

ことが発生メカニズム解から示されている（第 3.2.2－43 図）。

このことは，2003 年宮城県中部の地震では，前震，本震及び最

大余震がいずれも連動せず個別に活動したことと調和的であ

る。 

 

3.2.2.4.3 断層間の力学的相互作用の検討 

入谷ほか（2008）(51)を参考に，地盤を弾性体と仮定し，断層

運動に伴う地盤内の応力変化（⊿CFF）について検討を行った。 

「1962 年宮城県北部地震の震源断層と加護坊山－箟岳山断

層」及び「2003 年宮城県中部の地震南部セグメント断層とＦ－

15 断層・Ｆ－16 断層」は，それぞれどちらかの断層が活動して

も，対応する断層は活動しにくい傾向にある（第 3.2.2－89 図

(1)）。 

一方，「加護坊山－箟岳山断層と旭山撓曲・須江断層」及び
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「旭山撓曲・須江断層と 2003 年宮城県中部の地震南部セグメン

ト断層」の間では，それぞれどちらかの断層が活動すると，対

応する断層にも影響を及ぼし，活動しやすくなる傾向にある

（第 3.2.2－89 図(2)）。 

この検討では，ある断層活動によって周辺の応力状況に変化

が起こり，対応する断層が動きやすくなる傾向にあるかどうか

を参照することができる。したがって，「1962 年宮城県北部地

震の震源断層と加護坊山－箟岳山断層」及び「2003 年宮城県中

部の地震南部セグメント断層とＦ－15 断層・Ｆ－16 断層」につ

いては，同時活動の可能性は極めて低いが，「加護坊山－箟岳山

断層と旭山撓曲・須江断層」及び「旭山撓曲・須江断層と 2003

年宮城県中部の地震南部セグメント断層」については，同時活

動の可能性が否定できないことが示唆される。 

また，本検討は連鎖的に活動する際の時間差について説明す

るものではないが，一方で，2003 年宮城県中部の地震で数時間

の差をおいて活動した事実を踏まえると，この時間差がない状

況での連鎖的な活動の可能性は否定できない。 

3.2.2.4.4 同時活動性に関する総合評価 

宮城県北部から仙台湾海域にかけて分布する「1962 年宮城県

北部地震の震源断層」，「加護坊山－箟岳山断層」，「旭山撓曲・

須江断層」，「2003 年宮城県中部の地震南部セグメント断層」及

び「Ｆ－15 断層・Ｆ－16 断層」は，概ね重力異常の急変部の位
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置や方向の変化等に対応するように走向を異にして配列してお

り，また，それぞれの規模ごとに逆断層として活動した結果，

特徴的な地形配置を形成してきたと考えられる。これらの断層

は，中新世のリフト期に形成された半地溝状正断層が反転テク

トニクスにより再活動した構造であると考えられ，それぞれ走

向を異にして，10 数 km 程度の長さでブロック化している構造

であると考えられる。 

2003 年宮城県中部の地震では，前震，本震及び最大余震がそ

れぞれ固有の逆断層として，数時間の間隔をおいて活動したこ

とが示されている。また，余震も含めて，いずれも横ズレ成分

がほとんど認められない逆断層となっている。2003 年宮城県中

部の地震に関する Hikima and Koketsu(2004)による検討では，

前震・本震・最大余震は，すべり量の大きな領域が互いに重複

せず別々に活動したこと，これは，震源過程に対する断層面の

幾何学的配置の影響が強いためであることが示されている。 

なお，地盤を弾性体と仮定した断層運動に伴う地盤内の応力

変化の参考試算検討結果では，「1962 年宮城県北部地震の震源

断層と加護坊山－箟岳山断層」及び「2003 年宮城県中部の地震

南部セグメント断層とＦ－15 断層・Ｆ－16 断層」については，

互いに連鎖を抑制する結果となったが，「加護坊山－箟岳山断層

と旭山撓曲・須江断層」及び「旭山撓曲・須江断層と 2003 年宮

城県中部の地震南部セグメント断層」については，一部促進側
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で，時間経過の長短の概念はないものの，連鎖の可能性を示す

結果となっており，上記 2003 年宮城県中部の地震の前震・本

震・最大余震は数時間をあけて発生している状況と調和的であ

る。 

以上のことから，本地域の断層については，大きく走向を異

にして隣接する逆断層が個別に活動してきた結果，それぞれの

断層規模に応じた地質構造・地形が形成されたもので，最近の

地震活動も同様の機構で発生したものと考えられる。特に，

2003 年宮城県中部の地震の震源過程もこれと整合していること

も重視し，個別の断層がそれぞれ単独として活動するものと考

えられる。 

一方，実現象として，2003 年宮城県中部の地震では，同時に

活動はしなかったものの，数時間以上の時間差をおいて連鎖的

に発生したという事実に加えて，断層間の力学的相互作用の参

考試算結果も踏まえ，連鎖的な地震が発生するまでの時間差に

ついては，必ずしも明らかにされているものではないことか

ら，「加護坊山－箟岳山断層」，「旭山撓曲・須江断層」及び

「2003 年宮城県中部の地震南部セグメント断層」については，

同時に活動する可能性は完全には否定できないものと判断され

る。 
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3.2.3 敷地近傍の地質・地質構造 

3.2.3.1 調査内容 

敷地近傍においては，不明瞭もしくは小規模な変動地形も含

めて地質及び地質構造を詳細に把握するため，敷地周辺の調査

結果を踏まえ，敷地を中心とする半径約 5km の範囲において，

文献調査，変動地形学的調査，地表地質調査，海上音波探査及

び既存の海上音波探査記録の検討を実施した。 

敷地近傍の地質・地質構造に関する主要な文献は，地質調査

所発行の｢地域地質研究報告（5万分の 1地質図幅）｣のうち｢石

巻地域の地質｣（滝沢ほか（1984）），｢寄磯地域の地質｣（滝沢

ほか（1987）(6)）等がある。 

変動地形学的調査については，敷地周辺陸域の地形判読基準

と同じものを用いた。判読に際しては，段丘面等の地形面を抽

出・分類するとともにリニアメントを抽出した。 

地表地質調査としては，変動地形学的調査に使用した空中写

真及び地形図を使用し，詳細な地質・地質構造を把握するため

に地表地質調査を実施した。特にリアス海岸という地域的な地

形特性を考慮し，観察が困難な海岸露頭については，海上から

船舶を用いた地質調査を実施した。なお，2011 年東北地方太平

洋沖地震後に断層露頭等の状況について地表踏査を実施した。 

海域の調査については，既存の海上音波探査記録の検討とし

て，敷地前面海域における海上音波探査記録，海上保安庁が実

3.3 敷地近傍の地質・地質構造 

3.3.1 調査内容 

敷地近傍においては，不明瞭もしくは小規模な変動地形も含

めて地質及び地質構造を詳細に把握するため，敷地周辺の調査

結果を踏まえ，敷地を中心とする半径約５km の範囲において，

文献調査，変動地形学的調査，地表地質調査，海上音波探査及

び既存の海上音波探査記録の検討を実施した。 

敷地近傍の地質・地質構造に関する主要な文献は，地質調査

所発行の｢地域地質研究報告（５万分の１地質図幅）｣のうち｢石

巻地域の地質｣（滝沢ほか（1984）），｢寄磯地域の地質｣（滝沢

ほか（1987））等がある。 

変動地形学的調査については，敷地周辺陸域の地形判読基準

と同じものを用いた。判読に際しては，段丘面等の地形面を抽

出・分類するとともにリニアメントを抽出した。 

地表地質調査としては，変動地形学的調査に使用した空中写

真及び地形図を使用し，詳細な地質・地質構造を把握するため

に地表地質調査を実施した。特にリアス海岸という地域的な地

形特性を考慮し，観察が困難な海岸露頭については，海上から

船舶を用いた地質調査を実施した。なお，2011 年東北地方太平

洋沖地震後に断層露頭等の状況について地表踏査を実施した。 

海域の調査については，既存の海上音波探査記録の検討とし

て，敷地前面海域における海上音波探査記録，海上保安庁が実
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施した海上音波探査記録等の再解析を実施し，海底地質図等を

作成した。再解析に使用した海上音波探査の測線は，敷地周辺

海域での地質調査でこれまでに実施されてきたシングルチャン

ネル・アナログ方式のスパーカー及びソノプローブによる海上

音波探査のうち，敷地近傍に位置する延長約 142km の部分を対

象とした。 

これらの調査結果に基づいて，敷地を中心とする半径約 5km

の範囲について，原縮尺 2万 5千分の 1の詳細な地質図，地質

断面図，空中写真判読図等を作成した。 

 

3.2.3.2 調査結果 

敷地を中心とする半径約 5km の範囲及びその周辺における地

形，地質及び地質構造は，文献調査，変動地形学的調査，地表

地質調査，地球物理学的調査等の結果によると以下のとおりで

ある。 

 

3.2.3.2.1 敷地近傍の地形 

敷地近傍の地形図を第 3.2.3－1 図に,敷地近傍陸域の空中写

真判読図を第 3.2.3－2 図に示す。 

敷地近傍は，女川湾北岸域と牡鹿郡女川町から南に張り出し

た牡鹿半島の東岸域にあたる。この地区は，東から女川湾と鮫

浦湾が深く湾入し，西からは狭小に小積
こ づ み

浜付近への湾入が見ら

施した海上音波探査記録等の再解析を実施し，海底地質図等を

作成した。再解析に使用した海上音波探査の測線は，敷地周辺

海域での地質調査でこれまでに実施されてきたシングルチャン

ネル・アナログ方式のスパーカー及びソノプローブによる海上

音波探査のうち，敷地近傍に位置する延長約 142km の部分を対

象とした。 

これらの調査結果に基づいて，敷地を中心とする半径約５km

の範囲について，原縮尺２万５千分の１の詳細な地質図，地質

断面図，空中写真判読図等を作成した。 

 

3.3.2 調査結果 

敷地を中心とする半径約５km の範囲及びその周辺における地

形，地質及び地質構造は，文献調査，変動地形学的調査，地表

地質調査，地球物理学的調査等の結果によると以下のとおりで

ある。 

 

3.3.2.1 敷地近傍の地形 

敷地近傍の地形図を第 3.3－1 図に,敷地近傍陸域の空中写真

判読結果を第 3.3－2 図に示す。 

敷地近傍は，女川湾北岸域と牡鹿郡女川町から南に張り出し

た牡鹿半島の東岸域にあたる。この地区は，東から女川湾と鮫

浦湾が深く湾入し，西からは狭小に小積
こ づ み

浜付近への湾入が見ら
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れる。敷地は，女川湾と鮫浦湾に挟まれた半島の北岸に位置す

る。これらの他にも小さな湾入は数多くあり，リアス海岸とな

っている。また，敷地を中心とする半径約５km の範囲には，出

島の東に位置する四子島や大島，寄磯浜北東の二股島等の小島

が含まれる。 

牡鹿半島の中央部には，北から大六天
だいろくてん

山（標高 440.3ｍ），袴

ヶ岳（標高 358.6ｍ）が位置し，ほぼ南北に連なっている。ま

た，これらの山からは北北東－南南西の尾根の張り出しが多

く，敷地が位置する半島の脊梁部も同方向となる。鮫浦湾の南

側には，高山（標高 343.9ｍ）が位置し，この山体は南側の光

山（標高 444.8ｍ）と南北方向に連なっている。河川はほとん

ど発達しておらず，山体に海岸が迫る牡鹿半島の地形をよく表

している。 

敷地を中心とする半径約 5km の範囲では，横浦の西方，小積

浜周辺，谷川東南周辺及び大谷川南西から鮫浦北にかけて特徴

的に山腹斜面が緩斜面となっている。 

段丘面はほとんど見られず，海岸沿いの限られた範囲で見ら

れる程度である。 

敷地近傍の海底地形は，主として，リアス海岸をなす海岸地

形に沿って，女川湾及び鮫浦湾からなり，海岸沿いの概ね水深

30ｍ付近までは緩斜面が分布し，女川湾及び鮫浦湾に湾入する

海域では勾配が２～10/1,000 程度の緩やかな平坦面が分布す

れる。敷地は，女川湾と鮫浦湾に挟まれた半島の北岸に位置す

る。これらの他にも小さな湾入は数多くあり，リアス海岸とな

っている。また，敷地を中心とする半径約５km の範囲には，出

島，二股島等が含まれる。 

 

牡鹿半島の中央部には，北から大六天
だいろくてん

山（標高 440.3m），袴

ヶ岳（標高 358.6m）が位置し，ほぼ南北に連なっている。ま

た，これらの山からは北北東－南南西の尾根の張り出しが多

く，敷地が位置する半島の脊梁部も同方向となる。鮫浦湾の南

側には，高山（標高 343.9m）が位置し，この山体は南側の光山

（標高 444.8m）と南北方向に連なっている。河川はほとんど発

達しておらず，山体に海岸が迫る牡鹿半島の地形をよく表して

いる。 

敷地を中心とする半径約５km の範囲では，横浦の西方，小積

浜周辺，谷川南東周辺及び大谷川南西から鮫浦北にかけて，特

徴的に山腹斜面が緩斜面となっている。 

段丘面はほとんど見られず，海岸沿いの限られた範囲で見ら

れる程度である。 

敷地近傍の海底地形は，主として，リアス海岸をなす海岸地

形に沿って，女川湾及び鮫浦湾からなり，海岸沿いの概ね水深

30m 付近までは緩斜面が分布し，女川湾及び鮫浦湾に湾入する

海域では勾配が２～10/1,000 程度の緩やかな平坦面が分布す
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る。また，敷地の東方に位置する，寄磯崎から高まりが延長す

る海域付近には，二股島のほか，大名計礁等の岩礁群に伴う小

規模な起伏がある。 

 

 

3.2.3.2.2 敷地近傍の地質層序 

敷地近傍について作成した地質図を第 3.2.3－3 図に，地質断

面図を第 3.2.3－4 図に示す。 

敷地近傍の陸域には下位より，中生界ジュラ系及び新生界第

四系が分布しており，新第三系は認められない。 

中生界は下位より，三畳系の稲井層群，ジュラ系の牡鹿層群

が分布している。中生界は，主として砂岩，頁岩及び砂岩・頁

岩互層からなる。これらの中生界の堆積岩には，中生代白亜紀

に併入した閃緑岩やひん岩の貫入岩が多く見られる。 

新生界第四系は，中生界を被覆する段丘堆積物，岩屑堆積物

及び沖積層が分布するが，分布範囲は狭小である。 

敷地近傍の海域の地層は，敷地周辺海域の地層と同様，音波

探査記録の解析から得られた不整合関係を含む記録パターンに

より分類した。敷地近傍海域には，Ｅ層，Ｃ層，Ｂ層及びＡ層

が分布している。 

敷地近傍陸域と海域の地質層序対比表を，第 3.2.3－1 表に示

す。 

る。また，敷地の東方に位置する，寄磯崎から高まりが延長す

る海域付近には，二股島のほか，大名計礁等の岩礁群に伴う小

規模な起伏がある。なお，敷地東方の二股島と寄磯崎の間に位

置する早崎水道には海釜地形が確認される。 

 

3.3.2.2 敷地近傍の地質層序 

敷地近傍について作成した地質図を第 3.3－3 図に，地質断面

図を第 3.3－4 図に示す。 

敷地近傍の陸域には下位より，中生界ジュラ系及び新生界第

四系が分布しており，新第三系は認められない。 

中生界は下位より，三畳系の稲井層群，ジュラ系の牡鹿層群

が分布している。中生界は，主として砂岩，頁岩及び砂岩・頁

岩互層からなる。これらの中生界の堆積岩には，中生代白亜紀

に併入した閃緑岩やひん岩の貫入岩が多く見られる。 

新生界第四系は，中生界を被覆する段丘堆積物，岩屑堆積物

及び沖積層が分布するが，分布範囲は狭小である。 

敷地近傍の海域の地層は，敷地周辺海域の地層と同様，海上

音波探査記録の解析から得られた不整合関係を含む記録パター

ンにより分類した。敷地近傍海域には，Ｅ層，Ｃ層，Ｂ層及び

Ａ層が分布している。 

敷地近傍陸域と海域の地質層序対比表を，第 3.3－1 表に示

す。 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

(1) 中生界 

ａ．稲井層群 

稲井層群は，敷地近傍においては，主として北部の女川湾西

岸沿いの地域から，北岸沿い西部の地域にかけて分布している

ほか，出島東半部にも分布している。 

本層群は，主として砂岩と泥岩からなる堆積岩で，敷地近傍

においては，下位より大沢層，風越層及び伊里前層が分布す

る。大沢層は，黒灰色頁岩もしくは灰色の砂質頁岩からなる

が，細粒砂岩もしくは砂質頁岩と頁岩との薄互層として分布す

ることが多い。風越層は，緑灰色～青灰色を呈する中粒砂岩を

主とするが，細粒砂岩や砂質頁岩を挟む。伊里前層は石灰分に

富む頁岩又は砂質頁岩を主とし，多くは頁岩と砂質頁岩もしく

は細粒砂岩の薄互層として分布する。 

本層群は，敷地周辺で述べたとおり，滝沢ほか（1990）によ

れば下部～中部三畳系とされている。敷地近傍海域のＥ層のう

ち，女川湾奥部及び入口部付近に分布する地層については，滝

沢ほか（1990）及び陸域の地質分布の連続から，本層群に相当

するものと考えられる。 

ｂ．牡鹿層群 

牡鹿層群は，敷地近傍においては，敷地を含む中部の女川湾

南岸沿いの地域から，南部の牡鹿半島中軸部及び鮫浦湾沿岸の

地域にかけて分布しているほか，女川湾北岸沿いの出島西半部

(1) 中生界 

ａ．稲井層群 

稲井層群は，敷地近傍においては，主として北部の女川湾西

岸沿いの地域から，北岸沿い西部の地域にかけて分布している

ほか，出島東半部にも分布している。 

本層群は，主として砂岩と泥岩からなる堆積岩で，敷地近傍

においては，下位より大沢層，風越層及び伊里前層が分布す

る。大沢層は，黒灰色頁岩もしくは灰色の砂質頁岩からなる

が，細粒砂岩もしくは砂質頁岩と頁岩との薄互層として分布す

ることが多い。風越層は，緑灰色～青灰色を呈する中粒砂岩を

主とするが，細粒砂岩や砂質頁岩を挟む。伊里前層は石灰分に

富む頁岩又は砂質頁岩を主とし，多くは頁岩と砂質頁岩もしく

は細粒砂岩の薄互層として分布する。 

本層群は，敷地周辺で述べたとおり，滝沢ほか（1990）等に

よれば下部～中部三畳系とされている。敷地近傍海域のＥ層の

うち，女川湾奥部及び入口部付近に分布する地層については，

滝沢ほか（1990）及び陸域の地質分布の連続から，本層群に相

当するものと考えられる。 

ｂ．牡鹿層群 

牡鹿層群は，敷地近傍においては，敷地を含む中部の女川湾

南岸沿いの地域から，南部の牡鹿半島中軸部及び鮫浦湾沿岸の

地域にかけて分布しているほか，女川湾北岸沿いの出島西半部
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

及び対岸地域にも分布している。 

本層群は，敷地近傍においては下位より月の浦累層及び荻の

浜累層に区分される。本層群は，稲井層群を不整合に覆い，砂

岩，頁岩を主とする堆積岩より構成されるが，稲井層群に比べ

粗粒な堆積物が多く礫岩も頻繁に挟まれる。月の浦累層には，

１回の堆積サイクルが認められ，下部は，礫を含む粗粒砂岩及

び中粒砂岩を主とする砂岩相，上部は頁岩優勢の砂岩頁岩互層

及び無層理の頁岩層を主とする頁岩相をなす。これらの地層

は，岩質をもとに下位より月の浦砂岩部層，侍浜頁岩部層と呼

ばれている。荻の浜累層には，２回の堆積サイクルが認められ

る。下部のサイクルは，下位の砂岩優勢の砂岩頁岩互層及び上

位の頁岩相からなる。上部のサイクルは，下位の粗粒砂岩相及

び上位の頁岩優勢の砂岩頁岩互層からなる。上部サイクルの下

位相は，粗粒砂岩にはさまれる頁岩中に植物化石等を含み陸成

層とされる。これらの地層は，岩質をもとに下位より狐崎砂岩

頁岩部層，牧の浜砂岩部層，小積頁岩部層，福貴浦
ふっきうら

頁岩砂岩部

層と呼ばれている。 

本層群は，敷地周辺で述べたとおり，滝沢ほか（1984）によ

れば，月の浦累層は中部ジュラ系，荻の浜累層は上部ジュラ系

とされている。敷地近傍海域のＥ層のうち，女川湾中央部及び

南岸沿い海域付近並びに鮫浦湾に分布する地層については，滝

沢ほか（1990）及び陸域の地質分布の連続から，本層群に相当

及び対岸地域にも分布している。 

本層群は，敷地近傍においては下位より月の浦累層及び荻の

浜累層に区分される。本層群は，稲井層群を不整合に覆い，砂

岩，頁岩を主とする堆積岩より構成されるが，稲井層群に比べ

粗粒な堆積物が多く礫岩も頻繁に挟まれる。月の浦累層には，

１回の堆積サイクルが認められ，下部は，礫を含む粗粒砂岩及

び中粒砂岩を主とする砂岩相，上部は頁岩優勢の砂岩頁岩互層

及び無層理の頁岩層を主とする頁岩相をなす。これらの地層

は，岩質をもとに下位より月の浦砂岩部層，侍浜頁岩部層と呼

ばれている。荻の浜累層には，２回の堆積サイクルが認められ

る。下部のサイクルは，下位の砂岩優勢の砂岩頁岩互層及び上

位の頁岩相からなる。上部のサイクルは，下位の粗粒砂岩相及

び上位の頁岩優勢の砂岩頁岩互層からなる。上部サイクルの下

位相は，粗粒砂岩にはさまれる頁岩中に植物化石等を含み陸成

層とされる。これらの地層は，岩質をもとに下位より狐崎砂岩

頁岩部層，牧の浜砂岩部層，小積頁岩部層，福貴浦
ふっきうら

頁岩砂岩部

層と呼ばれている。 

本層群は，敷地周辺で述べたとおり，滝沢ほか（1984）等に

よれば，月の浦累層は中部ジュラ系，荻の浜累層は上部ジュラ

系とされている。敷地近傍海域のＥ層のうち，女川湾中央部及

び南岸沿い海域付近並びに鮫浦湾に分布する地層については，

滝沢ほか（1987）及び陸域の地質分布の連続から，本層群に相
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

するものと考えられる。 

ｃ．貫入岩 

敷地近傍の中生界は多くの貫入岩を伴い，周辺の中生界はし

ばしばホルンフェルス化している。主な貫入岩体は，女川町針

浜付近と牡鹿町大草山付近に分布し，閃緑岩，花崗閃緑岩，石

英閃緑岩，ひん岩に分類される。滝沢ほか（1984）等によれ

ば，これらの貫入岩体はＫ－Ar 法による放射性年代測定結果等

から，白亜紀前期に貫入したものとされている。 

(2) 新生界第四系 

新生界第四系は，中生界の基盤岩を不整合に覆い狭小に分布

する。段丘堆積物はほとんど認められず，敷地近傍の南端で高

位段丘堆積物が認められるのみである。沖積層は小規模な河川

の河口付近に平野を形成し，岩屑堆積物は，河川沿いの山麓斜

面や谷底に分布する。 

 

3.2.3.2.3 敷地近傍の地質構造 

(1) 概要 

敷地近傍陸域の地質構造図を第 3.2.3－5 図に示す。 

中生界の地質構造は，「3.2.2.2.3 敷地周辺陸域の地質構

造」で述べたとおり，ＮＮＥ－ＳＳＷ方向に延びる褶曲構造

と，これとほぼ平行あるいは少し斜交する断層及び大きく斜交

する断層によって特徴付けられる。特に敷地近傍においては，

当するものと考えられる。 

ｃ．貫入岩 

敷地近傍の中生界は多くの貫入岩を伴い，周辺の中生界はし

ばしばホルンフェルス化している。主な貫入岩体は，女川町針

浜付近と石巻市大原浜の大草山付近に分布し，閃緑岩，花崗閃

緑岩，石英閃緑岩，ひん岩に分類される。滝沢ほか（1984）等

によれば，これらの貫入岩体はＫ－Ar 法による放射性年代測定

結果等から，白亜紀前期に貫入したものとされている。 

(2) 新生界第四系 

新生界第四系は，中生界の基盤岩を不整合に覆い狭小に分布

する。段丘堆積物はほとんど認められず，敷地近傍の南端で高

位段丘堆積物が認められるのみである。沖積層は小規模な河川

の河口付近に平野を形成し，岩屑堆積物は，河川沿いの山麓斜

面や谷底に分布する。 

 

3.3.2.3 敷地近傍の地質構造 

(1) 概要 

敷地近傍陸域の地質構造図を第 3.3－5 図に示す。 

中生界の地質構造は，「3.2.2.3 敷地周辺陸域の地質構造」

で述べたとおり，ＮＮＥ-ＳＳＷ方向に延びる褶曲構造と，これ

とほぼ平行あるいは少し斜交する断層及び大きく斜交する断層

によって特徴づけられる。特に敷地近傍においては，褶曲構造
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

褶曲構造が顕著であり，波長数ｍ程度から，概ね 100～500ｍの

褶曲構造が繰り返しており，大局的には波長数 km 程度の褶曲構

造をなす複褶曲構造を呈している。これらの褶曲のうち，敷地

周辺の地質構造で示したＳ－２向斜が出島の西側，五部浦湾の

東岸付近に，Ａ－２背斜が前網，谷川地区付近に分布する。 

敷地近傍の中生界は，上述のＮＮＥ－ＳＳＷ方向に軸を持つ

褶曲構造により，繰り返して分布するが，褶曲軸は南南西方向

にプランジすることから，大局的には南東に向けて新しい地質

が分布する。 

 

(2) 敷地近傍の断層 

敷地近傍の中生界の中には多くの断層が認められ，その多く

は褶曲軸に沿うか褶曲軸の延長上に位置する断層である。ま

た，ＮＮＥ－ＳＳＷ方向の褶曲軸に対してやや西に振れる断層

が見られ，断層の走向は，Ｎ－Ｓ方向を境に東西 15°程度の範

囲にあり，露頭ではせん断帯を伴うもののほぼ固結している。

この方向の断層のうち，野々浜や小積浜南方の断層は，ジュラ

系牡鹿層群の地質分布を大きく規制している。断層を挟んで西

側と東側の向斜構造が接しており，滝沢ほか（1984）は焼山崎

断層と称して両向斜を境する背斜性の断層とみなしている。そ

のほか，褶曲構造にほぼ直交する断層が認められるが，敷地周

辺の断層で挙げた褶曲構造と大きく斜交する断層にあたる。こ

が顕著であり，波長数 m程度から，概ね 100～500m の褶曲構造

が繰り返しており，大局的には波長数 km 程度の褶曲構造をなす

複褶曲構造を呈している。これらの褶曲のうち，敷地周辺の地

質構造で示したＳ－２向斜が出島の西側及び五部浦湾の東岸付

近に，Ａ－２背斜が前網及び谷川地区付近に分布する。 

敷地近傍の中生界は，上述のＮＮＥ-ＳＳＷ方向に軸を持つ褶

曲構造により，繰り返して分布するが，褶曲軸は南南西方向に

プランジすることから，大局的には南東に向けて新しい地質が

分布する。 

 

(2) 敷地近傍の断層 

敷地近傍の中生界の中には多くの断層が認められ，その多く

は褶曲軸に沿うか褶曲軸の延長上に位置する断層である。ま

た，ＮＮＥ－ＳＳＷ方向の褶曲軸に対してやや西に振れる断層

が見られ，断層の走向は，Ｎ－Ｓ方向を境に東西 15°程度の範

囲にあり，露頭ではせん断帯を伴うもののほぼ固結している。

この方向の断層のうち，野々浜や小積浜南方の断層は，ジュラ

系牡鹿層群の地質分布を大きく規制している。断層を挟んで西

側と東側の向斜構造が接しており，滝沢ほか（1984）は焼山崎

断層と称して両向斜を境する背斜性の断層とみなしている。そ

のほか，褶曲構造にほぼ直交する断層が認められるが，敷地周

辺の断層で挙げた褶曲構造と大きく斜交する断層にあたる。こ
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

れら敷地近傍の中生界中に認められる断層は，「3.2.2.2.3 敷

地周辺陸域の地質構造」で述べたとおり，いずれも約 1億年前

の大島造山運動によって形成された古い断層であると考えられ

る。 

敷地近傍においては，空中写真判読の結果，西部の敷地を中

心とする半径約 5km に近接する付近に大石原
おおいしはら

浜西方～荻浜西方

周辺及び竹浜～狐崎浜周辺のリニアメントが判読され，南部の

近接位置に谷川南方～給分
きゅうぶん

浜南方リニアメントが判読される

（第 3.2.3－6 図）。これらはいずれもＬＤランクのリニアメン

トとして判読されるが，｢[新編]日本の活断層｣（1991）及び｢活

断層詳細デジタルマップ」（2002）には，記載されていない。 

 

第 3.2.2－9 図に示した重力異常図では，敷地近傍一帯は高重

力領域が広がり，重力の急変帯等は認められない。第 3.2.2－

10 図に示した地震分布図では，敷地近傍にはほとんど地震は発

生しておらず，系統だった地震分布は認められない。 

なお，2011 年東北地方太平洋沖地震後に実施した地表踏査に

より，この地震の発生前と顕著な変化はなく断層が活動した痕

跡は確認されなかった。 

ａ．谷川南方～給分浜南方リニアメント 

空中写真判読結果を第 3.2.3－6 図に，地質平面図を第 3.2.3

－7 図に，地質断面図を第 3.2.3－8 図に地質構造図を第 3.2.3

れら敷地近傍の中生界中に認められる断層は，「3.2.2.3 敷地

周辺陸域の地質構造」で述べたとおり，前期白亜紀の火成活

動，褶曲構造の形成及び断層活動を伴う大規模な地殻変動によ

って形成された古い断層であると考えられる。 

敷地近傍においては，空中写真判読の結果（第 3.3－2 図），

敷地から約５km 西方から南西方に大石原
おおいしはら

浜西方～荻浜西方周辺

及び竹浜～狐崎浜周辺のリニアメントが判読され，敷地から約

５km 南方付近から南方に谷川南方～給分
きゅうぶん

浜南方リニアメント

が判読される（第 3.3－6 図）。これらはいずれもＬＤランクの

リニアメントとして判読されるが，｢[新編]日本の活断層｣

（1991）及び｢活断層詳細デジタルマップ［新編］｣（2018）に

は，記載されていない。 

第 3.2-6 図に示した重力異常図では，敷地近傍一帯は高重力

領域が広がり，重力の急変帯等は認められない。第 3.2－9 図に

示した地震分布図では，敷地近傍にはほとんど地震は発生して

おらず，系統だった地震分布は認められない。 

なお，2011 年東北地方太平洋沖地震後に実施した地表踏査に

より，この地震の発生前と顕著な変化はなく断層が活動した痕

跡は確認されなかった。 

ａ．谷川南方～給分浜南方リニアメント 

空中写真判読結果を第 3.3－6 図に，地質平面図を第 3.3－7

図に，地質断面図を第 3.3－8 図に地質構造図を第 3.3－9 図に
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

－9図に示す。 

文献調査結果によれば，｢[新編]日本の活断層｣（1991）及び

｢活断層詳細デジタルマップ」（2002）には，当該リニアメント

の位置に活断層等は図示されていない。 

変動地形学的調査によると，谷川南方～給分浜南方リニアメ

ントは，牡鹿町谷川南方から同町給分浜南方に至る長さ約 5.6

㎞のＮ－Ｓ方向に続くリニアメントで，山地斜面に認められる

崖，直線状の谷，鞍部の連続からなる。牡鹿町大原浜付近で

は，リニアメントの西側では頂部に平坦性のある低い尾根があ

りリニアメントを挟んで高度差が認められる。その南方の同町

給分浜では，リニアメントを挟んで東側が低い高度差が認めら

れる。Ｍ２面の東側に逆向き低崖が見られ，またその北方に分

布する平坦性のある尾根筋には鞍部が認められ東側が低い高度

差が判読される。給分浜の南側では，直線状の谷と尾根が認め

られ，西側が低い高度差が比較的明瞭に認められる。以上のよ

うに，地区により地形の高度差が示すセンスに違いがあること

から，リニアメントをＬＤランクとした。 

地表地質調査結果によれば，周辺にはジュラ系の牡鹿層群月

の浦累層侍浜頁岩部層及び荻の浜累層狐崎砂岩頁岩部層，白亜

紀に貫入した石英閃緑岩及びひん岩，新第三系未区分鮮新統の

礫岩層，第四系更新統の段丘堆積物，第四系完新統岩屑堆積物

及び沖積層が分布する。 

示す。 

文献調査結果によれば，｢[新編]日本の活断層｣（1991）及び

｢活断層詳細デジタルマップ［新編］｣（2018）には，当該リニ

アメントの位置に活断層等は図示されていない。 

変動地形学的調査によると，谷川南方～給分浜南方リニアメ

ントは，石巻市谷川南方から同市給分浜南方に至る長さ約 5.6

㎞のＮ－Ｓ方向に続くリニアメントで，山地斜面に認められる

崖，直線状の谷，鞍部の連続からなる。石巻市大原浜付近で

は，リニアメントの西側では頂部に平坦性のある低い尾根があ

り，リニアメントを挟んで高度差が認められる。その南方の同

町給分浜では，リニアメントを挟んで東側が低い高度差が認め

られる。Ｍ２面の東側に逆向き低崖が見られ，またその北方に

分布する平坦性のある尾根筋には鞍部が認められ東側が低い高

度差が判読される。給分浜の南側では，直線状の谷と尾根が認

められ，西側が低い高度差が比較的明瞭に認められる。以上の

ように，地区により地形の高度差が示すセンスに違いがあるこ

とから，リニアメントをＬＤランクとした。 

地表地質調査結果によれば，周辺にはジュラ系の牡鹿層群月

の浦累層侍浜頁岩部層及び荻の浜累層狐崎砂岩頁岩部層，白亜

紀に貫入した石英閃緑岩及びひん岩，新第三系未区分鮮新統の

礫岩層，第四系更新統の段丘堆積物，第四系完新統岩屑堆積物

及び沖積層が分布する。 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

中生界にはリニアメントの西側にＮＮＥ－ＳＳＷ方向の背斜

構造が認められ，リニアメント付近の地層は南南東方向に傾斜

する。リニアメントの北側は，侍浜頁岩部層が分布しリニアメ

ントと同方向のへき開が発達する。リニアメントの中部は，東

側の大草山に石英閃緑岩の岩体が位置するとともに，リニアメ

ントと同方向のひん岩岩脈が多く貫入し，周辺のジュラ系はホ

ルンフェルス化を受け硬質となっている場合が多く，リニアメ

ントの西側の頂部に平坦性のある低い尾根には未区分鮮新統の

礫岩層が分布している。第 3.2.3－10 図に示すように，リニア

メント北部～中部の東側に連続する馬の背状の出尾根には，ホ

ルンフェルス化を受け硬質となった砂岩や頁岩層が多く分布

し，同北部ではその東側前面に，同中部では西側の未区分鮮新

統のやや軟質な礫岩層との境界をリニアメントが通過する。ま

た，逆に熱水変質により茶褐色～黄褐色を呈する軟質となった

砂岩も認められ，岩盤に硬軟差が生じている。リニアメント南

部の給分浜地区では，南端の海岸沿いで風化により軟質となっ

たひん岩とともに，変質や風化により軟質となった岩盤が広が

っている。 

以上のことから，リニアメントが場所によって尾根の低下や

逆向き低崖の低下側の向きが違うのは，ホルンフェルス化や軟

質化を受けた岩盤と，やや軟質な未区分鮮新統の礫岩層の分布

によっていると判断され，判読されたリニアメントは，貫入岩

中生界にはリニアメントの西側にＮＮＥ－ＳＳＷ方向の背斜

構造が認められ，リニアメント付近の地層は南南東方向に傾斜

する。リニアメントの北側は，侍浜頁岩部層が分布しリニアメ

ントと同方向のへき開が発達する。リニアメントの中部は，東

側の大草山に石英閃緑岩の岩体が位置するとともに，リニアメ

ントと同方向のひん岩岩脈が多く貫入し，周辺のジュラ系はホ

ルンフェルス化を受け硬質となっている場合が多く，リニアメ

ントの西側の頂部に平坦性のある低い尾根には未区分鮮新統の

礫岩層が分布している。第 3.3－10 図に示すように，リニアメ

ント北部～中部の東側に連続する馬の背状の尾根には，ホルン

フェルス化を受け硬質となった砂岩や頁岩層が多く分布し，同

北部ではその東側前面に，同中部では西側の未区分鮮新統のや

や軟質な礫岩層との境界をリニアメントが通過する。また，逆

に熱水変質により茶褐色～黄褐色を呈する軟質となった砂岩も

認められ，岩盤に硬軟差が生じている。リニアメント南部の給

分浜地区では，南端の海岸沿いで風化により軟質となったひん

岩とともに，変質や風化により軟質となった岩盤が広がってい

る。 

以上のことから，谷川南方～給分浜南方リニアメントについ

ては，判読されたリニアメントの直下付近にはリニアメントに

対応するような断層は認められず，震源として考慮する活断層

には該当しないものと判断する。リニアメントが場所によって
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

によるホルンフェルス化や熱水変質により生じた岩質の硬軟差

及び軟質な未区分鮮新統を反映した差別侵食によるものと考え

られる。 

 

 

 

ｂ．大石原浜西方～荻浜西方周辺及び竹浜～狐崎浜周辺のリニア

メント 

空中写真判読結果を第 3.2.3－11 図に，地質平面図を第

3.2.3－12 図に，地質断面図を第 3.2.3－13 図に，地質構造図

を第 3.2.3－14 図に示す。 

文献調査結果によれば，｢[新編]日本の活断層｣（1991）及び

｢活断層詳細デジタルマップ」（2002）には，当該リニアメント

の位置に活断層等は図示されていない。 

変動地形学的調査によると，大石原浜西方～荻浜西方周辺の

リニアメントは，女川町大石原浜西方から石巻市荻浜西方に至

る長さ約 3.6km のＮＥ－ＳＷ方向に続くリニアメントで，山地

斜面に認められる直線状の谷，鞍部，崖等の連続からなり，尾

根高度に東側が低い高度差が認められる。リニアメントは，三

角末端面状を呈する崖も認められ，かつ，崖面基部の直線性も

高い。しかしながら，北方の山地内には続かず延長が短いこと

から，ＬＤランクとした。 

尾根の低下や逆向き低崖の低下側の向きが違うのは，ホルンフ

ェルス化や軟質化を受けた岩盤と，やや軟質な未区分鮮新統の

礫岩層の分布によるものと判断され，判読されたリニアメント

は，貫入岩によるホルンフェルス化や熱水変質により生じた岩

質の硬軟差及び軟質な未区分鮮新統を反映した差別侵食による

ものと考えられる。 

ｂ．大石原浜西方～荻浜西方周辺及び竹浜～狐崎浜周辺のリニア

メント 

空中写真判読結果を第 3.3－11 図に，地質平面図を第 3.3－

12 図に，地質断面図を第 3.3－13 図に，地質構造図を第 3.3－

14 図に示す。 

文献調査結果によれば，｢[新編]日本の活断層｣（1991）及び

｢活断層詳細デジタルマップ［新編］｣（2018）には，当該リニ

アメントの位置に活断層等は図示されていない。 

変動地形学的調査によると，大石原浜西方～荻浜西方周辺の

リニアメントは，女川町大石原浜西方から石巻市荻浜西方に至

る長さ約 3.6km のＮＥ－ＳＷ方向に続くリニアメントで，山地

斜面に認められる直線状の谷，鞍部，崖等の連続からなり，尾

根高度に東側が低い高度差が認められる。リニアメントは，三

角末端面状を呈する崖も認められ，かつ崖面基部の直線性も高

い。しかしながら，北方の山地内には続かず延長が短いことか

ら，ＬＤランクとした。 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

竹浜～狐崎浜周辺のリニアメントは，石巻市竹浜から同市狐

崎浜に至る長さ約 1.9ｋｍの走向ＮＥ－ＳＷ方向に続くリニア

メントで，小起伏を示す山地に認められる直線状の谷，鞍部等

からなる。一部で西側へ向かって高度を減じる山地斜面中腹

に，山側低下の逆向きの崖も認められるものの，延長が短いこ

とから，ＬＤランクとした。 

地表地質調査結果によれば，周辺にはジュラ系牡鹿層群月の

浦累層侍浜頁岩部層，荻の浜累層狐崎砂岩頁岩部層及び牧の浜

砂岩部層，小積頁岩部層，白亜紀のひん岩岩脈，第四系完新統

岩屑堆積物及び沖積層が分布する。 

大石原浜南西方には，リニアメントの東側にＮＮＥ－ＳＳＷ

方向の向斜構造が認められ，リニアメント付近の地層は東南東

方向に傾斜する。 

大石原浜西方～荻浜西方周辺においては，リニアメントの位

置は，侍浜頁岩部層と狐崎砂岩頁岩部層の境界にほぼ一致す

る。侍浜頁岩部層は頁岩層よりなり，狐崎砂岩頁岩部層は砂岩

優勢の砂岩頁岩互層からなるが，当地区では頁岩層に比べて砂

岩層の風化が著しく，低下方向である東側に狐崎砂岩頁岩部層

が分布する。また，地層の傾斜も東方向を向き低下している。

リニアメントの北端部は向斜軸に近く，侍浜頁岩部層中に至る

が，侍浜頁岩層に発達するへき開はリニアメントの方向と同方

向であり，当地区のリニアメントには両側で顕著な高度差が認

竹浜～狐崎浜周辺のリニアメントは，石巻市竹浜から同市狐

崎浜に至る長さ約 1.9km の走向ＮＥ－ＳＷ方向に続くリニアメ

ントで，小起伏を示す山地に認められる直線状の谷，鞍部等か

らなる。一部で西側へ向かって高度を減じる山地斜面中腹に，

山側低下の逆向きの崖も認められるものの，延長が短いことか

ら，ＬＤランクとした。 

地表地質調査結果によれば，周辺にはジュラ系牡鹿層群月の

浦累層侍浜頁岩部層，荻の浜累層狐崎砂岩頁岩部層及び牧の浜

砂岩部層，小積頁岩部層，白亜紀のひん岩岩脈，第四系完新統

岩屑堆積物及び沖積層が分布する。 

大石原浜南西方には，リニアメントの東側にＮＮＥ－ＳＳＷ

方向の向斜構造が認められ，リニアメント付近の地層は東南東

方向に傾斜する。 

大石原浜西方～荻浜西方周辺においては，リニアメントの位

置は，侍浜頁岩部層と狐崎砂岩頁岩部層の境界にほぼ一致す

る。侍浜頁岩部層は頁岩層よりなり，狐崎砂岩頁岩部層は砂岩

優勢の砂岩頁岩互層からなるが，当地区では頁岩層に比べて砂

岩層の風化が著しく，低下方向である東側に狐崎砂岩頁岩部層

が分布する。また，地層の傾斜も東方向を向き低下している。

リニアメントの北端部は向斜軸に近く，侍浜頁岩部層中に至る

が，侍浜頁岩層に発達するへき開はリニアメントの方向と同方

向であり，当地区のリニアメントには両側で顕著な高度差が認
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められない。 

竹浜～狐崎浜周辺においては，リニアメントの位置は，狐崎

砂岩頁岩部層と牧の浜砂岩部層の境界にほぼ一致する。西側に

は狐崎砂岩頁岩部層が分布し，東側は牧の浜砂岩部層が分布す

るが，牧の浜砂岩部層は粗粒の砂岩を主としており，風化の影

響により軟質化が著しく，低下方向である東側に分布する。ま

た，東側は地層面の傾斜方向でもある。 

以上のことから，判読されたリニアメントは，侍浜頁岩部層

と狐崎砂岩頁岩部層あるいは狐崎砂岩頁岩部層と牧の浜砂岩部

層の岩質の硬軟差を反映した差別侵食であると考えられる。ま

た，リニアメントの北端部は侍浜頁岩層中にあるが，この部分

は発達するへき開を反映した侵食地形と考えられる。 

 

 

 

 

 

3.2.4 敷地の地質・地質構造 

3.2.4.1 調査内容 

女川原子力発電所の敷地について，これまでに地表地質調

査，ボーリング調査，試掘坑調査等を実施しており，その結果

に基づき，敷地の地質・地質構造について検討を実施した。地

められない。 

竹浜～狐崎浜周辺においては，リニアメントの位置は，狐崎

砂岩頁岩部層と牧の浜砂岩部層の境界にほぼ一致する。西側に

は狐崎砂岩頁岩部層が分布し，東側は牧の浜砂岩部層が分布す

るが，牧の浜砂岩部層は粗粒の砂岩を主としており，風化の影

響により軟質化が著しく，低下方向である東側に分布する。ま

た，東側は地層面の傾斜方向でもある。 

以上のことから，大石原浜西方～荻浜西方周辺及び竹浜～狐

崎浜周辺のリニアメントについては，判読されたリニアメント

の直下付近にはリニアメントに対応するような断層は認められ

ず，震源として考慮する活断層には該当しないものと判断す

る。判読されたリニアメントは，侍浜頁岩部層と狐崎砂岩頁岩

部層あるいは狐崎砂岩頁岩部層と牧の浜砂岩部層の岩質の硬軟

差を反映した差別侵食であると考えられる。また，リニアメン

トの北端部は侍浜頁岩層中にあるが，この部分は発達するへき

開を反映した侵食地形と考えられる。 

 

3.4 敷地の地質・地質構造 

3.4.1 調査内容 

女川原子力発電所の敷地について，これまでに地表地質調

査，ボーリング調査，試掘坑調査等を実施しており，その結果

に基づき，敷地の地質・地質構造について検討を実施した。地
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質調査位置を第 3.2.4－1 図に示す。 

 

3.2.4.1.1 地表地質調査 

敷地の地質及び地質構造を把握するため，詳細な地表地質調

査を実施した。また，文献調査，空中写真判読等の調査結果と

あわせて，原縮尺 5千分の 1の地質図を作成して検討を行っ

た。 

 

3.2.4.1.2 ボーリング調査 

原子炉施設設置位置付近の地質及び地質構造についての直接

資料を得るため，ボーリング調査を実施した。また，敷地内の

地質・地質構造を把握するため，第 3.2.4－1 図に示す位置でボ

ーリング調査を実施した。採取したボーリングコアは，詳細な

観察を行い，地質柱状図，地質断面図等を作成し，敷地の地質

構造について検討を行った。 

 

3.2.4.1.3 試掘坑調査 

地表地質調査，ボーリング調査等により得られた原子炉施設

設置位置付近の地質及び地質構造の状況を直接確認するため，

第 3.2.4－1 図に示す位置で試掘坑による調査を実施し，基礎地

盤の地質分布，構成岩石，岩質，地層の走向・傾斜，断層の破

砕状況・分布等を確認した。 

質調査位置を第 3.4－1 図に示す。 

 

3.4.1.1 地表地質調査 

敷地の地質及び地質構造を把握するため，詳細な地表地質調

査を実施した。また，文献調査，空中写真判読等の調査結果と

あわせて，原縮尺５千分の１の地質図を作成して検討を行っ

た。 

 

3.4.1.2 ボーリング調査 

原子炉施設設置位置付近の地質及び地質構造についての直接

資料を得るため，ボーリング調査を実施した。また，敷地内の

地質・地質構造を把握するため，第 3.4－1 図に示す位置でボー

リング調査を実施した。採取したボーリングコアは，詳細な観

察を行い，地質柱状図，地質断面図等を作成し，敷地の地質構

造について検討を行った。 

 

3.4.1.3 試掘坑調査 

地表地質調査，ボーリング調査等により得られた原子炉施設

設置位置付近の地質及び地質構造の状況を直接確認するため，

第 3.4－1 図に示す位置で試掘坑による調査を実施し，基礎地盤

の地質分布，構成岩石，岩質，地層の走向・傾斜，断層の破砕

状況・分布等を確認した。 
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3.2.4.1.4 トレンチ調査 

ＴＦ－１断層及びＯＦ－１断層を主な対象として，第 3.2.4

－1 図に示す位置でトレンチ調査を実施し，断層の破砕状況及

び活動牲の有無について確認した。 

 

3.2.4.2 調査結果 

3.2.4.2.1 敷地の地形 

敷地は，北上山地南端部から南南東方向に突き出す牡鹿半島

の中央東部に位置する。 

敷地の北東側は海に面し，他は山地に囲まれている。山地の

尾根はＮＥ－ＳＷ～ＮＮＥ－ＳＳＷ方向に延び，それらの尾根

を背に小規模な沢が発達し，沢沿いに小規模な低地が分布して

いる。 

敷地北東側の海岸線は，１号機建設以前は砂浜となってい

た。海底の地形は，比較的緩やかな勾配で沖合に続いている。 

空中写真判読結果によると，敷地には新しい時代の活動を示

唆するリニアメントは認められない。 

また，敷地には地すべり地形の存在は認められない。 

 

 

 

 

3.4.1.4 トレンチ調査 

ＴＦ－１断層及びＯＦ－１断層を主な対象として，第 3.4－1

図に示す位置でトレンチ調査を実施し，断層の破砕状況及び活

動牲の有無について確認した。 

 

3.4.2 調査結果 

3.4.2.1 敷地の地形 

敷地は，北上山地南端部から南南東方向に突き出す牡鹿半島

の中央東部に位置する。 

敷地の北東側は海に面し，他は山地に囲まれている。山地の

尾根はＮＥ－ＳＷ～ＮＮＥ－ＳＳＷ方向に延び，それらの尾根

を背に小規模な沢が発達し，沢沿いに小規模な低地が分布して

いる。 

敷地北東側の海岸線は，１号炉建設以前は砂浜となってい

た。海底の地形は，比較的緩やかな勾配で沖合に続いている。 

空中写真判読結果によると，敷地には新しい時代の活動を示

唆するリニアメントは認められない。 

また，敷地には日本地すべり学会東北支部(1992) (64)及び防災

科学技術研究所(2009) (65) によれば地すべりの存在は指摘され

ておらず，空中写真判読結果によっても地すべり地形の存在は

認められない。 
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3.2.4.2.2 敷地の地質 

敷地には，砂岩，頁岩及び砂岩頁岩互層の堆積岩類が広く分

布し，部分的にこれらを貫くひん岩が分布する。また一部海岸

付近及び低地周辺には，未固結～半固結の堆積層が分布する。 

調査の結果，敷地の地質は，第 3.2.4－2 図，第 3.2.4－3 図

及び第 3.2.4－1 表に示すとおり，中生界ジュラ系，これを覆う

第四系等によって構成されている。敷地のジュラ系は，牡鹿層

群月の浦累層及び荻の浜累層に区分される。 

ジュラ系は，ＮＮＥ－ＳＳＷ～ＮＥ－ＳＷ走向を示し，敷地

の南東部から北西部にかけて，順に上位層が分布するが，後述

する複向斜構造のため，部分的には地層が繰り返して分布して

いる。 

各地層の概要は次のとおりである。 

(1) 月の浦累層侍浜頁岩部層 

本部層は，後述する鳴浜向斜の東翼部に位置する敷地東端部

の海岸付近に分布する。主として均質な無層理黒色頁岩からな

るが，一部に砂岩頁岩互層を挟み，まれに石英及び長石を多量

に含む砂岩の薄層を挟む。層厚は約 350m と推定され，敷地外で

下位の月の浦砂岩部層とは整合関係にあることが認められる。 

(2) 荻の浜累層狐崎砂岩頁岩部層 

本部層は，主に鳴浜向斜の軸付近に分布し，主として塊状の

中～細粒砂岩，頁岩，砂岩頁岩互層等からなり，まれに礫岩，

3.4.2.2 敷地の地質 

敷地には，砂岩，頁岩及び砂岩頁岩互層の堆積岩類が広く分

布し，部分的にこれらを貫くひん岩が分布する。また一部海岸

付近及び低地周辺には，未固結～半固結の堆積層が分布する。 

調査の結果，敷地の地質は，第 3.4－2 図，第 3.4－3 図及び

第 3.4－1 表に示すとおり，中生界ジュラ系，これを覆う第四系

等によって構成されている。敷地のジュラ系は，牡鹿層群月の

浦累層及び荻の浜累層に区分される。 

ジュラ系は，ＮＮＥ－ＳＳＷ～ＮＥ－ＳＷ走向を示し，敷地

の南東部から北西部にかけて，順に上位層が分布するが，後述

する複向斜構造のため，部分的には地層が繰り返して分布して

いる。 

各地層の概要は次のとおりである。 

(1) 月の浦累層侍浜頁岩部層 

本部層は，後述する鳴浜向斜の東翼部に位置する敷地東端部

の海岸付近に分布する。主として均質な無層理黒色頁岩からな

るが，一部に砂岩頁岩互層を挟み，まれに石英及び長石を多量

に含む砂岩の薄層を挟む。層厚は約 350m と推定され，敷地外で

下位の月の浦砂岩部層とは整合関係にあることが認められる。 

(2) 荻の浜累層狐崎砂岩頁岩部層 

本部層は，主に鳴浜向斜の軸付近に分布し，主として塊状の

中～細粒砂岩，頁岩，砂岩頁岩互層等からなり，まれに礫岩，
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砂質礫岩等を含む。 

砂岩は新鮮部で暗灰色～灰色，風化部で黄褐色～褐色を呈す

る。構成粒子は主に石英，長石及び頁岩岩片からなる。 

頁岩は黒色頁岩及び砂岩の薄層を頻繁に挟む暗灰～黒灰色を

呈する縞状頁岩からなる。 

本部層は，岩相の相違及び層序関係から，下部，中部及び上

部に区分される。層厚は約 500m と推定され，下位の侍浜頁岩部

層とは整合関係にある。 

(3) 荻の浜累層牧の浜砂岩部層 

本部層は，鳴浜向斜の軸付近から小屋取背斜の軸付近に広く

分布し，アルコース，アルコース質細粒砂岩，砂岩頁岩互層，

砂質頁岩，礫岩等からなる。 

アルコースは新鮮部で灰白色～白色，風化部で黄灰色～黄白

色を呈し，主として粗粒～中粒の石英及び長石の粒子からな

り，泥質基質は少ない。 

本部層は，岩相の相違及び層序関係から，下部，中部及び上

部に区分される。層厚は約 500m と推定され，下位の狐崎砂岩頁

岩部層とは整合関係にある。 

(4) 第四系 

前述のジュラ系を不整合に覆って，山麓部及び沢沿いの低地

に崖錐堆積物，沖積層等が分布する。これらは主として，緑灰

色～黄灰色を呈する未固結の細粒砂，シルト及び砂礫からな

砂質礫岩等を含む。 

砂岩は新鮮部で暗灰色～灰色，風化部で黄褐色～褐色を呈す

る。構成粒子は主に石英，長石及び頁岩岩片である。 

頁岩は黒色頁岩及び砂岩の薄層を頻繁に挟む暗灰～黒灰色を

呈する縞状頁岩からなる。 

本部層は，岩相の相違及び層序関係から，下部，中部及び上

部に区分される。層厚は約 500m と推定され，下位の侍浜頁岩部

層とは整合関係にある。 

(3) 荻の浜累層牧の浜砂岩部層 

本部層は，鳴浜向斜の軸付近から小屋取背斜の軸付近に広く

分布し，アルコース，アルコース質細粒砂岩，砂岩頁岩互層，

砂質頁岩，礫岩等からなる。 

アルコースは新鮮部で灰白色～白色，風化部で黄灰色～黄白

色を呈し，主として粗粒～中粒の石英及び長石の粒子からな

り，泥質基質は少ない。 

本部層は，岩相の相違及び層序関係から，下部，中部及び上

部に区分される。層厚は約 500m と推定され，下位の狐崎砂岩頁

岩部層とは整合関係にある。 

(4) 第四系 

前述のジュラ系を不整合に覆って，山麓部及び沢沿いの低地

に崖錐堆積物，沖積層等が分布する。これらは主として，緑灰

色～黄灰色を呈する未固結の細粒砂，シルト及び砂礫からな

 

 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和元年 9月 27 日 

女川原子力発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更） 添付六の内「３．地盤」前後対比表（対平成 25 年 12 月申請）    東北電力株式会社 

添六(３．地盤) 130 / 239 

 

申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

り，黄褐色～赤褐色を呈する半固結～未固結の淘汰の悪い角礫

層及び砂礫層を挟む。 

また，海浜部には未固結の砂層，シルト層，腐植土等が分布

する。 

 

3.2.4.2.3 敷地の地質構造 

敷地のジュラ系の地質構造は，第 3.2.4－4 図に示すとおり，

ＮＮＥ－ＳＳＷ～ＮＥ－ＳＷ方向に延びる褶曲構造と，褶曲構

造に同方向，斜交する方向及びほぼ直交する方向の断層とによ

って特徴づけられる。 

２号機原子炉建屋基礎地盤は，主に荻の浜累層狐崎砂岩頁岩

部層の砂岩，頁岩及び砂岩頁岩互層から構成されており，原子

炉建屋設置位置では，南東～南南東に 30～50°で傾斜する。 

(1) 褶曲構造 

敷地内に認められる褶曲構造は大きくみると，間隔が 1,000

ｍ程度の向斜と背斜とからなる。これを鳴浜向斜及び小屋取背

斜と命名した。原子炉施設設置位置は，このうち鳴浜向斜部に

位置する。 

鳴浜向斜は，波長数ｍから数 100ｍにわたる種々の規模の数

多くの褶曲からなる複向斜構造である。鳴浜向斜を形成するこ

れらの褶曲構造においては，主要なものについて，向斜構造は

Ｎｓ－１，２，…，背斜構造はＮａ－１，２，…と名称をつけ

り，黄褐色～赤褐色を呈する半固結～未固結の淘汰の悪い角礫

層及び砂礫層を挟む。 

また，海浜部には未固結の砂層，シルト層，腐植土等が分布

する。 

 

3.4.2.3 敷地の地質構造 

敷地のジュラ系の地質構造は，第 3.4－4 図に示すとおり，Ｎ

ＮＥ－ＳＳＷ～ＮＥ－ＳＷ方向に延びる褶曲構造と，褶曲構造

に同方向，斜交する方向及びほぼ直交する方向の断層とによっ

て特徴づけられる。 

 

 

 

(1) 褶曲構造 

敷地内に認められる褶曲構造は大きくみると，間隔が 1,000m

程度の向斜と背斜とからなる。これを鳴浜向斜及び小屋取背斜

と命名した。２号原子炉施設設置位置は，このうち鳴浜向斜部

に位置する。 

鳴浜向斜は，波長数 mから数 100m にわたる種々の規模の数多

くの褶曲からなる複向斜構造である。鳴浜向斜を形成するこれ

らの褶曲構造においては，主要なものについて，向斜構造はＮ

ｓ－１，２，…，背斜構造はＮａ－１，２，…と名称をつけて
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ている。 

各褶曲の軸面は，鉛直あるいは南東に急傾斜し，軸は主とし

て南へ緩やかにプランジしている。 

(2) 断層 

敷地内に認められる断層には，敷地周辺陸域の中・古生界に

認められる断層と同様に，地層の一般走向とほぼ一致するＮＮ

Ｅ－ＳＳＷ方向のものと，それと低～高角度で斜交するもの及

びほぼ直交するものが存在する。 

これらの断層は，周囲の層理面あるいは褶曲軸との関係に基

づき，大きくみて走向断層，斜交断層及び横断断層の３つのタ

イプに分けられる。これらのうち，連続性が認められ，破砕規

模及び変位量が比較的大きい主要な断層は，第 3.2.4－2 表及び

第 3.2.4－4 図に示すとおりである。 

走向断層としては，ＳＦ－１及びＳＦ－２断層が認められ

る。その走向は，ＮＮＥ－ＳＳＷ方向を示し，断層面には，概

ね斜め方向の移動を示す条線が認められる。 

斜交断層としては，ＯＦ－１断層が認められる。その走向

は，Ｎ－Ｓ方向を示し，断層面には，概ね斜め方向の移動を示

す条線が認められる。 

横断断層としては，ＴＦ－１断層が認められる。その走向

は，ＮＷ－ＳＥ方向を示し，断層面には，概ね傾斜方向の移動

を示す条線が認められる。 

いる。 

各褶曲の軸面は，鉛直あるいは南東に急傾斜し，軸は主とし

て南へ緩やかにプランジしている。 

(2) 断層 

敷地内に認められる断層には，敷地周辺陸域の中・古生界に

認められる断層と同様に，地層の一般走向とほぼ一致するＮＮ

Ｅ－ＳＳＷ方向のものと，それと低～高角度で斜交するもの及

びほぼ直交するものが存在する。 

これらの断層は，周囲の層理面あるいは褶曲軸との関係に基

づき，大きくみて走向断層，斜交断層及び横断断層の３つのタ

イプに分けられる。これらのうち，連続性が認められ，破砕規

模及び変位量が大きく，敷地の地質構造を規制する規模の大き

な断層は，第 3.4－2 表及び第 3.4－4 図に示すとおりである。 

走向断層としては，ＳＦ－１及びＳＦ－２断層が認められ

る。その走向は，ＮＮＥ－ＳＳＷ方向を示し，断層面には，概

ね斜め方向の移動を示す条線が認められる。 

斜交断層としては，ＯＦ－１断層が認められる。その走向

は，Ｎ－Ｓ方向を示し，断層面には，概ね斜め方向の移動を示

す条線が認められる。 

横断断層としては，ＴＦ－１断層が認められる。その走向

は，ＮＷ－ＳＥ方向を示し，断層面には，概ね傾斜方向の移動

を示す条線が認められる。 
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また，主に砂岩と頁岩との境界には層理面と平行なシームが

認められる。シームのほとんどは，褶曲構造が形成される過程

で生じた，フレキシュラル・スリップによるものと考えられ，

厚さは数 cm 以下であり，粘土状，砂状，礫状等の破砕物質から

構成されている。 

前述の敷地内の主要断層のほかにも，２号機の原子炉建屋近

傍には，破砕規模及び変位量が比較的大きく，ある程度連続性

の認められる断層が分布するが，いずれも高角度である（第

3.2.4－3 表）。 

敷地内の主要断層の性状については以下のとおりである。 

 

ａ．ＳＦ－１断層 

ＳＦ－１断層は，地表露頭ではＮ20°～44°Ｅ，62°～74°

ＮＷの走向・傾斜を有し，相対的に西側上がりのセンスをもつ

断層で，最大破砕幅約 150cm の固結した破砕部を伴う。断層面

には，概ね斜め方向の移動を示す条線が認められる。 

本断層の北東延長は，盛土下の沖積層に覆われる。また，南

西延長は，ＯＦ－１断層と交差する敷地境界付近よりも南西側

において地質分布に乱れが認められないことから，敷地境界付

近でＯＦ－１断層に会合するものと考えられる。 

 

 

また，主に砂岩と頁岩との境界には層理面と平行なシームが

認められる。シームのほとんどは，褶曲構造が形成される過程

で生じた，フレキシュラル・スリップによるものと考えられ，

厚さは数 cm 以下であり，粘土状，砂状，礫状等の破砕物質から

構成されている。 

 

 

 

 

敷地内の地質構造を規制する規模の大きな断層の性状につい

ては以下のとおりである。 

ａ．ＳＦ－１断層 

ＳＦ－１断層は，地表露頭ではＮ20°～44°Ｅ，62°～74°

ＮＷの走向・傾斜を有し，相対的に西側上がりのセンスをもつ

断層で，最大破砕幅約 150cm の固結した破砕部を伴う。断層面

には，概ね斜め方向の移動を示す条線が認められる。 

本断層の北東延長想定位置付近に分布する連続露頭にはＳＦ

－１断層に対応する断層は認められない。ＳＦ－１断層は，盛

土分布域においてＴＦ－１断層による変位を受けているものと

考えられる。また，南西延長は，ＯＦ－１断層と交差する敷地

境界付近よりも南西側において層序に繰り返しがなく，地質分

布に乱れが認められないことから，敷地境界付近でＯＦ－１断

 

 

 

 

 

記載の適正化（記載箇所の変更） 

 

 

 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

 

 

 

 

記載の充実（露頭及び変位に関する記載の追加），記載の適正化

（表現の統一） 

 

 

 

 



令和元年 9月 27 日 

女川原子力発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更） 添付六の内「３．地盤」前後対比表（対平成 25 年 12 月申請）    東北電力株式会社 

添六(３．地盤) 133 / 239 

 

申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

 

ｂ．ＳＦ－２断層 

ＳＦ－２断層は，地表露頭並びに１号炉及び２号炉試掘坑内

では２本の断層からなり，それぞれＮ25°～58°Ｅ，40°ＳＥ

～85°ＮＷ及びＮ8°～50°Ｅ，23°～54°ＳＥの走向・傾斜を

有し，相対的に東側上がりのセンスをもつ断層である。 

２本の断層の破砕部の最大破砕幅は，それぞれ約 80cm 及び約

200cm である。断層面には，概ね斜め方向の移動を示す条線が

認められる。 

この断層の南西延長は，敷地外まで延び，敷地境界より約

600ｍの所で沖積層に覆われる。北東延長は，１号機西方で盛土

下の沖積層に覆われ，さらに２号機西方でＴＦ－１断層に変位

させられ，海岸付近へと連続している。 

 

 

 

ｃ．ＯＦ－１断層 

ＯＦ－１断層は，地表露頭及び１号炉試掘坑内では，Ｎ55°

Ｅ～20°Ｗ,78°ＮＷ～30°ＳＥの走向・傾斜を有し，相対的に

東側上がりのセンスをもつ断層で，最大破砕幅約 150cm の固結

した破砕部を伴う。断層面には，概ね斜め方向の移動を示す条

線が認められる。 

層に切られるものと考えられる。 

ｂ．ＳＦ－２断層 

ＳＦ－２断層は，地表露頭並びに１号炉及び２号炉試掘坑内

では２本の断層からなり，それぞれＮ25°～58°Ｅ，40°ＳＥ

～85°ＮＷ及びＮ8°～50°Ｅ，23°～54°ＳＥの走向・傾斜を

有し，相対的に東側上がりのセンスをもつ断層である。 

２本の断層の破砕部の最大破砕幅は，それぞれ約 80cm 及び約

200cm である。断層面には，概ね斜め方向の移動を示す条線が

認められる。 

この断層の南西延長は，敷地外まで延び，敷地境界より約

600ｍの所で沖積層に覆われる。北東延長は，１号炉西方で盛土

下の沖積層に覆われ，さらに２号炉西方でＴＦ－１断層に変位

させられ，海岸付近へと連続している。 

ＳＦ－２断層は，大局的には敷地の中央部付近で荻の浜累層

の狐崎砂岩頁岩部層と牧の浜砂岩部層の分布域の境界をなす断

層である。 

ｃ．ＯＦ－１断層 

ＯＦ－１断層は，地表露頭及び１号炉試掘坑内では，Ｎ55°

Ｅ～20°Ｗ,78°ＮＷ～30°ＳＥの走向・傾斜を有し，相対的に

東側上がりのセンスをもつ断層で，最大破砕幅約 150cm の固結

した破砕部を伴う。断層面には，概ね斜め方向の移動を示す条

線が認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の充実（ＳＦ－２断層に関する説明の追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和元年 9月 27 日 

女川原子力発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更） 添付六の内「３．地盤」前後対比表（対平成 25 年 12 月申請）    東北電力株式会社 

添六(３．地盤) 134 / 239 

 

申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

本断層の北方延長は，そのセンスからみて，ＴＦ－１断層を

挟んだ北側及びＳＦ－２断層を挟んだ北西側には本断層が存在

しないこと等から，ＴＦ－１断層に変位させられる位置付近に

おいて，ＳＦ－２断層に会合するものと考えられる。南方延長

は，地質分布の連続性，Ｎａ－８背斜及びＮｓ－８向斜がほぼ

まっすぐに延長されること等から，敷地境界付近で消滅するも

のと考えられる。 

ｄ．ＴＦ－１断層 

ＴＦ－１断層は，地表露頭及び２号炉試掘坑内ではＮ20°～

84°Ｗ，40°～85°ＳＷの走向・傾斜を有し，相対的に南西側

下がりのセンスをもつ断層で，最大破砕幅約 400cm の破砕部を

伴う。断層面には，概ね傾斜方向の移動を示す条線が認められ

る。 

本断層の南東及び北西延長については，それぞれ本断層の延

長上に位置する敷地南東方の県道及び敷地北西の構内道路の法

面露頭には同センスの断層が認められず，さらにＮａ－６背斜

及び小屋取背斜がほぼまっすぐに延長されること，褶曲付近の

地層分布の連続性も良いこと等から，本断層の延長は,Ｎａ－６

背斜と小屋取背斜の間に限られるものと考えられる。 

また，ＴＦ－１断層は，１号炉及び２号炉試掘坑内における

ＳＦ－２断層の確認位置に地質構造上の食い違いが認められる

ことから，ＳＦ－２断層に変位を与えていると考えられる。ま

本断層の北方延長は，掘削法面の地質観察によりＳＦ－２断

層に切られ連続しない。南方延長は，地質分布の連続性，Ｎａ

－８背斜及びＮｓ－８向斜がほぼ直線状に延長されること等か

ら，敷地境界付近で消滅するものと考えられる。 

 

 

 

ｄ．ＴＦ－１断層 

ＴＦ－１断層は，地表露頭及び２号炉試掘坑内ではＮ20°～

84°Ｗ，40°～85°ＳＷの走向・傾斜を有し，相対的に南西側

下がりのセンスをもつ断層で，最大破砕幅約 400cm の破砕部を

伴う。断層面には，概ね傾斜方向の移動を示す条線が認められ

る。 

本断層の南東及び北西延長については，それぞれ本断層の延

長上に位置する敷地南東方の県道及び敷地北西の構内道路の法

面露頭には同センスの断層が認められず，さらにＮａ－６背斜

及び小屋取背斜がほぼ直線状に延長されること，褶曲付近の地

層分布の連続性も良いこと等から，本断層の延長は,Ｎａ－６背

斜と小屋取背斜の間に限られるものと考えられる。 

ＴＦ－１断層は，掘削法面の地質観察により，ＳＦ－２断層

を切っている状況を確認している。 

 

記載の充実（法面観察結果に基づく記載の充実） 

 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

記載の充実（法面観察結果に基づく記載の充実） 
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た，ＯＦ－１断層がＴＦ－１断層を挟んだ北西側に存在しない

ことから，ＴＦ－１断層はＯＦ－１断層にも変位を与えている

と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4.2.4 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設設置位置の

地質・地質構造 

(1) 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設設置位置の地質 

２号炉原子炉建屋及び３号炉原子炉建屋を含む O.P.約－14ｍ

における地質水平断面図を第 3.4－5 図に，２号炉原子炉建屋の

地質鉛直断面図を第 3.4－6 図に，３号炉原子炉建屋の地質鉛直

断面図を第 3.4－7 図に示す。また，敷地北西部の O.P. 約＋

45.5m における地質水平断面図を第 3.4－8 図に，緊急時対策建

屋の地質鉛直断面図を第 3.4－9 図に，ガスタービン発電設備軽

油タンク室の地質鉛直断面図を第 3.4－10 図に，試掘坑地質展

開図を第 3.4－11 図に，地質柱状図を第 3.4－12 図に示す。 

大局的にはＳＦ－２断層を境界として，２号炉原子炉施設付

近の地質は，主にジュラ系荻の浜累層狐崎砂岩頁岩部層の中・

上部及び牧の浜砂岩部層上部の，３号炉原子炉施設付近，緊急

時対策建屋，ガスタービン発電設備軽油タンク室付近の地質

は，主に牧の浜砂岩部層下部～上部の砂岩及び頁岩で構成さ

れ，これらの堆積岩に白亜紀に貫入したひん岩が分布してい

 

 

 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し，記載箇所の変更），記載の充実

（原子炉施設設置位置以外の耐震重要施設及び常設重大事故等対

処施設設置位置の地質・地質構造に関する記載を追加），記載の

充実（耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設設置位置の地

質・地質構造に関する記載を追記，図表の追加） 
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る。 

ひん岩は斜長石を多量に含み，新鮮部は灰緑色，風化部は赤

褐色を呈する。これらは地層の走向とほぼ平行した分布を示し

ている。 

これらの基盤岩を不整合に覆って，海岸及び低地周辺には，

礫層，砂層，粘土層及び有機質シルト層などの未固結～半固結

の第四系が分布している。 

(2) 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設設置位置の地質

構造 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設の地質構造は，第

3.4－13 図に示すように，敷地の地質構造と同じく，褶曲構造

と断層とで特徴づけられる。 

褶曲軸は，ＮＮＥ－ＳＳＷ～ＮＥ－ＳＷ方向で，褶曲軸面は

南東へ高角度で傾斜している。 

２号炉原子炉建屋設置位置は，上述の褶曲構造の翼部に位置

しており，地層は南東～南南東に 30～50°で傾斜する。 

３号炉原子炉建屋設置位置には，一対の背斜・向斜が存在し

ており，地層は南東あるいは北西に傾斜し，褶曲の翼部では 40

～90°，軸付近では 0～40°の傾斜を示す。 

緊急時対策建屋位置及びガスタービン発電設備軽油タンク室

は，小屋取背斜の東翼部に位置しており，地層は南東～南南東

に 30～50°で傾斜する。 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（記載箇所の変更，構成変更に伴うタイトル及びタ

イトル番号変更，表現の統一），記載の充実（耐震重要施設及び常

設重大事故等対処施設設置位置の地質構造 
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また，主に砂岩と頁岩との境界には層理面と平行なシームが

認められる。シームのほとんどは，褶曲が形成される過程で生

じた，フレキシュラル・スリップによるものと考えられ，厚さ

は数㎝以下であり，粘土，砂または礫状の破砕物質から構成さ

れている。 

3.4.2.3(2)の敷地の地質構造を規制する規模の大きな断層の

ほかにも，２号炉及び３号炉の原子炉建屋近傍には，変位量及

び破砕規模が比較的大きく，ある程度連続性の認められる断層

が分布する。敷地の地質構造を規制する規模の大きな断層と合

わせて，顕著な変位量を有し，比較的破砕幅があり，連続性の

認められる断層として，ＳＦ－１～ＳＦ－２断層，ＯＦ－１～

ＯＦ－７断層及びＴＦ－１～ＴＦ－７断層の 16 本が認められ

る。これらの断層は一般に，周囲の地層に概ね５～10m 程度以

上の変位・変形を及ぼす傾向がみられ，破砕幅及び連続性も含

めて総合的な観点から，地質水平断面図及び地質鉛直断面図に

おいて表現すべき規模を有する主要な断層と考えられる。 

第 3.4－3 表にこれらの断層の一覧表を示す。 

これらの断層は，基盤のジュラ系中に認められる断層であ

り，敷地周辺の中・古生界に認められる断層と同様に褶曲軸等

との関係から大別でき，走向断層，斜交断層及び横断断層の３

つのタイプに分けられる。 

走向断層は，一般に褶曲軸付近にみられ，過褶曲部が断層化
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した形態をとるため，褶曲の成長と密接な関係を持つものと考

えられる。 

走向断層及び斜交断層のほとんどは横断断層に変位させら

れ，あるいは互いに会合している。一部の横断断層は，走向断

層と切り切られの関係にあるが，その性状も，小規模で連続性

に乏しく，断層面は密着していわゆる面なし断層となり，他の

断層と会合するもの，地層中で消滅するもの，周囲の基盤のジ

ュラ系に引きずりを与えているもの等の例もみられる。 

走向断層としては，ＳＦ－１断層及びＳＦ－２断層が認めら

れる。このうちＳＦ－２断層は，２号炉原子炉建屋設置位置付

近ではＳＦ－２①及びＳＦ－２②断層の２条として認められ，

Ｎａ－10 背斜の軸付近の西翼部に認められる逆断層である。２

号炉試掘坑において，ＳＦ－２①断層の走向・傾斜はＮ25～

58°Ｅ，40～78°ＳＥで破砕幅は最大約 11 ㎝，ＳＦ－２②断層

の走向・傾斜はＮ30～50°Ｅ，50°SE で，破砕幅は最大約 70cm

である。 

斜交断層としては，ＯＦ－１～ＯＦ－７断層が認められる。 

ＯＦ－１断層は，１号炉試掘坑において走向・傾斜はＮ24゜

～43゜Ｅ， 53゜～64゜ＮＷで，相対的に東側上がりのセンスを

持つ断層で，最大破砕幅約 150cm の固結した破砕部を伴う。 

ＯＦ－２断層は，２号炉試掘坑において走向はＮ60～80°Ｅ

からＮ65～68°Ｗで，傾斜は 70°Ｎ～90°，破砕幅は最大約５
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cm である。水平方向の連続性は，試掘坑調査及びボーリング調

査結果から 100m 以下と考えられ，深さ方向の連続性は，ボーリ

ング調査結果から O.P.－35m より深部に連続しないと考えられ

る。 

ＯＦ－３断層は，２号炉試掘坑において走向・傾斜はＮ70～

75°Ｗ，60°Ｓ～85°Ｎで，破砕幅は最大約 12cm である。水平

方向の連続性は，試掘坑調査及びボーリング調査結果から 85m

以下と考えられ，深さ方向の連続性は，ボーリング調査結果か

ら O.P.－75m より深部に連続しないと考えられる。 

ＯＦ－４断層は，２号炉試掘坑において走向・傾斜はＮ18～

40°Ｅ，46°ＳＥで，破砕幅は最大約６cm である。水平方向の

連続性は，試掘坑調査及びボーリング調査結果から 55m 以下と

考えられ，深さ方向の連続性は，ボーリング調査結果から O.P.

－20m より深部に連続しないと考えられる。 

ＯＦ－５断層は，３号炉試掘坑において走向・傾斜は，Ｎ68

～76゜Ｅ，28～62゜ＮＷで，破砕幅は最大約 15cm である。水平

方向の連続性は，試掘坑調査及びボーリング調査結果から 42m

程度と考えられ，深さ方向の連続性は，ボーリング調査結果か

ら O.P.－35m より深部に連続しないと考えられる。 

ＯＦ－６断層は，３号炉試掘坑において走向・傾斜は，Ｎ24

～43゜Ｅ，53～64゜ＮＷで，破砕幅は最大約２cm である。水平

方向の連続性は，試掘坑調査及びボーリング調査結果から 22m

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和元年 9月 27 日 

女川原子力発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更） 添付六の内「３．地盤」前後対比表（対平成 25 年 12 月申請）    東北電力株式会社 

添六(３．地盤) 140 / 239 

 

申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

程度と考えられ，深さ方向の連続性は，ボーリング調査結果か

ら O.P.－20m より深部に連続しないと考えられる。 

ＯＦ－７断層は，３号炉試掘坑において走向・傾斜は，Ｎ27

～48゜Ｅ，45～57゜ＮＷで，破砕幅は最大約 10cm である。水平

方向の連続性は，試掘坑調査及びボーリング調査結果から 33m

程度と考えられ，深さ方向の連続性は，ボーリング調査結果か

ら O.P.－55m より深部に連続しないと考えられる。 

横断断層としては，ＴＦ－１～ＴＦ－７断層が認められる。 

ＴＦ－１断層は，２号炉試掘坑において走向・傾斜はＮ40～

84°Ｗ，60～72°ＳＷで，破砕幅は最大約 400cm，３号炉試掘

坑において走向・傾斜はＮ31～40°Ｗ，60～65°ＳＷで，破砕

幅は最大約 100cm である。水平方向の連続性は，ボーリング調

査及び地表地質調査結果から約 1,400m 以下と考えられる。第

3.4－13 図に示すとおり，ＴＦ－１断層は，本断層と交わる他

の断層や褶曲軸等をすべて変位させている。 

ＴＦ－２断層は，２号炉試掘坑において走向・傾斜はＮ38～

86°Ｗ，68°Ｓ～90°で，破砕幅は最大約 40cm である。水平方

向の連続性は，試掘坑調査及びボーリング調査結果から 110m 以

下と考えられ，深さ方向の連続性は，ボーリング調査結果から

O.P.－45m より深部に連続しないと考えられる。 

ＴＦ－３断層は，２号炉試掘坑において走向・傾斜はＮ38～

50°Ｗ，50°ＳＷ～90°で，破砕幅は最大約 80cm である。水平
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方向の連続性は，試掘坑調査及びボーリング調査結果から 100m

以下と考えられ，深さ方向の連続性は，ボーリング調査結果か

ら O.P.－75m より深部に連続しないと考えられる。 

ＴＦ－４断層は，２号炉試掘坑において走向・傾斜はＮ42～

56°Ｗ，66～76°Ｓで，破砕幅は最大約 20cm である。水平方向

の連続性は，ボーリング調査結果等から 20m と考えられ，深さ

方向の連続性は，ボーリング調査結果から O.P.－95m より深部

に連続しないと考えられる。 

ＴＦ－５断層は，３号炉試掘坑において走向・傾斜は，Ｎ30

～36゜Ｗ，50～82゜ＳＷで，破砕幅は最大約 150cm である。水

平方向の連続性は，試掘坑調査及びボーリング調査結果等から

約 610m 以下と考えられ，深さ方向の連続性は，ボーリング調査

結果から O.P.－200m 以深に到達していると考えられる。 

ＴＦ－６断層は，３号炉試掘坑において走向・傾斜は，Ｎ25

～41゜Ｗ，61～83゜ＳＷで，破砕幅は最大約 20cm である。水平

方向の連続性は，試掘坑調査及びボーリング調査結果等から

93m 程度と考えられ，深さ方向の連続性は，ボーリング調査結

果から O.P.－200m 以深に到達していると考えられる。 

ＴＦ－７断層は，３号炉試掘坑において走向・傾斜は，Ｎ29

～36゜Ｗ，75～79゜ＳＷで，破砕幅は最大約 10cm である。水平

方向の連続性は，試掘坑調査及びボーリング調査結果等から

52m 程度と考えられ，深さ方向の連続性は，ボーリング調査結
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果から O.P.－110m より深部に連続しないと考えられる。 

一方，ＳＦ－１～ＳＦ－２断層，ＯＦ－１～ＯＦ－７断層及

びＴＦ－１～ＴＦ－７断層の 16 本以外にも規模の小さな断層が

認められる。これらの規模の小さい断層は一般に，破砕幅が１

cm 以下のものから数 cm 程度のものが主体である。変位量につ

いては１mに満たないものから概ね２m程度のものを主体として

おり，地質水平断面図及び地質鉛直断面図において表現すべき

規模を有する断層ではないと考えられる。例として淡水貯水槽

底盤の地質観察によれば，変位量の小さい小断層が認められ

る。これらの小断層は，ほとんどが斜交断層（ＯＦ系）であ

り，シームと切り切られの関係にあることから，斜交断層（Ｏ

Ｆ系）の小断層とシームはほぼ同じ時期に形成されたと考えら

れる。また，一部の走向断層は，周囲の地層の走向・傾斜と調

和的な姿勢を有し，大局的にはシームに近いと考えられるもの

もあり，また斜交断層に移行する形態が見られるものもある。

シームは，褶曲構造が形成される過程で生じたフレキシュラ

ル・スリップに伴う層面すべり断層と考えられること，走向断

層は褶曲構造の形成と関連して形成されたと考えられることか

ら，このような規模の小さな断層は，褶曲構造が形成される過

程で，ほぼ同じ時期に形成されたものと考えられる。 

以上のことから，断層の活動性評価にあたって，顕著な変位

量を有し，比較的破砕幅があり，連続性の認められるＳＦ－１

 

記載の充実（主要な 16 本の断層以外の小断層に関する記載の追

加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の充実（断層選定に関する記載の充実） 
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(3) 敷地の断層の活動性 

原子炉施設設置位置を含めて敷地には，前述した断層以外に

も，小規模で連続性に乏しい断層が，試掘坑内，地表露頭，ト

レンチ等で数多く認められる。これらの断層の性状，相互関係

及び活動時期については，以下のとおりである。 

 

 

敷地には，空中写真判読結果によると，新しい時代の活動を

示唆するリニアメントは認められない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ＳＦ－２断層，ＯＦ－１～ＯＦ－７断層及びＴＦ－１～ＴＦ

－７断層の 16 本の主要な断層を代表として選定する。 

 

3.4.2.5 敷地の断層の活動性 

 

 

 

 

｢［新編］日本の活断層｣（1991），｢活断層詳細デジタルマッ

プ［新編］｣（2018）等の文献によれば，敷地には活断層は記載

されていない。空中写真判読の結果によれば，敷地には新しい

時代の活動を示唆するリニアメントは判読されない。また，

「3.2.2 陸域の調査結果」及び「3.2.3 海域の調査結果」の

とおり，敷地周辺で実施した地質調査，海上音波探査等の結果

を踏まえ，後期更新世以降の活動が否定できない断層等につい

て，震源として考慮する活断層として評価している（第 3.2－

92 図）が，敷地には震源として考慮する活断層は認められな

い。以上のことから，敷地に認められる断層は，震源として考

慮する活断層に該当しないと判断する。 

一方，２号炉の耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設と

の位置関係から，「3.4.2.4(2) 耐震重要施設及び常設重大事故

等対処施設設置位置の地質構造」の 16 断層のうちＳＦ－１断

 

 

 

記載の適正化（表現の統一，記載箇所の変更） 

記載の適正化（記載箇所の変更） 

 

 

 

文献の反映（｢［新編］日本の活断層｣（1991），｢活断層詳細デジ

タルマップ［新編］｣（2018）の内容を追記），記載の適正化（表

現の統一），記載の充実（敷地内断層の震源として考慮する活断

層の評価に関する記載を追加） 

 

 

 

 

 

 

 

記載の充実（断層と重要な施設の位置関係の説明を追加） 
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敷地の断層は，基盤のジュラ系中に認められる断層であり，

敷地周辺の中・古生界に認められる断層と同様に褶曲軸等との

関係から大別でき，走向断層，斜交断層及び横断断層に分けら

れる。 

走向断層は，一般に褶曲軸付近にみられ，過褶曲部が断層化

した形態をとるため，褶曲の成長と密接な関係を持つものと考

えられる。 

走向断層及び斜交断層のほとんどは横断断層に変位させら

れ，あるいは互いに会合している。一部の横断断層は，走向断

層と切り切られの関係にあるが，その性状も，小規模で連続性

に乏しく，断層面は密着していわゆる面なし断層となり，他の

断層と会合するもの，地層中で消滅するもの，周囲の基盤のジ

ュラ系に引きずりを与えているもの等の例もみられる。この中

にあって，ＴＦ－１断層は，地表露頭，トレンチ，試掘坑及び

２号機関連の掘削面の観察データでは，本断層と交わる他の断

層をすべて変位させており，破砕規模も最大である。また，こ

のＴＦ－１断層は，一部の露頭で基盤のジュラ系に引きずりを

与えている。 

層，ＯＦ－５～７断層及びＴＦ－５～７断層は，２号炉の耐震

重要施設及び常設重大事故等対処施設の直下に分布しないた

め，断層による変位がこれらの施設に影響を及ぼすことはな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号炉の耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設の直下に

位置する，ＳＦ－２断層，ＯＦ－１～４断層及びＴＦ－１～４

断層のうち，ＴＦ－１断層は，破砕幅，連続性及び変位量が大

きく，敷地の地質構造を規制する規模の大きな断層であるが，

地表露頭，トレンチ，試掘坑及び掘削面の観察データでは，本

断層と交わる他の断層をすべて変位させており，破砕規模も最

大である。また，ＴＦ－１断層は，一部の露頭で基盤のジュラ

 

 

 

 

記載の適正化（記載箇所の変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の充実（検討対象断層抽出に関する記載を追加） 
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したがって，ＴＦ－１断層を含めて敷地の断層は，小貫ほか

（1981）が記載する前期白亜紀中に終了した大島造山運動に伴

う褶曲構造の形成と密接に関連して形成された古い断層と考え

られる。 

 

また，上述したＴＦ－１断層を主な対象として，第 3.2.4－1

図に示す位置でトレンチ調査を実施した結果，第 3.2.4－5 図に

示すように，ＴＦ－１断層を覆う沖積層に変位は認められな

い。14C 法による年代測定によれば，この沖積層の最下部付近に

含まれる木片及び有機質土の放射年代は，16,100±560 年Ｙ.

Ｂ.Ｐである。 

 

なお，断層内物質から採取した石英粒子の表面構造は，金折

系に引きずりを与えている。ＳＦ－２断層，ＯＦ－１～ＯＦ－

３断層及びＴＦ－２～ＴＦ－４断層は，他の断層に切られてい

ること等から相対的にＴＦ－１断層より古い断層と判断され

る。 

しかしながら，ＯＦ－４断層は敷地の地質構造を規制する規

模の大きな断層より規模は小さいものの，延長が短く他の断層

により切られていない。 

以上のことから，ＴＦ－１断層及びＯＦ－４断層を対象とし

て詳細な活動性評価を行った。 

 

 

 

 

(1) 上載地層との関係 

ＴＦ－１断層を対象として，第 3.4－1 図に示す位置でトレン

チ調査を実施した結果，第 3.4－14 図に示すように，ＴＦ－１

断層を覆う沖積層に変位は認められない。14C 法による年代測定

によれば，この沖積層の最下部付近に含まれる木片及び有機質

土の放射年代は，16,100±560 年 Y.B.P であることから，ＴＦ

－１断層は少なくとも約 16,000 年前以降の活動はなかったと判

断される。 
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記載の適正化（章構成の見直し） 

 

 

 

 

記載の適正化（記載内容の明確化） 
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（1981）(52)の分類によると，その生成時期は中期更新世～後期

中新世に相当するもので，少なくとも新しい時代の活動を示唆

するものではない。 

また，ＴＦ－１断層の断層内物質中に存在する，断層活動に

伴う熱水変質により形成されたと考えられる微細な雲母粘土鉱

物について測定したＫ－Ar 年代は 97.8Ma であり，ＴＦ－１断

層が白亜紀の熱水活動を伴う大島造山運動時に形成されたこと

を示していると考えられる。 

さらに，ＴＦ－１断層の断層内物質中の石英粒子中の変形微

細構造を用いた古応力場解析でも，断層内物質中に発達するヒ

ールド及びオープンマイクロクラックの変形微細構造の古応力

場は，白亜紀の大島造山時の古応力場と調和的であり，ＴＦ－

１断層は，大島造山運動時に形成され，その後の応力による影

響は受けていないことが示される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方，ＯＦ－４断層は，ボーリング調査結果等から沖積層に

覆われていたと考えられるが，断層と上載地層の関係について

は確認されていない。 

以上のとおり，ＴＦ－１断層及びＯＦ－４断層については，

活動性を評価するために有効な上載地層（後期更新世の地層

等）は認められないと判断される。 

(2) 断層と脈の関係 

断層の活動性評価を行うための有効な上載地層が存在しない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の充実（ＯＦ－４断層の上載地層との関係について追記） 

 

 

 

 

 

記載の充実（ＴＦ－１断層，ＯＦ－４断層，熱史に関する記載の

充実，図表の追加） 
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ことから，熱水活動に伴う鉱物脈の晶出状況等に着目し，断層

の活動性評価を行う。 

ａ．ＴＦ－１断層 

ＴＦ－１断層の破砕部を含む 24Ｂ－28 孔を対象にボーリング

コア観察，ボアホールカメラ観察及びＣＴ画像観察を行った。

面の性状から最新面と判断された面②と面③を含むように薄片

及び研磨片（第 3.4－15 図）を作成した。 

面②を含む薄片Ⅰ（第 3.4－16 図）では，面②付近で粘土鉱

物の連続が不明瞭になり，カルサイトが面②を横断して連続的

に分布していることから，面②が形成された後にカルサイトが

晶出したものと考えられる。一方，カルサイトが流動したよう

なＳ字状の分布形態と，面②付近で認められるカルサイトの配

列方向が共に逆断層センスの変形のように見えることから，カ

ルサイトが晶出した後に，断層活動による変形を受けた可能性

がある。 

第 3.4－17 図に薄片Ⅱを示す。面②のせん断面沿いに細粒な

粘土鉱物が確認される。面②を横断するように自形のカルサイ

トが細脈状に晶出し,また，面②自体にもカルサイトが晶出して

おり，面②の活動に伴う変形は確認されない（第 3.4－18 図）。 

細脈状の自形のカルサイトと変形を受けたカルサイトが共存

していることから，ＴＦ－１断層面②の最終活動と同じ期間

に，カルサイトがＴＦ－１断層破砕部に複数回晶出したものと
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考えられる。また，カルサイトの変形は流動的であることか

ら，高温の環境下にあったものと考えられる。以上から，ＴＦ

－１断層面②は，カルサイトの晶出が終了して以降に活動して

いないと考えられる。 

第 3.4－19 図に薄片Ⅰの下部を示す。面③はせん断面沿いに

細粒な粘土鉱物の配列が確認される。低倍率で観察すると面③

付近に大きなカルサイトのクラストが分布しているように見え

るが，高倍率で観察すると面③付近には石英等の破砕されたク

ラストが認められ，そのクラスト間に細粒なカルサイトが晶出

し，クラストとカルサイトの集合体を形成している。また，石

英等のクラストの一部がカルサイトに置き換えられている箇所

も確認される。よって，クラストが形成された後にカルサイト

が晶出したものと考えられる。一方，面③を境にクラストの集

合体がシャープな面に接しているようにも見え，せん断の影響

を受けている可能性も考えられる。 

第 3.4－20 図に薄片Ⅲを示す。面③のせん断面沿いに細粒な

粘土鉱物が確認される。ＴＦ－１断層の最新面である面③沿い

に自形のカルサイトが晶出しており，また延長上の別の薄片Ⅲ

(第 3.4－21 図)でも，ＴＦ－１断層の最新面である面③の上下

に晶出しているカルサイトに変位は確認されないことから，面

③の活動後にカルサイトが晶出したものと考えられる。 

以上より，自形のカルサイト，変位のないカルサイト及び変
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形を受けたカルサイトが共存していることから，ＴＦ－１断層

の面③の最終活動と同じ期間に，カルサイトがＴＦ－１断層破

砕部に複数回晶出したものと考えられる。自形のカルサイト，

変位のないカルサイトも確認されることから，ＴＦ－１断層の

面③はカルサイトの晶出が終了して以降に活動していないと考

えられる。 

面②及び面③の観察結果から，ＴＦ－１断層はカルサイトの

晶出が終了して以降に活動していないと考えられる。 

ｂ．ＯＦ－４断層 

ＯＦ－４断層破砕部を含む水平ボーリングＢ－５孔を対象に

した薄片観察によれば（薄片Ⅳ），粘土鉱物を伴う比較的連続性

の良い最新面が認められ，最新面より上盤側には細粒な変形ゾ

ーンが確認される(第 3.4－22 図)。細粒な変形ゾーン内には緑

泥石が脈状に晶出しており，断層活動に伴う変形は確認されな

い。また，最新面の形成に伴う逆断層センスの変形構造を切る

ように晶出している(第 3.4－23 図)。さらに，ＯＦ－４断層の

最新面自体には，せん断面に垂直な方向に成長している熱水由

来のスメクタイト(第 3.4－24 図)及び緑泥石(第 3.4－25 図)が

晶出しており，いずれも変形は認められない。 

以上のことから，これらの鉱物の生成以降，ＯＦ－４断層の

活動はなかったものと考えられる。 
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ｃ．熱史の検討 

ＴＦ－１断層とＯＦ－４断層に生成している鉱物の生成環境

を推定するため，カルサイトの流体包有物の均質化温度測定や

他の鉱物の生成状況等について検討した。 

3Rs－2 孔の深度 78.25m 付近のカルサイトを採取し，流体包

有物の均質化温度を測定した。20 試料の均質化温度を測定し，

平均値は約 192℃であった。日本粘土学会編(2009) (66)によれ

ば，カルサイトは約 150℃以上の環境下で晶出する鉱物であ

り，整合的である。カルサイトの初成包有物と二次包有物の生

成温度は，ほぼ同じ温度帯で比較的高温であることから，カル

サイトが晶出していた期間を通じて，高温の熱水環境下にあっ

たものと考えられる。なお，薄片観察を実施している 24Ｂ－28

孔の深度 52.8m 付近のカルサイトの酸素同位体比による生成温

度は，120℃～200℃前後であり，上記の結果と整合的である。 

「a.ＴＦ－１断層」のとおり，ＴＦ－１断層の最新面付近に

晶出しているカルサイトには，断層の影響を受けて変形してい

ると考えられる晶出パターンのカルサイトの他に，断層の影響

を受けていない脈状のカルサイトが共存していることから，カ

ルサイトの晶出時期は複数回あったものと考えられる。カルサ

イトの流体包有物の生成温度は，初成と二次の両者で顕著な差

異が認められないことから，カルサイトが晶出していた期間を

通じて，高温の熱水環境下にあったものと考えられる。以上の
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ことから，カルサイトについては，ＴＦ－１断層の最終活動と

同じ期間に，複数回晶出していたものと考えられる。 

カルサイト以外の鉱物の生成状況についても検討を行った。

ＴＦ－１断層破砕部は，非破砕部と比較してアルバイト成分に

富む傾向が認められる。ＳＥＭ（Scanning Electron 

Microscope）観察の結果によれば，ＴＦ－１断層の最新面には

長柱状の自形のイライトが晶出し，破壊されていない状況が観

察される。ＴＦ－１断層の周辺部には，ローモンタイトが晶出

している状況が確認された。斜長石のアルバイト化やイライ

ト，ローモンタイト，カルサイト及び緑泥石の晶出は，日本粘

土学会編（2009）によれば，おおよそ 200℃程度の温度で起こ

る現象であるとされている。 

一方，広域的な熱環境史の観点より，敷地周辺に分布する花

崗岩類の貫入年代は，前述のとおり主に 110～130Ma 頃の前期白

亜紀と考えられることから，これらの花崗岩類の存在は，熱源

としてあるいは同一の熱源を有する岩体の存在を示唆するもの

として，前期白亜紀における女川原子力発電所付近の熱水活動

と関連性を有するものと考えられる。永広・越谷（2012）によ

れば，下部白亜系上部の宮古層群が前期白亜紀花崗岩類などを

顕著な不整合に覆うとされていることから，こうした花崗岩類

の貫入は，より広域の地質構造発達史から前期白亜紀末期の宮

古層群の堆積期（Aptian 後期～Albian 前期）より以前と考えら
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以上の結果から，原子炉施設設置位置を含む敷地内に認めら

れる断層は，第四紀後期更新世以降における活動性はないもの

と判断した。 

 

 

3.2.5 原子炉施設設置位置の地質・地質構造及び地盤 

3.2.5.1 調査内容 

記述は，女川原子力発電所原子炉設置変更許可申請書（1

号，2号及び 3号原子炉施設の変更）（平成 24 年 3 月 27 日付

け，平成 23・03・01 原第 12 号をもって設置変更許可）の添付

書類六「3.4.1 調査内容」の記載内容に同じ。 

 

 

れる。さらに，敷地を含む南部北上山地の中古生界分布域に

は，中新世以降の火山岩類は分布しないこと，現在の火山フロ

ントは，女川原子力発電所から西に約 60km 離れた位置にあるこ

とから，女川原子力発電所付近には，少なくとも中新世以降の

火成活動は認められないと判断される。 

上述のとおり，熱史による考察から，ＴＦ－１断層及びＯＦ

－４断層で確認された脈状のカルサイトや緑泥石は前期白亜紀

に終息した熱水活動により生成されたものであると考えられ，

ＴＦ－１断層及びＯＦ－４断層は前期白亜紀の熱水活動が終了

以降に活動していないと判断される。以上のことから，ＴＦ－

１断層及びＯＦ－４断層で代表される耐震重要施設及び常設重

大事故等対処施設の直下の断層は，将来活動する可能性のある

断層等に該当しない。 

 

3.5 発電用原子炉施設設置位置の地盤 

3.5.1 調査内容 

発電用原子炉施設設置位置の地質は第 3.5.1－1 図に示すとお

り，中生界ジュラ系の牡鹿層群荻の浜累層が分布するが，さら

に詳細な部層の区分では，原子炉建屋の設置位置には狐崎部

層，緊急時対策建屋の設置位置には牧の浜部層，防潮堤の設置

位置には狐崎部層及び牧の浜部層が分布する。 

狐崎部層及び牧の浜部層ともに同一の累層（牡鹿層群荻の浜

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し） 

記載の適正化（章番号の変更） 

記載の充実（対象施設が設置される敷地全体の地質について記載

を充実） 
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累層）の砂岩及び頁岩が分布するが，狐崎部層については２号

炉建設時の設置許可申請において，牧の浜部層については３号

炉建設時の設置許可申請において，それぞれ試験を実施してい

る。 

 

3.5.1.1 ボーリング調査 

発電用原子炉施設設置位置の基礎地盤の室内試験用の供試体

の採取及びボーリング孔を利用しての原位置試験を実施するた

めにボーリング調査を実施した。 

ボーリング調査は，第 3.4－1 図に示すように，２号及び３号

炉原子炉建屋設置位置で各９孔実施した。ボーリングの最大深

度は，２号及び３号炉原子炉建屋とも基礎底面下約 190m であ

る。 

掘削孔径は 76 ㎜で，ロータリー型ボーリングマシンを使用し

オールコアボーリングで実施した。 

 

3.5.1.2 試掘坑調査 

ボーリング調査によって得られた発電用原子炉施設設置位置

における基礎地盤の工学的性質を詳細に把握するために試掘坑

による調査を行った。 

試掘坑は，第 3.4－1 図に示すように，O.P.約－14m の敷高に

おいて，原子炉建屋設置位置においては延長約 300m，３号炉原
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子炉建屋設置位置においては延長約 270m 掘削した。 

この試掘坑において，後述する岩盤試験を実施し，基礎地盤

の工学的性質を把握した。 

 

3.5.1.3 岩盤分類 

本地点の地盤は硬質岩盤であることから，岩盤分類は硬質岩

盤で一般的に用いられている電研式岩盤分類を基本とし，本地

点の地質及び地質構造の特徴を考慮して，「風化の程度」及び

「割れ目の頻度」を分類の指標とした。 

上記の分類指標に基づき，ボーリングコア及び試掘坑につい

てそれぞれ岩級区分を行った後，各岩級の分布状況を考慮して

岩盤分類を行った。 

岩盤分類は，岩種毎に B 級， CH 級， CM 級， CL 級及び D 

級の５段階とした。 

ボーリングコアの岩級区分基準を第 3.5.1－1 表に，試掘坑の

岩級区分基準を第 3.5.1－2 表に示す。また，岩盤分類の考え方

のフローを第 3.5.1－2 図に示す。 

 

3.5.1.4 岩石試験 

発電用原子炉施設設置位置の基礎地盤を構成する岩石の物理

的，力学的性質を明らかにし，施設の設計及び施工の基礎資料

を得るため，ボーリング孔，試掘坑内及び３号炉原子炉建屋北
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側から試料を採取して岩石試験を実施した。 

試験は，日本産業規格，地盤工学会基準等に準拠して実施し

た。 

試料を採取したボーリング孔位置及び試掘坑内での試料採取

位置を第 3.5.1－3 図に，３号炉原子炉建屋北側での試料採取位

置を第 3.5.1－4 図に示す。 

(1) 試験項目 

物理的性質を明らかにする試験として，密度，吸水率，有効

間隙率及び超音波伝播速度等を測定した。 

また，力学的性質を明らかにする試験として，一軸圧縮試

験，圧裂試験及び三軸圧縮試験等を実施した。 

(2) 試験方法 

ａ．一軸圧縮試験 

試験は，JIS M 0302（岩石の圧縮強さ試験方法）に準拠し，

自然状態の供試体について実施した。 

供試体は直径５㎝，長さ 10 ㎝に整形した。 

ｂ．圧裂試験 

試験は，JIS M 0303（岩石の引張強さ試験方法）に準拠し，

自然状態の供試体について実施した。 

供試体は直径５㎝，長さ５㎝に整形した。 

ｃ．三軸圧縮試験 

試験は，自然状態の供試体に所定の側圧を負荷し，次いで軸
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荷重を破壊まで載荷して，その時の軸差応力を求める方法で実

施した。 

供試体は直径５㎝，長さ 10 ㎝に整形し，側圧は４段階を原則

とした。 

ｄ．繰返し三軸試験 

試験は，自然状態の供試体に所定の側圧を負荷し，次いで１

Hz の正弦波形の繰返し荷重を載荷する方法で実施した。 

供試体は直径 5.5 ㎝，長さ 11 ㎝に整形し，軸圧は５～６段階

を，側圧は３段階を原則とした。 

 

3.5.1.5 岩盤試験 

発電用原子炉施設設置位置の基礎地盤としての適性を確認

し，あわせて設計及び施工の基礎資料を得るため，試掘坑内に

おいて弾性波試験，岩盤変形試験，支持力試験，ブロックせん

断試験及びシュミットロックハンマ反発度測定を，３号炉原子

炉建屋北側においてロックせん断試験を，またボーリング孔を

利用してＰＳ検層，孔内水平載荷試験及び透水試験を実施し

た。 

(1) 弾性波試験 

基礎地盤の動的特性を求めるため，試掘坑内で屈折法による

弾性波試験を実施した。試験は，２測線で実施しており，２号

炉試掘坑内においては延長約 300m の測線上，３号炉試掘坑内に

 

 

 

 

記載の充実（３号炉設置変更許可申請書記載内容の反映による記

載の充実） 

 

 

 

 

記載の適正化（章番号の変更） 

記載の適正化（表現の統一），記載の充実（３号炉設置変更許可
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おいては延長約 250m の測線上に約２m間隔で受振器を設け，発

破（Ｐ波測定時）及び板たたき法（Ｓ波測定時）によって発振

した。 

各受振点の記録から走時曲線を描き，これを解析してＰ波及

びＳ波の伝播速度を求めた。 

試験位置を第 3.5.1－5 図に示す。 

(2) 岩盤変形試験 

基礎地盤の変形特性を求めるため，２号及び３号炉試掘坑内

の各 13 箇所で岩盤変形試験を実施した。 

試験は，載荷荷重を段階的に増減させて実施し，荷重に対応

する変位量を測定した。 

試験位置を第 3.5.1－5 図に，試験装置を第 3.5.1－6 図に，

載荷パターンを第 3.5.1－7 図に示す。 

(3) 支持力試験 

基礎地盤の支持力特性を求めるため，２号及び３号炉試掘坑

内の各９箇所で支持力試験を実施した。 

試験は岩盤変形試験終了後，載荷荷重を段階的に増加させて

実施し，荷重に対応する変位量を測定した。 

試験位置を第 3.5.1－5 図に，載荷パターンを第 3.5.1－8 図

に示す。 

(4) ブロックせん断試験 

基礎地盤（ CM 級以上）のせん断強度特性を求めるため，２
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号及び３号炉試掘坑内の各３箇所でブロックせん断試験を実施

した。 

試験は，長さ 60cm，幅 60cm，高さ 30cm のコンクリートブロ

ックを試験岩盤面に１箇所当たり５個打設し，ブロック毎に垂

直荷重を変えて垂直応力とせん断応力を測定し，破壊した時の

結果から，せん断強度及び内部摩擦角を求めた。 

試験位置を第 3.5.1－5 図に，試験装置を第 3.5.1－9 図に，

載荷パターンを第 3.5.1－10 図に示す。 

また，ブロックせん断試験後の供試体を用い，摩擦抵抗試験

を実施した。 

(5) ロックせん断試験 

基礎地盤（ CL 級以下）のせん断強度特性を求めるため，３

号炉原子炉建屋北側でロックせん断試験を実施した。 

試験は，長さ 30cm，幅 30cm，高さ 15cm に岩盤を整形しコン

クリートでカバーした試験体を試験岩盤面に１箇所当たり５個

作成し，ブロック毎に垂直荷重を変えて，比較的強度が低いと

考えられる岩盤の流れ目方向にせん断を行い垂直応力とせん断

応力を測定し，破壊した時の結果から，せん断強度及び内部摩

擦角を求めた。なお，狐崎部層では CL 級以下の岩級の分布は

局所的に限られていることや風化や亀裂の影響が支配的となる

ことから，牧の浜部層に対して試験を実施した。 

試験位置を第 3.5.1－4 図に，試験装置を第 3.5.1－11 図に，
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載荷パターンを第 3.5.1－12 図に示す。 

また，ロックせん断試験後の供試体を用い，摩擦抵抗試験を

実施した。 

(6) ＰＳ検層 

基礎地盤の深さ方向の動的特性を求めるため，ボーリング孔

を利用してＰＳ検層を実施した。 

検層は，ボーリング孔内に受振器を設け，地上で発破（Ｐ波

測定時）及び板たたき法（Ｓ波測定時）による発振を行い，基

礎地盤のＰ波及びＳ波の伝播速度を求め，動弾性係数及び動ポ

アソン比を算出した。 

ＰＳ検層実施孔は，２号及び３号炉原子炉建屋設置位置にて

各９孔，２号炉原子炉建屋設置位置においては延長約 1,300m，

３号炉原子炉建屋設置位置においては延長約 1,680m とし，受振

器間隔は O.P.約－50m 以浅が約２m，O.P.約－50m 以深が約５m

である。 

検層位置を第 3.5.1－13 図に，検層の概略を第 3.5.1－14 図

に示す。 

(7) 孔内水平載荷試験 

基礎地盤の岩盤分類に応じた変形特性を評価する資料を求め

るため，ボーリング孔を利用して孔内水平載荷試験を実施し

た。 

試験は，ゴムチューブを膨張させて孔壁に荷重を加え，荷重
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に対応する変位量を測定した。 

試験位置を第 3.5.1－13 図に，試験の概略を第 3.5.1－15 図

に示す。 

(8) シュミットロックハンマ反発度測定 

基礎地盤物性の場所的変化を検討するため，試掘坑内におい

てシュミットロックハンマ反発度測定を実施した。 

測定は，試掘坑内全域の側壁を対象として，基本的には 1.2m

間隔で，２号炉は 405 箇所，３号炉は 369 箇所実施した。な

お，１箇所当たりの打撃点は９点とし，１打撃点当たり５回の

連続打撃とし最大及び最小を除いた３回の平均値とした。 

(9) 異方性 

基礎地盤物性の異方性を検討するため，弾性波試験，岩石試

験及び岩盤変形試験を実施した。 

ａ．弾性波試験 

試掘坑内に約２m間隔で受振器を設置し，他の試掘坑に発振

点を設けて試掘坑間の弾性波試験を行い，基礎地盤のＰ波及び

Ｓ波の平均伝播速度を測定した。 

試験範囲を第 3.5.1－16 図に示す。 

ｂ．岩石試験 

試掘坑内より頁岩 CH”級の試料を採取して，層理に直交及び

平行方向の一軸圧縮試験及び超音波伝播速度測定を実施した。 

ｃ．岩盤変形試験 
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試掘坑内において，狐崎部層では，頁岩 CH 級及び砂岩 CM 

級の箇所，牧の浜部層では，頁岩 CM 級及び砂岩 CH 級の箇所

で，荷重が層理に直交及び平行方向の岩盤変形試験を実施し

た。 

試験位置を第 3.5.1－5 図に示す。 

(10) 透水試験 

基礎地盤の透水性を求めるため，ボーリング孔を利用して透

水試験を実施した。 

試験において，２号炉は４本のボーリング孔について，３号

炉は５本のボーリング孔について 0.P.約－60m まで約５m間隔

で実施し，透水係数を求めた。 

試験位置を第 3.5.1－13 図に示す。 

3.5.1.6 盛土ほかの試験 

盛土，旧表土，断層，シーム，セメント改良土及び改良地盤

の物理的，力学的性質を明らかにし，施設の設計及び施工の基

礎資料を得るため，物理試験及び力学試験を実施した。試料採

取位置及び試験位置を第 3.5.1－17 図に示す。 

(1) 物理試験 

物理試験において，盛土は３箇所，旧表土は８箇所，断層及

びシームは 11 箇所，セメント改良土は９箇所，改良地盤は 31

箇所から試料を採取して，地盤工学会「土質試験の方法と解

説」(68)及び「地盤調査の方法と解説」(69)に準拠して土粒子の密

記載の充実（３号炉設置変更許可申請書記載内容の反映による記

載の充実） 
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度，含水比，密度を測定した。 

(2) 一軸圧縮試験 

試験は，JIS A 1216（土の一軸圧縮試験方法）に準拠し，自

然状態の供試体について実施した。 

セメント改良土の供試体は直径 15 ㎝，長さ 30 ㎝，改良地盤

の供試体は直径７㎝，長さ 14 ㎝に整形した。 

 

(3) 圧裂試験 

セメント改良土及び改良地盤の強度特性を把握するため，JIS 

M 0303（岩石の引張強さ試験方法）に準拠し，自然状態の供試

体について圧裂試験を実施した。 

セメント改良土の供試体は直径 15 ㎝，長さ 10 ㎝，改良地盤

の供試体は直径７㎝，長さ７㎝に整形した。 

(4) 三軸圧縮試験 

盛土，旧表土，セメント改良土及び改良地盤の強度特性及び

変形特性を把握するため，自然状態の供試体に所定の側圧を負

荷し，次いで軸荷重を破壊まで載荷して，その時の軸差応力を

求める方法で実施した。 

盛土の供試体は直径 30 ㎝，長さ 60 ㎝，旧表土の供試体は直

径７㎝，長さ 14 ㎝，セメント改良土の供試体は直径 30 ㎝，長

さ 60 ㎝，改良地盤の供試体は直径５㎝，長さ 10 ㎝に整形し

た。 

 

記載の充実（盛土，旧表土，断層，シームの調査内容の記載を充

実），評価の追加（改良地盤等の調査内容を追加） 
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(5) 繰返し三軸試験 

盛土，旧表土，セメント改良土及び改良地盤の動的変形特性

を把握するため，自然状態の供試体に所定の側圧を負荷し，繰

返し荷重を載荷する方法で実施した。 

盛土の供試体は直径 30 ㎝，長さ 60 ㎝，旧表土の供試体は直

径７㎝，長さ 14 ㎝，セメント改良土の供試体は直径 15 ㎝，長

さ 30 ㎝，改良地盤の供試体は直径７㎝，長さ 14 ㎝に整形し

た。 

 

(6) せん断試験 

断層及びシームの強度特性及び変形特性を把握するため，不

撹乱試料を対象に静的単純せん断試験，一面せん断試験及び原

位置せん断試験を実施した。 

静的単純せん断試験の供試体は直径５㎝，高さ２㎝の円板形

とし，試験は，供試体にせん断応力をひずみ速度 0.1％/min で

加え，ひずみが 10％になるまで行った。垂直応力は３種類とし

た。 

 一面せん断試験の供試体は高さ３㎝程度の円板形とし，試

験において，供試体にせん断変位を変位速度 0.20mm/min で加

え，水平変位が７mm になるまで行った。垂直応力は３種類とし

た。 

原位置せん断試験は，長さ 40cm，幅 40cm，高さ 20cm のコン
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クリートブロックを試験シーム面に４個打設し，ブロック毎に

垂直荷重を変えて垂直応力とせん断応力を測定し，その結果か

ら，せん断強度及び内部摩擦角を求めた。試験装置を第 3.5.1

－18 図に示す。 

(7) 繰返し単純せん断試験 

断層及びシームの動的変形特性を把握するため，不撹乱試料

を対象に，繰返し単純せん断試験を実施した。試料は断層３箇

所及びシーム１箇所から採取している。 

供試体は，直径５㎝，高さ２㎝の円板形とし，試験は，周波

数１Hz の正弦波の動的せん断応力を供試体に加えて行った。垂

直応力は４種類とした。 

(8) 平板載荷試験 

改良地盤の変形特性を求めるため，５箇所で平板載荷試験を

実施した。 

試験は，載荷荷重を段階的に増減させて実施し，荷重に対応

する変位量を測定した。 

試験装置を第 3.5.1－19 図に，載荷パターン例を第 3.5.1－7

図に示す。 

(9) 支持力試験 

改良地盤の支持力特性を求めるため，１箇所で支持力試験を

実施した。 

試験は載荷荷重を段階的に増加させて実施し，荷重に対応す
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3.2.5.2 調査結果 

記述は，女川原子力発電所原子炉設置変更許可申請書（1

号，2号及び 3号原子炉施設の変更）（平成 24 年 3 月 27 日付

け，平成 23・03・01 原第 12 号をもって設置変更許可）の添付

書類六「3.4.2 調査結果」の記載内容のうち，「3.4.2.1(1) 

地質」及び「3.4.2.1(2) 地質構造」を除き同じ。 

「3.4.2.1(1) 地質」及び「3.4.2.1(2) 地質構造」につい

ては，次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る変位量を測定した。 

試験装置を第 3.5.1－19 図に，載荷パターン例を第 3.5.1－8

図に示す。 

 

3.5.2 調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

3.5.2.1 岩盤分類 

岩盤分類の結果を第 3.5.2－1 図に示す。 

発電用原子炉施設設置位置における基礎地盤の大部分は CM 

級以上から構成されている。また，発電用原子炉施設設置位置

における基礎地盤の速度層構造については，第 3.5.2－2 図に示

すように概ね水平な成層構造をなす５層に区分される。 

 

3.5.2.2 狐崎部層の試験結果 

3.5.2.2.1 岩石試験結果 

ボーリングコアより採取した試料による岩石試験結果を第
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記載の適正化（図表番号の変更） 



令和元年 9月 27 日 

女川原子力発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更） 添付六の内「３．地盤」前後対比表（対平成 25 年 12 月申請）    東北電力株式会社 

添六(３．地盤) 166 / 239 

 

申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5.2－1 表，第 3.5.2－2 表及び第 3.5.2－3 図に示す。 

また，試掘坑内より採取した試料による岩石試験結果を第

3.5.2－3 表，第 3.5.2－4 表及び第 3.5.2－4 図に示す。 

原子炉建屋基礎地盤の大部分を占める砂岩及び頁岩について

試験結果を要約すると次のとおりである。 

(1) 一般物理特性 

ａ．密度 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 2.47～

2.68g/cm3，頁岩で 2.70～2.74g/cm3，試掘坑内供試体による値

は，砂岩で 2.44～2.64g/cm3，頁岩で 2.64～2.65g/cm3である。 

ｂ．吸水率 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 0.29～4.24％，頁

岩で 0.49～1.10％，試掘坑内供試体による値は，砂岩で 0.90～

6.05％，頁岩で 2.13～2.24％である。 

ｃ．有効間隙率 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 0.77～9.83％，頁

岩で 1.34～2.90％，試掘坑内供試体による値は，砂岩で 2.33～

13.36％，頁岩で 5.50～5.73％である。 

ｄ．Ｐ波速度 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 4.05～5.85km/s，

頁岩で 5.16～5.47km/s，試掘坑内供試体による値は，砂岩で

2.66～4.65km/s，頁岩で 3.63～3.97km/s である。 
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ｅ．Ｓ波速度 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 2.07～3.15km/s，

試掘坑内供試体による値は，砂岩で 1.10～2.14km/s，頁岩で

1.61～1.79km/s である。 

(2) 変形特性 

ａ．動弾性係数 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 28.9×103～

69.2×103N/mm2，頁岩で 55.1×103～61.8×103N/mm2，試掘坑内

供試体による値は，砂岩で 8.7×103～33.3×103N/mm2，頁岩で

19.0×103～23.5×103N/mm2である。 

ｂ．動ポアソン比 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 0.29～0.32，頁岩

で 0.30，試掘坑内供試体による値は，砂岩で 0.36～0.39，頁岩

で 0.37 である。 

ｃ．静弾性係数 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 10.1×103～

63.4×103N/mm2，頁岩で 53.5×103～57.3×103N/mm2，試掘坑内

供試体による値は，砂岩で 3.2×103～39.0×103N/mm2，頁岩で

8.5×103～13.3×103N/mm2である。 

ｄ．静ポアソン比 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 0.20～0.25，頁岩

で 0.26～0.28，試掘坑内供試体による値は，砂岩で 0.25～
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0.28，頁岩で 0.20～0.27 である。 

(3) 強度特性 

ａ．一軸圧縮強度 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 22.9～

164.8N/mm2，頁岩で 61.1～92.5N/mm2，試掘坑内供試体による値

は，砂岩で 12.4～153.0N/mm2，頁岩で 31.7～55.6N/mm2であ

る。 

ｂ．引張強度 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 3.2～11.4N/mm2，

頁岩で 7.5～7.6N/mm2，試掘坑内供試体による値は，砂岩で 1.4

～11.1N/mm2，頁岩で 5.3～5.4N/mm2である。 

ｃ．三軸圧縮強度 

三軸圧縮試験の結果により，せん断強度を直線式で近似する

と，せん断強度は，ボーリングコア供試体による値は，砂岩で

10.0～12.5N/mm2，頁岩で 6.2～15.6N/mm2，試掘坑内供試体によ

る値は，砂岩で 2.5～22.5N/mm2，頁岩で 12.3N/mm2である。 

また，内部摩擦角は，ボーリングコア供試体による値は，砂

岩で 53～57°，頁岩で 48～53゜，試掘坑内供試体による値は，

砂岩で 45～56゜，頁岩で 47゜である。 

 

3.5.2.2.2 岩盤試験結果 

(1) 弾性波試験 
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試掘坑内で実施した屈折法による弾性波試験結果を第 3.5.2

－5 図に示す。 

原子炉建屋基礎地盤の弾性波速度は，Ｐ波 2.6～3.6km/s，平

均約 3.1km/s，Ｓ波 1.0～1.7km/s，平均約 1.4km/s である。 

(2) 岩盤変形試験 

岩盤変形試験により得られた割線弾性係数，接線弾性係数，

変形係数を第 3.5.2－5 表に，また応力～変位曲線を第 3.5.2－

6 図に示す。 

結果を要約すると以下のとおりである。 

割線弾性係数は，砂岩 CH 級で 1.6×103～1.9×103N/mm2，砂

岩 CM 級で 0.77×103～1.2×103N/mm2，頁岩 CH 級で 0.92×103

～3.3×103N/mm2である。 

(3) 支持力試験 

支持力試験における応力～変位曲線を第 3.5.2－7 図に示す。 

試掘坑内での試験結果を要約すると，すべての試験箇所で

13.7N/mm2まで載荷したが破壊に至らなかった。 

(4) ブロックせん断試験 

ブロックせん断試験によるせん断強度と内部摩擦角を第

3.5.2－6 表に，せん断応力と垂直応力の関係を第 3.5.2－8 図

に示す。 

ブロックせん断試験による砂岩 CH 級，砂岩 CM 級及び頁岩

CH 級のせん断応力τと垂直応力σとの関係は次式で示される。 
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砂岩 CH 級  τ＝1.72＋σtan43°      （N/mm2） 

砂岩 CM 級  τ＝0.49＋σtan47°      （N/mm2） 

頁岩 CH 級  τ＝1.58＋σtan46°      （N/mm2） 

ブロックせん断試験後の供試体を用いて行った摩擦抵抗試験

の結果を第 3.5.2－9 図に，せん断応力τと垂直応力σとの関

係を次式で示す。 

砂岩 CH 級  τ＝1.30×σ0.73         （N/mm2） 

砂岩 CM 級  τ＝1.16×σ0.62         （N/mm2） 

頁岩 CH 級  τ＝1.36×σ0.62         （N/mm2） 

(5) ＰＳ検層 

ＰＳ検層によって得られたボーリング各孔のＰ波及びＳ波速

度を第 3.5.2－7 表及び第 3.5.2－10 図に示す。 

結果を要約すると，原子炉建屋基礎地盤はＰ波速度が２～３

km/s，３～４km/s，４～５km/s 及び５km/s 以上の４層に分けら

れ，0.P.－80m 付近以深の最下層でのＰ波及びＳ波速度の平均

値はＰ波で 5.2km/s，Ｓ波で 2.5km/s である。 

(6) 孔内水平載荷試験 

ボーリング孔内水平載荷試験により得られた変形係数を第

3.5.2－8 表及び第 3.5.2－10 図に示す。 

結果を要約すると以下のとおりである。 

岩種・岩級毎の変形係数の平均値は，砂岩 B’級で

13.29×103N/mm2，砂岩 CH'級で 4.98×103N/mm2，砂岩 CM'級で
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1.22×103N/mm2，頁岩 B'級で 12.69×103N/mm2，頁岩 CH'級で

4.09×103N/mm2，頁岩 CM'級で 1.43×103N/mm2である。 

(7) シュミットロックハンマ反発度測定 

試掘坑内で実施したシュミットロックハンマ反発度測定結果

は第 3.5.2－9 表に示すとおりであり，平均値は 35.8，変動係

数は 31.3％である。 

(8) 異方性 

異方性に関する試験結果を第 3.5.2－10 表，第 3.5.2－11 図

に示す。 

結果を要約すると以下のとおりである。 

試掘坑内で実施した平均速度法による弾性波試験結果では，

Ｐ波速度は 2.8～3.9km/s で平均値 3.2km/s，変動係数 6.2％で

ある。一方，互いに直交する坑道沿いの屈折法による弾性波試

験結果では，ＮＷ－ＳＥ方向はＰ波速度 2.6～3.3km/s で平均値

3.2km/s，Ｓ波速度 1.0～1.7km/s で平均値 1.4km/s，ＮＥ－Ｓ

Ｗ方向はＰ波速度 2.7～3.6km/s で平均値 3.1km/s，Ｓ波速度

1.1～1.6km/s で平均値 1.4km/s であり，弾性波速度による異方

性はほとんど認められない。 

頁岩の異方性を調べるために実施した岩石試験の結果では，

一軸圧縮強度及び超音波伝播速度とも層理に直交及び平行方向

の値にほとんど差は認められない。 

層理に直交及び平行方向に実施した岩盤変形試験結果では，
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荷重方向による顕著な異方性は認められない。 

以上により，顕著な異方性はないと判断した。 

(9) 透水性 

透水試験結果は第 3.5.2－11 表に示すとおりであり，透水係

数は 5.57×10－4cm/s 以下である。 

 

3.5.2.3 牧の浜部層の試験結果 

3.5.2.3.1 岩石試験結果 

ボーリングコアより採取した試料による岩石試験結果を第

3.5.2－12 表，第 3.5.2－13 表及び第 3.5.2－12 図に，試掘坑

内より採取した試料による岩石試験結果を第 3.5.2－14 表，第

3.5.2－15 表及び第 3.5.2－13 図に，また３号炉原子炉建屋北

側より採取した試料による岩石試験結果を第 3.5.2－16 表，第

3.5.2－17 表及び第 3.5.2－14 図に示す。 

３号炉原子炉建屋基礎地盤の大部分を占める砂岩及び頁岩に

ついて試験結果を要約すると次のとおりである。 

(1) 一般物理特性 

ａ．密度 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 2.55～

2.67g/cm3，頁岩で 2.74～2.75g/cm3，試掘坑内供試体は，砂岩

で 2.35～2.63g/cm3，頁岩で 2.58～2.62g/cm3，３号炉原子炉建

屋北側供試体による値は，砂岩で 2.12～2.32g/cm3，頁岩で
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2.36g/cm3である。 

ｂ．吸水率 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 0.32～2.94％，頁

岩で 0.50～0.56％，試掘坑内供試体による値は，砂岩で 0.88～

7.59％，頁岩で 3.18～4.05％，３号炉原子炉建屋北側供試体に

よる値は，砂岩で 8.12～21.10％，頁岩で 10.60％である。 

ｃ．有効間隙率 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 0.85～7.20％，頁

岩で 1.39～1.53％，試掘坑内供試体による値は，砂岩で 2.30～

16.77％，頁岩で 7.93～9.87％，３号炉原子炉建屋北側供試体

による値は，砂岩で 17.6～34.9％，頁岩で 22.6％である。 

ｄ．Ｐ波速度 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 3.85～5.52km/s，

頁岩で 5.46～5.47km/s，試掘坑内供試体による値は，砂岩で

2.42～4.76km/s，頁岩で 3.68～4.06km/s，３号炉原子炉建屋北

側供試体による値は，砂岩で 0.46～1.42km/s，頁岩で

2.16km/s である。 

ｅ．Ｓ波速度 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 2.32～3.37km/s，

頁岩で 3.21～3.25km/s，試掘坑内供試体による値は，砂岩で

1.09～2.29km/s，頁岩で 1.70～1.89km/s，３号炉原子炉建屋北

側供試体による値は，砂岩で 0.22～0.63km/s，頁岩で 1.09km/s
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である。 

(2) 変形特性 

ａ．動弾性係数 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 35.0×103～

72.8×103N/mm2，頁岩で 69.7×103～71.1×103N/mm2，試掘坑内

供試体による値は，砂岩で 7.9×103～37.9×103N/mm2，頁岩で

21.5×103～26.7×103N/mm2，３号炉原子炉建屋北側供試体によ

る値は，砂岩で 3.09×102～26.9×102N/mm2，頁岩で

75.1×102N/mm2である。 

ｂ．動ポアソン比 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 0.20～0.21，頁岩

で 0.23，試掘坑内供試体による値は，砂岩で 0.35～0.37，頁岩

で 0.36，３号炉原子炉建屋北側供試体による値は，砂岩で 0.34

～0.37，頁岩で 0.32 である。 

ｃ．静弾性係数 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 25.9×103～

65.6×103N/mm2，頁岩で 60.5×103～62.4×103N/mm2，試掘坑内

供試体による値は，砂岩で 0.9×103～34.8×103N/mm2，頁岩で

14.4×103～19.7×103N/mm2，３号炉原子炉建屋北側供試体によ

る値は，砂岩で 0.16×102～1.77×102N/mm2，頁岩で

9.36×102N/mm2である。 

ｄ．静ポアソン比 
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ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 0.19～0.23，頁岩

で 0.22～0.23，試掘坑内供試体による値は，砂岩で 0.24～

0.29，頁岩で 0.19～0.21，３号炉原子炉建屋北側供試体による

値は，砂岩で 0.26～0.38 である。 

(3) 強度特性 

ａ．一軸圧縮強度 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 76.1～

168.1N/mm2，頁岩で 100.7～104.1N/mm2，試掘坑内供試体による

値は，砂岩で 3.6～150.2N/mm2，頁岩で 27.6～41.8N/mm2，３号

炉原子炉建屋北側供試体による値は，砂岩で 0.2～1.3N/mm2，

頁岩で 4.2N/mm2である。 

ｂ．引張強度 

ボーリングコア供試体による値は，砂岩で 4.6～14.4N/mm2，

頁岩で 10.1～10.5N/mm2，試掘坑内供試体による値は，砂岩で

0.3～9.6N/mm2，頁岩で 2.5～3.4N/mm2，３号炉原子炉建屋北側

供試体による値は，砂岩で 0.15N/mm2である。 

ｃ．三軸圧縮強度 

三軸圧縮試験の結果により，せん断強度を直線式で近似する

と，せん断強度は，ボーリングコア供試体による値は，砂岩で

27.2～28.4N/mm2，頁岩で 20.1～26.2N/mm2，試掘坑内供試体に

よる値は，砂岩で 0.8～16.5N/mm2，頁岩で 5.6～8.6N/mm2，３

号炉原子炉建屋北側供試体による値は，砂岩で 0.2～0.4N/mm2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和元年 9月 27 日 

女川原子力発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更） 添付六の内「３．地盤」前後対比表（対平成 25 年 12 月申請）    東北電力株式会社 

添六(３．地盤) 176 / 239 

 

申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

である。 

また，内部摩擦角のボーリングコア供試体による値は，砂岩

で 51～57゜，頁岩で 40～41゜，試掘坑内供試体による値は，砂

岩で 45～58゜，頁岩で 39～41゜，３号炉原子炉建屋北側供試体

による値は，砂岩で 34～47゜である。 

(4) 動的特性 

繰返し三軸試験の結果を第 3.5.2－15 図及び第 3.5.2－16 図

に示す。 

砂岩 D’級の初期せん断弾性係数 G0と垂直応力σとの関係，

動せん断弾性係数比 Gd /G0とせん断ひずみγとの関係及び減衰

定数 hとせん断ひずみγとの関係は，それぞれ次式で示され

る。 

G0   ＝255.4σ0.26              （N/mm2） 

Gd/G0   ＝1/(1＋119γ0.63) 

h    ＝0.028＋0.085(γ/(0.00026＋γ)) 

 

3.5.2.3.2 岩盤試験結果 

(1) 弾性波試験 

試掘坑内で実施した屈折法による弾性波試験結果を第 3.5.2

－17 図に示す。 

３号炉原子炉建屋基礎地盤の弾性波速度は，Ｐ波 2.2～

4.1km/s，平均約 3.4km/s，Ｓ波 0.9～1.9km/s，平均約 1.4km/s
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である。 

(2) 岩盤変形試験 

岩盤変形試験により得られた割線弾性係数，接線弾性係数，

変形係数を第 3.5.2－18 表に，また応力～変位曲線を第 3.5.2

－18 図に示す。 

結果を要約すると以下のとおりである。 

割線弾性係数は，砂岩 CH 級で 1.1×103～2.8×103N/mm2，砂

岩 CM 級で 0.91×103～1.4×103N/mm2，頁岩 CM 級で 0.96×103

～2.2×103N/mm2である。 

(3) 支持力試験 

支持力試験における応力～変位曲線を第 3.5.2－19 図に示

す。 

ここでは，支持力試験結果に基づいて両対数で描いた荷重－

変位曲線の初期及び終局部分の接線の交点を上限降伏値とし，

試験で載荷した最大荷重を極限支持力とした。 

試験結果は第 3.5.2－19 表のとおりであり，砂岩 CH 級及び

砂岩 CM 級の試験箇所 13.7N/mm2まで載荷したが降伏に至らな

かった。頁岩 CM 級では，上限降伏値が 7.8～8.8N/mm2（平均

8.1N/mm2），極限支持力が 10.8～12.7N/mm2（平均 11.4N/mm2）で

ある。 

(4) ブロックせん断試験 

ブロックせん断試験によるせん断強度と内部摩擦角を第
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3.5.2－20 表に，せん断応力と垂直応力の関係を第 3.5.2－20

図に示す。 

ブロックせん断試験による砂岩 CH 級，砂岩 CM 級及び頁岩 

CM 級のせん断応力τと垂直応力σとの関係は次式で示される。 

砂岩 CH 級  τ＝1.29＋σtan54°      （N/mm2） 

砂岩 CM 級  τ＝0.78＋σtan50°      （N/mm2） 

頁岩 CM 級  τ＝0.76＋σtan32°      （N/mm2） 

ブロックせん断試験後の供試体を用いて行った摩擦抵抗試験

の結果を第 3.5.2－21 図に，せん断応力τと垂直応力σとの

関係を次式で示す。 

砂岩 CH 級  τ＝1.12×σ0.74         （N/mm2） 

砂岩 CM 級  τ＝1.09×σ0.72         （N/mm2） 

頁岩 CM 級  τ＝0.96×σ0.31         （N/mm2） 

 

(5) ロックせん断試験 

ロックせん断試験によるせん断強度と内部摩擦角を第 3.5.2

－21 表に，せん断応力と垂直応力の関係を第 3.5.2－22 図に示

す。 

ロックせん断試験による砂岩 CL 級，砂岩 D 級のせん断応力

τと垂直応力σとの関係は次式で示される。 

砂岩 CL 級  τ＝0.46＋σtan44°       （N/mm2） 

砂岩 D 級   τ＝0.10＋σtan24°       （N/mm2） 
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ロックせん断試験後の供試体を用いて行った摩擦抵抗試験の

結果を第 3.5.2－23 図に，せん断応力τと垂直応力σとの関係

を次式に示す。 

砂岩 CL 級  τ＝0.73×σ0.76         （N/mm2） 

砂岩 D 級  τ＝0.41×σ0.49         （N/mm2） 

(6) ＰＳ検層 

ＰＳ検層によって得られたボーリング各孔のＰ波及びＳ波速

度を第 3.5.2－22 表及び第 3.5.2－24 図に示す。 

結果を要約すると，原子炉建屋基礎地盤はＰ波速度が１～２

km/s，２～３km/s，３～４km/s，４～５km/s 及び５km/s 以上の

５層に分けられ，0.P.－50m 付近以深の最下層でのＰ波及びＳ

波速度の平均値はＰ波で 5.1km/s，Ｓ波で 2.5km/s である。 

(7) 孔内水平載荷試験 

ボーリング孔内水平載荷試験により得られた変形係数を第

3.5.2－23 表及び第 3.5.2－24 図に示す。 

結果を要約すると以下のとおりである。 

岩種・岩級毎の変形係数の平均値は砂岩 B’級で

11.14×103N/mm2，砂岩 CH'級で 5.05×103N/mm2，砂岩 CM'級で

1.68×103N/mm2，頁岩 B'級で 10.92×103N/mm2，頁岩 CH'級で

5.45×103N/mm2，頁岩 CM'級で 1.57×103N/mm2である。 

(8) シュミットロックハンマ反発度測定 

試掘坑内で実施したシュミットロックハンマ反発度測定結果
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は第 3.5.2－24 表に示すとおりであり，平均値は 33.3，変動係

数は 34.4％である。 

(9) 異方性 

異方性に関する試験結果を第 3.5.2－25 表，第 3.5.2－25 図

に示す。 

結果を要約すると以下のとおりである。 

試掘坑内で実施した平均速度法による弾性波試験結果では，

Ｐ波速度は 2.9～4.3km/s で平均値 3.4km/s，変動係数 10.1％で

ある。一方，互いに直交する坑道沿いの屈折法による弾性波試

験結果では，NW-SE 方向はＰ波速度 2.2～3.6km/s で平均値

3.1km/s，Ｓ波速度 0.9～1.5km/s で平均値 1.3km/s，NE-SW 方向

はＰ波速度 3.0～4.1km/s で平均値 3.6km/s，Ｓ波速度 1.2～

1.9km/s で平均値 1.5km/s であり，弾性波速度による異方性は

ほとんど認められない。 

頁岩の異方性を調べるために実施した岩石試験の結果では，

一軸圧縮強度及び超音波伝播速度とも層理に直交及び平行方向

の値にほとんど差は認められない。 

層理に直交及び平行方向に実施した岩盤変形試験結果では，

荷重方向による顕著な異方性は認められない。 

以上により，顕著な異方性はないと判断した。 

(10) 透水性 

透水試験結果は第 3.5.2－26 表に示すとおりであり，透水係
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数は 4.46×10－4cm/s 以下である。 

 

3.5.2.4 盛土ほかの試験結果 

(1) 物理試験 

盛土，旧表土，断層，シーム，セメント改良土及び改良地盤

については第 3.5.2－27 表に，断層及びシームの粒度分布につ

いては第 3.5.2－26 図に物理試験結果を示す。 

(2) 静ポアソン比 

一軸圧縮試験により得られた静ポアソン比の値は，セメント

改良土で 0.26，改良地盤で 0.19 である（第 3.5.2－27 表）。 

(3) 引張強度 

引張強度試験の結果を第 3.5.2－27 図に示す。 

コア供試体による値は，セメント改良土で 0.46N/mm2，改良

地盤で 0.65N/mm2である。 

(4) 三軸圧縮試験 

三軸圧縮試験の結果を第 3.5.2－28 図に示す。 

三軸圧縮試験の結果により，せん断強度を直線式で近似す

る。せん断強度は，コア供試体による値は，盛土で

0.06N/mm2，旧表土で 0.08N/mm2，セメント改良土の破壊強度で

0.65N/mm2，残留強度で 0.21N/mm2，改良地盤の破壊強度で

1.39N/mm2，残留強度で 0.51N/mm2である。 

また，三軸圧縮試験により得られた静弾性係数 Esと圧密応力

 

 

記載の充実（盛土，旧表土，断層，シームの調査内容の記載を充

実），評価の追加（改良地盤等の調査内容を追加） 
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σとの関係を第 3.5.2－29 図と次式に示す。 

盛土     ES＝198×σ0.60         （N/mm2） 

旧表土    ES＝302×σ0.80         （N/mm2） 

セメント改良土 ES＝690            （N/mm2） 

(5) 動的特性 

繰返し三軸試験の結果を第 3.5.2－30 図及び第 3.5.2－31 図

に示す。 

盛土，旧表土，セメント改良土及び改良地盤の初期せん断弾

性係数 G0と圧密応力σとの関係，動せん断弾性係数比 Gd/G0と

せん断ひずみγとの関係及び減衰定数 hとせん断ひずみγとの

関係は，それぞれ次式で示される。なお，セメント改良土及び

改良地盤の G0は，ＰＳ検層の結果から設定した。 

盛土 

G0   ＝382σ0.71                （N/mm2） 

Gd/G0＝1/(1＋γ/0.00036) 

h    ＝0.183γ/(γ＋0.000261) 

旧表土 

G0   ＝211σ0.42                （N/mm2） 

Gd/G0＝1/(1＋γ/0.00087) 

h    ＝0.125＋0.020 logγ        （γ＜3×10－4） 

h    ＝0.374＋0.091 logγ   （3×10－4≦γ＜2×10－2） 

h    ＝0.22               （2×10－2≦γ） 
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セメント改良土 

G0   ＝1,670                 （N/mm2） 

Gd/G0＝1/(1＋γ/0.00085) 

h    ＝0.014             （γ＜3.8×10－5） 

h    ＝0.151＋0.031 logγ       （3.8×10－5≦γ） 

改良地盤 

G0   ＝1,940                 （N/mm2） 

Gd/G0＝1/(1＋γ/0.00136) 

h    ＝0.031             （γ＜1.2×10－4） 

h    ＝0.227＋0.050 logγ （1.2×10－4≦γ＜5.2×10－3） 

h    ＝0.113             （5.2×10－3≦γ） 

(6) せん断試験 

断層及びシームのせん断試験の結果を第 3.5.2－32 図に，せ

ん断試験結果のうち，強度が小さい粘土状物質に対するせん断

応力τと垂直応力σとの関係を次式に示す。 

τ   ＝0.067＋σtan22.2°           （N/mm2） 

断層及びシームにおける粘土状物質の静せん断弾性係数 Gsと

垂直応力σとの関係を第 3.5.2－33 図と次式に示す。 

Gs     ＝44.43σ0.90               （N/mm2） 

(7) 繰返し単純せん断試験 

繰返し単純せん断試験により得られた断層及びシームの初期

せん断弾性係数 G0と垂直応力σの関係，動せん断弾性係数比

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し） 
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3.2.6 地質・地質構造及び地盤の調査結果の評価 

 

 

 

 

Gd/G0とせん断ひずみγの関係及び減衰定数 hとせん断ひずみ

γの関係を第 3.5.2－34 図及び第 3.5.2－35 図に示す。 

G0   ＝192.3σ0.74               （N/mm2） 

Gd/G0＝1/(1＋γ/0.0012) 

h    ＝0.024             （γ＜1.0×10－4） 

h    ＝0.024＋0.089(logγ＋4)（1.0×10－4≦γ＜1.6×10－2） 

h    ＝0.22              （1.6×10－2≦γ） 

(8) 平板載荷試験 

平板載荷試験により得られた割線弾性係数は 3.55×103～

6.38×103N/mm2で，第 3.5.2－28 表に示す。 

(9) 支持力試験 

改良地盤の支持力試験における応力～変位曲線を第 3.5.2－

36 図に示す。 

支持力試験の結果，ジャッキの限界値である 4.4N/mm2でも降

伏しなかったことから，改良地盤の極限支持力は 4.4N/mm2以上

と評価した。 

 

3.6 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設付近の地盤の安

定性評価 

耐震重要度分類Ｓクラスの機器及び系統を支持する建物及び

構築物（以下「耐震重要施設」という。）並びに常設耐震重要重

大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事

 

 

 

 

 

 

 

評価の追加（改良地盤等の調査内容を追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し） 
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3.2.6.1 原子炉建屋基礎地盤等の安定性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

故等対処施設（以下「常設重大事故等対処施設」という。）の基

礎地盤の安定性について，「3.5 発電用原子炉施設設置位置の

地盤」に記載の地質調査，岩石試験，岩盤試験等の調査結果に

基づく各種物性値を用いて検討した。 

3.6.1 基礎地盤の安定性評価 

3.6.1.1 地震力に対する基礎地盤の安定性評価 

3.6.1.1.1 評価方針 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設は直接又は杭やマ

ンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）を介して十分な支持

性能を有する岩盤及び改良地盤に支持される設計方針とする。 

耐震重要施設のうち杭基礎構造物については，液状化を考慮

した場合においても，支持機能及び杭本体の構造が成立するよ

うに設計する。 

以上の設計方針を踏まえ，施設直下の基礎地盤である岩盤及

び改良地盤のすべり，基礎地盤の支持力及び基礎底面の傾斜に

対する評価を行う。基礎地盤のすべりについては，地下水位以

深の盛土・旧表土が地震動により繰返し軟化し，強度が低下す

る可能性を考慮し，岩盤部のみのすべりに対する検討も併せて

実施する。 

 

 

3.6.1.1.2 評価手法 

 

 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し） 

 

記載の充実（評価方針の説明を充実） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し） 
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岩石試験，岩盤試験等から得られた地盤の物性値を用い，地

震力に対する原子炉建屋基礎地盤の安定性について，有限要素

法による動的解析により検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎地盤のすべり，支持力及び基礎底面の傾斜に関する安全

性について，二次元動的有限要素解析により，基準地震動Ｓｓ

に対する地震応答解析（以下，「動的解析」という。）を行い検

討した。 

動的解析は，周波数応答解析手法を用い， D 級岩盤，盛

土，旧表土，断層及びシーム，セメント改良土並びに改良地盤

については，等価線形化法により動せん断弾性係数及び減衰定

数のひずみ依存性を考慮した。なお，常時応力は，地盤の自重

計算により求まる初期応力，基礎掘削に伴う解放力及び施設・

埋戻土の荷重を考慮した有限要素法による二次元静的解析によ

り求めた。 

基礎地盤のすべりに対する安全性は，動的解析により求まる

地震時増分応力と常時応力を重ね合わせた地震時応力を用い，

想定すべり面におけるすべり安全率により評価した。すべり安

全率は，想定したすべり面上の応力状態を基に，すべり面上の

せん断抵抗力の和をすべり面上のせん断力の和で除して求め

た。 

基礎地盤の支持力に対する安全性は，動的解析により求まる

施設底面の地盤の地震時増分応力と常時の応力を重ね合わせた

地震時の最大接地圧により評価した。 

基礎底面の傾斜に対する安全性は，動的解析により求まる地

震時の基礎底面両端の鉛直相対変位を基礎底面幅で除して求め

記載の充実（評価方針の説明を充実） 
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3.2.6.1.1 解析条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た傾斜により評価した。 

 

3.6.1.1.3 評価条件 

(1) 代表施設の選定 

本評価の対象施設である耐震重要施設及び常設重大事故等対

処施設の配置図を第 3.6.1－1 図に示す。 

基礎地盤の安定性評価を実施する代表施設の選定は，第

3.6.1－2 図のフローに基づき対象施設を敷地の標高と基礎形式

により分類した上で，基礎地盤の種類，施設直下の主要な断層

の分布，施設の接地面積，施設の重量，設置位置の地形を評価

項目として，安定性評価が厳しくなると想定される施設を選定

した。敷地には中生界ジュラ系の牡鹿層群荻の浜累層が分布

し，さらに詳細な部層の区分としては，狐崎部層と牧の浜部層

に分類されるが，力学特性に大差はないことから，代表施設の

選定においては部層の違いは考慮しない。代表施設に対する基

礎地盤の安定性評価により，耐震重要施設及び常設重大事故等

対処施設の基礎地盤の安定性評価を包括的に確認する。 

代表施設の選定結果を第 3.6.1－1 表に示す。 

O.P.＋14.8m 盤の対象施設のうち，岩盤に支持される直接基

礎形式の代表施設として，原子炉建屋を選定し，改良地盤及び

岩盤に支持される直接基礎形式の代表施設として防潮堤（盛土

堤防）を選定した。また，杭基礎形式の代表施設として，防潮

 

 

記載の適正化（章構成の見直し） 

評価の変更（全ての対象施設から代表施設を選定したことによる

変更） 
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(1) 基礎地盤のモデル化 

解析断面は，第 3.2.6－1 図に示す，炉心を通るＸ－Ｘ’断面

及びＹ－Ｙ’断面とした。 

有限要素解析モデルは，地質断面図をもとに作成した。解

析用要素分割図を第 3.2.6－2 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堤（鋼管式鉛直壁）一般部を選定した。 

O.P.＋62m 盤の対象施設のうち，岩盤に支持される直接基礎

形式の代表施設として，緊急時対策建屋を選定した。 

 

 

 

 

 

(2) 評価断面の選定 

代表施設に対する基礎地盤の安定性評価を行う評価断面を選

定した。 

原子炉建屋の評価断面は，原子炉建屋の振動方向と地質を考

慮し，原子炉建屋の炉心で直交する２断面を選定した。 

防潮堤（盛土堤防）と防潮堤（鋼管式鉛直壁）一般部は，延

長の長い線状構造物であることから，複数の評価断面候補を選

定した。具体的には，置換コンクリートがすべり安定性確保の

役割を主体的に果たすことから置換コンクリート底面のせん断

力（観点①）及び防潮堤背面の土圧（観点②）を主な観点と

し，両観点に影響する可能性のある地質状況，及びその他の特

徴的な地質状況を示す評価断面候補を抽出した。防潮堤の評価

断面候補を第 3.6.1－3 図に示す。防潮堤（盛土堤防）は，評価

断面候補が１断面（Ａ－Ａ’断面）であることから，Ａ－Ａ’

 

 

 

記載の適正化（記載箇所の変更：「3.6.1.1.3(4）」に移動） 

 

 

 

 

 

評価の変更（代表施設毎に評価断面選定をしたことによる変更） 
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断面を評価断面として選定した。防潮堤（鋼管式鉛直壁）一般

部は，評価断面候補が複数存在することから，第 3.6.1－4 図の

断面選定の指標に基づき，一次元波動論による地震応答解析を

実施し，第 3.6.1－5 図に示すとおりＢ－Ｂ’断面を評価断面と

して選定した。 

評価断面候補に見られる特徴的な地質状況から，基礎地盤の

安定性に影響を及ぼす可能性がある観点として，部層の相違が

発生せん断応力及びすべり安全率に及ぼす影響（観点③），置換

コンクリートは CM 級以上の岩盤に設置されることから， CM 

級岩盤の深さ方向の分布が発生せん断応力及びすべり安全率に

及ぼす影響（観点④）及び改良地盤直下の D 級岩盤がすべり

安全率に及ぼす影響（観点⑤）が挙げられることから，評価断

面の解析モデルを用いて影響検討を行い，すべり安全率に及ぼ

す影響は小さいことを確認した。 

防潮堤（鋼管式鉛直壁）一般部は，ＳＦ－２断層と交差する

部分がある。ＳＦ－２断層の走向，傾斜等から，ＳＦ－２断層

を含むすべりブロックが形成されることは想定されづらいもの

の，万が一を想定し，防潮堤縦断方向及び横断方向に対する検

討を実施し，すべりに対して十分な安全率があることを確認し

た。 

緊急時対策建屋の評価断面は緊急時対策建屋の振動方向と地

質を考慮し，直交する２断面を選定した。 
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(2) 物性値の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解析用物性値は，岩石試験，岩盤試験，断層内物質及びシー

ムの物性試験等から得られた各種物性値をもとに設定した。解

析用物性値を第 3.2.6－1 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

代表施設の評価断面位置を第 3.6.1－6 図に示す。 

 

(3) 解析用物性値の設定 

敷地には，中生界ジュラ系の牡鹿層群荻の浜累層が分布する

が，さらに詳細な部層の区分では，原子炉建屋の設置位置には

狐崎部層，緊急時対策建屋の設置位置には牧の浜部層，防潮堤

の設置位置には狐崎部層及び牧の浜部層が分布する。 

狐崎部層及び牧の浜部層ともに同一累層（牡鹿層群荻の浜累

層）の砂岩及び頁岩が分布するが，狐崎部層については２号炉

建設時の設置許可申請において，牧の浜部層については３号炉

建設時の設置許可申請において，それぞれ試験を実施し，解析

用物性値を設定していることを踏まえ，解析用物性値は各々の

部層に応じた値を用いる。 

解析用物性値は，岩石試験，岩盤試験，盛土ほかの試験等か

ら得られた各種物性値を基に設定した。解析用物性値の考え方

を第 3.6.1－2 表に，解析用物性値を第 3.6.1－3 表に示す。な

お，改良地盤については，試験施工に基づいた各種試験から物

性値を設定しており，耐震設計においても同様の物性値を使用

する。また，改良地盤の物性値については，品質管理方針を示

した上で，所定の物性値が確保されていることを施工時の品質

管理で確認する。 

(4) 解析モデル 

 

 

評価の変更（評価断面の追加に伴い改良地盤等の解析用物性値を

追加したことによる変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し），評価の変更（評価断面の追加
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有限要素解析モデルは，岩盤分類図を基に作成した。解析用

要素分割図を第 3.6.1－7 図に示す。地盤は，平面ひずみ要素で

モデル化し，要素高さは地盤のＳ波速度を考慮して地震時の挙

動を適切に表現可能な高さとした。また，断層及びシームは，

層厚の厚いＴＦ－１断層のみを平面ひずみ要素でモデル化し，

その他の断層及びシームはジョイント要素でモデル化した。 

原子炉建屋及び緊急時対策建屋の解析用建屋モデルは，それ

ぞれの質点系モデルを基にモデル化した。防潮堤の鋼管杭はビ

ーム要素でモデル化し，背面補強工及び置換コンクリートは平

面ひずみ要素でモデル化した。 

隣接構造物のモデル化について，原子炉建屋Ｘ－Ｘ’断面

は，原子炉建屋より重量は軽いものの，隣接しており比較的規

模の大きいタービン建屋をモデル化した。原子炉建屋Ｙ－Ｙ’

断面，防潮堤（盛土堤防）Ａ－Ａ’断面及び緊急時対策建屋Ｙ

－Ｙ’断面は，代表施設の周囲に安定性評価に影響を及ぼす可

能性のある隣接構造物は存在しない。また，防潮堤Ｂ－Ｂ’断

面及び緊急時対策建屋Ｘ－Ｘ’断面は，代表施設に隣接する構

造物はあるものの，地中構造物等であり，安定性評価に影響を

及ぼす可能性は小さいことからモデル化しない。 

静的解析における境界条件は，モデル下端を固定境界，側方

を鉛直ローラー境界とした。また，動的解析における境界条件

は，モデル下端を粘性境界，側方をエネルギー伝達境界とし

に伴い解析モデルの記載を変更） 
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(3) 入力地震動 

基準地震動Ｓｓを，一次元波動論に基づいて引戻して作成し

た水平方向及び鉛直方向の入力地震動をモデル下端から同時に

与えた。 

 

 

 

 

3.2.6.1.2 解析内容 

基礎地盤の支持力，すべり及び基礎底面の傾斜に対する安全

性について，二次元動的有限要素解析により，基準地震動Ｓｓ

に対する地震応答解析を行い検討した。 

地震応答解析は，周波数応答解析手法を用い， D 級岩盤，

断層内物質及びシーム，旧表土並びに盛土については，等価線

形化法により動せん断弾性係数及び減衰定数のひずみ依存性を

た。境界条件を第 3.6.1－8 図に示す。 

(5) 地下水位 

原子炉建屋の解析用地下水位は，建屋の設計水位を参照の

上，基礎版中央に設定し，原子炉建屋以外（周辺地盤を含む。）

は地表面に設定した。代表として原子炉建屋の解析用地下水位

を第 3.6.1－9 図に示す。なお，地盤安定性評価は全応力解析を

行っていることから建屋の地下水位は評価に影響しない。 

(6) 入力地震動 

基準地震動Ｓｓを，一次元波動論に基づいて引戻して作成し

た。 

水平方向及び鉛直方向の入力地震動をモデル下端から同時に

入力した。なお，基準地震動Ｓｓのうち応答スペクトルに基づ

く地震動については，水平地震動及び鉛直地震動の位相反転

を，断層モデルに基づく地震動及び震源を特定せず策定する地

震動については，水平地震動の位相反転を考慮した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価の変更（施設位置及び周辺地盤の水位設定の記載を追加し記

載を変更） 

 

 

 

 

評価の変更（基準地震動Ｓｓを２波から７波に変更） 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（記載箇所の変更：「3.6.1.1.2」に移動） 
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考慮した。なお，常時応力は，地盤の自重計算により求まる初

期応力，建屋基礎掘削に伴う解放力及び建屋・埋戻土の荷重を

考慮して求めた。 

基礎地盤の支持力に対する安全性は，地震応答解析により求

まる建屋底面の地震時増分応力と常時の建屋底面の応力を重ね

合わせた地震時建屋接地圧により評価した。 

基礎地盤のすべりに対する安全性は，想定すべり面における

すべり安全率により評価した。すべり安全率は，想定したすべ

り面上の応力状態をもとに，すべり面上のせん断抵抗力の和を

すべり面上のせん断力の和で除して求めた。 

基礎底面の傾斜に対する安全性は，地震応答解析により求ま

る地震時の原子炉建屋基礎底面両端の相対変位及び傾斜により

評価した。 

3.2.6.1.3 解析結果 

(1) 支持力に対する安全性 

原子炉建屋の地震時最大接地圧を，第 3.2.6－2 表に示す。地

震時の最大接地圧は，Ｘ－Ｘ’断面では 1.2N/ mm2，Ｙ－Ｙ’

断面では 2.8N/ mm2である。一方，原子炉建屋基礎地盤の大部

分を占める砂岩 CH 級及び CM 級並びに頁岩 CH 級の極限支持力

は，岩盤の支持力試験の結果から 13.7N/mm2以上と評価できる

ので，原子炉建屋基礎地盤は十分な支持力を有している。 

(2) すべりに対する安全性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.6.1.1.4 評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 基礎地盤のすべり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し） 

記載の適正化（記載箇所の変更：「3.6.1.1.4(2)」に移動） 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し），評価の追加（各施設の評価を



令和元年 9月 27 日 

女川原子力発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更） 添付六の内「３．地盤」前後対比表（対平成 25 年 12 月申請）    東北電力株式会社 

添六(３．地盤) 194 / 239 

 

申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

想定すべり面におけるすべり安全率を，第 3.2.6－3 表に示

す。 

 

すべり安全率の最小値は，Ｘ－Ｘ’断面では 2.8，Ｙ－Ｙ’

断面では 2.3 となり十分な安全性を有している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動的解析に基づく想定すべり面における最小すべり安全率

を，第 3.6.1－4 表に示す。 

原子炉建屋の基礎地盤における最小すべり安全率はＸ－Ｘ’

断面で 2.0，Ｙ－Ｙ’断面で 1.6 となり，評価基準値 1.5 を上

回る。防潮堤の基礎地盤における最小すべり安全率は盛土堤防

のＡ－Ａ’断面で 3.3，鋼管式鉛直壁のＢ－Ｂ’断面で 2.9 と

なり，評価基準値 1.5 を上回る。緊急時対策建屋の基礎地盤に

おける最小すべり安全率はＸ－Ｘ’断面で 2.1，Ｙ－Ｙ’断面

で 5.6 となり，評価基準値 1.5 を上回る。 

各断面ですべり安全率が最小となるケースについて，地盤物

性のうち強度のばらつき（平均値－1.0×標準偏差（σ）強度）

を考慮した場合においても，最小すべり安全率は評価基準値

1.5 を上回る。また，すべり安全率が最小となるケースについ

て，岩盤部のみのすべりを対象とした評価結果を第 3.6.1－5 表

に示す。評価の結果，最小すべり安全率は 1.5 を上回る。 

以上のことから，基礎地盤は，地震力によるすべりに対して

十分な安全性を有している。 

(2) 基礎地盤の支持力 

地震時の最大接地圧を，第 3.6.1－6 表に示す。原子炉建屋の

地震時の最大接地圧は，Ｘ－Ｘ’断面では 1.4N/mm2，Ｙ－Ｙ’

断面では 3.9N/mm2である。一方，原子炉建屋が設置される狐崎

部層の CM 級岩盤の評価基準値は，13.7N/mm2であることから，

追加） 
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(3) 傾斜に対する安全性 

地震時の原子炉建屋基礎底面両端の鉛直方向の相対変位及び

傾斜を，第 3.2.6－4 表に示す。原子炉建屋基礎底面両端の鉛直 

 

方向の最大相対変位は，Ｘ－Ｘ’断面では 0.50cm，Ｙ－Ｙ’断

面で 0.52cm であり，原子炉建屋基礎底面の最大傾斜は，Ｘ－

地震時の最大接地圧は評価基準値を下まわり，原子炉建屋の基

礎地盤は十分な支持力を有している。 

防潮堤（盛土堤防）の地震時の最大接地圧は，改良地盤では

1.4N/mm2，岩盤では 2.9N/mm2である。防潮堤（鋼管式鉛直壁）

の地震時の最大接地圧は，改良地盤では 1.3N/mm2，岩盤では

6.7N/mm2である。一方，改良地盤の評価基準値は 4.4N/mm2，牧

の浜部層の CM 級岩盤の評価基準値は 11.4N/mm2であることか

ら地震時の最大接地圧は評価基準値を下まわり，防潮堤の基礎

地盤は十分な支持力を有している。 

緊急時対策建屋の地震時の最大接地圧は，Ｘ－Ｘ’断面では

1.0N/mm2，Ｙ－Ｙ’断面では 0.9N/mm2である。一方，緊急時対

策建屋が設置される牧の浜部層の CM 級岩盤の評価基準値は

11.4N/mm2であることから地震時の最大接地圧は評価基準値を下

まわり，緊急時対策建屋の基礎地盤は十分な支持力を有してい

る。 

以上のことから，基礎地盤は十分な支持性能を有している。 

(3) 基礎底面の傾斜 

原子炉建屋基礎底面及び緊急時対策建屋基礎底面の両端にお

いて，地震時に最大となる鉛直相対変位及び傾斜を，第 3.6.1

－7 表に示す。原子炉建屋基礎底面の両端において最大となる

鉛直相対変位は，Ｘ－Ｘ’断面では 0.63cm，Ｙ－Ｙ’では

0.56cm であり，原子炉建屋基礎底面の最大傾斜は，Ｘ－Ｘ’断
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Ｘ’断面では１/15,000，Ｙ－Ｙ’断面では 1/16,000 となる。 

また，敷地周辺の活断層は敷地から十分離れており，断層変

位による地殻の広域的な変形の影響は極めて小さい。 

 

 

以上のことから，基礎地盤の傾斜は耐震設計上重要な機器・

配管系の安全機能に支障を与えるものではない。 

 

 

 

 

上記の他，耐震設計上の重要度分類 Sクラスの建物及び構築

物は，十分な支持性能を有する岩盤に支持されていることか

ら，圧密，揺すり込み沈下及び液状化の影響はなく，周辺地盤

の変状が施設の安全機能に重大な影響を与える恐れはない。 

 

 

 

 

 

 

 

面では 1/12,000，Ｙ－Ｙ’断面では 1/15,000 となる。緊急時

対策建屋基礎底面の両端において最大となる鉛直相対変位は，

Ｘ－Ｘ’断面では 0.10cm，Ｙ－Ｙ’では 0.05cm であり，緊急

時対策建屋基礎底面の最大傾斜は，Ｘ－Ｘ’断面では

1/45,000，Ｙ－Ｙ’断面では 1/94,000 となる。 

以上のことから，原子炉建屋基礎底面及び緊急時対策建屋基

礎底面の最大傾斜は，いずれも評価基準値の目安値である

1/2,000 を下回っており，重要な機器・系統の安全機能に支障

を与えるものではない。 

 

3.6.1.2 周辺地盤の変状による重要施設への影響評価 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設は，直接又は杭や

ＭＭＲを介して岩盤及び改良地盤に支持されることから，不等

沈下及び揺すり込み沈下による影響を受けるおそれはない。 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設は，液状化及び揺

すり込み沈下等の周辺地盤の変状を考慮した場合においても，

施設の機能が損なわれるおそれがないように設計する方針とす

る。 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設の設計において

は，防潮堤により地下水の流れが遮断され，地下水位が地表面

付近まで上昇するおそれがあることを踏まえ，地下水位を一定

の範囲に保持する地下水位低下設備の機能を考慮した水位，自

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価の追加（液状化等に対する設計方針を追加） 
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然水位より保守的に設定した水位又は地表面にて設計用地下水

位を設定し水圧の影響を考慮する。 

耐震設計において，地震時における地盤の有効応力の変化に

伴う影響を考慮する場合には，有効応力解析等を実施する。有

効応力解析に用いる液状化強度特性は，敷地の原地盤における

代表性及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮して設定する。 

なお，盛土及び旧表土に対する液状化強度試験の結果は，非

液状化又は繰返し軟化を示すものであり，支持力を失う液状化

事象は発生しないことを確認した。 

 

3.6.1.3 地殻変動による基礎地盤の変形の影響評価 

地震発生に伴う地殻変動によって生じる基礎地盤の傾斜及び

撓みの影響について検討した。 

3.6.1.3.1 評価手法及び条件 

敷地内及び敷地近傍には活断層が分布しないことから，顕著

な地殻変動の影響を受けることはないが，プレート間地震のう

ち東北地方太平洋沖型の地震，発電所に比較的近い活断層であ

るＦ－６断層～Ｆ－９断層及び仙台湾の断層群による敷地地盤

の傾斜を評価した。プレート間地震のうち東北地方太平洋沖型

の地震による敷地地盤の傾斜は，津波波源モデル（基準津波

（水位上昇側））を用い，Ｆ－６断層～Ｆ－９断層及び仙台湾の

断層群による敷地地盤の傾斜は，強震動モデルを基に作成した

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価の追加（地殻変動による傾斜に対する評価を追加） 
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3.2.6.2 周辺斜面の安定性評価 

 

 

安定性評価の対象とすべき斜面について，「原子力発電所耐震

設計技術指針 JEAG-4601-2008(53)」に基づき，斜面法尻から対象

施設までの離間距離が約 50m 以内の斜面，あるいは斜面高さの

約 1.4 倍以内の斜面がないことを確認した。 

 

 

 

一様すべりモデル(70)(71)を用いて Okada(1992)(72)の手法により算

定し，原子炉建屋及び緊急時対策建屋における基礎地盤の傾斜

を評価した。 

各断層の断層パラメータを第 3.6.1－8 表に示す。 

3.6.1.3.2 評価結果 

原子炉建屋及び緊急時対策建屋の傾斜を第 3.6.1－9 表に示

す。 

地殻変動による最大傾斜は 1/41,000 である。また，地震動に

よる傾斜との重畳を考慮した場合の原子炉建屋の最大傾斜は

1/11,000，緊急時対策建屋の最大傾斜は 1/23,000 であり，基本

設計段階の目安値である 1/2,000 を下回ることから，重要な機

器・系統の安全機能に支障を与えるものではない。 

3.6.2 周辺斜面の安定性評価 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設と周辺斜面の離間

距離に基づき，地震時における安定性評価の対象とすべき斜面

の有無を確認した。安定性評価の対象とすべき斜面は，「原子力

発電所耐震設計技術指針 JEAG4601－2015(67)」及び「宅地防災マ

ニュアルの解説(73)」を参考として，斜面法尻から対象施設まで

の離間距離が 50m 以内の斜面あるいは斜面高さの 1.4 倍～2.0

倍以内の斜面とした。 

第 3.6.2－1 図に斜面法尻から 50ｍの範囲，斜面高さの 1.4

倍の範囲及び斜面高さの２倍の範囲を示す。対象施設の周辺に

文献の追加 

 

 

 

評価の追加（地殻変動による傾斜に対する評価を追加） 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（章番号の変更） 

 

 

 

文献の更新 

文献の追加 
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3.2.7 地質調査に関する実証性 

3.2.7.1 各種調査・試験の実施会社選定 

敷地周辺，敷地近傍及び敷地の地質調査・試験工事の実施会

社は，事前に会社経歴書，技術者名簿，工事実績等を検討し，

この種の調査・試験に対して過去に多数の実績を有し，技術レ

ベルも高い専門会社を選定した。 

主な地質調査，試験名，実施年度及び実施会社は第 3.2.7－1

表のとおりである。 

 

3.2.7.2 地質調査の計画 

(1) 地質調査にあたっては，「活断層等に関する安全審査の手引

き」，「原子力発電所の地質・地盤に関する安全審査の手引き」等

に準拠して，総合的かつ体系的な調査計画を策定した。 

(2) 調査計画の主要なものについては，社外の学識経験者及び

（財）電力中央研究所から必要に応じて意見を聴取し，内容を固

めた。 

 

3.2.7.3 調査，試験工事実施に当たっての管理体制 

は，安定性評価の対象とすべき斜面がない。 

以上のことから，周辺斜面の崩壊により，対象施設の安全機

能が重大な影響を受けるおそれがないことを確認した。  

 

3.7 地質調査に関する実証性 

3.7.1 各種調査・試験の実施会社選定 

敷地周辺，敷地近傍及び敷地の地質調査・試験工事の実施会

社は，事前に会社経歴書，技術者名簿，工事実績等を検討し，

この種の調査・試験に対して過去に多数の実績を有し，技術レ

ベルも高い専門会社を選定した。 

主な地質調査，試験名，実施年度及び実施会社は第 3.7－1 表

のとおりである。 

 

3.7.2 地質調査の計画 

(1)  地質調査にあたっては，国の基準等に準拠して，総合的か

つ体系的な調査計画を策定した。 

 

(2) 調査計画の主要なものについては，社外の学識経験者及び

一般財団法人電力中央研究所から必要に応じて意見を聴取し，内

容を固めた。 

 

3.7.3 調査，試験工事実施に当たっての管理体制 

 

 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し） 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

 

 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し） 
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(1) 実施会社の作業管理体制 

調査・試験工事の実施にあたっては，実施会社は現場代理

人，安全管理責任者及び主任技術者を現場に常駐させ，現場代

理人は工事の総括を，安全管理責任者は工事施工に関する安全

管理を，主任技術者は施工に関する技術上の管理を行った。 

 

実施会社の作業管理体制 

 

 

 

現場代理人，安全管理責任者及び主任技術者については，工

事着手前に各々の経歴書を添付して当社に届け出ており，当社

はそれを審査し，適任者であることを確認して承認した。 

 

 

(2) 当社の作業管理体制 

当社における地質調査・試験工事の作業管理体制は次のとお

りである。 

 

 

本店 土木建築部 

 

(1) 実施会社の作業管理体制 

調査・試験工事の実施にあたっては，実施会社は現場代理

人，安全管理責任者及び主任技術者を現場に常駐させ，現場代

理人は工事の総括を，安全管理責任者は工事施工に関する安全

管理を，主任技術者は施工に関する技術上の管理を行った。 

 

実施会社の作業管理体制 

 

 

 

現場代理人，安全管理責任者及び主任技術者については，工

事着手前に各々の経歴書を添付して当社に届け出ており，当社

はそれを審査し，適任者であることを確認して承認した。な

お，現場代理人が出張等により現場に駐在できないときは，当

社の承認を得て代行者が現場管理を行った。 

(2) 当社の作業管理体制 

当社における地質調査・試験工事の作業管理体制は次のとお

りである。なお，調査の実施時期により役職名が異なる場合

は，同等の職位の者が作業管理を行っている。 

 

本店 発電・販売カンパニー土木建築部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の充実（現場管理に関する記載の充実） 

 

 

 

 

記載の充実（作業管理に関する記載の充実） 

 

 

記載の適正化（組織名の変更） 

 

部長 ― 部部長 ― 副部長 ― 火力原子力土木課長 ― 担当副長 ― 担当者 

- 調査役 - 

部長 ― 部部長 ― 副部長 ― 火力原子力土木課長 ― 担当副長 ― 担当者 
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女川原子力発電所 

 

 

地質調査・試験工事の工事施工計画，作業実施状況，検査，

工事報告等については，文書により担当者経由で提出させ，検

討の上承認をした。また，施工方法，工程等について適宜打合

せ会を設け，工事が適切かつ円滑に実施されるように実施会社

を指導した。 

(3) 施工管理・指導 

地質調査・試験工事の実施に当たっては，工事着手に先立ち

工事の施工方法，使用機械，作業員名簿，工程等を記載した工

事施工計画書を実施会社から提出させ，当社で検討し，承認後

に工事を実施した。 

工事中は，現場作業については工事日報を提出させ，また室

内試験等は試験日誌等を記入させ，随時チェックすることによ

り作業内容を管理するとともに，必要に応じて当社担当者が立

会い，検査を実施した。また，作業状況並びにボーリングコア

等の記録，写真撮影を行った。 

工事報告書の内容についても，逐一当社で検討するとともに

試験等の生データも併せ提出させ，報告書記載内容との整合に

 

 

女川原子力発電所 

 

 

地質調査・試験工事の工事施工計画，作業実施状況，検査，

工事報告等については，文書により担当者経由で提出させ，検

討の上承認をした。また，施工方法，工程等について適宜打合

せ会を設け，工事が適切かつ円滑に実施されるように実施会社

を指導した。 

(3) 施工管理・指導 

地質調査・試験工事の実施に当たっては，工事着手に先立ち

工事の施工方法，使用機械，作業員名簿，工程等を記載した工

事施工計画書を実施会社から提出させ，当社で検討し，承認後

に工事を実施した。 

工事中は，現場作業については工事日報を提出させ，また室

内試験等は試験日誌等を記入させ，随時チェックすることによ

り作業内容を管理するとともに，必要に応じて当社担当者が立

会い，検査を実施した。また，作業状況並びにボーリングコア

等の記録，写真撮影を行った。 

工事報告書の内容についても，逐一当社で検討するとともに

試験等の生データも併せ提出させ，報告書記載内容との整合に

 

 

 

記載の適正化（役職名の変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所長 ― 土木建築部長 ― 土木建築課長 ― 副長 ― 担当者 所長 ― 土木建築部長 ― 土木課長 ― 副長 ― 担当者 
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ついてチェックした。 

さらに，調査・試験結果については，社外の学識経験者及び

（財）電力中央研究所の意見聴取による検討も加えた。 

 

 

3.2.7.4 地質調査結果の評価・とりまとめ 

地質調査終了後，諸資料については，社外の学識経験者及び

（財）電力中央研究所の助言を得て検討し，十分な評価を経て

申請書としてとりまとめを行った。 

 

3.2.8 参考文献 

(1) 高橋兵一・松野久也（1969）：涌谷地域の地質，地域地質

研究報告（５万分の１地質図幅），地質調査所 

(2) 滝沢文教・一色直記・片田正人（1974）：金華山地域の地

質，地域地質研究報告（５万分の１地質図幅），地質調査

所 

(3) 石井武政・柳沢幸夫・山口昇一・寒川旭・松野久也

（1982）：松島地域の地質，地域地質研究報告（５万分の

１地質図幅），地質調査所 

(4) 石井武政・柳沢幸夫・山口昇一（1983）：塩竃地域の地

質，地域地質研究報告（５万分の１地質図幅），地質調査

所 

ついてチェックした。 

さらに，調査・試験結果については，社外の学識経験者及び

一般財団法人電力中央研究所の意見聴取による検討も加えた。 

 

 

3.7.4 地質調査結果の評価・とりまとめ 

地質調査終了後，諸資料については，社外の学識経験者及び

一般財団法人電力中央研究所の助言を得て検討し，十分な評価

を経て申請書としてとりまとめを行った。 

 

3.8 参考文献 

(1) 高橋兵一・松野久也（1969）：涌谷地域の地質，地域地質

研究報告（５万分の１地質図幅），地質調査所 

(2) 滝沢文教・一色直記・片田正人（1974）：金華山地域の地

質，地域地質研究報告（５万分の１地質図幅），地質調査

所 

(3) 石井武政・柳沢幸夫・山口昇一・寒川旭・松野久也

（1982）：松島地域の地質，地域地質研究報告（５万分の

１地質図幅），地質調査所 

(4) 石井武政・柳沢幸夫・山口昇一（1983）：塩竃地域の地

質，地域地質研究報告（５万分の１地質図幅），地質調査

所 

 

 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し） 

 

記載の適正化（表現の統一） 

 

 

記載の適正化（章構成の見直し） 
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(5) 滝沢文教・神戸信和・久保和也・秦光男・寒川旭・片田正

人（1984）：石巻地域の地質，地域地質研究報告（５万分

の１地質図幅），地質調査所 

(6) 滝沢文教・久保和也・猪木幸男（1987）：寄磯地域の地

質，地域地質研究報告（５万分の１地質図幅），地質調査

所 

(7) 滝沢文教・鎌田耕太郎・酒井彰・久保和也（1990）：登米

地域の地質，地域地質研究報告（５万分の１地質図幅），

地質調査所 

(8) 鎌田耕太郎・滝沢文教（1992）：大須地域の地質，地域地

質研究報告（５万分の１地質図幅），地質調査所 

(9) 地質調査所（1992）：20 万分の１地質図「石巻」 

(10) 北村信（1967）：宮城県の地質，宮城県 20 万分の１地質図

説明書，宮城県商工労働部中小企業課 

(11) 宮城県（1981）：土地分類基本調査，｢石巻｣・｢寄磯｣・｢金

華山｣（５万分の１） 

(12) 宮城県（1982）：土地分類基本調査，｢塩釜｣・｢岩沼｣（５

万分の１） 

(13) 宮城県（1989）：土地分類基本調査，｢涌谷｣（５万分の

１） 

(14) 宮城県（1990）：土地分類基本調査，｢登米｣・｢大須｣（５

万分の１） 

(5) 滝沢文教・神戸信和・久保和也・秦光男・寒川旭・片田正

人（1984）：石巻地域の地質，地域地質研究報告（５万分

の１地質図幅），地質調査所 

(6) 滝沢文教・久保和也・猪木幸男（1987）：寄磯地域の地

質，地域地質研究報告（５万分の１地質図幅），地質調査

所 

(7) 滝沢文教・鎌田耕太郎・酒井彰・久保和也（1990）：登米

地域の地質，地域地質研究報告（５万分の１地質図幅），

地質調査所 

(8) 鎌田耕太郎・滝沢文教（1992）：大須地域の地質，地域地

質研究報告（５万分の１地質図幅），地質調査所 

(9) 地質調査所（1992）：20 万分の１地質図「石巻」 

(10) 北村信（1967）：宮城県の地質，宮城県 20 万分の１地質図

説明書，宮城県商工労働部中小企業課 

(11) 宮城県（1981）：土地分類基本調査，｢石巻｣・｢寄磯｣・｢金

華山｣（５万分の１） 

(12) 宮城県（1982）：土地分類基本調査，｢塩釜｣・｢岩沼｣（５

万分の１） 

(13) 宮城県（1989）：土地分類基本調査，｢涌谷｣（５万分の

１） 

(14) 宮城県（1990）：土地分類基本調査，｢登米｣・｢大須｣（５

万分の１） 
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(15) 小貫義男・北村信・中川久夫（1981）：北上川流域地質図

（二十万分之一）・説明書，長谷地質調査事務所 

(16) 海上保安庁水路部（1983）：沿岸の海の基本図（５万分の

１）「牡鹿半島」 

(17) 海上保安庁水路部（1983）：沿岸の海の基本図（５万分の

１）「志津川湾」 

(18) 海上保安庁水路部（1974）：海底地質構造図「釜石沖」（20

万分の１） 

(19) 海上保安庁水路部（1981）：海底地質構造図「金華山沖」

（20 万分の１） 

(20) 岡村行信・西村清和・棚橋学（1983）：海洋地質図「釜石

沖海底地質図（20 万分の１）」，地質調査所 

(21) 中村光一（1990）：海洋地質図「金華山沖海底地質図（20

万分の１）」，地質調査所 

(22) 地質調査所編（1992）：日本地質アトラス［第２版］ 

(23) 活断層研究会編（1991）：［新編］日本の活断層 ―分布図

と資料 

(24) 地質調査所（1983）：50 万分の１活構造図「秋田」 

(25) 中田高・今泉俊文編（2002）：活断層詳細デジタルマップ 

 

(26) 海上保安庁海洋情報部（2003）：沿岸海域海底活断層調査

「仙台湾」 

(15) 小貫義男・北村信・中川久夫（1981）：北上川流域地質図

（二十万分之一）・説明書，長谷地質調査事務所 

(16) 海上保安庁水路部（1983）：沿岸の海の基本図（５万分の

１）「牡鹿半島」 

(17) 海上保安庁水路部（1983）：沿岸の海の基本図（５万分の

１）「志津川湾」 

(18) 海上保安庁水路部（1974）：海底地質構造図「釜石沖」（20

万分の１） 

(19) 海上保安庁水路部（1981）：海底地質構造図「金華山沖」

（20 万分の１） 

(20) 岡村行信・西村清和・棚橋学（1983）：海洋地質図「釜石

沖海底地質図（20 万分の１）」，地質調査所 

(21) 中村光一（1990）：海洋地質図「金華山沖海底地質図（20

万分の１）」，地質調査所 

(22) 地質調査所編（1992）：日本地質アトラス［第２版］ 

(23) 活断層研究会編（1991）：［新編］日本の活断層 ―分布図

と資料 

(24) 地質調査所（1983）：50 万分の１活構造図「秋田」 

(25) 今泉俊文・宮内崇裕・堤浩之・中田高編（2018）：活断層

詳細デジタルマップ［新編］，東京大学出版会 

(26) 海上保安庁海洋情報部（2003）：沿岸海域海底活断層調査

「仙台湾」 
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(27) 徳山英一・本座栄一・木村政昭・倉本真一・芦寿一郎・岡

村行信・荒戸裕之・伊藤康人・徐垣・日野亮太・野原壯・

阿部寛信・坂井眞一・向山建二郎（2001）：日本周辺海域

中新世最末期以降の構造発達史，海洋調査技術，vol.13，

no.1，p.27－53 

(28) 駒沢正夫・森尻理恵・広島俊男・牧野雅彦・村田泰章・西

村清和・中塚正・鍋谷祐夫・乗富一雄・三品正明

（1996）：北上地域重力図，地質調査所 

(29) 地震調査委員会（1999）：日本の地震活動 

(30) 産業技術総合研究所地質調査総合センター（2004）：日本

重力 CD－ROM 

 

 

 

 

 

 

 

 

(31) 気象庁編（1998～2012）：地震年報ほか 

(32) 加瀬友喜（1979）：南部北上山地橋浦地域中生界の層序の

再検討，地質学雑誌，vol.85，no.12，p.111－122 

(27) 徳山英一・本座栄一・木村政昭・倉本真一・芦寿一郎・岡

村行信・荒戸裕之・伊藤康人・徐垣・日野亮太・野原壯・

阿部寛信・坂井眞一・向山建二郎（2001）：日本周辺海域

中新世最末期以降の構造発達史，海洋調査技術，vol.13，

no.1，p.27－53 

(28) 駒沢正夫・森尻理恵・広島俊男・牧野雅彦・村田泰章・西

村清和・中塚正・鍋谷祐夫・乗富一雄・三品正明

（1996）：北上地域重力図，地質調査所 

 

(29) 産業技術総合研究所地質調査総合センター(2013)：日本重

力 CD－ROM 

(30) 中塚正・大熊茂雄・牧野雅彦・森尻理恵 (2005) ：日本空

中磁気データベース，数値地質図，P－6, 産業技術総合研

究所地質調査総合センター 

(31) 中塚正・大熊茂雄（2009）：日本空中磁気ＤＢによる対地

1,500ｍ平滑面での磁気異常分布データの編集，地質調査

総合センター研究 資料集，no.516 

(32) 地震調査研究推進本部地震調査委員会（2009）：日本の地

震活動 

(33) 気象庁編（1998～2017）：地震年報ほか 

(34) 加瀬友喜（1979）：南部北上山地橋浦地域中生界の層序の

再検討，地質学雑誌，vol.85，no.12，p.111－122 
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(33) 石井武政・柳沢幸夫（1984）：旧北上川沿いに分布する追

戸層の地質時代について，地質調査所月報，vol.35，

no.12，p.623－635 

(34) 小池一之・町田洋編（2001）：「日本の海成段丘アトラス」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(35) 井上大榮・宮腰勝義・上田圭一・宮脇明子・松浦一樹

（2002）：2000 年鳥取県西部地震震源域の活断層調査，地

震，第２輯，vol.54，no.4，p.557－573 

(36) 河野俊夫・仁田交市・松本聡・堀内茂木・岡田知己・開原

貴美・長谷川昭・堀修一郎・海野徳仁・鈴木将之

(35) 石井武政・柳沢幸夫（1984）：旧北上川沿いに分布する追

戸層の地質時代について，地質調査所月報，vol.35，

no.12，p.623－635 

(36) 小池一之・町田洋編（2001）：「日本の海成段丘アトラス」 

(37) 河野義礼・植田良夫(1965)：本邦産火成岩の K－Ar dating 

（Ⅱ） －北上山地の花崗岩類－，53，４，143－154 

(38) 土谷信高・武田朋代・足立達朗・中野伸彦・小山内康人・

足立佳子(2015)：北上山地の前期白亜紀アダカイト質火成

活動とテクトニクス，岩石鉱物科学，44, 69－90 

(39) 石井和彦（1985）：南部北上山地牡鹿半島における褶曲お

よびスレートへき開の形成過程，地質学雑誌，vol.91，

no5，p309－321 

(40) 牧野雅彦・大久保泰邦・中塚正（1992）：日本の磁気図, 

200 万分の 1地質編集図, no.23, 地質調査所 

(41) 長崎康彦(1997)：岩石磁気と磁気異常から得られる地質情

報－A case study:東北日本前弧陸棚における岩石磁気測

定と地磁気異常解析.石油の開発と備蓄, 30,116－129 

 

 

 

(42) 河野俊夫・仁田交市・松本聡・堀内茂木・岡田知己・開原

貴美・長谷川昭・堀修一郎・海野徳仁・鈴木将之
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（1993）：1962 年宮城県北部地震（Ｍ6.5）震源域における

微小地震活動，地震，第２輯，vol.46，no.2，p.85－93 

(37) 山中雅之・野口優子・鈴木啓・宮原伐折羅・石原操・小林

知勝・飛田幹男（2011）：衛星合成開口レーダーを用いた

平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変

動の検出，国土地理院時報，2011，No.122 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(38) 武村雅之（2005）：1900 年宮城県北部地震のマグニチュー

ドと震源位置の再評価 ――1962 年および 2003 年の地震

との関連性――，地震，第 2輯，vol.58，p.41－53 

(39) 産業技術総合研究所（2007）：平成 18 年度原子力安全基盤

調査研究｢自然科学分野総合的評価研究｣報告書，p.95－

（1993）：1962 年宮城県北部地震（Ｍ6.5）震源域における

微小地震活動，地震，第２輯，vol.46，no.2，p.85－93 

(43) 山中雅之・野口優子・鈴木啓・宮原伐折羅・石原操・小林

知勝・飛田幹男（2011）：衛星合成開口レーダーを用いた

平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変

動の検出，国土地理院時報，2011，No.122 

(44) 大槻憲四郎・永広昌之・布原啓史(2011)：宮城県の地質，

東北地質調査業協会 

(45) 永広昌之・越谷信(2012)：岩手県の地質，東北地質調査業

協会 

(46) 蟹澤聰史・大槻憲四郎・永広昌之・吉田武義・風間基樹・

鹿野和彦・宝田晋治・脇田浩二・京極正昭・中山政喜・鹿

摩貞男・小山利直・三浦昭編(2006)：建設技術者のための

東北地方の地質，社団法人 東北建設協会 

(47) 井上大榮・宮腰勝義・上田圭一・宮脇明子・松浦一樹

（2002）：2000 年鳥取県西部地震震源域の活断層調査，地

震，第２輯，vol.54，no.4，p.557－573 

(48) 武村雅之（2005）：1900 年宮城県北部地震のマグニチュー

ドと震源位置の再評価 ――1962 年および 2003 年の地震

との関連性――，地震，第 2輯，vol.58，p.41－53 

(49) 産業技術総合研究所（2007）：平成 18 年度原子力安全基盤

調査研究｢自然科学分野総合的評価研究｣報告書，p.95－
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134 

(40) 宍倉正展・藤野滋弘・行谷佑一・五十嵐厚夫（2008）：離

水浜堤のジオスライサー調査による旭山丘陵直下に分布す

る伏在断層の活動性評価，活断層・古地震研究報告，

No.8，p.1－16 

(41) 海野徳仁・岡田知己・中島淳一・堀修一郎・河野俊夫・中

山貴史・内田直希・清水淳平・菅ノ又淳一・ガマゲシャン

タ・仁田交市・矢部康男・迫田浩司・佐藤凡子・伊藤実・

長谷川昭・浅野陽一・長谷川晶子・出町知嗣・矢島良紀

（2004）：余震分布から推定した 2003 年 7 月 26 日宮城県

北部地震(M6.4)の余震の震源とメカニズム解の分布，地

震，第 2輯，vol.56，p.425－434 

(42) Hikima, K. and Koketsu, K.（2004）：Source processes 

of the foreshock, mainshock and largest aftershock 

in the 2003 Miyagi-ken Hokubu, Japan, earthquake 

sequence. Earth Planets and Space, vol.56, no.2, 

p.87－93 

(43) 中村光一（1992）：反転テクトニクス（inversion 

tectonics）とその地質構造表現．構造地質，38 号，p.3－

45 

(44) Kato, N., Sato, H., Imaizumi, T., Ikeda, Y., Okada, 

S., Kagohara, K., Kawanaka, T. and Kasahara, K.

134 

(50) 宍倉正展・藤野滋弘・行谷佑一・五十嵐厚夫（2008）：離

水浜堤のジオスライサー調査による旭山丘陵直下に分布す

る伏在断層の活動性評価，活断層・古地震研究報告，

No.8，p.1－16 

(51) 海野徳仁・岡田知己・中島淳一・堀修一郎・河野俊夫・中

山貴史・内田直希・清水淳平・菅ノ又淳一・ガマゲシャン

タ・仁田交市・矢部康男・迫田浩司・佐藤凡子・伊藤実・

長谷川昭・浅野陽一・長谷川晶子・出町知嗣・矢島良紀

（2004）：余震分布から推定した 2003 年 7 月 26 日宮城県

北部地震(M6.4)の余震の震源とメカニズム解の分布，地

震，第 2輯，vol.56，p.425－434 

(52) Hikima, K. and Koketsu, K.（2004）：Source processes 

of the foreshock, mainshock and largest aftershock 

in the 2003 Miyagi-ken Hokubu, Japan, earthquake 

sequence. Earth Planets and Space, vol.56, no.2, 

p.87－93 

(53) 中村光一（1992）：反転テクトニクス（inversion 

tectonics）とその地質構造表現．構造地質，38 号，p.3－

45 

(54) Kato, N., Sato, H., Imaizumi, T., Ikeda, Y., Okada, 

S., Kagohara, K., Kawanaka, T. and Kasahara, K.
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（2004）：Seismic reflection profiling across the 

source fault of the 2003 Northern Miyagi earthquake 

(M6.4), NE Japan: basin inversion of Miocene back-

arc rift, Earth planets and Space, vol.56, no.12, 

p.1369－1374 

(45) Kato, N., Sato, H. and Umino, N.（2006）：Fault 

reactivation and active tectonics on the fore-arc 

side of the back-arc rift system, NE Japan, Journal 

of Structural Geology, vol.28, no.11, p.2011－2022 

(46) 産業技術総合研究所（2004）：平成 16 年度原子力安全基盤

調査研究｢自然科学分野総合的評価研究｣報告書，p.21－22 

 

 

 

 

(47) 山口和雄・横倉隆伸・加野直己（2004）：2003 年宮城県北

部の地震震源域における反射法地震探査－旭山撓曲の南方

延長域の地下構造－，物理探査学会第 11 回学術講演会論

文集，p.57－58 

(48) 佐藤良輔・阿部勝征・岡田義光・島﨑邦彦・鈴木保典

（1989）：日本の地震断層パラメター・ハンドブック，

p.227 

（2004）：Seismic reflection profiling across the 

source fault of the 2003 Northern Miyagi earthquake 

(M6.4), NE Japan: basin inversion of Miocene back-

arc rift, Earth planets and Space, vol.56, no.12, 

p.1369－1374 

(55) Kato, N., Sato, H. and Umino, N.（2006）：Fault 

reactivation and active tectonics on the fore-arc 

side of the back-arc rift system, NE Japan, Journal 

of Structural Geology, vol.28, no.11, p.2011－2022 

(56) 産業技術総合研究所（2004）：平成 16 年度原子力安全基盤

調査研究｢自然科学分野総合的評価研究｣報告書，p.21－22 

(57) Okuma, S. and Kanaya, H. 2005, Utility of 

petrophysical and geophysical data to constrain the 

subsurface structure of the Kitakami plutons, 

northeast Japan, Earth Planets Space, 57, 727–741 

(58) 山口和雄・横倉隆伸・加野直己（2004）：2003 年宮城県北

部の地震震源域における反射法地震探査－旭山撓曲の南方

延長域の地下構造－，物理探査学会第 11 回学術講演会論

文集，p.57－58 

(59) 佐藤良輔・阿部勝征・岡田義光・島﨑邦彦・鈴木保典

（1989）：日本の地震断層パラメター・ハンドブック，

p.227 
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(49) 地震調査研究推進本部（2006）：「全国を概観した地震動予

測地図」報告書 

 

 

 

(50) Hattori，M.（1967）：Recent Sediments of Sendai Bay，

Miyagi Prefecture，Japan．Sci．Rep．Tohoku Univ., 

2nd Ser．(Geol.）, vol.39，no.1，p.1－61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(51) 入谷剛・北川陽 一・木場正信(2008)：断層間の力学的相

互作用を考慮した活断層の連鎖的破壊現象に関する検討，

電力土木，vol.336，p.48－53 

(52) 金折裕司（1981）：断層粘土中の石英粒子の表面構造（そ

の２）－実在断層における石英粒子の表面構造の特性－，

(60) 地震調査研究推進本部（2006）：「全国を概観した地震動予

測地図」報告書 

(61) 楮原京子, 田代佑徳, 小坂英輝, 阿部恒平, 中山英二, 三

輪敦志, 今泉俊文(2016)：一関–石越撓曲線の変動地形と

地下構造. 地学雑誌, 125(2), 221－241 

(62) Hattori，M.（1967）：Recent Sediments of Sendai Bay，

Miyagi Prefecture，Japan．Sci．Rep．Tohoku Univ., 

2nd Ser．(Geol.）, vol.39，no.1，p.1－61 

(63) Yanagisawa, Y. and Akiba, F. 1998, Refined Neogene 

diatom biostratigraphy for the northwest Pacific 

around Japan, with an introduction of code numbers 

for selected diatom biohorizons, The Jounal of the 

Geological Society of Japan, 104，No.6，395－414 

(64) 日本地すべり学会東北支部（1992）：東北の地すべり・地

すべり地形 －分布図と技術者のための活用マニュアル－ 

(65) 防災科学技術研究所（2009）：地すべり地形分布図第 40 集

「一関・石巻」，国立研究開発法人防災科学技術研究所 
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電力中央研究所報告（研究報告 381007） 

 

 

(53) 一般社団法人日本電気協会原子力規格委員会（2008）：原

子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601－2008 
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第 3.2－17 図 上品山西断層周辺の地質構造図 

第 3.2－18 図 谷津東方露頭スケッチ図（風越層～伊里前層の地

層境界） 

第 3.2－19 図 加護坊山－箟岳山丘陵及び周辺地域の文献による

活断層分布図 

第 3.2－20 図 加護坊山－箟岳山丘陵及び周辺地域の空中写真判

読結果 

記載の適正化 

図の追加 

図の追加 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

第 3.2.2－19 図 加護坊山－箟岳山丘陵及び周辺地域の地質平面

図 

第 3.2.2－20 図 加護坊山－箟岳山丘陵及び周辺地域の地質断面

図 

第 3.2.2－21 図 加護坊山－箟岳山丘陵及び周辺地域の地質構造

図 

第 3.2.2－22 図 旧田尻町宿付近の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2.2－23 図 旧田尻町宿付近の露頭スケッチ図（その１） 

第 3.2.2－24 図 旧田尻町宿付近の露頭スケッチ図（その２） 

第 3.2.2－25 図 涌谷町松崎付近の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2.2－26 図 涌谷町松崎付近の露頭スケッチ図（その１） 

第 3.2.2－27 図 涌谷町松崎付近の露頭スケッチ図（その２） 

第 3.2.2－28 図 涌谷町小里付近の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2.2－29 図 涌谷町小里南方の露頭スケッチ図 

第 3.2.2－30 図 涌谷町不動沢付近の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2.2－31 図 涌谷町不動沢付近の露頭スケッチ図 

第 3.2.2－32 図 涌谷町脇付近の地質平面図及び露頭スケッチ図 

第 3.2.2－33 図 加護坊山－箟岳山丘陵及び周辺地域の地下地質

構造調査位置図 

第 3.2.2－34 図 K-1-1 測線・K-1-2 測線浅部反射断面図及び地

質解析断面図 

第 3.2.2－35 図 K-2-1 測線及び K-2-2 測線浅部反射断面図及び

第 3.2－21 図 加護坊山－箟岳山丘陵及び周辺地域の地質平面図 

 

第 3.2－22 図 加護坊山－箟岳山丘陵及び周辺地域の地質断面図 

 

第 3.2－23 図 加護坊山－箟岳山丘陵及び周辺地域の地質構造図 

 

第 3.2－24 図 旧田尻町宿付近の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2－25 図 旧田尻町宿付近の露頭スケッチ図（その１） 

第 3.2－26 図 旧田尻町宿付近の露頭スケッチ図（その２） 

第 3.2－27 図 涌谷町松崎付近の地質平面図および地質断面図 

第 3.2－28 図 涌谷町松崎付近の露頭スケッチ図（その１） 

第 3.2－29 図 涌谷町松崎付近の露頭スケッチ図（その２） 

第 3.2－30 図 涌谷町小里付近の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2－31 図 涌谷町小里南方の露頭スケッチ図 

第 3.2－32 図 涌谷町不動沢付近の地質平面図及び地質断面図 

第 3.2－33 図 涌谷町不動沢付近の露頭スケッチ図 

第 3.2－34 図 涌谷町脇付近の地質平面図及び露頭スケッチ図 

第 3.2－35 図 加護坊山－箟岳山丘陵及び周辺地域の地下地質構

造調査位置図 

第 3.2－36 図 K－1－1 測線・K－1－2測線浅部反射断面図及び

地質解析断面図 

第 3.2－37 図 K－2－1 測線及び K－2－2測線浅部反射断面図及
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

地質解析断面図 

第 3.2.2－36 図 P-1 測線・P-2 測線及び P-3 測線浅部反射断面

図及び地質解析断面図 

第 3.2.2－37 図 K-b 測線深部反射断面図及び地質解析断面図 

第 3.2.2－38 図 K-3 測線浅部反射断面図及び地質解析断面図 

第 3.2.2－39 図 K-4 測線及び P-4 測線浅部反射断面図及び地質

解析断面図 

第 3.2.2－40 図 産業技術総合研究所涌谷-河南測線の反射断面

図 

第 3.2.2－41 図 S-b 測線深部反射断面図及び地質解析断面図 

第 3.2.2－42 図 旭山丘陵及び周辺地域の文献による活断層分布

図 

第 3.2.2－43 図 海野ほか(2004)による 2003 年宮城県中部の地

震の前震・本震・最大余震及びＰ波初動メカニ

ズム解の各深度ごとの分布 

第 3.2.2－44 図 海野ほか（2004）による 2003 年宮城県中部の

地震の余震分布 

第 3.2.2－45 図 Hikima&Koketsu(2004)による 2003 年宮城県北

部地震の前震・本震・最大余震の発震メカニズ

ム解と震源断層モデル 

第 3.2.2－46 図 旭山丘陵及び周辺地域の地下構造調査位置図 

第 3.2.2－47 図 東京大学 Kanan2003 測線の地質構造と 2003 年

び地質解析断面図 

第 3.2－38 図 P－1 測線・P－2測線及び P－3測線浅部反射断面

図及び地質解析断面図 

第 3.2－39 図 K－b 測線深部反射断面図及び地質解析断面図 

第 3.2－40 図 K－3 測線浅部反射断面図及び地質解析断面図 

第 3.2－41 図 K－4 測線及び P－4測線浅部反射断面図及び地質

解析断面図 

第 3.2－42 図 産業技術総合研究所涌谷－河南測線の反射断面図 

 

第 3.2－43 図 S－b 測線深部反射断面図及び地質解析断面図 

第 3.2－44 図 旭山丘陵及び周辺地域の文献による活断層分布 

 

第 3.2－45 図 海野ほか（2004）による 2003 年宮城県中部の地

震の前震・本震・最大余震及びＰ波初動メカニズ

ム解の各震度ごとの分布 

第 3.2－46 図 海野ほか（2004）による 2003 年宮城県中部の地

震の余震分布 

第 3.2－47 図 Hikima and Koketsu（2004）による 2003 年宮城

県北部地震の前震・本震・最大余震の発震メカニ

ズム解と震源断層モデル 

第 3.2－48 図 旭山丘陵及び周辺地域の地下構造調査位置図 

第 3.2－49 図 東京大学 Kanan2003 測線の地質構造と 2003 年宮
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

宮城県中部の地震の余震分布との関係 

第 3.2.2－48 図 産業技術総合研究所 Line-1 の反射断面図 

 

 

第 3.2.2－49 図 旭山丘陵及び周辺地域の空中写真判読結果 

第 3.2.2－50 図 旭山丘陵及び周辺地域の地質平面図 

第 3.2.2－51 図 旭山丘陵及び周辺地域の地質断面図 

第 3.2.2－52 図 旭山丘陵及び周辺地域の地質構造図 

第 3.2.2－53 図 旭山北東方のルートマップと露頭スケッチ図 

第 3.2.2－54 図 高寺南方の露頭周辺ルートマップ 

第 3.2.2－55 図 高寺南方の露頭スケッチ図 

第 3.2.2－56 図 箱清水付近の地質図及び地形断面・柱状対比図 

第 3.2.2－57 図 箱清水付近の露頭スケッチ図 

第 3.2.2－58 図 上前柳周辺の地質図及び地質断面図 

第 3.2.2－59 図 上前柳周辺の浅部反射断面図 

第 3.2.2－60 図 A-b 測線深部反射断面図及び地質解析断面図 

第 3.2.2－61 図 A-1 測線浅部反射断面図及び地質解析断面図 

第 3.2.2－62 図 産業技術総合研究所 Line-3 沿いの地質解析断

面図 

第 3.2.2－63 図 A-2 測線浅部反射断面図及び地質解析断面図 

第 3.2.2－64 図 石油資源開発㈱Line-87-A 測線，Line-87-7 測

線深部反射断面図及び地質解析断面図 

城県中部の地震の余震分布との関係 

第 3.2－50 図 産業技術総合研究所 Line－1 の反射断面図 

第 3.2－51 図 Okuma and Kanaya（2005）による石巻平野付近の

地下構造断面の検討 

第 3.2－52 図 旭山丘陵及び周辺地域の空中写真判読結果 

第 3.2－53 図 旭山丘陵及び周辺地域の地質平面図 

第 3.2－54 図 旭山丘陵及び周辺地域の地質断面図 

第 3.2－55 図 旭山丘陵及び周辺地域の地質構造図 

第 3.2－56 図 旭山北東方のルートマップと露頭スケッチ図 

第 3.2－57 図 高寺南方の露頭周辺ルートマップ 

第 3.2－58 図 高寺南方の露頭スケッチ図 

第 3.2－59 図 箱清水付近の地質図及び地形断面・柱状対比図 

第 3.2－60 図 箱清水付近の露頭スケッチ図 

第 3.2－61 図 上前柳周辺の地質図及び地質断面図 

第 3.2－62 図 上前柳周辺の浅部反射断面図 

第 3.2－63 図 A－b 測線深部反射断面図及び地質解析断面図 

第 3.2－64 図 A－1 測線浅部反射断面図および地質解析断面図 

第 3.2－65 図 産業技術総合研究所 Line－3 沿いの地質解析断面

図 

第 3.2－66 図 A－2 測線浅部反射断面図及び地質解析断面図 

第 3.2－67 図 石油資源開発（株）Line87－A 測線，Line87－7

測線深部反射断面図及び地質解析断面図 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

第 3.2.2－65 図 敷地周辺の地下構造と活断層モデル 

第 3.2.2－66 図 広域活断層分布と活断層モデル 

第 3.2.2－67 図 音波探査測線図 

第 3.2.2－68 図(1) 太平洋海域の海底地形図 

第 3.2.2－68 図(2) 仙台湾海域の海底地形図 

第 3.2.2－69 図 敷地周辺海域の海底地質図 

第 3.2.2－70 図 敷地周辺海域の地質断面図 

第 3.2.2－71 図(1) 仙台湾海域の音波探査記録（T-1Ｕ測線） 

第 3.2.2－71 図(2) 仙台湾海域の音波探査記録（T-1Ｗ測線） 

第 3.2.2－71 図(3) 仙台湾海域の音波探査記録（T-2Ｗ測線） 

第 3.2.2－71 図(4) 仙台湾海域の音波探査記録（T-101Ｗ線） 

第 3.2.2－72 図(1) 太平洋海域の音波探査記録（№2Ｍ測線） 

第 3.2.2－72 図(2) 太平洋海域の音波探査記録（№8Ｍ測線） 

第 3.2.2－72 図(3) 太平洋海域の音波探査記録（№10.3Ｍ測

線） 

第 3.2.2－72 図(4) 太平洋海域の音波探査記録（№11Ｍ測線） 

第 3.2.2－72 図(5) 太平洋海域の音波探査記録（№14.5Ｍ測

線） 

第 3.2.2－72 図(6) 太平洋海域の音波探査記録（№103Ｍ測線） 

 

 

 

第 3.2－68 図 敷地周辺の地下構造と活断層モデル 

第 3.2－69 図 広域活断層分布と活断層モデル 

第 3.2－70 図 音波探査測線図 

第 3.2－71 図(1) 太平洋海域の海底地形図 

第 3.2－71 図(2) 仙台湾海域の海底地形図 

第 3.2－72 図 敷地周辺海域の海底地質図 

第 3.2－73 図 敷地周辺海域の地質断面図 

第 3.2－74 図(1) 仙台湾海域の音波探査記録（T－1U 測線） 

第 3.2－74 図(2) 仙台湾海域の音波探査記録（T－1W 測線） 

第 3.2－74 図(3) 仙台湾海域の音波探査記録（T－2W 測線） 

第 3.2－74 図(4) 仙台湾海域の音波探査記録（T－101W 測線） 

第 3.2－74 図(1) 太平洋海域の音波探査記録（No.2M 測線） 

第 3.2－75 図(2) 太平洋海域の音波探査記録（No.8M 測線） 

第 3.2－75 図(3) 太平洋海域の音波探査記録（No.10.3M 測線） 

 

第 3.2－75 図(4) 太平洋海域の音波探査記録（No.11M 測線） 

第 3.2－75 図(5) 太平洋海域の音波探査記録（No.14.5M 測線） 

 

第 3.2－75 図(6) 太平洋海域の音波探査記録（No.103M 測線） 

第 3.2－76 図 仙台湾海上ボーリング結果 

第 3.2－77 図 仙台湾海上ボーリングの地層区分，詳細火山灰分

析及び珪藻化石分析の結果 
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第 3.2.2－73 図 敷地周辺海域の断層等分布図 

第 3.2.2－74 図 評価対象断層等分布図 

第 3.2.2－75 図 F-1 断層位置図 

第 3.2.2－76 図 F-1 断層周辺音波探査記録及び地質断面図 

第 3.2.2－77 図 F-6 断層・F-9 断層位置図 

第 3.2.2－78 図 F-6 断層・F-9 断層周辺音波探査記録及び地質

断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2－78 図 敷地周辺海域の断層等分布図 

第 3.2－79 図 震源として考慮する活断層等分布図 

第 3.2－80 図 Ｆ－１断層位置図 

第 3.2－81 図 Ｆ－１断層周辺音波探査記録及び地質断面図 

第 3.2－82 図 F－6 断層～F－9断層位置図 

 

 

第 3.2－83 図(1) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び地

質断面図（Y－9W 測線） 

第 3.2－83 図(2) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び地

質断面図（Y－9B 測線） 

第 3.2－83 図(3) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び地

質断面図（Y－203W 測線） 

第 3.2－83 図(4) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び地

質断面図（Y－203B 測線） 

第 3.2－83 図(5) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び地

質断面図（Y－10B 測線） 

第 3.2－83 図(6) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び地

質断面図（Y－11B 測線） 

第 3.2－83 図(7) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び地

質断面図（Y－12W 測線） 

第 3.2－83 図(8) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び地
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質断面図（Y－12B 測線） 

第 3.2－83 図(9) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び地

質断面図（Y－13B 測線） 

第 3.2－83 図(10) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－15W 測線） 

第 3.2－83 図(11) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－16W 測線） 

第 3.2－83 図(12) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－17W 測線） 

第 3.2－83 図(13) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－18W 測線） 

第 3.2－83 図(14) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－19W 測線） 

第 3.2－83 図(15) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－20W 測線） 

第 3.2－83 図(16) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－21W 測線） 

第 3.2－83 図(17) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－22W 測線） 

第 3.2－83 図(18) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－23W 測線） 

第 3.2－83 図(19) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び
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第 3.2.2－79 図 F-7 断層，F-8 断層・f-12 断層位置図 

第 3.2.2－80 図 F-7 断層，F-8 断層・f-12 断層周辺音波探査記

録及び地質断面図 

第 3.2.2－81 図 F-12 断層～F-14 断層位置図 

第 3.2.2－82 図 F-12 断層～F-14 断層周辺音波探査記録及び地

質断面図 

第 3.2.2－83 図 F-15 断層・F-16 断層位置図 

地質断面図（Y－23.5W 測線） 

第 3.2－83 図(20) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－24W 測線） 

第 3.2－83 図(21) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－25W 測線） 

第 3.2－83 図(22) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－27W 測線） 

第 3.2－83 図(23) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－28W 測線） 

第 3.2－83 図(24) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－29W 測線） 

第 3.2－83 図(25) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－210W 測線） 

第 3.2－83 図(26) F－6 断層～F－9断層周辺音波探査記録及び

地質断面図（Y－30W 測線） 

 

 

 

第 3.2－84 図 F－12 断層～F－14 断層位置図 

第 3.2－85 図 F－12 断層～F－14 断層周辺音波探査記録及び地

質断面図 

第 3.2－86 図 F－15 断層・F－16 断層位置図 
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第 3.2.2－84 図 F-15 断層・F-16 断層周辺音波探査記録及び地

質断面図 

第 3.2.2－85 図 敷地周辺海域の文献活断層位置図 

第 3.2.2－86 図 活動性を評価した断層位置図 

第 3.2.2－87 図 短波長成分重力分布図 

第 3.2.2－88 図 地震の発生状況 

第 3.2.2－89 図 宮城県北部から仙台湾の断層群の連鎖的活動に

関する力学的検討 

 

 

 

第 3.2.3－1 図 敷地近傍の地形図 

第 3.2.3－2 図 敷地近傍陸域の空中写真判読図 

第 3.2.3－3 図 敷地近傍の地質図 

第 3.2.3－4 図 敷地近傍の地質断面図 

第 3.2.3－5 図 敷地近傍陸域の地質構造図 

第 3.2.3－6 図 谷川南方～給分浜南方周辺の空中写真判読結果 

第 3.2.3－7 図 谷川南方～給分浜南方周辺の地質平面図 

第 3.2.3－8 図 谷川南方～給分浜南方周辺の地質断面図 

第 3.2.3－9 図 谷川南方～給分浜南方周辺の地質構造図 

第 3.2.3－10 図 谷川南方～給分浜南方周辺のホルンフェルス化

確認位置図 

第 3.2－87 図 F－15 断層・F－16 断層周辺音波探査記録及び地

質断面図 

第 3.2－88 図 敷地周辺海域の文献活断層位置図 

第 3.2－89 図 敷地周辺の震源として考慮する活断層 

 

 

 

 

第 3.2－90 図 連動性を検討した断層位置図 

第 3.2－91 図 重力異常及び地震発生状況と地下深部地質構造 

第 3.2－92 図 震源として考慮する活断層の連動評価 

第 3.3－1 図 敷地近傍の地形図 

第 3.3－2 図 敷地近傍陸域の空中写真判読結果 

第 3.3－3 図 敷地近傍の地質図 

第 3.3－4 図 敷地近傍の地質断面図 

第 3.3－5 図 敷地近傍陸域の地質構造 

第 3.3－6 図 谷川南方～給分浜南方周辺の空中写真判読結果 

第 3.3－7 図 谷川南方～給分浜南方周辺の地質平面図 

第 3.3－8 図 谷川南方～給分浜南方周辺の地質断面図 

第 3.3－9 図 谷川南方～給分浜南方周辺の地質構造図 

第 3.3－10 図 谷川南方～給分浜南方周辺のホルンフェルス化確

認位置図 
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申請時（H25.12.27） 補正申請書(案) 備  考 

第 3.2.3－11 図 大石原浜西方～荻浜西方周辺及び竹浜～狐崎浜

周辺の空中写真判読結果 

第 3.2.3－12 図 大石原浜西方～荻浜西方周辺及び竹浜～狐崎浜

周辺の地質平面図 

第 3.2.3－13 図 大石原浜西方～荻浜西方周辺及び竹浜～狐崎浜

周辺の地質断面図 

第 3.2.3－14 図 大石原浜西方～荻浜西方周辺及び竹浜～狐崎浜

周辺の地質構造図 

第 3.2.4－1 図 敷地内地質調査位置図 

第 3.2.4－2 図 敷地の地質図 

第 3.2.4－3 図 敷地の地質断面図 

第 3.2.4－4 図 敷地の地質構造図 

第 3.2.4－5 図 TF-1 断層調査トレンチ露頭スケッチ 

第 3.2.5－1 図 地質水平断面図 

第 3.2.5－2 図(1) 地質鉛直断面図（X-X'） 

第 3.2.5－2 図(2) 地質鉛直断面図（Y-Y'） 

 

 

 

 

 

 

第 3.3－11 図 大石原浜西方～荻浜西方周辺及び竹浜～狐崎浜周

辺の空中写真判読結果 

第 3.3－12 図 大石原浜西方～荻浜西方周辺及び竹浜～狐崎浜周

辺の地質平面図 

第 3.3－13 図 大石原浜西方～ 荻浜西方周辺及び竹浜～ 狐崎浜

周辺の地質断面図 

第 3.3－14 図 大石原浜西方～荻浜西方周辺及び竹浜～狐崎浜周

辺の地質構造図 

第 3.4－1 図 敷地内地質調査位置図 

第 3.4－2 図 敷地の地質図 

第 3.4－3 図 敷地の地質断面図 

第 3.4－4 図 敷地の地質構造図 

 

第 3.4－5 図 地質水平断面図（O.P.約－14m） 

第 3.4－6 図(1) ２号炉地質鉛直断面図（Ｘ－Ｘ’） 

第 3.4－6 図(2) ２号炉地質鉛直断面図（Ｙ－Ｙ’） 

第 3.4－7 図(1) ３号炉地質鉛直断面図（Ｘ－Ｘ’） 

第 3.4－7 図(2) ３号炉地質鉛直断面図（Ｙ－Ｙ’） 

第 3.4－8 図 地質水平断面図（O.P.約＋45.5m） 

第 3.4－9 図(1) 緊急時対策建屋ＮＳ地質鉛直断面図 

第 3.4－9 図(2) 緊急時対策建屋ＥＷ地質鉛直断面図 

第 3.4－10 図 ガスタービン発電設備軽油タンク室設置位置地質
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第 3.2.5－6 図 地質構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.5－3 図 岩盤分類の考え方のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉛直断面図 

第 3.4－11 図 試掘坑地質展開図 

第 3.4－12 図 地質柱状図 

第 3.4－13 図 地質構造図 

第 3.4－14 図 TF－1 断層調査トレンチ露頭スケッチ 

第 3.4－15 図 薄片・研磨片観察結果 

第 3.4－16 図 薄片Ⅰ観察結果(1) 

第 3.4－17 図 薄片Ⅱ観察結果 

第 3.4－19 図 薄片Ⅰ観察結果(2) 

第 3.4－20 図 薄片Ⅲ観察結果 

第 3.4－22 図 薄片Ⅳ観察結果 

第 3.5.1－1 図 狐崎部層と牧の浜部層の分布 

第 3.5.1－2 図 岩盤分類の考え方のフロー 

第 3.5.1－3 図(1) 岩石試料採取位置図（狐崎部層） 

第 3.5.1－3 図(2) 岩石試料採取位置図（牧の浜部層） 

第 3.5.1－4 図 ３号原子炉建屋北側の試料採取及び試験位置図 

第 3.5.1－5 図(1) 岩盤試験位置図（狐崎部層） 

第 3.5.1－5 図(2) 岩盤試験位置図（牧の浜部層） 

第 3.5.1－6 図 岩盤変形試験装置図 

第 3.5.1－7 図(1) 岩盤変形試験載荷パターン 

第 3.5.1－7 図(2) 岩盤変形試験載荷パターン（狐崎部層） 

第 3.5.1－8 図 支持力試験載荷パターン 
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第 3.2.5－4 図(1) 岩盤分類図（O.P.約－14m） 

 

 

第 3.2.5－4 図(2) 岩盤分類図（Ｘ－Ｘ'） 

第 3.2.5－4 図(3) 岩盤分類図（Ｙ－Ｙ'） 

第 3.5.1－9 図 ブロックせん断試験装置図 

第 3.5.1－10 図 ブロックせん断試験載荷パターン 

第 3.5.1－11 図 ロックせん断試験装置図 

第 3.5.1－12 図 ロックせん断試験載荷パターン 

第 3.5.1－13 図(1) ボーリング孔内岩盤試験位置図（狐崎部

層） 

第 3.5.1－13 図(2) ボーリング孔内岩盤試験位置図（牧の浜部

層） 

第 3.5.1－14 図 ＰＳ検層概略図 

第 3.5.1－15 図 孔内水平載荷試験概略図 

第 3.5.1－16 図(1) 弾性波試験範囲図（平均速度法）（狐崎部

層） 

第 3.5.1－16 図(2) 弾性波試験範囲図（平均速度法）（牧の浜部

層） 

第 3.5.1－17 図 盛土ほかの試料採取及び試験位置図 

第 3.5.1－18 図 原位置せん断試験装置図 

第 3.5.1－19 図 平板載荷試験及び支持力試験装置図 

第 3.5.2－1 図(1) 岩盤分類図（O.P 約－14m） 

第 3.5.2－1 図(2) 岩盤分類図（O.P.約＋46m） 

 

第 3.5.2－1 図(3) 岩盤分類図（原子炉建屋Ｘ－Ｘ'断面） 

第 3.5.2－1 図(4) 岩盤分類図（原子炉建屋Ｙ－Ｙ'断面） 
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第 3.2.5－5 図(1) 速度層区分図（Ｘ－Ｘ'） 

第 3.2.5－5 図(2) 速度層区分図（Ｙ－Ｙ'） 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.5－6 図 地質構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.5.2－1 図(5) 岩盤分類図（防潮堤Ａ－Ａ'断面） 

第 3.5.2－1 図(6) 岩盤分類図（防潮堤Ｂ－Ｂ'断面） 

第 3.5.2－1 図(7) 岩盤分類図（緊急時対策建屋Ｘ－Ｘ'断面） 

第 3.5.2－1 図(8) 岩盤分類図（緊急時対策建屋Ｙ－Ｙ'断面） 

 

第 3.5.2－2 図(1) 速度層構造図（原子炉建屋Ｘ－Ｘ'断面） 

第 3.5.2－2 図(2) 速度層構造図（原子炉建屋Ｙ－Ｙ'断面） 

第 3.5.2－2 図(3) 速度層構造図（防潮堤Ａ－Ａ'断面） 

第 3.5.2－2 図(4) 速度層構造図（防潮堤Ｂ－Ｂ'断面） 

第 3.5.2－2 図(5) 速度層構造図（緊急時対策建屋Ｘ－Ｘ'断

面） 

第 3.5.2－2 図(6) 速度層構造図（緊急時対策建屋Ｙ－Ｙ'断

面） 

 

第 3.5.2－3 図(1) 三軸圧縮試験結果（ボーリングコア供試体）

（狐崎部層） 

第 3.5.2－3 図(2) 三軸圧縮試験結果（ボーリングコア供試体）

（狐崎部層） 

第 3.5.2－3 図(3) 三軸圧縮試験結果（ボーリングコア供試体）

（狐崎部層） 

第 3.5.2－3 図(4) 三軸圧縮試験結果（ボーリングコア供試体）

（狐崎部層） 
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第 3.5.2－3 図(5) 三軸圧縮試験結果（ボーリングコア供試体）

（狐崎部層） 

 

第 3.5.2－4 図(1) 三軸圧縮試験結果（試掘坑内供試体）（狐崎

部層） 

第 3.5.2－4 図(2) 三軸圧縮試験結果（試掘坑内供試体）（狐崎

部層） 

第 3.5.2－4 図(3) 三軸圧縮試験結果（試掘坑内供試体）（狐崎

部層） 

第 3.5.2－4 図(4) 三軸圧縮試験結果（試掘坑内供試体）（狐崎

部層） 

第 3.5.2－4 図(5) 三軸圧縮試験結果（試掘坑内供試体）（狐崎

部層） 

第 3.5.2－5 図 弾性波試験結果（屈折法）（狐崎部層） 

第 3.5.2－6 図(1) 岩盤変形試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－6 図(2) 岩盤変形試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－6 図(3) 岩盤変形試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－6 図(4) 岩盤変形試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－6 図(5) 岩盤変形試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－6 図(6) 岩盤変形試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－6 図(7) 岩盤変形試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－6 図(8) 岩盤変形試験結果（狐崎部層） 
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第 3.5.2－6 図(9) 岩盤変形試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－6 図(10) 岩盤変形試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－6 図(11) 岩盤変形試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－6 図(12) 岩盤変形試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－6 図(13) 岩盤変形試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－7 図(1) 支持力試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－7 図(2) 支持力試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－7 図(3) 支持力試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－7 図(4) 支持力試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－7 図(5) 支持力試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－7 図(6) 支持力試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－7 図(7) 支持力試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－7 図(8) 支持力試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－7 図(9) 支持力試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－8 図(1) ブロックせん断試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－8 図(2) ブロックせん断試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－8 図(3) ブロックせん断試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－9 図(1) 摩擦抵抗試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－9 図(2) 摩擦抵抗試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－9 図(3) 摩擦抵抗試験結果（狐崎部層） 

第 3.5.2－10 図(1) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（Ｒ－

１）（狐崎部層） 
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第 3.5.2－10 図(2) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（Ｒ－

２）（狐崎部層） 

第 3.5.2－10 図(3) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（Ｒ－

３）（狐崎部層） 

第 3.5.2－10 図(4) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（Ｒ－

４）（狐崎部層） 

第 3.5.2－10 図(5) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（Ｒ－

５）（狐崎部層） 

第 3.5.2－10 図(6) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（Ｒ－

６）（狐崎部層） 

第 3.5.2－10 図(7) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（Ｒ－

７）（狐崎部層） 

第 3.5.2－10 図(8) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（Ｒ－

８）（狐崎部層） 

第 3.5.2－10 図(9) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（Ｒ－

９）（狐崎部層） 

第 3.5.2－11 図 弾性波試験結果（平均速度法）（狐崎部層） 

第 3.5.2－12 図(1) 三軸圧縮試験結果（ボーリングコア供試

体）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－12 図(2) 三軸圧縮試験結果（ボーリングコア供試

体）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－12 図(3) 三軸圧縮試験結果（ボーリングコア供試
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体）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－12 図(4) 三軸圧縮試験結果（ボーリングコア供試

体）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－13 図(1) 三軸圧縮試験結果（試掘坑内供試体）（牧の

浜部層） 

第 3.5.2－13 図(2) 三軸圧縮試験結果（試掘坑内供試体）（牧の

浜部層） 

第 3.5.2－13 図(3) 三軸圧縮試験結果（試掘坑内供試体）（牧の

浜部層） 

第 3.5.2－13 図(4) 三軸圧縮試験結果（試掘坑内供試体）（牧の

浜部層） 

第 3.5.2－13 図(5) 三軸圧縮試験結果（試掘坑内供試体）（牧の

浜部層） 

第 3.5.2－14 図(1) 三軸圧縮試験結果（３号炉原子炉建屋北側

供試体） 

第 3.5.2－14 図(2) 三軸圧縮試験結果（３号炉原子炉建屋北側

供試体） 

第 3.5.2－15 図(1) 繰返し三軸試験結果（動的変形特性） 

第 3.5.2－15 図(2) 繰返し三軸試験結果（動的変形特性） 

第 3.5.2－16 図 繰返し三軸試験結果（減衰特性） 

第 3.5.2－17 図 弾性波試験結果（屈折法）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－18 図(1) 岩盤変形試験結果（牧の浜部層） 
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第 3.5.2－18 図(2) 岩盤変形試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－18 図(3) 岩盤変形試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－18 図(4) 岩盤変形試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－18 図(5) 岩盤変形試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－18 図(6) 岩盤変形試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－18 図(7) 岩盤変形試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－18 図(8) 岩盤変形試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－18 図(9) 岩盤変形試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－18 図(10) 岩盤変形試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－18 図(11) 岩盤変形試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－18 図(12) 岩盤変形試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－18 図(13) 岩盤変形試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－19 図(1) 支持力試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－19 図(2) 支持力試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－19 図(3) 支持力試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－19 図(4) 支持力試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－19 図(5) 支持力試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－19 図(6) 支持力試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－19 図(7) 支持力試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－19 図(8) 支持力試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－19 図(9) 支持力試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－20 図(1) ブロックせん断試験結果（牧の浜部層） 
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第 3.5.2－20 図(2) ブロックせん断試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－20 図(3) ブロックせん断試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－21 図(1) 摩擦抵抗試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－21 図(2) 摩擦抵抗試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－21 図(3) 摩擦抵抗試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－22 図(1) ロックせん断試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－22 図(2) ロックせん断試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－23 図(1) 摩擦抵抗試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－23 図(2) 摩擦抵抗試験結果（牧の浜部層） 

第 3.5.2－24 図(1) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（３Ｒ－

１）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－24 図(2) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（３Ｒ－

２）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－24 図(3) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（３Ｒ－

３）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－24 図(4) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（３Ｒ－

４）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－24 図(5) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（３Ｒ－

５）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－24 図(6) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（３Ｒ－

６）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－24 図(7) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（３Ｒ－
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７）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－24 図(8) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（３Ｒ－

８）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－24 図(9) ＰＳ検層・孔内水平載荷試験結果（３Ｒ－

９）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－25 図 弾性波試験結果（平均速度法）（牧の浜部層） 

第 3.5.2－26 図 断層及びシームの粒度分布 

第 3.5.2－27 図(1) 引張強度試験結果（セメント改良土） 

第 3.5.2－27 図(2) 引張強度試験結果（改良地盤） 

第 3.5.2－28 図(1) 三軸圧縮試験結果（盛土） 

第 3.5.2－28 図(2) 三軸圧縮試験結果（旧表土） 

第 3.5.2－28 図(3) 三軸圧縮試験結果（セメント改良土）（破壊

強度） 

第 3.5.2－28 図(4) 三軸圧縮試験結果（セメント改良土）（残留

強度） 

第 3.5.2－28 図(5) 三軸圧縮試験結果（改良地盤）（破壊強度） 

第 3.5.2－28 図(6) 三軸圧縮試験結果（改良地盤）（残留強度） 

第 3.5.2－29 図(1) 三軸圧縮試験結果（盛土） 

第 3.5.2－29 図(2) 三軸圧縮試験結果（旧表土） 

第 3.5.2－29 図(3) 三軸圧縮試験結果（セメント改良土） 

第 3.5.2－30 図(1) 繰返し三軸試験結果（動的変形特性）（盛

土） 
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第 3.5.2－30 図(2) 繰返し三軸試験結果（動的変形特性）（旧表

土） 

第 3.5.2－30 図(3) 繰返し三軸試験結果（動的変形特性）（盛

土） 

第 3.5.2－30 図(4) 繰返し三軸試験結果（動的変形特性）（旧表

土） 

第 3.5.2－30 図(5) 繰返し三軸試験結果（動的変形特性）（セメ

ント改良土） 

第 3.5.2－30 図(6) 繰返し三軸試験結果（動的変形特性）（改良

地盤） 

第 3.5.2－31 図(1) 繰返し三軸試験結果（減衰特性）（盛土） 

第 3.5.2－31 図(2) 繰返し三軸試験結果（減衰特性）（旧表土） 

第 3.5.2－31 図(3) 繰返し三軸試験結果（減衰特性）（セメント

改良土） 

第 3.5.2－31 図(4) 繰返し三軸試験結果（減衰特性）（改良地

盤） 

第 3.5.2－32 図 断層及びシームのせん断試験結果（強度特性） 

第 3.5.2－33 図 断層及びシームのせん断試験結果（変形特性） 

第 3.5.2－34 図(1) 断層及びシームの繰返し単純せん断試験結

果（動的変形特性） 

第 3.5.2－34 図(2) 断層及びシームの繰返し単純せん断試験結

果（動的変形特性） 
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第 3.2.6－1 図(1) 解析用要素分割図（Ｘ－Ｘ’断面） 

 

第 3.2.6－1 図(2) 解析用要素分割図（Ｙ－Ｙ’断面） 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.5.2－35 図 断層及びシームの繰返し単純せん断試験結果

（減衰特性） 

第 3.5.2－36 図 支持力試験結果（改良地盤） 

第 3.6.1－1 図 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設の配

置図 

第 3.6.1－2 図 代表施設の選定フロー 

第 3.6.1－3 図 防潮堤の評価断面候補 

第 3.6.1－4 図 防潮堤（鋼管式鉛直壁）一般部の断面選定の指

標 

第 3.6.1－5 図 防潮堤（鋼管式鉛直壁）一般部の評価断面選定

結果 

第 3.6.1－6 図 代表施設の評価断面位置  

第 3.6.1－7 図(1) 解析用要素分割図（原子炉建屋Ｘ－Ｘ'断

面） 

第 3.6.1－7 図(2) 解析用要素分割図（原子炉建屋Ｙ－Ｙ'断

面） 

第 3.6.1－7 図(3) 解析用要素分割図（防潮堤（盛土堤防）Ａ－

Ａ'断面） 

第 3.6.1－7 図(4) 解析用要素分割図（防潮堤（鋼管式鉛直壁）

一般部 Ｂ－Ｂ'断面） 

第 3.6.1－7 図(5) 解析用要素分割図（緊急時対策建屋Ｘ－Ｘ'

断面） 
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第 3.6.1－7 図(6) 解析用要素分割図（緊急時対策建屋Ｙ－Ｙ'

断面） 

第 3.6.1－8 図 境界条件 

 

第 3.6.1－9 図 解析用地下水位（原子炉建屋） 

第 3.6.2－1 図 周辺斜面と対象施設の位置関係 
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